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別紙 41 

スクラビング水のｐＨについて 

 

スクラビング水は，無機よう素をスクラビング水中に捕集・保持するためにアルカリ性の状態

（ｐＨ7以上）に維持する必要があるが，重大事故等時においては，格納容器内のケーブルから

放射線分解，熱分解等により塩化水素（HCl）等の酸として放出され，ベント実施により格納容

器からフィルタ装置（スクラビング水）に移行するため，ｐＨが低下する可能性がある。 

これに対して，スクラビング水は，待機時における重大事故等時に発生する可能性がある酸の

量に対して十分な塩基量を確保することにより，ベント実施中のｐＨ監視を実施することなく，

確実にアルカリ性の状態を維持することとしている。 

なお，スクラビング水のｐＨについては，ｐＨ計を設置し，ｐＨがアルカリ性の状態となって

いることを原子炉停止中に適宜確認する。 

 

 

(1) 格納容器内の酸性物質及び塩基性物質 

重大事故等時に格納容器内において発生する酸性物質と塩基性物質については，ＮＵＲＥＧ

／ＣＲ－5950において検討が実施されており，その発生源として燃料（核分裂生成物），原子

炉水，サプレッション・プール水溶存窒素，格納容器内塩素含有被覆材ケーブル，格納容器下

部コンクリートが掲げられている。これに加え，格納容器内の塗料についても成分元素に窒素

が含まれており，酸として硝酸，塩基としてアンモニア等の発生源となる可能性がある。主な

酸性物質，塩基性物質を発生源ごとに第1表に示す。 

 

第 1表 主な酸性物質と塩基性物質 

発生源 酸性物質 塩基性物質 備考 

燃料（核分裂生成物） よう化水素（HI） 
水酸化セシウム 

（CsOH）等 

 

 

原子炉水 － 
五ほう酸ナトリウム 

（Na2B10O16） 

ほう酸水注入系によ

りほう酸水を原子炉

へ注入した場合 

サプレッション・プール

水溶存窒素 
硝酸（HNO3） － 

 

 

格納容器内塩素含有 

被覆材ケーブル 
塩化水素（HCl） － 

 

 

格納容器下部 

コンクリート 

（溶融炉心落下時） 

二酸化炭素（CO2） －  

格納容器内塗料 硝酸（HNO3） アンモニア（NH3） 
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スクラビング水のｐＨについて 

 

  スクラビング水のｐＨが低下した場合，気相中への無機よう素の再揮発が促進されることが

考えられることから，スクラビング水の薬液として水酸化ナトリウムを初期添加することによ

り，薬剤の補給が不要な設計としている。 

スクラビング水のｐＨを低下させる要因として，重大事故時に格納容器内において発生する

酸性物質を含むベントガスのスクラバ容器への流入が挙げられる。 

 

 

 

 

 

 

 

主な酸性物質としては，塩素含有被覆材ケーブルの放射線分解による塩化水素，窒素が溶存

するサプレッション・プール水の放射線分解による硝酸等が既往知見により知られている。原

子炉圧力容器が破損した場合においては，溶融炉心による加熱でペデスタル内のケーブルが熱

分解することによる塩化水素の発生，MCCI によるコンクリート骨材からの炭酸ガスの発生が

考えられる（NUREG/CR-5950）。 

また，スクラビング水量の変動に伴う希釈もｐＨ低下の要因となる。 

以下に，水酸化ナトリウムの初期添加量の算定に資する酸性物質，希釈量についての評価を

示す。 
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これらのうち，酸性物質が発生することが知られているサプレッション・プール水溶存窒素の 

放射線の照射により発生する硝酸，原子炉圧力容器が破損した場合に MCCIにより発生する二酸

化炭素に加え，ｐＨへの寄与が大きいと考えられる塩素含有被覆材ケーブルの放射線分解及び熱

分解により発生する塩化水素，スクラビング水中で分解する際に塩基を消費する 

が，スクラビング水の塩基量を評価する上で重要であることから，以下では，これらの発生量を

評価することとする。 

ａ．格納容器内ケーブルの被覆材の放射線分解による酸の発生量 

格納容器内の塩素含有被覆材ケーブルについて，放射線分解により発生する塩化水素量を

ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5950の放射線分解モデルに基づき評価した。なお，ケーブル量について

は，実機調査を行った（参考）。 

有効性評価シナリオ「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代

替循環冷却系を使用できない場合）」において，ベント時（事象発生から約19時間後）には 

mol，7日後には    mol，60日後には    molの酸性物質が格納容器内で生

成されると評価した。 

１．格納容器内で発生する酸性物質生成量 

(1) 放射線分解による酸性物質生成量

格納容器内のケーブルについて，放射線分解により発生する塩化水素量を NUREG/CR-5950

の放射線分解モデルに基づき評価した。なお，ケーブル量については，実機調査を行った

（参考）。 

また，窒素が溶存するサプレッション・プール水が放射線分解することにより生成する

硝酸についても評価対象とした。 

有効性評価シナリオ「格納容器過圧・過温破損モード（冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋

ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失）」において，ベント時（事象発生から 32時

間後）には約   [mol]，７日後（168時間後）では約   [mol]，60日後（1440時

間後）では約   [mol]の酸性物質が格納容器内で生成されると試算した。 

放射線分解により生成される酸性物質量の時間変化を図１に示す。 

図１ 放射線分解で生成する酸性物質量の時間変化 

・資料構成の相違

東海第二の S/P 水から発生す

る硝酸の評価は，「(1)c. サプレ

ッション・プール水での放射線

分解による硝酸の発生量」に記

載 

・記載方針の相違
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ｂ．格納容器内電気ケーブルの被覆材の熱分解による酸の発生量 

熱分解については，原子炉圧力容器損傷前の格納容器内環境（200℃以下）ではケーブル

からの塩酸の発生はほとんどないことから，炉心損傷などによるデブリ接近によりケーブル

温度が著しく上昇した場合を想定した酸性物質の放出量を評価した。 

ここでは，格納容器ペデスタル内に配置された塩素を含有するケーブルの被覆材から塩化

水素が放出されると仮定し，ペデスタル内ケーブルの塩酸含有量 kgの全量が放出され

るものとして， の酸が発生すると評価した。 

ｃ．サプレッション・プール水での放射線分解による硝酸の発生量 

重大事故等時において，サプレッション・プール水中ではサプレッション・プール水溶存

窒素の放射線の照射によって硝酸が生成される。 

なお，格納容器内に放出されたエアロゾルの一部はフィルタ装置のスクラビング水に移行

し，フィルタ装置内での硝酸の発生に寄与すると考えられるが，ここでは，格納容器内に放

出された放射性よう素を全てエアロゾル（CsI）とし，サプレッション・プール水に全ての

エアロゾルが移行するものとして，硝酸の発生量を評価した上で，発生した硝酸は全てフィ

ルタ装置に移行し，スクラビング水の塩基と反応するものとして評価している。このため，

ラジオリシスによるスクラビング水のｐＨの影響は保守的に評価されている。

 ＮＵＲＥＧ－1465，Reg.Guide.1.183及びＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5950に基づき，サプレッシ

ョン・プール水の積算吸収線量から硝酸の生成量を評価した結果，ベント時（事象発生から

約19時間後）には   mol，7日後には   mol，60日後には   molとなる。 

ここで， 

[HNO３] ：硝酸濃度（mol／L） 

G     ：HCO３の水中におけるG値（個／100eV） 

E(t)γ，E(t)β：γ線とβ線の積算吸収線量（kGy） 

(2) 熱分解による酸性物質生成量

ケーブルは高温環境にさらされると熱分解により塩化水素を放出するが，ケーブルの熱分

解は 200℃まではほとんど発生しないため，有効性評価シナリオ「格納容器過圧・過温破損

モード（冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失）」

においては，熱分解による塩化水素の放出量は無視できる程度と考えられる。 

原子炉圧力容器破損を想定した場合は，溶融炉心から熱を直接受けるケーブル，すなわち

ペデスタル内に存在するケーブルが熱分解により塩化水素を放出すると考えられる。また，

この際に生じる MCCI により発生する炭酸ガスの発生量は，十分小さく無視できる程度と考

えられる。なお，ペデスタル内のケーブル量は，保守的にペデスタル内に接続されるケーブ

ルの全長（ペデスタル外も含む）を集計した。

原子炉圧力容器破損が想定する際に，約 [mol] の酸性物質が熱分解により生成され

ると試算した。 

・ ペデスタル内ケーブルの熱分解による塩化水素生成量：約 [mol]（約 kg） 

・評価方針の相違

島根２号炉は，他の酸性物質

の発生量が支配的であるため，

評価に含めていない（以下，別

紙仮 41においては，①の相違） 

・資料構成の相違

島根２号炉の S/P 水から発生

する硝酸の評価は，「１．(1). サ

プレッション・プール水での放

射線分解による硝酸の生成量」

に記載 
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ｄ．ＭＣＣＩにより発生する二酸化炭素の発生量 

   ＭＣＣＩ対策としてコリウムシールドを設置するため，原子炉圧力容器が破損した場合で

も溶融炉心によるコンクリート侵食は発生しないものの，保守的に約30cmのコンクリート侵

食を見込み評価する。 

ＭＣＣＩにより発生する二酸化炭素のほとんどは，高温環境下において溶融炉心に含まれ

る金属元素によって酸性物質ではない一酸化炭素に還元されるが，全て二酸化炭素として評

価した結果，二酸化炭素の発生量は   molとなる。 

 

二酸化炭素は塩化水素ほど溶解度が大きくないため，フィルタ装置内では全量がスクラビ

ング水に溶解することはなく，また弱酸のため，酸性物質としてスクラビング水に与える影

響は小さいと考えるが，本評価では保守的にスクラビング水のｐＨに影響を与える酸性物質

として評価する。 

  

ｅ．無機よう素の捕集により消費される塩基の量 

ベンチュリスクラバに流入する無機よう素の量を以下のとおり設定した。 

     ・事故時に炉内に内蔵されるよう素元素量 

ＢＷＲプラントにおける代表炉心（ＡＢＷＲ）の平衡炉心末期を対象としたＯＲＩ

ＧＥＮ２コードの計算結果に対して，東海第二発電所の熱出力（3,293MW）を考慮し

て算出した結果，約 24.4kgとする。 

     ・格納容器への放出割合 

ＮＵＲＥＧ－1465に基づき，格納容器内へのよう素の放出割合を 61％とする。 

     ・格納容器に放出されるよう素の元素割合 

Regulatory Guide 1.195 に基づき，よう化セシウム 5％，無機よう素 91％，有機

よう素 4％とする。 

以上より，ベンチュリスクラバに流入する無機よう素（分子量 253.8g／mol）の量は約

13.6kg（約 53.6mol）となる。 

（ベンチュリスクラバに流入する無機よう素の量） 

 24.4[kg]×61％×91％＝13.6[kg] 

    13.6×10３[g]／253.8[g／mol]＝53.6[mol] 

(1)式に示すとおり，無機よう素はベンチュリスクラバにて薬剤（         ）

との反応により捕集される。 

・・・・（1） 

   この反応によって消費される塩基の量は   molとなる。なお，この反応において   

mol消費される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

①の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

①の相違 
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ｆ． の分解により消費される塩基の量 

スクラビング水に含まれる は，酸素が存在する場合，水酸化物イオンと下

記の反応により分解することが知られており，分解される の量は，スクラ

ビング水の積算吸収線量の増加に伴って増加する。 

ここでは，スクラビング水の積算吸収線量によらず，また，上述のe項で算出した消費さ

れる の量を見込まず，スクラビング水に含まれる 全量が分解

したとして，塩基の消費量を評価した結果， の分解により消費される塩基の

量は molとなる。 

(3) スクラビング水中で酸化分解により消費される塩基性物質量

スクラビング水に初期添加している は，酸素が存在する環境下にお

いて，以下の反応により分解して塩基性物質を消費することが知られている。 

ベント直後を除きスクラバ容器に流入するガスはほぼ 100%蒸気であるため，この影響は

小さいと考えられるが，仮に全量の が酸化分解されると想定して消費さ

れる塩基性物質は約   [mol]となる。 
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(2) フィルタ装置での塩基の消費量

(1)項で生成した酸性物質は，ほとんどが液相に溶解してサプレッション・プールに移行し，

ベント時にはサプレッション・プール水に残留してフィルタ装置には移行しない可能性もある

が，保守的に全量が移行するとして評価する。スクラビング水の消費される塩基の量は，以下

のとおりとなる。 

【事象発生7日後での塩基の消費量（ mol）】 

・ケーブルの放射線分解の塩化水素で消費される塩基の量 mol 

・ケーブルの熱分解の塩化水素で消費される塩基の量 mol 

・Ｓ／Ｐ※水から発生する硝酸で消費される塩基の量 mol 

・ＭＣＣＩで発生する二酸化炭素で消費される塩基の量 mol 

・無機よう素の捕集により消費される塩基の量 mol 

・ の分解により消費される塩基 mol 

【事象発生60日後での塩基の消費量（ mol）】 

・ケーブルの放射線分解の塩化水素で消費される塩基の量 mol 

・ケーブルの熱分解の塩化水素で消費される塩基の量 mol 

・Ｓ／Ｐ※水から発生する硝酸で消費される塩基の量 mol 

・ＭＣＣＩで発生する二酸化炭素で消費される塩基の量 mol 

・無機よう素の捕集により消費される塩基の量 mol 

・ の分解により消費される塩基 mol 

※ Ｓ／Ｐ：サプレッション・プール

２．スクラバ容器での塩基の消費量 

重大事故時に格納容器内で発生した酸性物質は，スクラバ容器へ移行する前に格納容器内

の自然沈着，格納容器スプレイ及びサプレッション・プールのスクラビング等の除去効果を

受けるため，移行量は減少する。また塩酸や硝酸については格納容器内の液相への溶解も考

えられる。 

以上の事象影響を無視し，格納容器内で生成した酸性物質が保守的に全量移行したとする

と，スクラバ容器の塩基の消費量は，７日後（168時間）において約  [mol]，60日

後（1440時間）において約   [mol]との試算となる。 

【７日後（168時間）の塩基の消費量（約  [mol]）内訳】 

・放射線分解による酸性物質生成量：約   [mol] 

・熱分解による酸性物質生成量：約 [mol] 

・スクラビング水中で酸化分解により消費される塩基性物質量：約  mol 

【60日後（1440時間）の塩基の消費量（約 [mol]）内訳】 

・放射線分解による酸性物質生成量：約   [mol] 

・熱分解による酸性物質生成量：約 [mol] 

・スクラビング水中で酸化分解により消費される塩基性物質量：約  mol 

３．水位変動によるスクラビング水の希釈について 

待機時のスクラビング水の通常水位における水量は約   tである。スクラビング水の

最大水量は約 t であるため，ベントガスの凝縮により，スクラビング水の薬液濃度は  

倍に希釈される。 

・評価方針の相違

①の相違

・評価方針の相違

①の相違

・記載方針の相違

別添1-515



 

東海第二発電所 （2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

(3) スクラビング水のｐＨ評価結果

フィルタ装置は無機よう素（I２）を捕集及び保持するものであるため，2ヶ月でよう素が十

分減衰することを考慮し，スクラビング水には保守的に設定した60日後の塩基の消費量

（   mol）を考慮する。 

消費される molの塩基に相当する の濃度は，待機時最低水位  

時に ）となることから，これに余裕を考慮して，スクラ

ビング水の 濃度は，待機時最低水位 時に  wt％とする。 

この場合，初期のｐＨは 60日後のスクラビング水のｐＨは であり，スクラビ

ング水はアルカリ性の状態を維持できる。

４．スクラビング水のｐＨ影響評価 

スクラバ容器は無機よう素（I2）を捕集及び保持するものであるため，２カ月でよう素は

十分減衰することを考慮し，スクラビング水には保守的に設定した 60日後（1440時間後）

の塩基の消費量（約   [mol]）を考慮する。 

スクラバ容器においては，上記に更に余裕をみて水酸化ナトリウム濃度を通常水位（約

t ）において約   とすることとしている。 

通常水位における水酸化ナトリウム濃度が    のとき，酸性物質の移行量を考慮

し，かつベントガスによるスクラビング水の希釈も考慮した場合のスクラビング水の水酸化

ナトリウム濃度は，

となり，十分にアルカリ性を維持できる。 

なお，放射性物質により水酸化ナトリウム水溶液が放射線分解してもｐＨはほとんど変化

しない。（参考図書３） 

事故後のスクラビング水のｐＨ挙動評価を図２に示す。 

別添1-516



 

東海第二発電所 （2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

なお，電気ケーブルに含まれる酸性物質の総量（ ）が全て分解し，フィルタ装置

に移行した場合であっても60日後の塩基の消費量は 

であり，待機時にスクラビング水に含まれる の量は十分である。この場合，

スクラビング水のｐＨは となる。 

図２ 事故後スクラビング水のｐＨ挙動評価 

ここで，スクラビング水のｐＨ挙動への影響が小さいとして上記で考慮していない酸性物

質について以下のとおり検討した。 

格納容器内のケーブルに含まれるすべての酸性物質を想定した場合，追加される酸性物質

の発生量は，約 [mol]となる。 

核分裂生成物については酸性物質としてよう化水素が出てくるが，水酸化セシウム等の塩

基性物質の生成量の方が大きくなると考えられる。また，格納容器壁面の塗料等の有機物が

水中へ溶出した場合は，有機酸を生成する可能性があるが，一般に有機酸は弱酸であり水中

でほとんど解離せず，塩酸等の強酸の共存下ではその影響は無視できると考えられる。 

上記を更に保守的に考慮した場合でも，薬品注入タンクから薬剤を追加することで，ベン

ト後長期に渡ってアルカリ性を維持できる。

・評価方針の相違

島根２号炉は，スクラビング

水のｐＨ挙動への影響が小さい

残りのケーブル量等を更に考慮

しても常設の薬品注入タンクに

より，アルカリ性を維持できる

設計としている 
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(4) 薬液の劣化・濃度均一性

フィルタ装置スクラビング水に添加する  の水系の相平衡については，「Cmelins Handbuch 

der anorganischer Chemie, Natrium,8 Auflage, Verlag Chemlie, Berlin l928」より，第1図

のとおり示されている。第1図より，フィルタ装置スクラビング水の添加濃度である  

では,水温が0℃以上であれば相変化は起こらない（つまり析出することはない)ことがわかる。

フィルタ装置は格納容器圧力逃がし装置格納槽の地下埋設部に設置することとしており，スクラ

ビング水は0℃以上となる。よって，フィルタ装置待機中に   が析出することはない。 

また，  は非常に安定な化学種であり，フィルタ装置待機中，フィルタ装置は圧力開放板に

より外界と隔離され,窒素雰囲気に置かれることから,フィルタ装置待機中において，薬液が変質

することはない。 

また，フィルタ装置を使用すると，ベンチュリノズルから噴射されるベントガスによりバブリ

ングされ，  は均一に拡散されると考えられる。 

第1図 の水系相平衡図 

５.薬液の劣化・濃度均一性

スクラビング水に添加する NaOH の水系の相平衡については，『Gmelins Handbuch der

anorganischer Chemie,Natrium,8 Auflage, Verlag Chemie, Berlin 1928』より，図３の通り示

されている。図３より，スクラビング水の添加濃度である NaOH [wt%]では，水温が 0℃以

上であれば相変化は起こらない（つまり析出することはない）ことがわかる。スクラバ容器は第

１ベントフィルタ格納槽内に設置しており，スクラビング水は 0℃以上となる。よって，格納容

器フィルタベント系の待機中に NaOH が析出することはない。 

 また， NaOH は非常に安定な化学種であり，格納容器フィルタベント系の待機中，スクラバ容

器内部は圧力開放板より外界と隔離され，窒素雰囲気に置かれることから，格納容器フィルタベ

ント系待機中において，薬液が変質することはない。

また，フィルタ装置を使用すると，ベンチュリノズルから噴射されるベントガスによりバブ

リングされ， NaOH は均一に拡散されると考えられる。

図３ NaOH の水系相平衡図 
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(5) スクラビング水の管理について

(3)に記載したとおり，スクラビング水は待機時に十分な薬剤の量を確保しておくことで，

ベントを実施した際に格納容器から酸が移行した場合においても，スクラビング水はｐＨ7以

上を維持できる。以上を踏まえ，スクラビング水の管理について以下に示す。なお，系統待機

時の管理については，原子炉施設保安規定に規定する。 

ａ．系統待機時の管理 

   ・施設定期検査時に        の濃度が      であること及びｐＨが13以上

であることを確認する。 

・スクラビング水が通常水位の範囲内であることを確認する。

ｂ．ベント中の管理 

・スクラビング水の水位を監視し，水位低に至る場合においては，水を補給する。

ｃ．ベント停止後（隔離弁閉止後） 

・ベント停止後において，フィルタ装置に異常がないことを確認するため，フィルタ装置

水位計にて，スクラビング水の水位が確保されていること（フィルタ装置のスクラビン

グ水の移送後を除く）を確認する。

<参考図書> 

1．ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5950 ‘‘Iodine Evolution and pH Control’’ , Dec.1992

2．ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5564 ‘‘Core-Concrete Interactions Using Molten UO2 With 

 Zirconium on A Basaltic Basement’’ , Apr.1992 

６． スクラビング水の管理について 

  ４．に記載したとおり，スクラビング水は待機時に十分な薬剤の量を確保しておくことで，

ベントを実施した際に格納容器から酸が移行した場合においても，スクラビング水はｐＨ７以

上を維持できる。以上を踏まえ，スクラビング水の管理について以下に示す。なお，系統待機

時の管理については，原子炉施設保安規定に規定する。 

ａ．系統待機時の管理 

・定期事業者検査時に水酸化ナトリウムの濃度が であること及びｐＨが13

以上であることを確認する。

・スクラビング水が通常水位の範囲内であることを確認する。

ｂ．ベント中の管理 

・スクラビング水の水位を監視し，水位低に至る場合においては，水を補給する。

・スクラビング水の水位を監視し，水位高に至る場合においては，スクラビング水をサプ

レッション・チェンバへ移送した後，薬剤の補給を行う。

ｃ．ベント停止後（隔離弁閉止後） 

・ベント停止後において，スクラバ容器に異常がないことを確認するため，スクラバ容器

水位計にて，スクラビング水の水位が確保されていること（スクラバ容器のスクラビン

グ水の移送後を除く）を確認する。

<参考図書> 

1．ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5950 ‘‘Iodine Evolution and pH Control’’ , Dec.1992

2．ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5564 ‘‘Core-Concrete Interactions Using Molten UO2 With 

 Zirconium on A Basaltic Basement’’ , Apr.1992 

3. 堂前 雅史等 フィルタベントスクラバ水への放射線照射効果，2016年3月（日本原子力学会

2016年春の大会） 

・運用の相違

島根２号炉は，待機時に十分

な量の薬剤を保有しており，格

納容器ベント後においてもアル

カリ性を維持可能であるが，ス

クラビング水の排水に合せて，

薬剤の補給を行う 
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（参考）東海第二発電所 格納容器内ケーブル量調査 

ｐＨ低下に寄与する支配的な物質とされるケーブルに含有される塩化水素量を評価するため，

格納容器内のケーブル量を建設記録及び工事記録により調査を行った。 

格納容器内のケーブル量調査フロー 

①建設記録よりケーブル量を調査・集計

（線種，サイズごとに本数と長さを集計）

↓ 

②工事記録におけるケーブル取替，敷設実績を調査・反映

↓ 

③格納容器ペデスタル内に限定したケーブル量の調査・集計

（ペデスタル内に接続されるケーブルの全長を保守的に集計）

↓ 

④ケーブル被覆材ごとに表面積，塩化水素含有量を算出

（今後の設備更新等を想定し，保守的に算出）

以上により集計した格納容器内のケーブル量調査結果を第1表に示す。 

（参考）島根２号炉 格納容器内ケーブル量調査 

ｐＨ低下に寄与する支配的な物質とされるケーブルに含有される塩化水素量を評価するた

め，格納容器内のケーブル量を建設記録及び工事記録により調査を行った。 

〔 格納容器内のケーブル量調査フロー 〕 

①建設記録よりケーブル量を調査・集計

（線種，サイズ毎に本数と長さを集計）

↓ 

②工事記録におけるケーブル取替，敷設実績を調査・反映

↓ 

③格納容器ペデスタル内に限定したケーブル量の調査・集計

（ペデスタル内に接続されるケーブルの全長を保守的に集計） 

↓ 

④ケーブル被覆材毎に表面積，塩化水素含有量を算出

（今後の設備更新等を想定し，保守的に算出） 

以上により集計した格納容器内のケーブル量調査結果を表１に示す。 

表１ 格納容器内のケーブル量調査結果 

（次頁に続く） 
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第1表 格納容器内のケーブル量調査結果 （前頁の続き） 
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別紙 5 

金属フィルタドレン配管の閉塞及び逆流防止について 

別紙 24 

金属フィルタドレン配管の閉塞及び逆流防止について 

金属フィルタは，

金属フィルタの外形

図を図１，主要仕様を表１に示す。 

図１ 金属フィルタの外形図 

・記載方針の相違

・記載方針の相違
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表１ 金属フィルタの主要仕様 

種 類  金属繊維型フィルタ 

材 料  ステンレス鋼

外 径 寸 法

線   径

フィルタ面積

個 数  

金属フィルタでは，メインフィルタでのエアロゾル捕集を効果的に行うため，ベントガス中の

湿分を

湿分分離機構の概略構造図を図２，ドレン配管接続部の概略図を図３に示す。 

図２ 湿分分離機構の概略構造図 

・記載方針の相違

・記載方針の相違

・記載方針の相違
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図３ ドレン配管接続部の概略図 

ここで，金属フィルタのドレン配管において閉塞及び逆流が発生した場合，金属フィルタの機

能に影響を与える可能性があることから，ドレン配管における閉塞及び逆流について評価した結

果を示す。 

・記載方針の相違

・記載方針の相違

(1) ドレン配管の閉塞

金属フィルタのドレン配管の内径は であり，金属フィルタに流入するベントガス

に含まれるエアロゾルの粒径は極めて小さい  ことから，ドレン配管の閉塞が発生す

るおそれはないと言える。 

(2) ドレン配管によるスクラビング水の逆流防止

金属フィルタのプレフィルタ部における圧損が大きい場合，金属フィルタに設置されるド

レン配管において逆流が発生し，金属フィルタにスクラビング水が流入する可能性がある。 

実機ではプレフィルタ部の圧損は           であり，ドレン配管の逆流を考

慮しても，スクラビング水が金属フィルタまで逆流するおそれはないと評価できる。 

なお，系統待機時，運転中を通して，フィルタ装置の水位は水位計により監視し，水位が

上限水位となる前に排水する計画としている。 

フィルタ装置のスクラビング水位の概要を第 1図に示す。

(1) ドレン配管における閉塞

金属フィルタのドレン配管の口径は  であり，これに対してスクラバ

容器に流入するエアロゾルの粒子径は  で極めて小さく，また，ドレンが排出で

きる十分な配管口径であることから，ドレン配管において閉塞が発生するおそれはないと評

価できる。 

(2) ドレン配管における逆流

金属フィルタのプレフィルタ部における圧損が大きい場合，ドレン配管において逆流が発

生し，金属フィルタ部にスクラビング水が流入する可能性がある。 

実機ではプレフィルタ部の圧損は  であり，ドレン配管における

逆流を考慮しても，スクラビング水が金属フィルタ部に流入するおそれはないと評価できる。 

なお，スクラバ容器水位は，水位計により監視できる設計としている。スクラバ容器水位

計の測定範囲を図４に示す。 
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第 1図 フィルタ装置のスクラビング水位 

図４ スクラバ容器水位計の測定範囲 
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別紙 6 

流量制限オリフィスの設定方法について 

  格納容器圧力逃がし装置は，格納容器の過圧破損を防止するため，格納容器内で発生する蒸

気量以上のガスをベントできる必要がある。 

  一方，格納容器圧力の上昇に伴い，ベントガスの質量流量が増加する場合においても，ベン

チュリノズル部の流速を適正な条件に保持するため，フィルタ装置の下流に流量制限オリフィ

スを設置することにより，体積流量をほぼ一定に保つ設計としている。

  なお，格納容器圧力 1Pdで必要量を排出可能な設計としているため，より差圧が大きくなる

格納容器圧力 2Pdによるベントの場合においても必要量は排出できる。 

別紙 25 

流量制限オリフィスの設定方法について 

格納容器フィルタベント系は，格納容器の過圧破損を防止するため，格納容器内で発生する蒸

気量以上のガスをベントできる必要がある。 

格納容器フィルタベント系では，格納容器圧力の上昇に伴い，ベントガスの質量流量が増加す

る場合においても，ベンチュリノズル部の流速を適正な条件に保持するため，スクラバ容器の下

流に流量制限オリフィスを設置することにより，体積流量をほぼ一定に保つ構成としている。 

１．流量制限オリフィスの設計手順 

 格納容器フィルタベント系の系統流量は，格納容器の最高使用圧力 427kPa[gage]（１Pd）

において，原子炉定格熱出力の１％（原子炉停止後２～３時間相当）の蒸気発生量を排出で

きるよう以下のとおり設定する。 

なお，格納容器圧力１Pd で必要量を排出可能な設計としているため，より差圧が大きくなる

格納容器圧力２Pdによるベントの場合においても必要量は排出できる。 

図１ １Pdベント時の圧力勾配概念図 ・記載方針の相違
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２．流量制限オリフィスの圧力損失計算 

（1）オリフィス上流側(格納容器からフィルタ装置(スクラバ容器))圧力損失計算 

ａ．オリフィス上流側の計算式 

・記載方針の相違

・記載方針の相違

別添1-528



 

東海第二発電所 （2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

ｂ．計算結果 

流量制限オリフィス入口圧力（上流側）Piの計算結果を表１に示す。 

表１ 流量制限オリフィス入口圧力 

（2）オリフィス下流側圧力損失計算 

ａ．オリフィス下流側圧力の計算式 

ｂ．計算結果 

流量制限オリフィス下流側圧力 Paの計算結果を表２に示す。 

表２ 流量制限オリフィス出口圧力 

・記載方針の相違
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オリフィスの流出断面積は，以下の式に基づき計算する。 （3） 流量制限オリフィスの断面積の設定

上記より，格納容器圧力が１Pd 時に格納容器フィルタベント系で原子炉定格熱出力１％

相当の蒸気が系統内を流れた場合のオリフィス上流側の圧力は  ，オリフィス

下流側の圧力は  である。 

そこで，流量制限オリフィスは，上記のオリフィス上流及び下流側の圧力 条件で，原子

炉定格熱出力１％相当の蒸気が排出できるようにオリフィスの断面積を設定する。 

ここで，オリフィス上流側圧力と下流側圧力の関係から，オリフィス部の流れが臨界流となって

いることから，必要な断面積の評価は以下の式に基づいて実施する。 

図１に上記設計手順により算出される圧力損失結果から導かれる圧力勾配の概念図を示

す。 

Ｖ[㎥／s] = ｍ
ｼｽﾃﾑ

[kg／s] ∙σ[㎥／kg] ・・・・・（式 4）

Ｖ ： 体積流量 

ｍ ： 質量流量 

σ ： 比体積 
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概算評価結果を第 1 表及び第 1 図に，格納容器圧力とベンチュリノズル入口における体積流量 

の関係を第 2 図に示す。 

以上の手順でオリフィスの断面積を算出  し，設定することにより，格納容器フ

ィルタベント系によるベント開始時の格納容器圧力が１Pd の状態においても設計流量が確実に

排気できるように設計している。 

３．格納容器圧力の変動に対する体積流量 

（1）格納容器圧力毎の圧力損失 

格納容器フィルタベント系は格納容器圧力が１Pd～２Pd（427～853kPa[gage]）の場合にお

いて使用を開始し，格納容器圧力はベント後に圧力低下率がほぼ横這いで静定した状態（約

100kPa[gage]）に至る。格納容器フィルタベント系は格納容器圧力１Pd（427kPa[gage]）に

おいて，設計流量 9.8kg/s（原子炉停止後約 2～3時間後の崩壊熱である原子炉定格熱出力の

1%相当の蒸気量）を排出できるよう，流量制限オリフィスの流出断面積を設定し，系統の圧

力損失を計算している。 

格納容器フィルタベント系の格納容器圧力に対する圧力損失等を表３，ベント時の圧力勾

配概要を図２に示す。 

なお，格納容器フィルタベント系ではフィルタ装置（スクラバ容器）のスクラビング水位

に相当する水頭圧（約 30kPa）以上であれば格納容器内のガスを排気できる。 

第 1 表 格納容器圧力に対する体積流量（概算評価） 

格納容器圧力 

kPa［gage］ 

ｵﾘﾌｨｽ上流

圧力損失 

kPa 

ｵﾘﾌｨｽ下流

圧力損失

kPa 

質量流量 

kg／s 

（相対比）※1 

体積流量 

m3／s 

（相対比）※1 

620 

（2Pd） 

310 

（1Pd） 

※1 格納容器圧力 1Pd のときの値を 100％とした場合の比を記載

※2 低流量になる事故発生 7 日後の値

表３ 格納容器圧力に対する体積流量 

格納容器圧力 

（kPa[gage]） 

ｵﾘﾌｨｽ上流圧

力損失

（kPa） 

ｵﾘﾌｨｽ下流

圧力損失 

（kPa） 

質量流量 

（kg/s） 

（相対比）※１ 

体積流量 

（m3/s） 

（相対比）※１ 

853※２ 

（２Pd） 

427 

（１Pd） 

100 

※１ 格納容器圧力１Pdの時の圧力を基準とした値

※２ 格納容器圧力２Pd は 853kPa[gage]であるが，機器設計上，格納容器圧力１ Pd

（427kPa[gage]）の２倍である 854kPa[gage]（954kPa[abs]）までの範囲を確認しており，

図２及び図３における 954kPa[abs]の値を記載 

（2） 設計の意図

格納容器フィルタベント系は，フィルタ性能に影響を与える可能性のある主要なパラメー

タとしてベントガス流速（体積流量）が挙げられるため，システム設計の観点からは，想定

する圧力変動範囲で出来るだけ体積流量を一定にし，安定したベントガス流速となるよう設

計上の配慮を行っている。具体的には，スクラバ容器下流に流量制限オリフィスを設け，オ

リフィス下流の排気経路は出来るだけ圧損が小さくなるようなルート選定を行っている。
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格納容器圧力１Pd（427kPa[gage]）時にオリフィス部の流れが臨界流となることを配管設

計上の目安としている。 

格納容器フィルタベント系の流量特性を図３に示す。格納容器圧力の変動(約 100kPa[gage]

～約 853kPa[gage])に伴う体積流量は，  とほぼ一定に保つ設計としてお

り，図３に示すとおり，格納容器圧力１Pd以上の体積流量は，ほぼ一定の値（臨界流）とな

る。 

第 1図 圧力勾配図 

図２ 圧力勾配概要 
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第 2 図 格納容器圧力逃がし装置の流量特性 

図３ 格納容器フィルタベント系の流量特性 

（参考１）ベント時の蒸気流量の算出方法について 

格納容器フィルタベント系を使用する有効性評価の結果（ベントタイミング）を踏まえ，

原子炉定格熱出力１％相当（スクラム後２～３時間）の蒸気流量は以下のとおり算出してい

る。 

Ｗvent＝2436×103×0.01／（ｈｓ－ｈｗ）≒9.8（kg/s） 

ｈｓ：2750.55（kJ／kg）：飽和蒸気の比エンタルピ（427kPa[gage]条件） 

ｈｗ：251.15（kJ／kg） ：飽和水の比エンタルピ（60℃条件） 

 ここでｈｓについては，格納容器最高使用圧力１Pd(=427kPa [gage])とし，ｈｗについ

ては外部水源の水温に余裕をみて 60℃と設定した。また，比エンタルピは「1999日本機械学

会蒸気表」の記載値を用いた。 

流量制限オリフィスの流出断面積は，格納容器圧力１Pd(=427kPa [gage])において，9.8kg/s

の蒸気流量が排出できるものを設定している。 

設定した流出断面積のオリフィスを用いた場合における運転範囲（格納容器圧力

100kPa[gage]～853kPa[gage]）の体積流量は，以下の式１～４により計算できる。 

・記載方針の相違
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○体積流量の計算式

・・・・・（式１）

・・・・・（式２）

・・・・・（式３）

][][][ 33 kgmskgmsmV  システム ・・・・・（式４）

ここで， 

Ｖ ： 体積流量 

ｍ ： 質量流量 

 ： 比体積 
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（参考２）有効性評価と実機モデルの圧損計算の違いについて 

有効性評価（MAAP解析モデル）では，格納容器と放出口（オリフィス）のモデルで評価し

ている。一方，実機の圧力損失計算においては，オリフィス以外にも，配管，容器等のベン

トラインの機器を想定して評価している。

MAAP解析モデルと実機設計に用いた圧力損失計算モデル（実機モデル）の比較を図１に示

す。 

・記載方針の相違

図１ MAAP解析モデルと実機モデルの比較 

いずれのモデルにおいても，「格納容器圧力１Pdにおいてベントガス流量 9.8kg/sがベン

ト可能」となるようにオリフィス穴径等を設定している。このため，MAAP 解析モデルでは，

放出口（オリフィス）において格納容器フィルタベント系の系統圧損も考慮するため，オリ

フィス穴径の大きさは実機モデルに比べて小さくしている。MAAP 解析モデルと実機モデルに

おけるベントガス流量を表１に示す。 

表１ MAAP解析モデルと実機モデルにおけるベントガス流量 

格納容器圧力 
ベントガス流量 

MAAP解析モデル 実機モデル 

１Pd（427kPa[gage]） 9.8kg/s 9.8kg/s 

２Pd（853kPa[gage]） 

以上により，有効性評価の解析においては，格納容器の圧力が１Pdにおいてベントガス流

量が 9.8kg/s となるよう放出口（オリフィス）の穴径を設定することで，表１に示すとおり，

２Pdでベントする場合のベントガス流量についても実機モデルと同等となる。 
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（参考３）低圧・低流速状態でのフィルタ性能について 

フィルタ装置（スクラバ容器）はベンチュリスクラバ及び金属フィルタの組合せでエアロゾル

を除去するものであり，図１に示すとおり，フィルタ装置（スクラバ容器）全体の性能検証試験

範囲（①）は全域にわたって    以上を満足する。 

ベント戦略の変更による低圧・低流速状態でのベント実施においてフィルタ性能が要求される

ケースとしては，アーリーベント後に炉心損傷する場合が考えられるが，この場合に該当するシ

ナリオとして，仮に TQUV シナリオでアーリーベント後に炉心損傷する場合を想定すると，事故

後７日間のベンチュリノズル部のベントガス流速は図中②に示す範囲となり，全範囲にわたり性

能検証試験範囲（①）内であるため，フィルタ装置（スクラバ容器）は十分な性能があると評価

できる。 

なお，アーリーベント後にベンチュリスクラバの設計上考慮している運転範囲（③）を下回る

範囲で炉心損傷する場合，金属フィルタの負荷量が大きくなることが考えられるが，仮に有効性

評価のうち炉心損傷する代表的な事故シナリオである格納容器過圧・過温破損におけるエアロゾ

ル移行量の全量が金属フィルタに移行すると想定した場合でも，金属フィルタの閉塞が発生する

ことはない。 

図１ 性能検証試験結果（ベンチュリノズル部におけるベントガス流速に 

対する除去係数） 

・記載方針の相違
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表１ 格納容器圧力に対する質量流量，ベントガス流速 

格納容器圧力 

(kPa[gage]) 

質量流量 

（kg/s） 

ベントガス 

流速※２ 

（m/s） 

備考 

853 

ベンチュリスクラバの設計上 

考慮している性能範囲上限 

【図中①の上限】 

427 

100 

ベンチュリスクラバの設計上 

考慮している性能範囲下限 

【図中①の下限】 

54
※１

2.9
※１

TQUVシナリオにおける 

事故後７日時点 

【図中③の下限】 

性能確認試験範囲下限 

【図中②の下限】 

※１ ベンチュリノズル部におけるベントガス流速

※２ 有効性評価（MAAP）計算結果

＜金属フィルタの閉塞について＞ 
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別紙 27 

格納容器圧力逃がし装置の計装設備の網羅性について 

格納容器圧力逃がし装置の計装設備については，以下の考えに基づき網羅性を有する設計と

している。 

①格納容器圧力逃がし装置の待機時，運転時，事故収束時の各状態で，系統の要求上確認す

べき項目の全てが監視可能であること。

②上記の各状態において，管理すべき値を網羅した計測範囲であること。

(1) 確認すべき項目について

格納容器圧力逃がし装置の待機時，運転時，事故収束時の各状態で確認すべき項目を下記

ａ～ｅに抽出し，各確認すべき項目に対する計装設備が設置されていることを第 1表に示

す。（「2.4.1 計装設備」の記載内容の一部再掲） 

  ａ．系統待機時の状態 

待機時の状態が，以下のとおり把握可能である。 

(a) フィルタ装置の性能に影響するパラメータの確認

フィルタ装置水位計にて，スクラビング水の水位が，待機時の設定範囲

内にあることを監視することで，要求される放射性物質の除

去性能が発揮できることを確認することで把握できる。 

 系統待機時における水位の範囲は，ベント時のスクラビング水の水位変動を考慮して

も放射性物質の除去性能を維持し，ベント開始後 7日間は水補給が不要となるよう設定

している。（別紙 12） 

また，フィルタ装置スクラビング水ｐＨ計にて，ｐＨがアルカリ性の状態（ｐＨ13

以上）であることを監視することで，フィルタ装置の性能維持に影響がないことを確認

することで把握できる。（別紙 41） 

(b) 系統不活性状態の確認

フィルタ装置排気ライン圧力計及びフィルタ装置圧力計にて，封入した窒素圧力

を継続監視することによって，系統内の不活性状態を確認する

ことで把握できる。 

  ｂ．系統運転時の状態 

運転時の状態が，以下のとおり把握可能である。 

(a) 格納容器内の雰囲気ガスがフィルタ装置へ導かれていることの確認

フィルタ装置圧力計にて，ベント開始により圧力が上昇し，ベント継続により格納容

器の圧力に追従して圧力が低下傾向を示すことで，格納容器内の雰囲気ガスがフィルタ

装置に導かれていることを確認することで把握できる。 

また，フィルタ装置スクラビング水温度計にて，ベント開始によりスクラビング水が

別紙 26 

格納容器フィルタベント系の計装設備の網羅性について 

格納容器フィルタベント系の計装設備については，以下の考えに基づき網羅性を有する設計

としている。 

①格納容器フィルタベント系の待機時，運転時，事故収束時の各状態で，系統の要求上確認

すべき項目の全てが監視可能であること。

②上記の各状態において，管理すべき値を網羅した計測範囲であること。

(1) 確認すべき項目について

格納容器フィルタベント系の待機時，運転時，事故収束時の各状態で確認すべき項目を下

記ａ～ｅに抽出し，各確認すべき項目に対する計装設備が設置されていることを表１に示

す。（「2.8.1 計装設備」の記載内容の一部再掲） 

  ａ．系統待機時の状態 

待機時の状態が，以下のとおり把握可能である。 

(a) フィルタ装置（スクラバ容器）の性能に影響するパラメータの確認

スクラバ容器水位計にて，スクラビング水の水位が，待機時の設定範囲（1,700mm～

1,900mm）内にあることを監視することで，要求される放射性物質の除去性能が発揮で

きることを確認することで把握できる。 

 系統待機時における水位の範囲は，ベント時のスクラビング水の水位変動を考慮して

も放射性物質の除去性能を維持し，ベント開始後 7日間は水補給が不要となるよう設定

している。（別紙 21） 

また，スクラバ水ｐＨ計にて，ｐＨがアルカリ性の状態（ｐＨ13 以上）であること

を監視することで，フィルタ装置の性能維持に影響がないことを確認することで把握で

きる。（別紙 23） 

  ｂ．系統運転時の状態 

運転時の状態が，以下のとおり把握可能である。 

(a) 格納容器内の雰囲気ガスがフィルタ装置（スクラバ容器）へ導かれていることの確認

スクラバ容器圧力計にて，ベント開始により圧力が上昇し，ベント継続により格納容

器の圧力に追従して圧力が低下傾向を示すことで，格納容器内の雰囲気ガスがフィルタ

装置に導かれていることを確認することで把握できる。 

また，スクラバ容器温度計にて，ベント開始によりスクラビング水が待機状態から飽

(b) 系統不活性状態の確認

フィルタ装置出口配管圧力計及びスクラバ容器圧力計にて，封入した窒素圧力

を継続監視することによって，系統内の不活性状態を確認することで把

握できる。 

別添1-538



 

東海第二発電所 （2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

待機状態から飽和温度まで上昇することを監視することで，格納容器のガスがフィルタ

装置に導かれていることを確認することで把握できる。さらに，フィルタ装置出口放射

線モニタが初期値から上昇することを計測することによりガスが通気されていること

を把握できる。 

(b) フィルタ装置の性能に影響するパラメータの確認

フィルタ装置水位計にて，スクラビング水の水位が，ベント後の下限水位から上限水

位の範囲 内にあることを監視することで，要求され

る放射性物質の除去性能が維持できることを確認することで把握できる。 

 ベント後における下限水位については，ベンチュリノズルが水没していることを確認

するため，上限水位については，金属フィルタの性能に影響がないことを確認するため

にそれぞれ設定する。（別紙 12） 

(c) ベントガスが放出されていることの確認

フィルタ装置出口放射線モニタにて，フィルタ装置出口を通過するガスに含まれる放

射性物質からのγ線強度を計測することで，フィルタ装置出口配管よりベントガスが放

出されていることを確認することで把握できる。 

  ｃ．事故収束時の状態 

事故収束時の状態が，以下のとおり把握可能である。 

(a) 系統内に水素が滞留していないことの確認

フィルタ装置入口水素濃度計にて，窒素供給による系統パージ停止後において，水素

が長期的に系統内に滞留していないことを確認することで把握できる。 

(b) フィルタ装置の状態確認

フィルタ装置に異常がないことを確認するため，フィルタ装置水位計にて，スクラビ

ング水の水位が確保されていること（フィルタ装置のスクラビング水の移送後を除く），

フィルタ装置スクラビング水温度計にて温度の異常な上昇がないこと及びフィルタ装

置出口放射線モニタの指示値が上昇傾向にないことを確認する。（別紙 39） 

  ｄ．フィルタ装置の水位調整時の確認 

 格納容器圧力逃がし装置の待機時，運転時，事故収束時に，フィルタ装置の水位調整を

以下のとおり把握可能である。 

(a) フィルタ装置の水位調整の確認

フィルタ装置水位計にて，フィルタ装置の排出又は水張りを実施する際に，フィルタ

装置の水位を把握できる。 

(b) フィルタ装置スクラビング水の水質管理

フィルタ装置水位計にて，フィルタ装置の排出又は水張りを実施する際に，フィルタ

装置の水位を把握できるとともに，必要な追加薬液量の把握ができる。 

また，フィルタ装置スクラビング水ｐＨ計にて，フィルタ装置へ薬液を補給する際に，

和温度まで上昇することを監視することで，格納容器のガスがフィルタ装置に導かれて

いることを確認することで把握できる。さらに，第１ベントフィルタ出口放射線モニタ

が初期値から上昇することを計測することによりガスが通気されていることを把握で

きる。 

(b) フィルタ装置（スクラバ容器）の性能に影響するパラメータの確認

スクラバ容器水位計にて，スクラビング水の水位が，ベント後の下限水位から上限水

(c) ベントガスが放出されていることの確認

第１ベントフィルタ出口放射線モニタにて，フィルタ装置出口を通過するガスに含ま

れる放射性物質からのγ線強度を計測することで，フィルタ装置出口配管よりベントガ

スが放出されていることを確認することで把握できる。

  ｃ．事故収束時の状態 

事故収束時の状態が，以下のとおり把握可能である。 

(a) 系統内に水素が滞留していないことの確認

第１ベントフィルタ出口水素濃度にて，水素が長期的に系統内に滞留していないこと

を確認することで把握できる。 

(b) フィルタ装置（スクラバ容器）の状態確認

フィルタ装置に異常がないことを確認するため，スクラバ容器水位計にて，スクラビ

ング水の水位が確保されていること（フィルタ装置のスクラビング水の移送後を除く），

スクラバ容器温度計にて温度の異常な上昇がないこと及び第１ベントフィルタ出口放

射線モニタの指示値が上昇傾向にないことを確認する。（別紙 17） 

  ｄ．フィルタ装置（スクラバ容器）の水位調整時の確認 

格納容器フィルタベント系の待機時，運転時，事故収束時に，フィルタ装置の水位調整

を以下のとおり把握可能である。 

(a) フィルタ装置（スクラバ容器）の水位調整の確認

スクラバ容器水位計にて，フィルタ装置の排出又は水張りを実施する際に，フィルタ

装置の水位を把握できる。 

(b) フィルタ装置（スクラバ容器）スクラビング水の水質管理

スクラバ容器水位計にて，フィルタ装置の排出又は水張りを実施する際に，フィルタ

装置の水位を把握できるとともに，必要な追加薬液量の把握ができる。 

また，スクラバ水ｐＨ計にて，フィルタ装置へ薬液を補給する際に，スクラビング水

・運用の相違

島根２号炉は，可搬式窒素供

給装置により，ベント停止後も

パージを継続する運用としてい

る 

位の範囲 内にあることを監視することで，要求される放射性物質の

除去性能が維持できることを確認することで把握できる。 

 ベント後における下限水位については，ベンチュリノズルが水没していることを確認

するため，上限水位については，金属フィルタの性能に影響がないことを確認するため

にそれぞれ設定する。（別紙 21） 

別添1-539



 

東海第二発電所 （2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

スクラビング水のｐＨを把握できる。 

 

  ｅ．想定される機能障害の把握 

    格納容器圧力逃がし装置の運転時に，想定される機能障害を以下のとおり把握可能であ

る。 

   (a) フィルタ装置の閉塞 

    ・フィルタ装置圧力計にて，ベント実施により待機圧力から上昇した圧力が，低下傾向

を示さないことを確認することで，フィルタ装置が閉塞していることを把握できる。 

    ・フィルタ装置スクラビング水温度計にて，ベント開始により待機状態から温度が上昇

することを監視することで，格納容器のガスがフィルタ装置に導かれていることを確

認することにより把握できる。 

    ・フィルタ装置出口放射線モニタが初期値から上昇しないことを確認することにより把

握できる。 

   (b) 金属フィルタの閉塞 

    ・フィルタ装置出口放射線モニタにて，ベント実施により待機状態から上昇した放射線

量率が，低下傾向を示さないこと及びフィルタ装置圧力計が上昇傾向を示すことを確

認することで，金属フィルタの閉塞を把握できる。 

   (c) フィルタ装置入口配管の破断 

    ・フィルタ装置圧力計にて，ベント実施により待機圧力から上昇した圧力が低下傾向を

示すが，フィルタ装置出口放射線量率が初期値から上昇しないことを確認することに

より把握できる。 

   (d) フィルタ装置スクラビング水の漏えい 

    ・フィルタ装置水位計にて，タンクからのスクラビング水漏えいによるフィルタ装置の

水位低下を確認することで把握できる。 

    ・格納槽漏えい検知器により，格納容器圧力逃がし装置格納槽に漏えいしたスクラビン

グ水を検知することで把握できる。（別紙 47） 

 

 (2) 計測範囲について 

   格納容器圧力逃がし装置の待機時，運転時，事故収束時の各状態で確認すべき項目につい

て，管理すべき値を網羅した計測範囲であることを第 2表に示す。 

 

のｐＨを把握できる。 

 

  ｅ．想定される機能障害の把握 

    格納容器フィルタベント系の運転時に，想定される機能障害を以下のとおり把握可能で

ある。 

   (a)  フィルタ装置（スクラバ容器）の閉塞 

    ・スクラバ容器圧力計にて，ベント実施により待機圧力から上昇した圧力が，低下傾向

を示さないことを確認することで，フィルタ装置が閉塞していることを把握できる。 

    ・スクラバ容器温度計にて，ベント開始により待機状態から温度が上昇することを監視

することで，格納容器のガスがフィルタ装置に導かれていることを確認することによ

り把握できる。 

    ・第１ベントフィルタ出口放射線モニタが初期値から上昇しないことを確認することに

より把握できる。 

   (b) 金属フィルタの閉塞 

    ・第１ベントフィルタ出口放射線モニタにて，ベント実施により待機状態から上昇した

放射線量率が，低下傾向を示さないこと及びスクラバ容器圧力計が上昇傾向を示すこ

とを確認することで，金属フィルタの閉塞を把握できる。 

   (c)  フィルタ装置（スクラバ容器）入口配管の破断 

    ・スクラバ容器圧力計にて，ベント実施により待機圧力から上昇した圧力が低下傾向を

示すが，第１ベントフィルタ出口放射線モニタが初期値から上昇しないことを確認す

ることにより把握できる。 

   (d)  フィルタ装置（スクラバ容器）スクラビング水の漏えい 

    ・スクラバ容器水位計にて，タンクからのスクラビング水漏えいによるフィルタ装置の

水位低下を確認することで把握できる。 

    ・漏えい検知器により，第１ベントフィルタ格納槽に漏えいしたスクラビング水を検知

することで把握できる。（別紙 18） 

 

 (2) 計測範囲について 

格納容器フィルタベント系の待機時，運転時，事故収束時の各状態で確認すべき項目につ

いて，管理すべき値を網羅した計測範囲であることを表２に示す。 
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別紙 28 

格納容器圧力逃がし装置の計装設備の概略構成図 

 

格納容器圧力逃がし装置の計装設備について記載する。 

 (1) フィルタ装置水位 

フィルタ装置水位は，重大事故等対処設備の機能を有しており，フィルタ装置水位の検出

信号は，差圧式水位検出器にて差圧を検出し，演算装置にて電気信号へ変換する処理を行っ

た後，フィルタ装置水位を中央制御室に指示し，記録する。また，機械式差圧計（自主対策

設備）を用いて現場（格納容器圧力逃がし装置格納槽内）にて監視可能な設計としている。

（第 1図「フィルタ装置水位の概略構成図」参照。） 

 

 

 

第 1図 フィルタ装置水位の概略構成図 

 

別紙 27 

格納容器フィルタベント系の計装設備の概略構成図 

 

格納容器フィルタベント系の計装設備について記載する。 

 (1)  スクラバ容器水位 

スクラバ容器水位は，重大事故等対処設備の機能を有しており，スクラバ容器水位の検出

信号は，差圧式水位検出器からの電流信号を中央制御室の指示部にて水位信号へ変換する処

理を行った後，スクラバ容器水位を中央制御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。また，

現場（第 1ベントフィルタ格納槽内）にて監視可能な設計としている。（図１「スクラバ容

器水位の概略構成図」参照。） 

 

 

図１ スクラバ容器水位の概略構成図 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

島根２号炉は，スクラバ容器
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している 
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 設計基準対象施設 

重大事故等対処設備 
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重大事故等対処設備 
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(2) フィルタ装置圧力 

フィルタ装置圧力は，重大事故等対処設備の機能を有しており，フィルタ装置圧力の検出

信号は，弾性圧力検出器にて圧力を検出し，演算装置にて電気信号へ変換する処理を行った

後，フィルタ装置圧力を中央制御室に指示し，記録する。また，機械式圧力計（自主対策設

備）を用いて現場（格納容器圧力逃がし装置格納槽内）にて監視可能な設計としている。（第

2図「フィルタ装置圧力の概略構成図」参照。） 

 

 

第 2図 フィルタ装置圧力の概略構成図 

 

(2)  スクラバ容器圧力 

スクラバ容器圧力は，重大事故等対処設備の機能を有しており，スクラバ容器圧力の検出

信号は，弾性圧力検出器からの電流信号を中央制御室の指示部にて圧力信号へ変換する処理

を行った後，スクラバ容器圧力を中央制御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。（図２

「スクラバ容器圧力の概略構成図」参照。） 

 

 

 

 

図２ スクラバ容器圧力の概略構成図 

 

 

 

・設備の相違 

島根２号炉は，現場計器を設

置していない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

 設計基準対象施設 

重大事故等対処設備 
設計基準対象施設及び 
重大事故等対処設備 
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(3) フィルタ装置スクラビング水温度 

フィルタ装置スクラビング水温度は，重大事故等対処設備の機能を有しており，フィルタ

装置スクラビング水温度の検出信号は，熱電対にて温度を電気信号に変換した後，フィルタ

装置スクラビング水温度を中央制御室に指示し，記録する。（第 3図「フィルタ装置スクラ

ビング水温度の概略構成図」参照。） 

 

 

第 3図 フィルタ装置スクラビング水温度の概略構成図 

 

(4) フィルタ装置排気ライン圧力 

フィルタ装置排気ライン圧力（自主対策設備）の検出信号は，弾性圧力検出器にて圧力を

検出し，演算装置にて電気信号へ変換する処理を行った後，フィルタ装置排気ライン圧力を

中央制御室に指示し，記録する。（第 4図「フィルタ装置排気ライン圧力の概略構成図」参

照。） 

 

 

第 4図 フィルタ装置排気ライン圧力の概略構成図 

 

(3) スクラバ容器温度 

スクラバ容器温度は，重大事故等対処設備の機能を有しており，スクラバ容器温度の検出

信号は，熱電対からの起電力を演算装置にて温度信号へ変換する処理を行った後，スクラバ

容器温度を中央制御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。（図３「スクラバ容器温度の

概略構成図」参照。） 

 

 

図３ スクラバ容器温度の概略構成図 

 

 (4)  フィルタ装置出口配管圧力 

フィルタ装置出口配管圧力（自主対策設備）の検出信号は，弾性圧力検出器からの電流信

号を演算装置にて圧力信号へ変換する処理を行った後，フィルタ装置出口配管圧力を中央制

御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。（図４「フィルタ装置出口配管圧力の概略構成

図」参照。） 

 

 

 

図４ フィルタ装置出口配管圧力の概略構成図 
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熱電対 

指 示 

記 録(注 1) 

中央制御室 

緊急時対策所 

  設計基準対象施設 

重大事故等対処設備 
設計基準対象施設及び 
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演算装置   
  
  
  

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）
（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 
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(5) フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ） 

フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）は，重大事故等対処設備の機能を

有しており，フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）の検出信号は，イオン

チェンバ検出器にて線量当量率を電気信号に変換した後，前置増幅器で電気信号を増幅し，

演算装置にて線量当量率信号に変更する処理を行った後，線量当量率を中央制御室に指示

し，記録する。（第 5図「フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）の概略構

成図」参照。） 

 

 

 

第 5図 フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ） 

の概略構成図  

 

(5) 第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ） 

第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）は，重大事故対処設備の機

能を有しており，第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）の検出信号

は，電離箱からの電流信号を前置増幅器で増幅し，中央制御室の指示部にて線量当量率信号

へ変換する処理を行った後，線量当量率を中央制御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。

（図５「第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）の概略構成図」参照。） 

 

図５ 第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）の概略構成図 

 

 

・設備の相違 

設備設計の相違による構成の

相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

設備設計の相違による構成の

相違 

 

中央制御室 

記 録(注 1) 

1) 

指 示 

電離箱 

緊急時対策所 

 (注 1) 安全パラメータ表示システム(ＳＰ 
ＤＳ）（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

前置増幅器 

 設計基準対象施設 

重大事故等対処設備 
設計基準対象施設及び 
重大事故等対処設備 

 

 

 

指 示 
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(6) フィルタ装置入口水素濃度 

フィルタ装置入口水素濃度は，重大事故等対処設備の機能を有しており，フィルタ装置入

口水素濃度の検出信号は，熱伝導式水素検出器にて水素濃度を検出し，演算装置にて電気信

号へ変換する処理を行った後，フィルタ装置入口水素濃度を中央制御室に指示し，記録する。

（第 6図「フィルタ装置入口水素濃度 システム概要図」及び第 7図「フィルタ装置入口水

素濃度の概略構成図」参照。） 

 

 

第 6図 フィルタ装置入口水素濃度 システム概要図 

 

 

 

第 7図 フィルタ装置入口水素濃度の概略構成図 

 

(6)  第１ベントフィルタ出口水素濃度 

第１ベントフィルタ出口水素濃度は，重大事故等対処設備の機能を有しており，第１ベン

トフィルタ出口水素濃度の検出信号は，熱伝導式水素検出器からの電流信号を前置増幅器で

増幅し，演算装置にて水素濃度信号へ変換する処理を行った後，第１ベントフィルタ出口水

素濃度を中央制御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。（図６「第１ベントフィルタ出

口水素濃度 システム概要図」，図７「第１ベントフィルタ出口水素濃度の概略構成図及び

図８「第１ベントフィルタ出口分析車の構成図」参照。） 

 

 

 

図６ 第１ベントフィルタ出口水素濃度 システム概要図 

 

 

 

図７ 第１ベントフィルタ出口水素濃度の概略構成図 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

島根２号炉は，第１ベントフ

ィルタ出口水素濃度が可搬型で

あり，第１ベントフィルタ出口

分析車から第１ベントフィルタ

出口配管に接続する設備構成と

している 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

設備設計の相違による構成の

相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

設備設計の相違による構成の

相違 

 

 

指 示 

中央制御室 熱伝導式水素
検出器 

記 録
(注 1)

 

緊急時対策所 

演算装置  
  
  
  

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）

（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

 設計基準対象施設 

重大事故等対処設備 
設計基準対象施設及び 
重大事故等対処設備 

 

 

 

前置増幅器 

[補正] 

サンプルガス温度 
及びドレン水位 

 

 

第１ベントフィ

ルタ出口配管 

冷却器 除湿器 

中央制御室 第１ベントフィルタ出口分析車 

記録 

指示 

サンプルポンプ 

水素濃度 

検出器 

緊急時対策所 

接続 

接続 
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図８ 第１ベントフィルタ出口分析車の構造図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

島根２号炉は，第１ベントフ

ィルタ出口水素濃度が可搬型で

あり，第１ベントフィルタ出口

分析車から第１ベントフィルタ

出口配管に接続する設備構成と

している 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チラーユニット 

サンプルポンプ 

ラック 

分析計ラック 

制御盤 
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(7) フィルタ装置スクラビング水ｐＨ 

 

 

フィルタ装置スクラビング水ｐＨ（自主対策設備）の検出信号は，ｐＨ検出器にてｐＨ

を検出し，演算装置にて電気信号へ変換する処理を行った後，フィルタ装置スクラビング

水ｐＨを中央制御室に指示し，記録する。（第 8図「フィルタ装置スクラビング水ｐＨ シ

ステム概要図」及び第 9図「フィルタ装置スクラビング水ｐＨの概略構成図」参照。） 

 

 

第 8図 フィルタ装置スクラビング水ｐＨ システム概要図 

 

 

 

第 9図 フィルタ装置スクラビング水ｐＨの概略構成図 

 

 (7)  スクラバ水ｐＨ 

スクラバ水ｐＨは，スクラバ容器内の水溶液をサンプルポンプで引き込み，ｐＨ検出器

により計測する。 

スクラバ水ｐＨは，（自主対策設備）の検出信号は，ｐＨ検出器からの電流信号を中央

制御室の指示部にてｐＨ信号へ変換する処理を行った後，スクラバ水ｐＨを中央制御室に指

示し，緊急時対策所にて記録する。（図９「スクラバ水ｐＨ システム概要図」及び図 10

「スクラバ水ｐＨの概略構成図」参照。）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ スクラバ水ｐＨシステム概要図 

 

 

図 10 スクラバ水ｐＨの概略構成図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

設備設計の相違による構成の

相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

設備設計の相違による構成の

相違 

 

 

 

指 示 

中央制御室 

ｐＨ検出器 

記 録
(注 1)

 

緊急時対策所 

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤ

Ｓ）（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

 

スクラバ 

容器 

ｐＨ 
検出器 

ポンプ 

ドレン配管 

給水配管 

 

中央制御室 

記録 

指示 

緊急時対策所 

  

原子炉建物地下２階 
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参考 格納容器圧力逃がし装置 計装設備の機器配置図 

第 10図 機器配置図（原子炉建屋付属棟 1階） 

参考 格納容器フィルタベント系 計装設備の機器配置図 

図 11 機器配置図（原子炉建物地下２階） 
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第 11図 機器配置図（原子炉建屋付属棟 3階） 図 12 機器配置図（第１ベントフィルタ格納槽）（１／２） 
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第 12図 機器配置図（その他の建屋，屋外） 図 13 機器配置図（第１ベントフィルタ格納槽）（２／２） 
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図 14 機器配置図（屋外） 
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別紙 29 

フィルタ装置入口水素濃度計の計測時間遅れについて

フィルタ装置入口水素濃度は，格納容器圧力逃がし装置の使用後に配管内に水素が残留し

ていないことにより不活性状態が維持されていることを把握するため，フィルタ装置入口配

管内のガスをサンプルポンプで引き込み，除湿器で水分が除去されて，水素濃度検出器にて

測定されるようにしている。水素計測後のサンプルガスは格納容器圧力逃がし装置の配管に

戻す構成としている。水素濃度検出器により計測した電気信号は演算装置で水素濃度信号に

変換し，中央制御室に指示し，記録する。 

第 1図 フィルタ装置入口水素濃度 システム概要図 

なお，フィルタ装置入口配管内のガスのサンプリング点は，フィルタ装置入口配管の頂部

の原子炉建屋原子炉棟5階であり，そこから水素濃度検出器までの時間遅れは以下のとおりで

ある。 

・サンプリング配管長（サンプリング点～水素濃度検出器）：約99m

・サンプリング配管の断面積：359.7mm２（3.597×10－４ m２）

・サンプルポンプの定格流量：約1L／min（約1×10－３ m３／min）

・サンプルガス流速（流量÷配管断面積）：約2.8m／min

なお，ガスは標準状態（0℃, 101.325kPa［abs］）として算出。

第1表 フィルタ装置入口水素濃度の時間遅れ 

時間遅れ 約36分 

別紙 28 

第１ベントフィルタ出口水素濃度の計測時間遅れについて 

第１ベントフィルタ出口水素濃度は，格納容器フィルタベント系の使用後に配管内に水素

が残留していないことにより不活性状態が維持されていることを把握するため，第１ベント

フィルタ出口配管内のガスをサンプルポンプで引き込み，除湿器で水分が除去されて，水素

濃度検出器にて測定されるようにしている。水素計測後のサンプルガスは格納容器フィルタ

ベント系の配管に戻す構成としている。水素濃度検出器からの電流信号を前置増幅器で増幅

し，演算装置で水素濃度信号に変換し，中央制御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。 

図 1 第１ベントフィルタ出口水素濃度 システム概要図 

なお，第１ベントフィルタ出口配管内のガスのサンプリング点は，フィルタ装置出口配管

の集合部であり，そこから水素濃度検出器までの時間遅れは以下のとおりである。 

・サンプリング配管長（サンプリング点～水素濃度検出器）：約46m

・サンプリング配管の内容積：11.25×10-3 m3

・サンプルポンプの定格流量：約1L／min（約1×10-3 m3/min）

・時間遅れ（配管内容積÷流量）：約11.25 min

なお，ガスは標準状態（0℃, 101.325kPa［abs］）として算出。

表1 第１ベントフィルタ出口水素濃度の時間遅れ 

時間遅れ 約12分 

・設備の相違

島根２号炉は，第１ベントフ

ィルタ出口配管の水素濃度を測

定する設計としている 

・設備の相違

・設備の相違

島根２号炉は，第１ベントフ

ィルタ出口配管の水素濃度を測

定する設計としている 

・設備の相違

設備設計の相違による構成の

相違 

・設備の相違

第１ベントフィ

ルタ出口配管

冷却器 除湿器 

中央制御室 第１ベントフィルタ出口分析車 

記録 

指示 

サンプルポンプ

水素濃度 

検出器 

緊急時対策所 

接続 

接続 
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＜参考＞ 

 ａ．水素濃度計の測定原理 

水素濃度検出器は，熱伝導式を用いる計画であり，第2図に示すとおり，検知素子と補償素

子（サーミスタ）及び2つの固定抵抗でブリッジ回路が構成されている。検知素子の部分に，

サンプリングされたガスが流れるようになっており，補償素子には基準となる標準空気が密

閉されており測定対象ガスとは接触しない構造になっている。 

水素濃度指示計部より電圧を印加して検知素子と補償素子の両方のサーミスタを約120℃

に加熱した状態で，検知素子側に水素を含む測定ガスを流すと，測定ガスが熱を奪い，検知

素子の温度が低下することにより抵抗が低下する。 

この検知素子の抵抗が低下するとブリッジ回路の平衡が失われ，第2図のＡＢ間に電位差が

生じる。この電位差が水素濃度に比例する原理を用いて，水素濃度を測定する。 

      

第2図 水素濃度計検出回路の概要図 

 

＜参考＞ 

 ａ．水素濃度計の測定原理 

水素濃度検出器は，熱伝導度式であり，図１に示すとおり，検知素子と補償素子（サーミ

スタ）及び２つの固定抵抗でブリッジ回路が構成されている。検知素子の部分に，サンプリ

ングされたガスが流れるようになっており，補償素子には基準となる標準空気が密閉されて

おり測定対象ガスとは接触しない構造になっている。 

水素濃度指示計部より電圧を印加して検知素子と補償素子の両方のサーミスタを加熱した

状態で，検知素子側に水素を含む測定ガスを流すと，測定ガスが熱を奪い，検知素子の温度

が低下することにより抵抗が変化する。 

この検知素子の抵抗の変化によりブリッジ回路の平衡が失われ，図１のＡＢ間に電位差が

生じる。この電位差が水素濃度に比例する原理を用いて，水素濃度を測定する。 

 

 

 

図1 水素濃度計検出回路の概要図 
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 ｂ．水素濃度の測定 

水素濃度検出器は｢ａ．｣で示したとおり標準空気に対する測定ガスの熱伝導の差を検出する方

式のものであり，酸素，窒素などの空気中のガスに対し，水素の熱伝導率の差が大きいことを利

用しているものである。水素の熱伝導率は，約0.18W／（m･K）at27℃である一方，酸素，窒素は，

約0.02W／（m･K）at27℃と水素より1桁小さく，これらのガス成分の変動があっても水素濃度計

測に対する大きな誤差にはならない。 

 

 ｃ．水素濃度測定のシステム構成 

フィルタ装置入口配管内のガスをサンプルポンプで引き込み，除湿器で水分が除去されて，

ほぼドライ状態で水素濃度検出器にて測定されるようにしている。 

 

 

第 3図 フィルタ装置入口水素濃度 システム概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ｂ．水素濃度の測定 

水素濃度検出器は｢ａ．｣で示したとおり標準空気に対する測定ガスの熱伝導の差を検出する方

式のものであり，酸素，窒素などの空気中のガスに対し，水素の熱伝導率の差が大きいことを利

用しているものである。水素の熱伝導率は，約0.18W／（m･K）at27℃である一方，酸素，窒素は，

約0.02W／（m･K）at27℃と水素より1桁小さく，これらのガス成分の変動があっても水素濃度計

測に対する大きな誤差にはならない。 

 

 ｃ．水素濃度測定のシステム構成 

第１ベントフィルタ出口配管内のガスをサンプルポンプで引き込み，除湿器で水分が除去

されて，ドライ状態で水素濃度検出器にて測定されるようにしている。また，測定されたド

ライ条件の水素濃度からウェット条件の水素濃度への補正を行う。 

 

図 2 第１ベントフィルタ出口水素濃度 システム概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

島根２号炉は，第１ベントフ

ィルタ出口配管の水素濃度を測

定する設計としている 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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ｄ．水素濃度計の仕様 

種  類  熱伝導式水素濃度検出器 

計測範囲  0～100vol％ 

個  数  2 

設置場所  原子炉建屋付属棟 3階（二次格納施設外） 

 

第 4図 フィルタ装置入口水素濃度の概略構成図 

 

水素濃度計の計測範囲0～100vol％において，計器仕様は最大±2.5％の誤差を，計測範囲0

～20vol％に切り替えた場合は±0.5％の誤差を生じる可能性があるが，この誤差があること

を理解した上で，フィルタ装置使用後の配管内の水素濃度の推移，傾向（トレンド）を監視

していくことができる。 

 

ｄ．水素濃度計の仕様 

種  類  熱伝導式水素検出器 

計測範囲  0～20vol％/0～100vol％ 

個  数  1(予備 1) 

設置場所  屋外 

 

図 3 第１ベントフィルタ出口水素濃度の概略構成図 

 

水素濃度計の計測範囲0～100vol％において，計器仕様は最大±3.0vol％の誤差を，計測範

囲0～20vol％に切り替えた場合は±0.6vol％の誤差を生じる可能性があるが，この誤差があ

ることを理解した上で，フィルタ装置使用後の配管内の水素濃度の推移，傾向（トレンド）

を監視していくことができる。 

 

 

 

 

・設備の相違 

設備設計の相違による構成の

相違 
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(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）

（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

 設計基準対象施設 

重大事故等対処設備 
設計基準対象施設及び 
重大事故等対処設備 

 

 

 

前置増幅器 

[補正] 

サンプルガス温度 
及びドレン水位 
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別紙 42 

計装設備が計測不能になった場合の推定方法，監視場所について 

 (1) 計装設備の個数の考え方について 

   格納容器圧力逃がし装置の計装設備は，系統運転時において計装設備の機能喪失が格納容

器圧力逃がし装置の機能維持のための監視及び放射性物質の除去性能の監視に直接係るパ

ラメータについては，計器を多重化する設計としている。 

   多重化対象の監視パラメータは以下のとおりである。 

・フィルタ装置水位 

 

 

・フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ） 

 

 (2) 計測不能となった場合の推定方法について 

   格納容器圧力逃がし装置の計装設備は，計器の故障等により計測ができない場合において

も代替パラメータによる推定が可能である。各主要パラメータに対する代替パラメータ及び

代替パラメータによる推定方法を第 1表に，計装設備概略構成図を第 1図に示す。 

 

 (3) 計装設備の監視場所の考え方について 

   格納容器圧力逃がし装置の計装設備は，中央制御室において集中監視を行う設計としてい

る。また，中央制御室の運転員を介さず，事故状態を把握できるよう緊急時対策所において

も監視可能とする。なお，フィルタ装置水位とフィルタ装置圧力は，スクラビング水の補給・

移送操作及び窒素置換操作時に現場でも確認できるように，現場計器も設置する計画であ

る。 
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計装設備が計測不能になった場合の推定方法，監視場所について 

(1) 計装設備の個数の考え方について 

   格納容器フィルタベント系の計装設備は，系統運転時において計装設備の機能喪失が格納

容器フィルタベント系の機能維持のための監視及び放射性物質の除去性能の監視に直接係

るパラメータについては，計器を多重化する設計としている。 

   多重化対象の監視パラメータは以下のとおりである。 

・スクラバ容器水位 

・スクラバ容器圧力 

・スクラバ容器温度 

・第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ） 

 

(2) 計測不能となった場合の推定方法について 

   格納容器フィルタベント系の計装設備は，計器の故障等により計測ができない場合におい

ても代替パラメータによる推定が可能である。各主要パラメータに対する代替パラメータ及

び代替パラメータによる推定方法を表１に，計装設備概略構成図を図１に示す。 

 

(3) 計装設備の監視場所の考え方について 

   格納容器フィルタベント系の計装設備は，中央制御室において集中監視を行う設計として

いる。また，中央制御室の運転員を介さず，事故状態を把握できるよう緊急時対策所におい

ても監視可能とする。なお，スクラバ容器水位は，スクラビング水の補給・移送操作時に現

場でも確認できるように，現場計器も設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

島根２号炉は，多重化してい

る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

島根２号炉は，スクラバ容器

水位について，現場計器も設置

している 
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・設備の相違

設備設計の相違による構成の

相違 

第
１
表
 
格
納
容
器
圧
力
逃
が
し
装
置
の
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
る
推
定
方
法
 

表
１
 
格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
の
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
る
推
定
方
法
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第 1図 格納容器圧力逃がし装置 計装設備概略構成図 

 

図１ 格納容器フィルタベント系 計装設備概略構成図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

設備設計の相違による構成の

相違 
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別紙 7 

ベント実施時の放射線監視測定の考え方について 

 

 (1) フィルタ装置出口放射線モニタの計測範囲 

   フィルタ装置出口放射線モニタの計測範囲と計測範囲の設定の考え方は，第 1表のとおり

である。 

第 1表 計測範囲とその考え方 

名称 計測範囲 取付箇所 計測範囲の設定の考え方 

フィルタ装置出口放射

線モニタ（高レンジ） 

10－２Sv／h～ 

10５Sv／h 

原子炉建屋付属

棟 1階 

系統運転中における放射性

物質濃度を確認するため，

想定される放射性物質がフ

ィルタ装置出口配管に内包

された時の最大の放射線量

率を計測できる範囲とす

る。なお，高レンジ用は炉

心損傷している場合に，低

レンジ用は炉心損傷してい

ない場合を想定して設定す

る。 

屋外（原子炉建

屋南側外壁面） 

フィルタ装置出口放射

線モニタ（低レンジ） 

10－３mSv／h～ 

10４mSv／h 

原子炉建屋付属

棟 1階 

 

  ａ．ベント実施に想定される線量率について 

    ベント実施時に想定される最大の線量率を評価するために必要な評価条件を第 2 表に

示す。また，第 2 表の評価条件に基づく評価結果を第 3 表に示す。フィルタ装置出口放

射線モニタ（高レンジ）の計測範囲の上限値である 1.0×10５Sv／hは，ベント実施時に

想定される最大線量率 3.0×10１Sv／hに対し，余裕があり，計測可能である。 
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ベント実施時の放射線監視測定の考え方について 

 

 (1)  第１ベントフィルタ出口放射線モニタの計測範囲 

   第１ベントフィルタ出口放射線モニタの計測範囲と計測範囲の設定の考え方は，表１のと

おりである。 

表１ 計測範囲とその考え方 

名称 計測範囲 取付箇所 計測範囲の設定の考え方 

第１ベントフィルタ出

口放射線モニタ（高レン

ジ） 

10－２Sv／h～ 

10５Sv／h 

第１ベントフィ

ルタ格納槽内 

系統運転中における放射性

物質濃度を確認するため，

想定される放射性物質がフ

ィルタ装置出口配管に内包

された時の最大の放射線量

率を計測できる範囲とす

る。なお，高レンジ用は炉

心損傷している場合に，低

レンジ用は炉心損傷してい

ない場合を想定して設定す

る。 

第１ベントフィルタ出

口放射線モニタ（低レン

ジ） 

10－３mSv／h～ 

10４mSv／h 

屋外 

 

 

  ａ．ベント実施に想定される線量率について 

    ベント実施時に想定される最大の線量率を評価するために必要な評価条件を表２に示

す。また，表２の評価条件に基づく評価結果を表３に示す。第１ベントフィルタ出口放

射線モニタ（高レンジ）の計測範囲の上限値である 1.0×10５Sv／hは，ベント実施時に

想定される最大線量率 1.6×10１Sv／hに対し，余裕があり，計測可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・取付箇所の相違 

系統運転中における放射性物

質濃度を確認することが可能な

位置に取り付けている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・想定される線量率の相違 

評価条件のうち，原子炉の放

射性物質の内蔵量，放射線モニ

タの取付箇所の相違による。 

ただし，計測範囲の上限値に対

して余裕があり，計測可能であ

る 
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第 2表 評価条件 

項目 評価条件 評価条件の考え方 

評価対象核種 

希ガス類（Kr-83m，Kr-85m，Kr-85，

Kr-87，Kr-88，Xe-131m，Xe-133m，

Xe-133，Xe-135m，Xe-135，Xe-138） 

大気に放出される放射性物

質のうち，線量率が支配的

となる核種を選定 

（後述ｂ項参照） 

炉心状態 平衡炉心（サイクル末期） 

原子炉の放射性物質の内蔵

量が最も多くなる状態を選

定 

炉心から格納容器へ

の移行割合（希ガス） 
100％ 

ＭＡＡＰ解析結果に基づき

設定 

格納容器から原子炉

建屋への漏えい 
考慮しない 

格納容器圧力逃がし装置に

よる大気への放出量を多く

見積もるため 

ベント開始時間 事象発生から 1時間後 

開始時刻が遅れるほど希ガ

スが減衰するため，保守的

に設定 

評価モデル 第 1図のとおり 

フィルタ装置出口放射線モ

ニタ（高レンジ）の設置位

置（第 2図）をモデル化 

線量評価コード ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒ 現行許認可（添十）と同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 評価条件 

項目 評価条件 評価条件の考え方 

評価対象核種 

希ガス類（Kr-83m，Kr-85m，Kr-85，

Kr-87，Kr-88，Xe-131m，Xe-133m，

Xe-133，Xe-135m，Xe-135，Xe-138） 

大気に放出される放射性物

質のうち，線量率が支配的

となる核種を選定 

（後述ｂ項参照） 

炉心状態 平衡炉心（サイクル末期） 

原子炉の放射性物質の内蔵

量が最も多くなる状態を選

定 

炉心から格納容器へ

の移行割合（希ガス） 
100％ 

ＭＡＡＰ解析結果に基づき

設定 

格納容器から原子炉

建物への漏えい 
考慮しない 

格納容器フィルタベント系

による大気への放出量を多

く見積もるため 

ベント開始時間 事象発生から 1時間後 

開始時刻が遅れるほど希ガ

スが減衰するため，保守的

に設定 

評価モデル 図１のとおり 

第１ベントフィルタ出口放

射線モニタ（高レンジ）の

設置位置（図２）をモデル

化 

線量評価コード ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒ 現行許認可（添十）と同じ 
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第 1図 評価モデル 

図１ 評価モデル 
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第 2図 フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ）位置図 

 

 

 

 

第 3表 評価結果 

評価対象核種 
線量率 

（Sv／h） 

Kr-83m 1.1E-21 

Kr-85m 1.2E+00 

Kr-85 8.4E-04 

Kr-87 3.9E+00 

Kr-88 1.6E+01 

Xe-131m 8.6E-04 

Xe-133m 3.7E-02 

Xe-133 2.9E-01 

Xe-135m 2.6E+00 

Xe-135 4.2E+00 

Xe-138 1.6E+00 

合 計 3.0E+01 

 

 

 

 

図２ 第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ）位置図 

 

 

 

 

 

表３ 評価結果 

評価対象核種 
線量率 

（Sv／h） 

Kr-83m 1.9E-19 

Kr-85m 6.0E-01 

Kr-85 4.4E-04 

Kr-87 2.1E+00 

Kr-88 8.7E+00 

Xe-131m 4.3E-04 

Xe-133m 1.9E-02 

Xe-133 1.6E-01 

Xe-135m 1.4E+00 

Xe-135 2.1E+00 

Xe-138 8.8E-01 

合 計 1.6E+01 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・想定される線量率の相違 

評価条件のうち，原子炉の放

射性物質の内蔵量，放射線モニ

タの取付箇所の相違による 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フィルタ装置出口配管 

検出器 
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  ｂ．評価対象核種の考え方 

    格納容器圧力逃がし装置を通じて格納容器内の放射性物質が大気へ放出される際，希ガ

ス及びよう素を除く放射性物質はベントフィルタの除去効果を大きく受けるため，大気へ

放出される主な放射性物質は希ガス及びよう素となる。 

    第 4 表に示す評価条件を用いて希ガス及びよう素の線量率を評価した結果，第 5表のと

おり希ガスの線量率は，よう素に比べて 10２倍程度高く，放射線モニタ測定値は希ガスか

らの寄与が支配的であるため，希ガスを評価対象核種とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ｂ．評価対象核種の考え方 

    格納容器フィルタベント系を通じて格納容器内の放射性物質が大気へ放出される際，希

ガス及びよう素を除く放射性物質はベントフィルタの除去効果を大きく受けるため，大気

へ放出される主な放射性物質は希ガス及びよう素となる。 

    表４に示す評価条件を用いて希ガス及びよう素の線量率を評価した結果，表５のとおり

希ガスの線量率は，よう素に比べて 60 倍程度高く，放射線モニタ測定値は希ガスからの

寄与が支配的であるため，希ガスを評価対象核種とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ベント開始時間までの希ガス

とよう素の減衰速度の違いに

よる相違 
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第 4表 評価条件（1／2） 

項目 評価条件 評価条件の考え方 

評価事象 

「大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失

敗＋低圧炉心冷却失敗＋全交流動力

電源喪失」 

（代替循環冷却系を使用できない場

合） 

格納容器破損防止対策の

有効性評価で想定する格

納容器破損モードのうち，

希ガス類及びよう素の放

出量が最も多くなる事故

シーケンスとして，ベント

の実施時間が最も早くな

る事故シーケンスを選定 

炉心状態 平衡炉心（サイクル末期） 

原子炉の放射性物質の内

蔵量が最も多くなる状態

を選定 

評価対象核種 

希ガス類：Kr-83m，Kr-85m，Kr-85，

Kr-87，Kr-88，Xe-131m，

Xe-133m，Xe-133，Xe-135m，

Xe-135，Xe-138 

よう素：Ｉ-131，Ｉ-132，Ｉ-133， 

Ｉ-134，Ｉ-135 

大気に放出される放射性

物質のうち，線量当量率が

支配的となる核種を選定 

炉心から格納容器への

移行割合 

希ガス：100％ 

よう素：80％ 

ＭＡＡＰ解析結果に基づ

き設定 

よう素の形態 

有機よう素 ：4％ 

無機よう素 ：91％ 

粒子状よう素：5％ 

Ｒ．Ｇ．1.195※1 に基づき

設定 

格納容器内での除去効

果（希ガス及び有機よ

う素） 

考慮しない 保守的に設定 

格納容器内での除去効

果（無機よう素） 

沈着による除去係数：200※3 

CSE 実験及 び Standard 

Review Plan 6.5.2※2 に基

づき設定（別紙 17 補足 3

参照） 

サプレッション・プール水でのスクラ

ビングによる除去係数：10 

Standard Review Plan 

6.5.5※３に基づき設定（別

紙 17補足 4参照） 

格納容器内での除去効

果（粒子状よう素） 
無機よう素と同じ 

無機よう素よりも沈着等

による除去効果が大きい

が，保守的に無機よう素と

同じとする。 

 

表４ 評価条件（1／2） 

項目 評価条件 評価条件の考え方 

評価事象 

「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋Ｅ

ＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電

源喪失」（残留熱代替除去系を使用し

ない場合） 

格納容器破損防止対策の

有効性評価で想定する格

納容器破損モードのうち，

希ガス類及びよう素の放

出量が最も多くなる事故

シーケンスとして，ベント

の実施時間が最も早くな

る事故シーケンスを選定 

炉心状態 平衡炉心（サイクル末期） 

原子炉の放射性物質の内

蔵量が最も多くなる状態

を選定 

評価対象核種 

希ガス類：Kr-83m，Kr-85m，Kr-85，

Kr-87，Kr-88，Xe-131m，

Xe-133m，Xe-133，Xe-135m，

Xe-135，Xe-138 

よう素：Ｉ-131，Ｉ-132，Ｉ-133， 

Ｉ-134，Ｉ-135 

大気に放出される放射性

物質のうち，線量当量率が

支配的となる核種を選定 

炉心から格納容器への

移行割合 

希ガス：100％ 

よう素：80％ 

ＭＡＡＰ解析結果に基づ

き設定 

よう素の形態 

有機よう素 ：4％ 

無機よう素 ：91％ 

粒子状よう素：5％ 

Ｒ．Ｇ．1.195※1 に基づき

設定 

格納容器内での除去効

果（希ガス及び有機よ

う素） 

考慮しない 保守的に設定 

格納容器内での除去効

果（無機よう素） 

沈着による除去係数：200 

CSE 実験及 び Standard 

Review Plan 6.5.2※2 に基

づき設定 

サプレッション・プール水でのスクラ

ビングによる除去係数：5 

 

Standard Review Plan 

6.5.5※3に基づき設定 

格納容器内での除去効

果（粒子状よう素） 
無機よう素と同じ 

無機よう素よりも沈着等

による除去効果が大きい

が，保守的に無機よう素と

同じとする。 

 

・型式の違いによるサプレッシ

ョン・プール水でのスクラビ

ングによる除去係数の違い 
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第 4表 評価条件（2／2） 

項目 評価条件 評価条件の考え方 

ベント開始時間 事象発生から 19時間後 ＭＡＡＰ解析結果 

ベントフィルタ除去係

数 

希ガス   ：1 

有機よう素 ：50 

無機よう素 ：100 

粒子状よう素：1,000 

設計値に基づき設定 

評価モデル 第 1図のとおり 

フィルタ装置出口放射線

モニタ（高レンジ）の設置

位置（第 2図）をモデル化 

線量評価コード ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒ 現行許認可（添十）と同じ 

※1 Regulatory Guide 1.195, “Methods and Assumptions for Evaluating Radiological 

Consequences of Design Basis Accidents at Light-Water Nuclear Power 

Reactors”,May 2003 

※2 Standard Review Plan6.5.2,“Containment Spray as a Fission Product Cleanup 

System”,March 2007 

※3 Standard Review Plan6.5.5,“Pressure Suppression Pool as a Fission Product 

Cleanup System”,March 2007 

 

第 5表 評価結果 

ベント 

開始時間 

希ガス 

線量率① 

（Sv／h） 

よう素 

線量率② 

（Sv／h） 

①／② 

事象発生から 

19 時間後 
5.6×10０ 5.2×10－２ 1.08×10２ 

 

 

(2) フィルタを通過した放射性物質がフィルタ装置出口放射線モニタ近傍の配管に付着した場

合の影響について 

フィルタ装置出口放射線モニタはフィルタ装置出口の配管外側から計測となるため，フィ

ルタ装置出口配管内に付着した放射性物質の影響を受ける。そのため，ベント終了後に残る

放射線モニタ指示値から配管付着分を評価し，ベント中の放射線モニタ指示値から差し引く

ことで配管付着影響を除去することができる。 

 

第 4表の評価条件（希ガスは配管付着しないため，よう素に係る評価条件のみ）及びフィ

ルタ装置出口配管への放射性物質付着率を「放射性物質の通過量に対して 100m 当たり 10％

表４ 評価条件（2／2） 

項目 評価条件 評価条件の考え方 

ベント開始時間 事象発生から 32時間後 ＭＡＡＰ解析結果 

ベントフィルタ除去係

数 

希ガス   ：１ 

有機よう素 ：50 

無機よう素 ：100 

粒子状よう素：1,000 

設計値に基づき設定 

評価モデル 図１のとおり 

第１ベントフィルタ出口

放射線モニタ（高レンジ）

の設置位置（図２）をモデ

ル化 

線量評価コード ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒ 現行許認可（添十）と同じ 

※１ Regulatory Guide 1.195, “Methods and Assumptions for Evaluating Radiological 

Consequences of Design Basis Accidents at Light-Water Nuclear Power 

Reactors”,May 2003 

※２ Standard Review Plan6.5.2,“Containment Spray as a Fission Product Cleanup 

System”,March 2007 

※３ Standard Review Plan6.5.5,“Pressure Suppression Pool as a Fission Product 

Cleanup System”,March 2007 

 

表５ 評価結果 

ベント 

開始時間 

希ガス 

線量率① 

（Sv／h） 

よう素 

線量率② 

（Sv／h） 

①／② 

事象発生から 

32 時間後 
1.4×10０ 2.2×10－２ 6.4×10１ 

 

 

(2) フィルタを通過した放射性物質が第１ベントフィルタ出口放射線モニタ近傍の配管に付着

した場合の影響について 

第１ベントフィルタ出口放射線モニタはフィルタ装置出口の配管外側から計測となるた

め，フィルタ装置出口配管内に付着した放射性物質の影響を受ける。そのため，ベント終了

後に残る放射線モニタ指示値から配管付着分を評価し，ベント中の放射線モニタ指示値から

差し引くことで配管付着影響を除去することができる。 

表４の評価条件（希ガスは配管付着しないため，よう素に係る評価条件のみ）及びフィル

タ装置出口配管への放射性物質付着率を「放射性物質の通過量に対して 100m 当たり 10％が

配管内に均一に付着する」とした場合の評価結果は，9.6mSv／hである。 

・運用の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

評価条件のうち，原子炉の放

射性物質の内蔵量，放射線モニ

タの取付箇所，ベント開始時間，

格納容器内での除去効果（無機

よう素）の相違による 
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が配管内に均一に付着する」（別紙 30）とした場合の評価結果は，230mSv／hである。 

 

(3) 線量率から放射性物質濃度への換算の考え方 

フィルタ装置出口放射線モニタでの計測値（ガンマ線強度）は，フィルタ装置出口配管内

の放射性物質の核種及びその放射性物質濃度により決まる値である。あらかじめ，フィルタ

装置出口配管内の放射性物質濃度と線量率により，換算係数を定めておくことで，事故時の

フィルタ装置出口放射線モニタの指示値からフィルタ装置出口配管内の放射性物質濃度を

把握することができる。 

第 4表の評価条件において評価したフィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ）の換算係数

を第 6表に示す。なお，換算係数の算出過程を以下に示す。 

① 平衡炉心（サイクル末期）における核種ごとの炉内希ガスの総量（①）を解析により

算出する。 

② ベント開始時間までの減衰を考慮した核種ごとの希ガスの総量（②）を算出する。 

③ 格納容器空間体積（9,800m３）から核種ごとの希ガス量を除し，核種ごとの放射性物質

濃度の合計（③）を算出する。 

④ 上記③の核種ごとの放射性物質濃度にγ線放出割合を乗じて算出したγ線線源強度と

第 1図の評価モデルから核種ごとの線量率の合計（④）を算出する。 

⑤ 上記③で求めた放射線物質濃度の合算値を④で求めた線量率の合算値で除すことで，

換算係数を算出する。 

 

第 6 表 換算係数の算出 

炉停止時 

内蔵量① 

（Bq） 

19時間後 

減衰値② 

（Bq） 

放射性物質 

濃度③ 

（Bq／cm３） 

線量率④ 

（Sv／h） 

換算係数 

（（Bq／cm３）／（Sv／h）） 

2.2×10１９ 9.4×10１８ 9.6×10８ 5.6×10０ 1.7×10８ 

 

 

 

第 6 表の換算係数は，原子炉停止から 19 時間後にベントを開始した場合の換算係数であ

り，核種の減衰により換算係数は変化するため，同様の手法で算出した換算係数の時間変化

は第 3図のグラフのとおりとなる。実際の運用では，手順書に代表的な時間における換算係

数を表として備えるなどして適切な評価ができるように準備する。また，屋外のフィルタ装

置出口放射線モニタ（高レンジ）及び建屋内のフィルタ装置出口放射線モニタ（低レンジ）

についても，同様の方法で換算係数を算出し，上記の評価ができるように準備する。 

なお，事故後に当該事故の状態を詳細に把握し，換算係数の再評価を実施することにより，

フィルタ装置出口放射線モニタの指示値（Sv／h）の記録から，より精度の高い放射性物質

濃度（Bq／cm３）を評価することが可能である。 

 

 

 

 (3) 線量率から放射性物質濃度への換算の考え方 

第１ベントフィルタ出口放射線モニタでの計測値（ガンマ線強度）は，フィルタ装置出口

配管内の放射性物質の核種及びその放射性物質濃度により決まる値である。あらかじめ，フ

ィルタ装置出口配管内の放射性物質濃度と線量率により，換算係数を定めておくことで，事

故時の第１ベントフィルタ出口放射線モニタの指示値からフィルタ装置出口配管内の放射

性物質濃度を把握することができる。 

表４の評価条件において評価した第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ）の換

算係数を表６に示す。なお，換算係数の算出過程を以下に示す。 

① 平衡炉心（サイクル末期）における核種ごとの炉内希ガスの総量（①）を解析により

算出する。 

② ベント開始時間までの減衰を考慮した核種ごとの希ガスの総量（②）を算出する。 

③ 格納容器空間体積（12,600m３）から核種ごとの希ガス量を除し，核種ごとの放射性物

質濃度の合計（③）を算出する。 

④ 上記③の核種ごとの放射性物質濃度にγ線放出割合を乗じて算出したγ線線源強度と

図１の評価モデルから核種ごとの線量率の合計（④）を算出する。 

⑤ 上記③で求めた放射線物質濃度の合算値を④で求めた線量率の合算値で除すことで，

換算係数を算出する。 

 

表６ 換算係数の算出 

炉停止時 

内蔵量① 

（Bq） 

32時間後 

減衰値② 

（Bq） 

放射性物質 

濃度③ 

（Bq／cm３） 

線量率④ 

（Sv／h） 

換算係数 

（（Bq／cm３）／（Sv／h）） 

1.6×10１９ 5.7×10１８ 4.5×10８ 1.4×10０ 3.3×10８ 

 

 

 

表６の換算係数は，原子炉停止から 32時間後にベントを開始した場合の換算係数であり，

核種の減衰により換算係数は変化するため，同様の手法で算出した換算係数の時間変化は図

３のグラフのとおりとなる。実際の運用では，手順書に代表的な時間における換算係数を表

として備えるなどして適切な評価ができるように準備する。また，建屋外の第１ベントフィ

ルタ出口放射線モニタ（低レンジ）についても，同様の方法で換算係数を算出し，上記の評

価ができるように準備する。 

 

なお，事故後に当該事故の状態を詳細に把握し，換算係数の再評価を実施することにより，

第１ベントフィルタ出口放射線モニタの指示値（Sv／h）の記録から，より精度の高い放射

性物質濃度（Bq／cm３）を評価することが可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

評価条件のうち，原子炉の放

射性物質の内蔵量，放射線モニ

タの取付箇所，ベント開始時間，

格納容器内での除去効果（無機

よう素）の相違による 

・運用の相違 

 

 

 

 

・設置位置の違い 
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第 3図 換算係数の時間推移 

 

 

 

 

 

(4) 放射性物質の放出量の推定方法 

  ａ．格納容器雰囲気放射線モニタによる推定方法 

    格納容器雰囲気放射線モニタは，格納容器内に存在する放射性物質からの放射線を測定

するものである。格納容器内には，気相部に浮遊している放射性物質と構造物等に沈着し

た放射性物質が存在しており，ベント時に放出される放射性物質濃度を把握することで，

放射性物質の放出量を推定する。以下に格納容器雰囲気放射線モニタによる推定方法を示

す。 

 

  ○事前準備事項 

   ① 平衡炉心（サイクル末期）における核種ごとの炉内内蔵量（Bq）を解析にて求める。 

   ② ベント開始時間までの減衰を考慮した核種ごとの存在量（Bq）を算出する。 

   ③ ＭＡＡＰコードを用い，代表的な重大事故時想定※１における主要な放射性物質の格納

容器内への移行割合（気相部への移行割合，沈着割合）を求め，①及び②で算出した

核種ごとの存在量（Bq）より壁面沈着分の放射能量（Bq）及び気相部の放射能量（Bq）

を評価する。 

   ④ 検出器位置周辺に沈着した放射能量（Bq）及び気相部の放射能量（Bq）から検出器へ

 

図３ 換算係数の時間推移 

 

 

(4) 放射性物質の放出量の推定方法 

  ａ．格納容器雰囲気放射線モニタによる推定方法 

    格納容器雰囲気放射線モニタは，格納容器内に存在する放射性物質からの放射線を測定

するものである。格納容器内には，気相部に浮遊している放射性物質と構造物等に沈着し

た放射性物質が存在しており，ベント時に放出される放射性物質濃度を把握することで，

放射性物質の放出量を推定する。以下に格納容器雰囲気放射線モニタによる推定方法を示

す。 

 

  ○事前準備事項 

   ① 平衡炉心（サイクル末期）における核種ごとの炉内内蔵量（Bq）を解析にて求める。 

   ② ベント開始時間までの減衰を考慮した核種ごとの存在量（Bq）を算出する。 

   ③ ＭＡＡＰコードを用い，代表的な重大事故時想定※１における主要な放射性物質の格納

容器内への移行割合（気相部への移行割合，沈着割合）を求め，①及び②で算出した

核種ごとの存在量（Bq）より壁面沈着分の放射能量（Bq）及び気相部の放射能量（Bq）

を評価する。 

   ④ 検出器位置周辺に沈着した放射能量（Bq）及び気相部の放射能量（Bq）から検出器へ

 

・評価結果の相違 

評価条件のうち，原子炉の放

射性物質の内蔵量，放射線モニ

タの取付箇所，ベント開始時間，

格納容器内での除去効果（無機

よう素）の相違による 
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の線量の寄与（Sv／h）について，検出器の周辺の構造を考慮した線量評価モデルを

用いて評価する。 

   ⑤ 上記の評価結果を用い，「格納容器気相部に存在する放射能量（Bq）及び検出器位置

での線量率（Sv／h）」をあらかじめ用意する。 

 

  ○放射性物質の推定方法 

   ① プラントデータを確認し，事前に評価する代表的な重大事故時想定※１の中より最も事象

進展が近いものを選定する。 

   ② 格納容器雰囲気放射線モニタの指示値（Sv／h）に対し，事前に評価した代表的な重

大事故時想定における「格納容器気相部に存在する放射能量（Bq）及び検出器位置で

の線量率（Sv／h）」を基に，格納容器気相部に浮遊する放射能量（Bq）を比例計算に

て求める。 

 

   ③ ②より求めた格納容器気相部内の放射能量（Bq）に格納容器圧力逃がし装置，サプレ

ッション・プールにおけるスクラビングの除去係数を考慮し放出放射能量（Bq）を求

める。 

    ※1 事前に評価する代表的な重大事故時想定として，格納容器内の放射性物質の存在割

合に大きく影響するＬＯＣＡの発生の有無等を考慮した複数ケースを評価する。事

故時においてはプラントデータを確認し，評価ケースの中より最も近い事象進展を

選定し評価を行う。なお，上記手順は，格納容器圧力逃がし装置の使用の可能性が

ある場合において，その影響（概算）を早期に確認するための手法である。そのた

め，詳細な値は事故後に得られた詳細な事象進展，データを用いて確認する必要が

ある。 

 

  ｂ．フィルタ装置出口放射線モニタによる推定方法 

    フィルタ装置出口放射線モニタは，フィルタ装置出口配管に設置されており，ベントに

よる放射性物質からの放射線を測定するものである。ベント中に放出される放射性物質濃

度とベント流量を把握することで，放射性物質の放出量を推定する。以下にフィルタ装置

出口放射線モニタによる推定方法を示す。 

 

  ○事前準備事項 

    (3)項で示す手法で算出した「換算係数（（Bq／cm３）／（Sv／h））」をあらかじめ用意す

る。なお，核種の減衰により換算係数は変化するため，代表的な時間における同様な手法

で算出した換算係数を表として備えるなどの対応をあらかじめ用意する。 

 

  ○放射性物質の推定方法 

   ① フィルタ装置出口放射線モニタの指示値（Sv／h）に対し，事前に評価した「換算係

数（（Bq／cm３）／（Sv／h））」を乗じ，放射性物質濃度（Bq／cm３）を求める。 

の線量の寄与（Sv／h）について，検出器の周辺の構造を考慮した線量評価モデルを

用いて評価する。 

   ⑤ 上記の評価結果を用い，「格納容器気相部に存在する放射能量（Bq）及び検出器位置

での線量率（Sv／h）」をあらかじめ用意する。 

 

  ○放射性物質の推定方法 

   ① プラントデータを確認し，事前に評価する代表的な重大事故時想定※１の中より最も事象

進展が近いものを選定する。 

   ② 格納容器雰囲気放射線モニタの指示値（Sv／h）に対し，事前に評価した代表的な重

大事故時想定における「格納容器気相部に存在する放射能量（Bq）及び検出器位置で

の線量率（Sv／h）」を基に，格納容器気相部に浮遊する放射能量（Bq）を比例計算に

て求める。 

 

   ③ ②より求めた格納容器気相部内の放射能量（Bq）に格納容器フィルタベント系，サプ

レッション・プールにおけるスクラビングの除去係数を考慮し放出放射能量（Bq）を

求める。 

    ※1 事前に評価する代表的な重大事故時想定として，格納容器内の放射性物質の存在割

合に大きく影響するＬＯＣＡの発生の有無等を考慮した複数ケースを評価する。事

故時においてはプラントデータを確認し，評価ケースの中より最も近い事象進展を

選定し評価を行う。なお，上記手順は，格納容器フィルタベント系の使用の可能性

がある場合において，その影響（概算）を早期に確認するための手法である。その

ため，詳細な値は事故後に得られた詳細な事象進展，データを用いて確認する必要

がある。 

 

  ｂ．第１ベントフィルタ出口放射線モニタによる推定方法 

    第１ベントフィルタ出口放射線モニタは，フィルタ装置出口配管に設置されており，ベ

ントによる放射性物質からの放射線を測定するものである。ベント中に放出される放射性

物質濃度とベントガス流量を把握することで，放射性物質の放出量を推定する。以下に第

１ベントフィルタ出口放射線モニタによる推定方法を示す。 

 

  ○事前準備事項 

    (3)項で示す手法で算出した「換算係数（（Bq／cm３）／（Sv／h））」をあらかじめ用意す

る。なお，核種の減衰により換算係数は変化するため，代表的な時間における同様な手法

で算出した換算係数を表として備えるなどの対応をあらかじめ用意する。 

 

  ○放射性物質の推定方法 

   ① 第１ベントフィルタ出口放射線モニタの指示値（Sv／h）に対し，事前に評価した「換

算係数（（Bq／cm３）／（Sv／h））」を乗じ，放射性物質濃度（Bq／cm３）を求める。 
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   ② ①で求めた放射性物質濃度（Bq／m３）に格納容器圧力から推定されるベント流量（m

３／h）を乗じ，放出速度（Bq／h）を求める。 

   ③ ②の放出速度（Bq／h）をベント実施期間で積分することにより，放出放射能量（Bq）

を求める。 

   ④ 事故後に換算係数を再評価し，また，配管付着分のバックグランドを差し引くことで，

より精度の高い放出放射能量（Bq）を求める。 

   ② ①で求めた放射性物質濃度（Bq／m３）に格納容器圧力から推定されるベントガス流量

（m３／h）を乗じ，放出速度（Bq／h）を求める。 

   ③ ②の放出速度（Bq／h）をベント実施期間で積分することにより，放出放射能量（Bq）

を求める。 

   ④ 事故後に換算係数を再評価し，また，配管付着分のバックグランドを差し引くことで，

より精度の高い放出放射能量（Bq）を求める。 
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別紙 8 

電源構成の考え方について 

 (1) 電源系統の構成 

   格納容器圧力逃がし装置の隔離弁及び計装設備の重大事故等時における電源構成は，以下

のとおり。 

  ａ．常設代替交流電源設備 

    常設代替交流電源設備として，ディーゼル機関及び発電機を搭載した常設代替高圧電源

装置を設置する。本設備は，常設代替高圧電源装置の遠隔起動操作スイッチにより中央制

御室からの起動を可能とする。 

  ｂ．可搬型代替交流電源設備 

    可搬型代替交流電源設備として，ディーゼル機関及び発電機を搭載した可搬型代替低圧

電源車を配備する。本設備は，常設代替交流電源設備と異なる場所に分散して配備する。

接続口は，原子炉建屋の西側及び東側に位置的分散を考慮して設置することで，共通要因

により接続することができなくならないようにする。 

  ｃ．常設代替直流電源設備 

    常設代替直流電源設備として，緊急用 125V 系蓄電池を設置する。本設備は，重大事故

等対処設備専用の蓄電池であり，所内常設直流電源設備とは位置的分散を図る。本系統は，

常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備又は可搬型代替直流電源設備による電源

の給電が開始されるまでの期間も格納容器圧力逃がし装置の計装設備に，24時間にわたり

電源を給電できる容量を有している。 

  ｄ．可搬型代替直流電源設備 

    可搬型代替直流電源設備として，可搬型代替低圧電源車及び可搬型整流器を配備し電源

を給電する。 

 (2) 電源種別ごとの電源給電範囲 

  ａ．常設代替交流電源設備による電源給電範囲 

    常設代替交流電源設備により，第一弁（Ｓ／Ｃ側），第一弁（Ｄ／Ｗ側），第二弁，第二

弁バイパス弁，移送ポンプ，排水ポンプ，フィルタ装置周り計装設備，フィルタ装置入口

水素濃度計，フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）及びフィルタ装置ス

クラビング水ｐＨ計に給電が可能である。 

 

    電源給電範囲を第 1図～第 2図に，負荷一覧を第 1 表に示す。 

 

別紙 31 

電源構成の考え方について 

 (1) 電源系統の構成 

   格納容器フィルタベント系の隔離弁及び計装設備の重大事故等時における電源構成は，以

下のとおり。 

  ａ．常設代替交流電源設備 

    常設代替交流電源設備として，ガスタービン機関及び発電機を搭載したガスタービン発

電機を設置する。本設備は，ガスタービン発電機の遠隔起動操作スイッチにより中央制御

室からの起動を可能とする。 

  ｂ．可搬型代替交流電源設備 

    可搬型代替交流電源設備として，ディーゼル機関及び発電機を搭載した高圧発電機車を

配備する。本設備は，常設代替交流電源設備と異なる場所に分散して配備する。接続口は，

原子炉建物の西側，南側及びガスタービン発電機建物の南側に位置的分散を考慮して設置

することで，共通要因により接続することができなくならないようにする。 

  ｃ．常設代替直流電源設備 

    常設代替直流電源設備として，ＳＡ用 115V 系蓄電池を設置する。本設備は，重大事故

等対処設備専用の蓄電池であり，所内常設蓄電式直流電源設備とは位置的分散を図る。本

系統は，常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備又は可搬型直流電源設備による

電源の給電が開始されるまでの期間も格納容器フィルタベント系の計装設備に，24時間に

わたり電源を給電できる容量を有している。 

  ｄ．可搬型直流電源設備 

    可搬型直流電源設備として，高圧発電機車及び常設充電器を配備し電源を給電する。 

 

 (2) 電源種別ごとの電源給電範囲 

  ａ．常設代替交流電源設備による電源給電範囲 

    常設代替交流電源設備により，ベント弁（第１弁：MV217-4，第１弁：MV217-5，第２弁：

MV217-18，第２弁：MV217-23，第３弁：MV226-13），ドレン移送ポンプ，格納槽排水ポン

プ，ベントフィルタ１次ドレン弁，循環ライン止め弁，ドレン移送ライン連絡弁，薬液貯

蔵タンク出口弁，フィルタ装置周り計装設備，第１ベントフィルタ出口水素濃度，スクラ

バ水ｐＨ及び第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）に給電が可能

である。 

    電源給電範囲を図１～図２に，負荷一覧を表１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

島根２号炉は，常設代替交流

電源設備としてガスタービン

発電機を設置している 

 

 

・設備の相違 

島根２号炉は，航空機衝突を

考慮し，原子炉建物とは位置的

分散を図ったガスタービン発

電機建物に接続口を設ける 
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第 1図 常設代替交流電源設備による電源給電範囲（交流電源） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 常設代替交流電源設備による電源給電範囲（交流電源） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

電源構成の相違 
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東海第二発電所 （2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

第 2図 常設代替交流電源設備による電源給電範囲（直流電源） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 常設代替交流電源設備による電源給電範囲（直流電源） 
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東海第二発電所 （2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

第 1表 常設代替交流電源設備による負荷一覧 

 負荷 
負荷容量 

（交流（kW）） 
備考 

1 
第一弁 

（サプレッション・チェンバ側） 
0.72kW  

2 
第一弁 

（ドライウェル側） 
0.72kW  

3 第二弁 0.5kW  

4 第二弁バイパス弁 0.5kW  

5 移送ポンプ 7.5kW  

6 排水ポンプ 15kW  

7 フィルタ装置周り計装設備 0.3kW  

8 フィルタ装置入口水素濃度計 26kW  

9 
フィルタ装置出口放射線モニタ 

（高レンジ・低レンジ） 
0.3kW  

10 フィルタ装置スクラビング水ｐＨ計 26.3kW  

合 計 約 78kW※1  

 

 

 

 

  ※1 常設代替交流電源設備の設備容量は 5,520kW（6,900kVA）とし，負荷容量約 78kW に対

して必要十分な容量とする。 

 

表１ 常設代替交流電源設備による負荷一覧 

 負荷 
負荷容量 

（交流（kW）） 
備考 

1 ベント弁（第１弁：MV217-4） 1.4kW  

2 ベント弁（第１弁：MV217-5） 1.4kW  

3 ベント弁（第２弁：MV217-18） 0.72kW  

4 ベント弁（第２弁：MV217-23） 0.72kW  

5 ベント弁（第３弁：MV226-13） 0.72kW  

6 ドレン移送ポンプ 約 11kW  

7 格納槽排水ポンプ 約 30kW  

8 ベントフィルタ１次ドレン弁 0.43kW  

9 循環ライン止め弁 0.43kW  

10 ドレン移送ライン連絡弁 0.43kW  

11 薬液貯蔵タンク出口弁 0.13kW  

12 フィルタ装置廻り計装設備 約 0.1kW  

13 第１ベントフィルタ出口水素濃度 約 25kW  

14 スクラバ水ｐＨ 約 21kW 
サンプリングポ

ンプ含む 

15 
第１ベントフィルタ出口放射線モニタ 

（高レンジ・低レンジ） 
約 0.2kW  

合 計 約 95kW※1  

  ※1 常設代替交流電源設備の設備容量は 4,800kW（6,000kVA）とし，負荷容量約 95kW に対

して必要十分な容量とする。 

 

・設備の相違 

フィルタベント構成設備の

相違。島根２号炉は自主設備も

含めて電源供給する設備を記

載 
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東海第二発電所 （2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

  ｂ．可搬型代替交流電源設備による電源給電範囲 

    可搬型代替交流電源設備により，第一弁（Ｓ／Ｃ側），第一弁（Ｄ／Ｗ側），第二弁，第

二弁バイパス弁，移送ポンプ，排水ポンプ，フィルタ装置周り計装設備，フィルタ装置入

口水素濃度計，フィルタ装置出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）及びフィルタ装置

スクラビング水ｐＨ計に給電が可能である。 

 

    電源給電範囲を第 3図～第 4図に，負荷一覧を第 2表に示す。 

 

  ｂ．可搬型代替交流電源設備による電源給電範囲 

    可搬型代替交流電源設備により，ベント弁（第１弁：MV217-4，第１弁：MV217-5，第２

弁：MV217-18，第２弁：MV217-23，第３弁：MV226-13），ドレン移送ポンプ，格納槽排水

ポンプ，ベントフィルタ１次ドレン弁，循環ライン止め弁，ドレン移送ライン連絡弁，薬

液貯蔵タンク出口弁，フィルタ装置周り計装設備，第１ベントフィルタ出口水素濃度，ス

クラバ水ｐＨ及び第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）に給電が

可能である。 

    電源給電範囲を図３～図４に，負荷一覧を表２に示す。 
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東海第二発電所 （2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

第 3図 可搬型代替交流電源設備による電源給電範囲（交流電源） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 可搬型代替交流電源設備による電源給電範囲（交流電源） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

電源構成の相違 
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東海第二発電所 （2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

第 4図 可搬型代替交流電源設備による電源給電範囲（直流電源） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 可搬型代替交流電源設備による電源給電範囲（直流電源） 
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東海第二発電所 （2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

第 2表 可搬型代替交流電源設備による負荷一覧 

 負荷 
負荷容量 

（交流（kW）） 
備考 

1 
第一弁 

（サプレッション・チェンバ側） 
0.72kW  

2 
第一弁 

（ドライウェル側） 
0.72kW  

3 第二弁 0.5kW  

4 第二弁バイパス弁 0.5kW  

5 移送ポンプ 7.5kW  

6 排水ポンプ 15kW  

7 フィルタ装置周り計装設備 0.3kW  

8 フィルタ装置入口水素濃度計 26kW  

9 
フィルタ装置出口放射線モニタ 

（高レンジ・低レンジ） 
0.3kW  

10 フィルタ装置スクラビング水ｐＨ計 26.3kW  

合 計 約 78kW※1  

 

 

 

 

  ※1 可搬型代替交流電源設備の設備容量は，可搬型代替低圧電源車 2台分の 560kW（700kVA）

とし，負荷容量約 78kWに対して必要十分な容量とする。 

 

表２ 可搬型代替交流電源設備による負荷一覧 

 負荷 
負荷容量 

（交流（kW）） 
備考 

1 ベント弁（第１弁：MV217-4） 1.4kW  

2 ベント弁（第１弁：MV217-5） 1.4kW  

3 ベント弁（第２弁：MV217-18） 0.72kW  

4 ベント弁（第２弁：MV217-23） 0.72kW  

5 ベント弁（第３弁：MV226-13） 0.72kW  

6 ドレン移送ポンプ 約 11kW  

7 格納槽排水ポンプ 約 30kW  

8 ベントフィルタ１次ドレン弁 0.43kW  

9 循環ライン止め弁 0.43kW  

10 ドレン移送ライン連絡弁 0.43kW  

11 薬液貯蔵タンク出口弁 0.13kW  

12 フィルタ装置廻り計装設備 約 0.1kW  

13 第１ベントフィルタ出口水素濃度 約 25kW  

14 スクラバ水ｐＨ 約 21kW 
サンプリングポ

ンプ含む 

15 
第１ベントフィルタ出口放射線モニタ 

（高レンジ・低レンジ） 
約 0.2kW  

合 計 約 95kW※1  

  ※1 可搬型代替交流電源設備の設備容量は，高圧発電機車３台分の 1,200kW（1,500kVA）と

し，負荷容量約 95kWに対して必要十分な容量とする。 

 

 

・設備の相違 

フィルタベント構成設備の

相違。島根２号炉は自主設備も

含めて電源供給する設備を記

載 
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東海第二発電所 （2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

  ｃ．常設代替直流電源設備による電源給電範囲 

    常設代替直流電源設備により，フィルタ装置周り計装設備及びフィルタ装置出口放射線

モニタ（高レンジ・低レンジ）に給電が可能である。 

第一弁（Ｓ／Ｃ側），第一弁（Ｄ／Ｗ側），第二弁，第二弁バイパス弁，移送ポンプ，排

水ポンプ，フィルタ装置入口水素濃度計及びフィルタ装置スクラビング水ｐＨ計について

は交流機器であり，常設代替直流電源設備から給電はできない。 

 

 

    なお，移送ポンプ及び排水ポンプ及びフィルタ装置入口水素濃度計については，使用時

期は事故収束時となり，時間的余裕があることから，常設代替交流電源設備又は可搬型代

替交流電源設備からの給電が十分可能である。また，フィルタ装置スクラビング水ｐＨ計

については，系統待機時に使用すること，第一弁（Ｓ／Ｃ側），第一弁（Ｄ／Ｗ側），第二

弁及び第二弁バイパス弁については，遠隔人力操作機構が付いており，手動での開閉操作

が可能である。 

    電源給電範囲を第 5図に，負荷一覧を第 3表に示す。 

  ｃ．常設代替直流電源設備による電源給電範囲 

    常設代替直流電源設備により，フィルタ装置周り計装設備及び第１ベントフィルタ出口

放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）に給電が可能である。 

ベント弁（第１弁：MV217-4，第１弁：MV217-5，第２弁：MV217-18，第２弁：MV217-23，

第３弁：MV226-13），ドレン移送ポンプ，格納槽排水ポンプ，ベントフィルタ１次ドレン

弁，循環ライン止め弁，ドレン移送ライン連絡弁，薬液貯蔵タンク出口弁，第１ベントフ

ィルタ出口水素濃度及びスクラバ水ｐＨについては交流機器であり，常設代替直流電源設

備から給電はできない。 

    なお，ドレン移送ポンプ，排水ポンプ及び第１ベントフィルタ出口水素濃度については，

使用時期は事故収束時となり，時間的余裕があることから，常設代替交流電源設備又は可

搬型代替交流電源設備からの給電が十分可能である。また，スクラバ水ｐＨについては，

系統待機時及び事故収束時に使用すること，ベント弁（第１弁：MV217-4，第１弁：MV217-5，

第２弁：MV217-18，第２弁：MV217-23，第３弁：MV226-13）については，遠隔手動弁操作

機構が付いており，手動での開閉操作が可能である。 

    電源給電範囲を図５に，負荷一覧を表３に示す。 
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【凡例】 

蓄電池 

配線用遮断器 

メカニカル 

インターロック 

切替スイッチ 

DC/AC 変換器 

 DC/AC 
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第 5図 常設代替直流電源設備による電源給電範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 常設代替直流電源設備による電源給電範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

電源構成の相違 
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第 3表 常設代替直流電源設備による負荷一覧 

 負荷 
負荷容量 

（直流（A）) 
備考 

1 
第一弁 

（サプレッション・チェンバ側） 
―  

2 
第一弁 

（ドライウェル側） 
―  

3 第二弁 ―  

4 第二弁バイパス弁 ―  

5 移送ポンプ ―  

6 排水ポンプ ―  

7 フィルタ装置周り計装設備 3A  

8 フィルタ装置入口水素濃度計 ―  

9 
フィルタ装置出口放射線モニタ 

（高レンジ・低レンジ） 
3A  

10 フィルタ装置スクラビング水ｐＨ計 ―  

合 計 約 6A 182.4Ah※1 

 

 

 

 

 

  ※1 24 時間使用した場合の容量 

常設代替直流電源設備の設備容量は 6,000Ah とし，負荷容量 182.4Ah に対して必要十

分な容量とする。 

 

表３ 常設代替直流電源設備による負荷一覧 

 負荷 
負荷容量 

（交流（kW）） 
備考 

1 ベント弁（第１弁：MV217-4） －  

2 ベント弁（第１弁：MV217-5） －  

3 ベント弁（第２弁：MV217-18） －  

4 ベント弁（第２弁：MV217-23） －  

5 ベント弁（第３弁：MV226-13） －  

6 ドレン移送ポンプ －  

7 格納槽排水ポンプ －  

8 ベントフィルタ１次ドレン弁 －  

9 循環ライン止め弁 －  

10 ドレン移送ライン連絡弁 －  

11 薬液貯蔵タンク出口弁 －  

12 フィルタ装置廻り計装設備 約１A  

13 第１ベントフィルタ出口水素濃度 －  

14 スクラバ水ｐＨ － 
サンプリングポ

ンプ含む 

15 
第１ベントフィルタ出口放射線モニタ 

（高レンジ・低レンジ） 
約２A  

合 計 約３A 約 90Ah※1 

 

  ※1 24 時間使用した場合の容量 

常設代替直流電源設備の設備容量は 1,500Ahとし，負荷容量 90Ahに対して必要十分な

容量とする。 
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  ｄ．可搬型代替直流電源設備による電源給電範囲 

    可搬型代替直流電源設備により，フィルタ装置周り計装設備及びフィルタ装置出口放射

線モニタ（高レンジ・低レンジ）に給電が可能である。 

第一弁（Ｓ／Ｃ側），第一弁（Ｄ／Ｗ側），第二弁，第二弁バイパス弁，移送ポンプ，排

水ポンプ，フィルタ装置入口水素濃度計及びフィルタ装置スクラビング水ｐＨ計について

は交流機器であり，可搬型代替直流電源設備から給電はできない。 

 

 

    なお，移送ポンプ及び排水ポンプ及びフィルタ装置入口水素濃度計については，使用時

期は事故収束時となり，時間的余裕があることから，常設代替交流電源設備又は可搬型代

替交流電源設備からの給電が十分可能である。また，フィルタ装置スクラビング水ｐＨ計

については，系統待機時に使用すること，第一弁（Ｓ／Ｃ側），第一弁（Ｄ／Ｗ側），第二

弁及び第二弁バイパス弁については，遠隔人力操作機構が付いており，手動での開閉操作

が可能である。 

    電源給電範囲を第 6図に，負荷一覧を第 4表に示す。 

 

 

 

  ｄ．可搬型直流電源設備による電源給電範囲 

    可搬型直流電源設備により，フィルタ装置周り計装設備及び第１ベントフィルタ出口放

射線モニタ（高レンジ・低レンジ）に給電が可能である。 

ベント弁（第１弁：MV217-4，第１弁：MV217-5，第２弁：MV217-18，第２弁：MV217-23，

第３弁：MV226-13），ドレン移送ポンプ，格納槽排水ポンプ，ベントフィルタ１次ドレン

弁，循環ライン止め弁，ドレン移送ライン連絡弁，薬液貯蔵タンク出口弁，第１ベントフ

ィルタ出口水素濃度及びスクラバ水ｐＨについては交流機器であり，可搬型直流電源設備

から給電はできない。 

    なお，ドレン移送ポンプ，排水ポンプ及び第１ベントフィルタ出口水素濃度については，

使用時期は事故収束時となり，時間的余裕があることから，常設代替交流電源設備又は可

搬型代替交流電源設備からの給電が十分可能である。また，スクラバ水ｐＨについては，

系統待機時及び事故収束時に使用すること，ベント弁（第１弁：MV217-4，第１弁：MV217-5，

第２弁：MV217-18，第２弁：MV217-23，第３弁：MV226-13）については，遠隔手動弁操作

機構が付いており，手動での開閉操作が可能である。 

    電源給電範囲を図６に，負荷一覧を表４に示す。 

 

 

別添1-583



 

 

 DC/AC 

B-115V系直流盤 B-115V系直流盤(SA) 

460V 母線(区分Ⅰ) 460V 母線(区分Ⅱ) 460V 母線 

(区分Ⅰ) 

460V 母線(区分Ⅱ) 460V 母線 

(区分Ⅰ) 

460V 母線(SA) 

B1-115V系 

蓄電池(SA) 

SA用 115V系 

蓄電池 

B-115V系 

蓄電池 

Ｂ
計
装
用
無
停
電
電
源 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
制
御 

遮
断
器
操
作
回
路 

非
常
用
照
明 

安
全
保
護
系
論
理
回
路 

逃
が
し
安
全
弁
制
御
回
路 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
制
御
電
源 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
電
源 

計
装
設
備 

計
装
設
備 

フ
ィ
ル
タ
装
置
廻
り
計
装
設
備 

充
電
器 

充
電
器 

充
電
器 

中央分電盤 

ＳＡ対策設備

用分電盤（２） 

ＳＡ対策設備

用分電盤（１） 

高圧発

電機車 

ス
ク
ラ
バ
水
ｐ
Ｈ
（
検
出
器
） 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
出
口 

放
射
線
モ
ニ
タ 

（
高
レ
ン
ジ
・
低
レ
ン
ジ
） 

遮断器「切」 

【凡例】 

蓄電池 

配線用遮断器 

メカニカル 

インターロック 

切替スイッチ 

東海第二発電所 （2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

第 6図 可搬型代替直流電源設備による電源給電範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 可搬型直流電源設備による電源給電範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

電源構成の相違 
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第 4表 可搬型代替直流電源設備による負荷一覧 

 負荷 
負荷容量 

（直流（A)) 
備考 

1 
第一弁 

（サプレッション・チェンバ側） 
―  

2 
第一弁 

（ドライウェル側） 
―  

3 第二弁 ―  

4 第二弁バイパス弁 ―  

5 移送ポンプ ―  

6 排水ポンプ ―  

7 フィルタ装置周り計装設備 3A  

8 フィルタ装置入口水素濃度計 ―  

9 
フィルタ装置出口放射線モニタ 

（高レンジ・低レンジ） 
3A  

10 フィルタ装置スクラビング水ｐＨ計 ―  

合 計 6A※1  

 

 

 

 

 

  ※1 可搬型代替直流電源設備の設備容量は，可搬型整流器 4台分の 400Aとし，負荷容量 6A

に対して必要十分な容量とする。 

表４ 可搬型直流電源設備による負荷一覧 

 負荷 
負荷容量 

（交流（kW）） 
備考 

1 ベント弁（第１弁：MV217-4） －  

2 ベント弁（第１弁：MV217-5） －  

3 ベント弁（第２弁：MV217-18） －  

4 ベント弁（第２弁：MV217-23） －  

5 ベント弁（第３弁：MV226-13） －  

6 ドレン移送ポンプ －  

7 格納槽排水ポンプ －  

8 ベントフィルタ１次ドレン弁 －  

9 循環ライン止め弁 －  

10 ドレン移送ライン連絡弁 －  

11 薬液貯蔵タンク出口弁 －  

12 フィルタ装置廻り計装設備 約１A  

13 第１ベントフィルタ出口水素濃度 －  

14 スクラバ水ｐＨ － 
サンプリングポ

ンプ含む 

15 
第１ベントフィルタ出口放射線モニタ 

（高レンジ・低レンジ） 
約２A  

合 計 約３A 約 90Ah※1 

 

  ※1 可搬型直流電源設備の設備容量は，常設充電器の定格出力 200A とし，負荷容量３A に

対して必要十分な容量とする。 
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（参考）可搬型代替電源設備のアクセス性について 

可搬型代替交流電源設備及び可搬型代替直流電源設備である可搬型代替低圧電源車並びに可

搬型代替直流電源設備である可搬型整流器のアクセスルートについては，想定される重大事故等

が発生した場合においても，保管場所から使用場所まで複数のアクセスルートを確保する設計と

する。 

 

 

 

 

常設設備との接続部についても，原子炉建屋の隣り合わない異なる面の近傍に二箇所の接続口

を設置していることから，共通要因により接続不可とならない設計としている。 

 

 

（３）可搬型代替電源設備のアクセス性について  

可搬型代替電源設備である高圧発電機車のアクセスルートについては，想定される重大事

故等が発生した場合においても，保管場所から使用箇所まで複数のアクセスルートを確保し

ている。 

 

 

 

 

 

常設設備との接続部についても，共通要因によって接続することができなくなることを防

止するため，原子炉建物西側並びに南側の異なる場所に分散配置している。 

 

 

 

・記載表現の相違 

東海第二は，可搬型直流電源

設備と兼用していることを明

記している 

・設備の相違 

島根２号炉は，可搬型直流電

源設備として常設蓄電池を使

用する 
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 （４）電気設備の地絡・短絡対策 

電気設備には，ベントに必要な隔離弁及び計測設備とは別の負荷にて地絡又は短絡が発生

した場合にも，その影響がベントに必要な隔離弁及び計測設備へ波及しないように保護継電

器を設け，地絡又は短絡を検知して電源系統より故障点を隔離するよう設計する。（図７） 

高圧発電機車を使用している場合に，短絡・地絡や過負荷による過電流が発生した時は，

高圧発電機車に設置している地絡過電圧継電器により検知・遮断する設計としている。 

保護継電器は，接続先である所内電気設備と保護協調を図った設計としている。 

 

図７ 電源設備の地絡，短絡対策 

 

・記載表現の相違 

高圧発電機車を使用した場

合の，地絡・短絡対策について

の設計を記載 

ベントに必要とな

らない負荷及び電

路で地絡・短絡が

発生 

 

保護継電器により

地絡・短絡を検知 

 

保護継電器により

遮断器開放信号確

立 

 

対象遮断器を開放

し，系統より事故

点を隔離すること

で給電継続 

 

電気設備における

事故点隔離の流れ 

 

凡例 

   ：給電継続可能範囲 

   ：隔離範囲 

   ：遮断器「閉」 

   ：遮断器「開」 

   ：地絡･短絡箇所 

別添1-587



 

東海第二発電所 （2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

  

（５）常設設備との接続部の浸水対策について 

発電所は防波壁等を設置することで，基準津波に対して防護されており，基準津波が敷地に

遡上して，高圧発電機車の保管場所及び接続口が浸水することはない。 

なお，接続口は屋外盤に収納されており，ケーブル接続時も接続口へ雨水等の被水はない設

計としている。 

 

 

・記載表現の相違 

高圧発電機車の接続口につ

いて浸水対策を記載 
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別紙 52 

窒素供給装置の容量について 

 

 可搬型窒素供給装置の窒素容量は，下記①②を考慮して設定している。 

① ベント後，中長期的に格納容器除熱系が復旧した後に窒素供給を開始し，除熱中の格納容

器内の水素濃度を4％（水素の可燃限界温度）未満あるいは酸素濃度を5％（水素を燃焼さ

せる下限濃度）未満に維持 

② ベント停止後の格納容器圧力逃がし装置における水素滞留防止のため，窒素の供給を行

い，格納容器圧力逃がし装置の系統内の水素濃度を4％（水素の可燃限界温度）未満ある

いは酸素濃度を5％（水素を燃焼させる下限濃度）未満に維持 

 可搬型窒素供給装置の主要な仕様を第1表に示す。 

 

第1表 可搬型窒素供給装置の主要仕様 

窒素容量 約200Nm３／h 

窒素純度 99.0vol％以上 

窒素供給圧力 0.5MPa（可搬型窒素供給装置出口にて） 

 

 以下に，可搬型窒素供給装置の窒素供給量の設定について示す。 

 

別紙 32 

窒素供給装置の容量について 

 

 可搬式窒素供給装置の窒素容量は，下記①②を考慮して設定している。 

① 残留熱代替除去系又は残留熱除去系による原子炉注水及び格納容器除熱を実施した場合，

可搬式窒素供給装置を用いて格納容器内へ窒素を注入し，酸素濃度を５％（水素を燃焼さ

せる下限濃度）未満に維持 

② ベント停止後の格納容器フィルタベント系における水素滞留防止のため，窒素の供給を行

い，格納容器フィルタベント系の系統内の水素濃度を4％（水素の可燃限界温度）未満あ

るいは酸素濃度を5％（水素を燃焼させる下限濃度）未満に維持 

 可搬式窒素供給装置の主要な仕様を表１に示す。 

 

表１ 可搬式窒素供給装置の主要仕様 

窒素容量 約100m3/h[normal] 

窒素純度 約99.9vol％ 

窒素供給圧力 0.6MPa以上 

 

以下に，可搬式窒素供給装置の窒素供給量の設定について示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

設備仕様の相違 

（1）格納容器における可搬型窒素供給装置の容量 

 ベント開始後に格納容器内で発生する水素及び酸素は，サプレッション・プール水に移行し

た放射性物質による水の放射線分解によるものが支配的となる。ベントシーケンスである「雰

囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用できない

場合）」におけるＭＡＡＰ解析に基づき評価した水素及び酸素の発生量を第2表に示す。なお，

水素及び酸素の発生量算出については，以下の式により算出した。ベント後の格納容器除熱に

よって格納容器内は非沸騰状態にあることを想定し，水素発生量のＧ値は0.25，酸素発生量の

Ｇ値は0.125とする。 

 

① 発生水素（酸素）分子数［分子数／J］ 

＝G値［分子／100eV］／100／（1.602×10－１９［J］） 

② 水素（酸素）発生量［分子数／s］ 

＝崩壊熱［MW］×10６×発生水素（酸素）分子数［分子数／J］×放射線吸収割合 

③ 水素（酸素）発生量［m３／h］ 

＝水素（酸素）発生量［分子数／s］／（6.022×10２３）×22.4×10－３×3600 

 

 

 

 

（1）格納容器における可搬式窒素供給装置の容量 

可搬式窒素供給装置は，炉心の著しい損傷が発生した場合において，水の放射線分解によっ

て発生する酸素の濃度上昇を抑制可能な設計とし，残留熱代替除去系又は残留熱除去系による

除熱を開始した時点で原子炉格納容器内への窒素供給を実施する。 

有効性評価シナリオ「水素燃焼」において，設計基準事故等対処設備である可燃性ガス濃度

制御系の性能評価で使用しているＧ値を採用した場合のドライウェル及びサプレッション・チ

ェンバの気相濃度の推移を図１及び図２に示す。事象発生 12 時間後にドライウェルへの窒素

供給を開始し，100 m3/h[normal]にて窒素供給を実施する。事象発生約 85 時間後にドライウ

ェルの酸素濃度がドライ条件で 4.4vol％にと達すれば，格納容器フィルタベント系により原

子炉格納容器内の水素及び酸素を排出することによって，原子炉格納容器内の酸素濃度は低下

し，事象発生から 168 時間後においても，原子炉格納容器の酸素濃度が可燃限界である

5.0vol％に到達することはない。 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 
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第2表 想定事象における格納容器内の水素及び酸素の発生量 

対象 
放射線 

吸収割合 

放射性物質移行量 発生量[m３／h]※1 

割合[％] 崩壊熱[MW] 水素 酸素 

炉心部（コリウム） 0.1 62.0 6.100 1.27 0.64 

炉心部（コリウム以外） 1.0 9.0 0.889 1.85 0.93 

D／W及びペデスタル部 1.0 0.3 0.030 0.06 0.04 

S／P 1.0 26.0 2.550 5.33 2.67 

合計 － 97.3 9.569 8.51 4.28  

※1 ベント停止は事象発生 7日後とし，7日後の崩壊熱として 10MWを想定する。 

酸素濃度を厳しく評価するため，水素発生量は小数点第 3位を切り下げ，酸素発生量は

小数点第 3位を切り上げる。 

炉心部ではβ線が燃料被覆管で吸収されることを考慮し，放射線吸収割合を 0.1として

いる。 

 

 この結果より，酸素濃度を5％（水素を燃焼させる下限濃度）未満に抑えるために必要な

窒素供給量ｘを求める。 

 

 

 

 

 

        （小数点第2位切上げ） 

 

上記結果より，必要窒素供給量は91.1Nm３／hである。窒素供給装置の1台当たりの容量は

200Nm３／hであることから，格納容器用の窒素供給装置の必要台数は1台となる。 

なお，この時の水素は可燃限界濃度の4％を超えるが，上述のとおり酸素の濃度が5％（水素

を燃焼させる下限濃度）を超えないことから水素が燃焼することはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 「水素燃焼」において可燃性ガス濃度制御系の性能評価で使用している 

Ｇ値を採用した場合のドライウェルの気相濃度の推移（ドライ条件） 

 

 

図２ 「水素燃焼」において可燃性ガス濃度制御系の性能評価で使用している 

Ｇ値を採用した場合のサプレッション・チェンバの気相濃度の推移（ドライ条件） 
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（2）格納容器圧力逃がし装置における可搬型窒素供給装置の容量 

ベント開始後に格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置で発生する水素及び酸素は，フィル

タ装置に移行した放射性物質による水の放射線分解によるものが支配的となる。このため，フ

ィルタ装置で発生する水素及び酸素の量は，(1)に示した①～③の式により算出できる。スク

ラビング水は沸騰しているものと想定し，水素発生量のＧ値は0.4，酸素発生量のＧ値は0.2

とする。その他の情報については，以下のとおりとする。 

崩壊熱量：0.5MW（フィルタ装置の設計条件） 

放射線吸収割合：1.0 

以上より，水素の発生量は1.67m３／h，酸素の発生量は0.836 m３／hとなる。 

 

水素及び酸素の発生量より，酸素濃度を5％（水素を燃焼させる下限濃度）未満に抑えるた

めに必要な窒素供給量ｙを求める。 

 

 

 

 

 

 

      （小数点第2位切上げ） 

 

上記より，必要窒素供給量は 17.8Nm３／hとなる。窒素供給装置の 1台当たりの容量は 200Nm

３／hであることから，格納容器圧力逃がし装置用の窒素供給装置の必要台数は 1台となる。 

 

(2) 格納容器フィルタベント系における可搬式窒素供給装置の容量 

可搬式窒素供給装置の容量は，格納容器過圧・過温破損シーケンス（冷却材喪失（大破断Ｌ

ＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失）における格納容器内の水素発生量に

対して，系統内の水素濃度を可燃限界である 4%未満に希釈できる十分な窒素供給量とするよう

設定している。 

計算条件を以下に示す。 

 ・水素発生量は事象発生７日後を想定し， 約 1.3 m3/h[normal] とする。 

 ・酸素発生量は事象発生７日後を想定し， 約 0.65 m3/h[normal] とする。 

 

 

 

必要窒素供給量＝（水素発生量－水素発生量×0.04－酸素発生量×0.04）/0.04 

＝（1.3－1.3×0.04－0.65×0.04）/0.04  

＝ 30.6  (m3/h[normal]) 

 

 

 

 

 

 

可搬式窒素供給装置の容量は，上記の必要窒素供給量に余裕を見込み，100 m3/h[normal]と

設定している。容量設定においてはベントガスの蒸気発生量を考慮していないため，十分保守

的な設定である。 

なお，系統内の全空間容積は約 202 m3 であり，窒素供給量 100 m3/h[normal]で約７時間通

気することで，系統内の酸素濃度を５％から１％まで低下させることが可能である。 

 

 

・評価方針の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 
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別紙 45 

エアロゾルの密度の変化が慣性衝突効果に与える影響について

AREVA社製のフィルタ装置は，ベンチュリスクラバと金属フィルタを組み合わせてエアロゾル

を捕集するが，このうちベンチュリスクラバは，慣性衝突効果を利用してエアロゾルを捕集する

ことから，エアロゾルの密度によって，除去効率への影響が表れることが考えられる。しかし，

重大事故等時に格納容器に発生するエアロゾルの密度の変化に対して，ベンチュリスクラバの除

去効率の関係式（参考図書 1）を用いて除去効率に与える影響を評価した結果，エアロゾルの密

度の変化に対する除去効率の変化は小さいと評価できること，また，JAVA 試験で複数の種類の

エアロゾルを用いた試験において除去効率に違いが見られていないことから，AREVA社製のフィ

ルタ装置は重大事故等時に発生するエアロゾルの密度の変化に対して除去効率への影響は小さ

いと評価できる。 

別紙 33 

エアロゾルの密度の変化が慣性衝突効果に与える影響について

Framatome社（旧 AREVA社）製のフィルタ装置は，ベンチュリスクラバと金属フィルタを

組み合わせてエアロゾルを捕集するが，このうちベンチュリスクラバは，慣性衝突効果を利

用してエアロゾルを捕集することから，エアロゾルの密度によって，除去効率への影響があ

らわれることが考えられる。しかし，重大事故等時に格納容器に発生するエアロゾルの密度

の変化に対して，ベンチュリスクラバの除去効率の関係式（参考図書１）を用いて除去効率

に与える影響を評価した結果，エアロゾルの密度の変化（  g/cm3）に対する除去

効率の変化は小さいと評価できること，また，JAVA 試験で複数の種類のエアロゾル（ 

  g/cm3）を用いた試験において除去効率に違いが見られていないことから，

Framatome社（旧 AREVA社）製のフィルタ装置は重大事故等時に発生するエアロゾルの密度

の変化に対して除去効率への影響は小さいと評価できる。 

(1) ベンチュリスクラバの除去効率

ａ．エアロゾル密度と除去効率の関係 

ベンチュリスクラバでは，ベンチュリノズルを通過するベントガスとベンチュリノズル内

に吸い込んだスクラビング水の液滴の速度差を利用し，慣性衝突効果によってベントガスに

含まれるエアロゾルを捕集する。参考図書 1において，ベンチュリスクラバにおける除去効

率は，以下の式によって表される。 

Pt = exp (−
V∗

Vg
) = exp (−

V∗

VL

QL

Qg
) ・・・・ (1) 

V∗ = ∫ ηd|ud − ug|Addt
T

0
・・・・・・・(2)

ηd =
K2

(K+0.7)2
=

1

(1+0.7 K⁄ )
2 ・・・・・・・(3)

K =
2τp|ud−ug|

dd
=

2Cρpdp
2|ud−ug|

18μdd
・・・・(4)

(1) ベンチュリスクラバの除去効率

ａ．エアロゾル密度と除去効率の関係 

ベンチュリスクラバでは，ベンチュリノズルを通過するベントガスとベンチュリノズル

内に吸い込んだスクラビング水の液滴の速度差を利用し，慣性衝突効果によってベントガ

スに含まれるエアロゾルを捕集する。参考図書１において，ベンチュリスクラバにおける

除去効率は，以下の式によって表される。 
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ここで， 

Pt ：透過率 

V* ：液滴通過ガス体積 τp ：緩和時間 

Vg ：ガス体積 Ad ：液滴断面積 

VL ：液滴体積 K ：慣性パラメータ 

Qg ：ガス体積流量  C ：すべり補正係数 

QL ：液滴体積流量  μ ：ガス粘性係数 

ηd ：捕集効率係数  ρp ：エアロゾル密度 

ug ：ガス速度 dp ：エアロゾル粒径 

ud ：液滴速度 dd ：液滴径 

ここで， 

Pt ：透過率 

V* ：液滴通過ガス体積 τp ：緩和時間 

Vg ：ガス体積 Ad ：液滴断面積 

VL ：液滴体積 K ：慣性パラメータ 

Qg ：ガス体積流量  C ：すべり補正係数 

QL ：液滴体積流量  μ ：ガス粘性係数 

ηd ：捕集効率係数  ρp ：エアロゾル密度 

ug ：ガス速度 dp ：エアロゾル粒径 

ud ：液滴速度 dd ：液滴径 

これらから，透過率 Pt（除去係数ＤＦの逆数）は，慣性パラメータ Kによって決まる捕集

効率係数ηdによって影響を受けることが分かる。 

(4)式で表される慣性パラメータ Kは，曲線運動の特徴を表すストークス数と同義の無次

元数であり，その大きさは，エアロゾル密度ρp，エアロゾル粒径 dp，液滴径 dd，ガス粘性

係数μ，液滴・エアロゾル速度差によって決まる。 

エアロゾル粒径 dpが同じ場合でもエアロゾル密度ρpが増加すると，慣性パラメータ Kが

増加し，除去効率は増加する。 

これらから，透過率 Pt（除去係数 DF の逆数）は，慣性パラメータ K によって決まる捕

集効率係数ηdによって影響を受けることが分かる。 

(4)式で表される慣性パラメータ K は，曲線運動の特徴を表すストークス数と同義の無

次元数であり，その大きさは，エアロゾル密度ρp，エアロゾル粒径 dp，液滴径 dd，ガス

粘性係数μ，液滴・エアロゾル速度差によって決まる。 

エアロゾル粒径 dpが同じ場合でもエアロゾル密度ρpが増加すると，慣性パラメータ K

が増加し，除去効率は増加する。 

ｂ．重大事故等時に発生するエアロゾルの密度 

格納容器に放出されるエアロゾルの密度は，エアロゾルを構成する化合物の割合によって

変化する。別紙 2 の第 5 表に示す化合物について，ＮＵＲＥＧ－1465 に記載されている割

合を用いてエアロゾル密度を計算すると第 1表のとおり となる。 

第 1表 格納容器の状態とエアロゾルの密度 

代表 

化学形態 

炉内内蔵量 

（kg） 

Gap 

Release 

Early-In 

-vessel
Ex-vessel 

Late-In 

-vessel
合計 

CsI 0.05 0.25 0.30 0.01 0.61 

CsOH 0.05 0.20 0.35 0.01 0.61 

TeO2, Sb
※1 0 0.05 0.25 0.005 0.305 

BaO, SrO※1 0 0.02 0.1 0 0.12 

MoO2 0 0.0025 0.0025 0 0.005 

CeO2 0 0.0005 0.005 0 0.0055 

La2O3 0 0.0002 0.005 0 0.0052 

密度 

（g／cm3） 

※1 複数の代表化合物を持つグループでは，各化合物の平均値を使用した

ｂ．重大事故等時に発生するエアロゾルの密度 

格納容器に放出されるエアロゾルの密度は，エアロゾルを構成する化合物の割合によ

って変化する。NUREG1465に記載されている割合を用いてエアロゾル密度を計算すると

表１のとおり  g/cm3となる。 

表１ 格納容器の状態とエアロゾルの密度 

代表 

化学形態 

炉内内蔵量 

（kg） 

Gap 

Release 

Early-In- 

Vessel 
Ex-vessel 

Late-In- 

vessel 
合計 

CsI 0.05 0.25 0.30 0.01 0.61 

CsOH 0.05 0.20 0.35 0.01 0.61 

TeO2,Sb※ 0 0.05 0.25 0.005 0.305 

BaO,SrO※ 0 0.02 0.1 0 0.12 

MoO2 0 0.0025 0.0025 0 0.005 

CeO2 0 0.0005 0.005 0 0.0055 

La2O3 0 0.0002 0.005 0 0.0052 

密度 

（g/cm3） 

※複数の代表化合物を持つグループでは，各化合物の平均値を使用した
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ここで，各化合物の密度は，以下のとおり 

CsI ：4.5 g／cm３（参考図書 2） SrO ：5.1 g／cm３（参考図書 2） 

CsOH ：3.7 g／cm３（参考図書 4） MoO2 ：6.4 g／cm３（参考図書 2） 

TeO2 ：5.7 g／cm３（参考図書 3） CeO2 ：7.3 g／cm３（参考図書 2） 

Sb ：6.7 g／cm３（参考図書 2） La2O3 ：6.2 g／cm３（参考図書 2） 

BaO ：6.0 g／cm３（参考図書 5） 

ここで，各化合物の密度は，以下の通り 

CsI：4.5g/cm3（参考図書 2） SrO：5.1g/cm3（参考図書 2） 

CsOH：3.7g/cm3（参考図書 4）    MoO：6.4g/cm3（参考図書 2） 

TeO2：5.7g/cm3（参考図書 3）  CeO2：7.3g/cm3（参考図書 2） 

Sb：6.7g/cm3（参考図書 2） La2O3：6.2g/cm3（参考図書 2） 

BaO：6.0g/cm3（参考図書 5） 

ｃ．エアロゾル密度の変化による影響 

エアロゾル密度の変化による捕集効率係数ηdの変化の計算例を以下に示す。エアロゾル

密度は，前記ｂ．のとおり g／cm３付近であるが，ここでは，エアロゾル密度算出に用

いた各化合物の密度から，エアロゾル密度ρplが g／cm３のときの捕集効率係数ηdlと，

エアロゾル密度ρp2が g／cm３のときの捕集効率係数ηd2との比を求める。 

η
d1

η
d2

=
K1

2

K2
2

(K2+0.7)
2

(K1+0.7)
2 ≒ 

K1 ≒ K2 ≒ 

ｃ．エアロゾル密度の変化による影響 

エアロゾル密度の変化による捕集効率係数ηd の変化の計算例を以下に示す。エアロ

ゾル密度は，前記 b. のとおり  g/cm3付近であるが，ここでは，エアロゾル密度算

出に用いた各化合物の密度から，エアロゾル密度ρplが  g/cm3のときの捕集効率係

数ηd1と，エアロゾル密度ρp2が  g/cm3のときの捕集効率係数ηd2との比を求める。 

≒ 

ここでは， 

とした。この結果から，密度の変化 に対して捕集効率係数変化 

は非常に小さく，除去効率に及ぼす影響が非常に小さいと評価できる。 

ここでは， 

とした。この結果から，密度の変化（ ）に対して捕集効率係数変

化（ ≒ ）は非常に小さく，除去効率に及ぼす影響が非常に小さいと評価できる。 

これは，格納容器フィルタベント系の運転範囲において，ベンチュリノズル部におけ

る液滴・ガス速度差が大きいことから，重大事故時に想定されるエアロゾル密度の範囲

では，速度差が支配的となるためと考えられる。 

JAVA 試験では，複数の種類のエアロゾルで試験が行われている。それぞれの化合物

の密度を以下に示す。 

g/cm3（参考図書 2） 

 g/cm3（参考図書 6） 

・記載方針の相違
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以上より，重大事故時における密度の変化が，フィルタ装置の除去効率に与える影響

は小さく，その除去性能の評価は質量中央径（MMD），空気力学的質量中央径（AMMD）ど

ちらを用いても変わらない。 

(2) JAVA試験での除去効率

ａ．JAVA試験の結果 

JAVA試験にて使用した            の質量中央径（MMD）の範囲は 

 となっているが，これら複数の種類のエアロゾルを用いた試験において除去効

率に違いが見られていない。エアロゾルの粒径に対する除去係数を第 1図に示す。 

第 1図 エアロゾルの粒径に対する除去係数 

(2) JAVA試験での除去効率

ａ．JAVA試験の結果 

JAVA試験にて使用した  の質量中央径（MMD）の範囲は 

 となっているが，これら複数の種類のエアロゾルを用いた試験において除去

効率に違いが見られていない。エアロゾルの粒径に対する除去係数を図１に示す。 

図１ エアロゾルの粒径に対する除去係数 

別添1-595



東海第二発電所 （2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

ｂ．空気力学的質量中央径による比較 

エアロゾルの粒径の指標の一つに「空気力学径」を用いる場合があり，これは様々な密度

の粒子に対して，密度 1g／cm３の粒子に規格化したときの粒径を表すものである。 

空気力学径が同じであれば，その粒子は密度や幾何学的な大きさとは関係なく，同じ空気

力学的挙動を示し，空気力学的質量中央径（AMMD）と質量中央径（MMD）は以下の関係があ

る。 

   AMMD = √ρMMD 

b. 試験用エアロゾルと想定されるエアロゾルの空気力学径の比較

・質量中央径（MMD）

全質量の半分がその粒径よりも小さい粒子によって占められ，残りの半分がその粒径

よりも大きい粒子によって占められる関係にある粒径 

・空気力学径（AMMD）

その粒子と同じ沈降速度を持つ単位密度（１g/cm3）の球の直径であり，形状と密度

について基準化したもの 

MAAPコードによる評価では MMDを用いることから，以下の式により AMMDを MMDに換算

する。 

AMMD＝ρp  MMD 

ここでρpはエアロゾルの密度（g/cm3）である。 

重大事故等時に想定される主要なエアロゾルの密度及び空気力学的質量中央径を第 2 表

に，JAVA 試験にて使用したエアロゾルの密度及び空気力学的質量中央径を第 3 表に示す。

重大事故等発生時に想定される主要なエアロゾルの空気力学的質量中央径の範囲は 

であり，JAVA試験にて使用したエアロゾルの空気力学的質量中央径の範囲は 

となっている。 

JAVA試験にて使用した質量中央径（MMD） 

の空気力学的質量中央径（AMMD）はそれぞれ 

であるが，JAVA 試験における除去効率に大きな違いは見られていな

い。 

以上より，AREVA社製のベントフィルタでは，重大事故等時のベンチュリスクラバの液滴・

ガス速度差が大きいため，重大事故等時に想定されるエアロゾルの密度 

の範囲では，フィルタ装置の除去効率に与える影響は小さく，その除去性能の評価は質

量中央径（MMD），空気力学的質量中央径（AMMD）どちらを用いても変わらない。 

MAAP解析により得られた MMDと AMMDの関係を表２に，JAVA試験で使用した試験用エア

ロゾルの MMDと AMMD の関係を表３に示す。この結果，試験用エアロゾルの MMD（約

）と AMMD（約  ）は，実機に想定される MMD（約 ）

と AMMD（約 ）のいずれについても，よく代表していると言える。 
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第 2 表 重大事故等時に想定されるエアロゾルの密度及び空気力学的中央径 

代表 

エアロゾル

質量中央径 

（MMD） 
密度 

空気力学的 

質量中央径（AMMD） 

CsI 約4.5 g／cm３ 

CsOH 約3.7 g／cm３ 

TeO2 約5.7 g／cm３ 

Te2 
約6.2 g／cm３

（参考図書2） 

第 3表 JAVA試験にて使用したエアロゾルの密度及び空気力学的中央径 

エアロゾル
質量中央径 

（MMD） 
密度 

空気力学的 

質量中央径（AMMD） 

表２ 実機想定エアロゾルの MMDと AMMD 

想定エアロゾル MMD（dp） 
密度（ρp） 

g/cm3 

AMMD 

（dp√ρp） 

サプレッション・チェンバ

からのベント： 

約

4.5 

3.7 

5.7 

表３ 試験用エアロゾルの MMDと AMMD 

試験用エアロゾル MMD（dp） 密度（ρp）g/cm3 
AMMD 

（dp√ρp） 

<参考図書> 

1．OECD／NEA, “STATE-OF-THE-ART REPORT ON NUCLEAR AEROSOLS”, (2009)

2．理化学辞典第 4版 

3．理化学辞典第 4版増補版 

4．Hazardous Chemicals Desk Reference 

5．理化学辞典第 3版増補版 

6．Aerosol Measurement : Principles, Techniques, and Applications, Third Edition. Edited 

by P. Kulkarni, P.A. Baron, and K. Willeke (2011) 

《参考図書》 

1. OECD/NEA,“STATE-OF-THE-ART REPORT ON NUCLEAR AEROSOLS”,（2009）

2. 理化学辞典第 4版

3. 理化学辞典第 4版増補版

4. Hazardous Chemicals Desk Reference

5. 理化学辞典第 3版増補版

6. Aerosol Measurement: Principles, Techniques, and Applications, Third Edition. Edited

by P.Kulkarni, P.A.Baron, and K.Willeke（2011）
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別添 

エアロゾルの粒径と除去係数の関係について 

 

(1) 除去係数と重量及び放射能の関係 

 除去係数（以下，「ＤＦ」という。）は，フィルタに流入した粒子の重量とフィルタを通過した

粒子の重量の比で表される。エアロゾルに放射性物質が均一に含まれている場合，ＤＦはフィル

タへ流入した粒子の放射能とフィルタを通過した粒子の放射能の比で置き換えることができる。 

 

(2) 粒径分布（個数分布と累積質量分布） 

 エアロゾルは一般的に，単一粒径ではなく，粒径に対して分布を持つ。粒径に対する個数分布

及び累積質量分布の関係を別添図 1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添図 1 個数分布と累積質量分布 

（左図出典：W.C.ハインズ，エアロゾルテクノロジー，(株)井上書院（1985）） 

 

ここで， 

個数モード径  最も存在個数の比率の多い粒径 

  質量中央径（MMD） 全質量の半分がその粒径よりも小さい粒子によって占められ，

残りの半分がその粒径よりも大きい粒子によって占められる関

係にある粒径 

を表す。別添図 1のような粒径分布の場合，小さい粒径のエアロゾルの個数は多いが，総重量

に占める割合は小さいことが分かる。よって，大きい粒径のエアロゾルに比べて小さい粒径のエ

アロゾルがＤＦに与える影響は小さい。 

 

 

 

 

（参考１）エアロゾルの粒径と除去係数の関係について 

 

(1) 除去係数と重量及び放射能の関係 

除去係数（以下，「ＤＦ」という。）は，フィルタに流入した粒子の重量とフィルタを通過し

た粒子の重量の比で表される。エアロゾルに放射性物質が均一に含まれている場合，ＤＦはフ

ィルタへ流入した粒子の放射能とフィルタを通過した粒子の放射能の比で置き換えることが

できる。 

 

(2) 粒径分布（個数分布と累積質量分布） 

エアロゾルは一般的に，単一粒径ではなく，粒径に対して分布を持つ。粒径に対する個数分

布及び累積質量分布の関係を図１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 個数分布と累積質量分布 

（左図出典：W.C.ハインズ，エアロゾルテクノロジー，(株)井上書院（1985）） 

 

ここで， 

個数モード径  最も存在個数の比率の多い粒径 

   質量中央径（MMD）  全質量の半分がその粒径よりも小さい粒子によって占めら

れ，残りの半分がその粒径よりも大きい粒子によって占められ

る関係にある粒径 

を表す。図１のような粒径分布の場合，小さい粒径のエアロゾルの個数は多いが，総重量に

占める割合は小さいことが分かる。よって，大きい粒径のエアロゾルに比べて小さい粒径のエ

アロゾルがＤＦに与える影響は小さい。 
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(3) JAVA試験における除去係数と重量及び放射性物質の関係

 ベンチュリスクラバでは，慣性衝突効果を利用しエアロゾルを捕集しており，重大事故等時に

おけるエアロゾルの密度変化を考慮しても，慣性衝突効果によるＤＦへの影響は小さいと評価し

ている。また，AREVA社製のフィルタ装置では，慣性衝突効果，さえぎり効果，拡散効果による

除去機構によってエアロゾルを捕集するものであり，JAVA 試験において，小さい粒径のエアロ

ゾルを含む を使用した場合においても，高い除去効率を発揮することを確認している。 

(3) JAVA試験における除去係数と重量及び放射性物質の関係

ベンチュリスクラバでは，慣性衝突効果を利用しエアロゾルを捕集しており，重大事故等時

におけるエアロゾルの密度変化を考慮しても，慣性衝突効果によるＤＦへの影響は小さいと評

価している。また，Framatome社（旧 AREVA社）製のフィルタ装置では，慣性衝突効果，さえ

ぎり効果，拡散効果による除去機構によってエアロゾルを捕集するものであり，JAVA 試験に

おいて，小さい粒径のエアロゾルを含む  を使用した場合においても，高い除去効率を

発揮することを確認している。 

（参考）質量中央径（MMD）と空気力学的質量中央径（AMMD） 

分布を持つエアロゾルの粒径を表す方法として，質量中央径（MMD）を使用する場合と，空気

力学的質量中央径（AMMD）を使用する場合があるが，カスケードインパクターのような慣性衝突

効果を利用した粒径の測定を行う場合には AMMD で測定され，   のような画像分析を利用し

た粒径の測定を行う場合には MMDで測定される。AREVA社製のフィルタは，慣性衝突効果の他に，

さえぎり効果，拡散効果を利用したエアロゾルの捕集を行っており，フィルタ装置の除去性能の

評価には MMDを使用している。 

（参考２）質量中央径（MMD）と空気力学的質量中央径（AMMD） 

分布を持つエアロゾルの粒径を表す方法として，質量中央径（MMD）を使用する場合と，空

気力学的質量中央径（AMMD）を使用する場合があるが，カスケードインパクターのような慣性

衝突効果を利用した粒径の測定を行う場合には AMMDで測定され，  のような画像分析を

利用した粒径の測定を行う場合には MMDで測定される。Framatome社（旧 AREVA社）製のフィ

ルタは，慣性衝突効果の他に，さえぎり効果，拡散効果を利用したエアロゾルの捕集を行って

おり，フィルタ装置の除去性能の評価には MMDを使用している。 

（参考３）想定する事故シナリオについて 

粒子状放射性物質の除去性能を確認する上で想定する事故シナリオとして，炉心損傷が発生

する「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」を選定

する。 

１．事象の概要（格納容器ベント時） 

（１）大破断ＬＯＣＡが発生し，格納容器内に冷却材が大量に漏えいする。 

（２）更に非常用炉心冷却系（以下， ＥＣＣＳという。）喪失，全交流動力電源喪失（以下，

ＳＢＯという。）を想定するため，原子炉圧力容器への注水ができず炉心損傷に至る。事

象発生から 30分後に低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水を開

始することで，原子炉圧力容器破損は回避される。 

（３）その後，原子炉圧力容器への注水及び格納容器へのスプレイを実施するが，事象発生か

ら約 32時間後に外部注水量制限値に到達し，格納容器フィルタベント系を用いたべント

を実施する。 

・記載方針の相違

別添1-599



 

東海第二発電所 （2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

２．想定事故シナリオ選定 

想定事故シナリオ選定については事故のきっかけとなる起因事象の選定を行い，起因事象

に基づく事故シナリオの抽出及び分類を行う。その後，重大事故等対策の有効性評価及び事

故シナリオの選定を行う。 

 

（１）起因事象の選定 

プラントに影響を与える事象について内部で発生する事象と外部で発生する事象（地震，

津波，その他自然現象）をそれぞれ分析し，事故のきっかけとなる事象（起因事象）につ

いて選定する。 

プラント内部で発生する事象についてはプラントの外乱となる事象として，従前より許

認可解析の対象としてきた事象である運転時の異常な過渡変化（外部電源喪失等）及び設

計基準事故（原子炉冷却材喪失等）を選定する。また，原子炉の運転に影響を与える事象

として，非常用交流電源母線の故障，原子炉補機冷却系の故障等を選定する。 

プラント外部で発生する事象については，地震・津波に加え，地震・津波以外の自然現

象の 53事象から地域性等を考慮して 11事象（洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，

落雷，地滑り・土石流，火山の影響，生物学的事象，森林火災）を選定する。また，設計

基準を大幅に超える規模の事象発生を想定した上で，プラントに有意な頻度で影響を与え

ると考えられる場合は，考慮すべき起因事象とする。 

（２）起因事象に基づく事故シナリオの抽出及び分類 

イベントツリー等により，事故のきっかけとなる事象（起因事象）を出発点に，事象が

どのように進展して最終状態に至るかを，安全機能を有する系統の動作の成否を分岐とし

て樹形状に展開し，事故シナリオを漏れなく抽出する。 

抽出した事故シナリオを事故進展の特徴によって，表１のとおりグループ別に分類する。 

 

表１ 運転中の炉心損傷に係る事故シナリオグループ 

運転中の炉心損傷に係る 

事故シナリオグループ 
概要 

崩壊熱除去機能喪失 崩壊熱の除去に失敗して炉心損傷に至るグループ 

高圧・低圧注水機能喪失 低圧注水に失敗して炉心損傷に至るグループ 

高圧注水・減圧機能喪失 高圧注水に失敗して炉心損傷に至るグループ 

全交流動力電源喪失 電源を失うことにより炉心損傷に至るグループ 

原子炉停止機能喪失 止める機能を喪失して炉心損傷に至るグループ 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 ＬＯＣＡ時に注水に失敗して炉心損傷に至るグループ 

 

 

（３）重大事故等対策の有効性評価及び事故シナリオの選定 

（２）で分類した事故シナリオのうち，出力運転中の原子炉における崩壊熱除去機能喪失，

高圧・低圧注水機能喪失，高圧注水・減圧機能喪失，全交流動力電源喪失，原子炉停止機能
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喪失については，炉心損傷に至らないため，重大事故等対処施設が機能しても炉心損傷を避

けられない事故シナリオは， ＬＯＣＡ時注水機能喪失のみとなる。 

 

以上より，炉心損傷が発生するＬＯＣＡ時注水機能喪失を想定事故シナリオとして選定し

た。なお，想定事故シナリオにおいてはサプレッション・チェンバの排気ラインを使用した格

納容器ベント（以下， Ｗ／Ｗベントという。）を実施した場合と， ドライウェルの排気ライ

ンを使用した格納容器ベント（以下， Ｄ／Ｗベントという。）を実施した場合の両方を想定す

るものとする。 

また，発生するエアロゾルの量や粒径分布の不確かさを考慮しても格納容器フィルタベント

系が性能を発揮できることを確認するために，原子炉圧力容器が破損するケース（高圧・低圧

注水機能喪失シナリオで更に事象が進展し，炉心損傷及び原子炉圧力容器破損した後にＤ／Ｗ

ベントを実施した場合）（※１）についても参考として示す。 

 

※１ 高圧・低庄注水機能喪失シナリオを選定した理由 

原子炉圧力容器が破損し溶融炉心がペデスタルに落下すると，溶融炉心・コンクリート相

互作用によりコンクリートのエアロゾル粒子が大量に生成され，格納容器べント時に放出さ

れるエアロゾル量や粒径分布に影響を与える。ここでは，溶融炉心・コンクリート相互作用

の観点で厳しくなるシナリオを参考ケースとして選定するものとした。 

溶融炉心・コンクリート相互作用の観点からは，ペデスタルに落下する溶融炉心の割合が

多くなる原子炉圧力容器が低圧で破損に至るシーケンスが厳しくなる。表８に示す各事故シ

ナリオグループのうち，高庄注水・減庄機能喪失，全交流動力電源喪失シナリオは，高圧の

状態が維持されることから，参考ケースから除外した。 

崩壊熱除去機能喪失シナリオ及び原子炉停止機能喪失シナリオは，重大事故等対処施設の

機能喪失又は機能の遅延を仮定した場合において，格納容器が先行して破損するシナリオで

あり，格納容器フィルタベント系の性能を確認する上では適切なシナリオではないと考えら

れるため，参考ケースから除外した。 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失は，ペデスタルへの原子炉冷却材の流入の可能性があることか

ら，溶融炉心・コンクリート相互作用の観点で厳しい事象ではないと考えられるため，参考

ケースから除外した。 

以上のことから，格納容器が健全な状態で原子炉圧力容器が低圧で破損に至り，また，ペ

デスタルへの原子炉冷却材の流入のない高圧・低圧注水機能喪失シナリオを参考ケースとし

て採用した。 

高圧・低圧注水機能喪失シナリオは，重大事故等対処施設が機能すれば炉心損傷に至らず

事象が収束するが，ここでは，原子炉圧力容器内の注水に失敗し，さらに溶融炉心・コンク

リート相互作用が発生した場合の影響も確認するため，あえて原子炉圧力容器破損前のペデ

スタルへの水張りも行わない状態を想定する。また，原子炉圧力容器が破損して溶融炉心が

ペデスタルに落下した後は，ペデスタルへの注水を行った後にＤ／Ｗベントを実施するもの

とする。 
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なお，本評価では，コリウムシールドがない状態を仮定し，保守的に溶融炉心からプール

への熱流束は 800kW/m2相当で一定（圧力依存なし）としている。 

 

 （参考４）発生するエアロゾルの種類について 

 

格納容器ベント実施時には，核分裂生成物（安定核種を含む）やコンクリート，構造材の一

部が格納容器フィルタベント系に流入する。これらは格納容器フィルタベント系に流入する際

は，希ガスや気体状のよう素を除き，固体（エアロゾル粒子）として存在する。 

想定するエアロゾルの種類及び想定事故シナリオ（W/Wベント）時に格納容器フィルタベン

ト系に流入する粒子状物質量を表１に示す。また，想定事故シナリオ（D/W ベント）時や，原

子炉圧力容器が破損するケースで格納容器フィルタベント系に流入する粒子状物質量を表２

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 
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表１ 想定するエアロゾルの種類及び想定シナリオ（W/Wベント）時に格納容器フィルタベント

系に流入する粒子状物質量 

核種グループ 

各核種グループに対

応する主な化学物質

例 

炉内内蔵量[kg] 

（安定核種を含む）※１ 

格納容器フィルタベント系に

流入する粒子状物質量

[kg] 

（安定核種を含む）※２ 

希ガス Xe,Kr ― 

CsI CsI，RbI 約 1.3×10-４ 

TeO2，Te2
※３，※４ TeO2，Te2 約 1.2×10-４ 

SrO SrO 約 4.7×10-5 

MoO2 MoO2，RuO2，TcO2，

RhO2 
約 4.4×10-5 

CsOH CsOH,RbOH 約 1.9×10-3 

BaO BaO 約 6.7×10-5 

La2O3 

La2O3,Pr2O3,Nd2O3,S

m2O3,Y2O3，ZrO2， 

NbO2，AmO2，CmO2 

約 5.6×10-6 

CeO2 CeO2，NpO2，PuO2 約 1.3×10-5 

Sb Sb 約 1.6×10-6 

UO2 UO2 約 1.4×10-3 

コンクリート/構

造材 

- 
約 2.1×10－５ 

※l 炉内内蔵量［kg］は，ORIGEN コードを用いて評価した核種ごとの停止時炉内内蔵量に基づき，評

価した値 

※2 格納容器フィルタベント系に流入する粒子状物質量は，炉内内蔵量［kg］と，格納容器フィルタベ

ント系への放出割合（MAAP 解析結果を NUREG-1465の知見を用いて補正）から評価した。想定

シナリオ（W/Wベント時）では Te2及び UＯ2の放出割合の MAAP解析結果はゼロであることから，

後述する MAAP 解析の保守性は顕在化しておらず，NUREG-1465の知見を用いた補正は必ずし

も必要ないものと考えられる。しかしながら，ここでは，格納容器フィルタベント系に流入する粒子状

物質量を保守的に評価するために Te2及び UＯ2の放出割合として MAAP 解析結果（ゼロ）そのも

のではなく，MAAP 解析結果を NUREG-1465の知見を用いて補正した放出割合を採用した。 

※3 表中の Te2の炉内内蔵量［kg］は，Teの全量が Te2の形態で存在する場合の値に相当する。

※4 ここでは TeＯ２と Te2の存在比率を考慮せず，TeＯ2と Te2の各々が表中の炉内内蔵量［kg］をもつ

ものとして格納容器フィルタベント系に流入する粒子状物質量を評価した（Teの停止時炉内内蔵

量を，ORIGENコードを用いて評価した値よりも大きい値として想定することに対応）。本評価は格

納容器フィルタベント系の設備設計に係る評価であることから，このような保守的な評価方法を採用

した。なお，放出放射能量の評価に当たっては，より現実的な想定として停止時炉内内蔵量は

ORIGEN コードを用いて評価した値そのものを採用している。 
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表２ 想定事故シナリオ（D/Wべント）時及び原子炉圧力容器が破損するケース時に格納容器フ

ィルタベント系に流入する粒子状物質量 

 

核種グループ 

格納容器フィルタベント系に流入する粒子状物質量 

（安定核種を含む）※１ 

想定事故シナリオ 

（冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）

＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全

交流動力電源喪失シナリオ）

（Ｄ／Ｗベント） 

原子炉圧力容器が破損するケ

ース（高圧・低圧注水機能喪

失シナリオ）（Ｄ／Ｗベント） 

希ガス ― ― 

CsI 約 9.7×10－２ 約 3.9×10－６ 

TeO2，Te2
※2 

 

約 2.0×10－１ 約 8.1×10－５ 

SrO 約 7.9×10－２ 約 3.1×10－５ 

MoO2 約 7.3×10－２ 約 2.9×10－５ 

CsOH 約 3.2 約 1.3×10－３ 

BaO 約 1.1×10－１ 約 4.4×10－５ 

La2O3 約 9.4×10－３ 約 3.7×10－６ 

CeO2 約 2.1×10－２ 約 8.3×10－６ 

Sb 約 2.7×10－３ 約 1.1×10－６ 

UO2 約 2.3 約 9.1×10－４ 

コンクリート /構造

材 

約 1.2×10－２ 約 3.9×10－７ 

※1 格納容器フィルタベント系に流入する粒子状物質量は，炉内内蔵量［kg］と，格納容器フィルタベ

ント系への放出割合（MAAP 解析結果を NUREG-1465 の知見を用いて補正）から評価した。想定

シナリオ（W/W ベント時）では Te2及び UO2の放出割合の MAAP 解析結果はゼロであることから，

後述する MAAP 解析の保守性は顕在化しておらず，NUREG-1465 の知見を用いた補正は必ずし

も必要ないものと考えられる。しかしながら，ここでは，格納容器フィルタベント系に流入する粒子状

物質量を保守的に評価するために Te2及び UO2の放出割合として MAAP 解析結果（ゼロ）そのも

のではなく，MAAP 解析結果を NUREG-1465 の知見を用いて補正した放出割合を採用した。 

※2 ここでは TeO2 と Te2 の存在比率を考慮せず，TeO2 と Te2 の各々が表中の炉内内蔵量［kg］をも

つものとして格納容器フィルタベント系に流入する粒子状物質量を評価した（Te の停止時炉内内

蔵量を，ORIGEN コードを用いて評価した値よりも大きい値として想定することに対応）。本評価は

格納容器フィルタベント系の設備設計に係る評価であることから，このような保守的な評価方法を採

用した。なお，放出放射能量の評価に当たっては，より現実的な想定として停止時炉内内蔵量は

ORIGEN コードを用いて評価した値そのものを採用している。 
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a.炉心状態の想定 

格納容器フィルタベント系に流入するエアロゾルを評価する際は，炉心状態として平衡炉

心（サイクル末期）を想定している。 

以下の（a),(b）に示す通り，平衡炉心（サイクル末期）を想定して格納容器フィルタベ

ント系に流入する核分裂生成物量を評価することで，その他の炉心状態を想定した場合の流

入量を包絡することができる。 

このことから，格納容器フィルタベント系に流入する核分裂生成物量の評価を行う際，炉

心状態として平衡炉心（サイクル末期）を想定することは適切であると考えられる。 

 

(a)停止時炉内内蔵量 

停止時炉内内蔵量は，平衡炉心の燃焼サイクル末期を想定して評価を実施している。 

核分裂生成物（エアロゾル粒子として放出される可能性のある核分裂生成物も含む）

の量は，運転が進み燃焼度が大きくなるに従い多くなる。平衡炉心（サイクル末期）の

燃焼度はその他の炉心状態（初期装荷炉心や取替炉心）の燃焼度に比べ大きいため，平

衡炉心（サイクル末期）の炉内の核分裂生成物内蔵量は，その他の炉心状態の核分裂生

成物内蔵量を包絡する値を示す。 

 

(b)崩壊熱 

溶融炉心からの放射性物質の放出割合は崩壊熱が大きいほど多くなり，崩壊熱は核分

裂生成物内蔵量が多いほど大きくなる。（a）と同様の理由により，平衡炉心（サイク

ル末期）の崩壊熱はその他の炉心状態の崩壊熱を包絡する値を示す。このため，平衡炉

心（サイクル末期）を想定した場合の，溶融炉心からの放射性物質の放出割合は，他の

炉心状態を想定した場合の放出割合を包絡する値を示す。 

 

b.評価に用いる放出割合 

格納容器フィルタベント系に流入するエアロゾル量は，炉内内蔵量［kg］と，格納容器フ

ィルタベント系への放出割合を用いて評価している。 

炉内内蔵量［kg］は，ORIGEN コードを用いて評価した核種ごとの停止時炉内内蔵量に基

づき評価しており，放出割合は，MAAPコードと NUREG-1465の知見を利用し評価している。 

 

MAAP コードでは，格納容器内における振る舞いの違い（揮発のし易さの違い等）を考慮

し，放射性物質を複数の MAAP 核種グループに分類しており，格納容器フィルタベント系へ

の放出割合を MAAP核種グループごとに評価している。 

冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失シナリオ

（W/W ベント）での MAAP 解析による放出割合の評価結果（事故発生から 168 時間後時点）

を表４に示す。ただし，以下に示すとおり，表４の値は格納容器フィルタベント系に流入す

るエアロゾル量の評価に使用していない。 

表４によると，高揮発性核種（CsI や CsOH）の放出割合(10-6 オーダー）と比べ，中・低
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揮発性核種の放出割合が極めて大きい(10-４オーダー）という結果となっている。 

一方，TMI事故や福島第一原子力発電所事故での観測事実から，事故が起こった場合に最

も多く放出される粒子状の物質は，よう素やセシウム等の高揮発性の物質であり，中・低揮

発性の物質の放出量は高揮発性の物質と比べ少量であることが分かっている。 

表５は，TMI事故後に評価された放射性核種の場所ごとの存在量であるが，希ガスや高揮

発性核種（セシウムやよう素）が原子炉圧力容器外に全量のうち半分程度放出されている一

方で，中・低揮発性核種はほぼ全量が原子炉圧力容器内に保持されているという評価となっ

ている。 

さらに，表６は，福島第一原子力発電所事故後に実施された発電所敷地内の土壌中放射性

核種のサンプリング結果であるが，最も多く検出されているのは高揮発性核種（セシウムや

よう素）であり，多くの中・低揮発性核種は不検出という結果となっている。 

また，燃料からの核分裂生成物の放出及び移動挙動に関する実験結果より，各元素の放出

挙動は以下のように整理されており※l，希ガスが高温で燃料からほぼ全量放出されるのに対

し，それ以外の核種の放出挙動は雰囲気条件に依存するとしている。 

 

希ガス：高温にて燃料からほぼ全量放出される。 

I,Cs：高温にて燃料からほぼ全量放出される。放出速度は希ガスと同等。 

Sb,Te：高温にて燃料からほぼ全量放出される。また，被覆管と反応した後，被覆管の酸化

に伴い放出される。 

Sr,Mo,Ru,Rh,Ba：雰囲気条件（酸化条件 or還元条件）に大きな影響を受ける。 

Ce,Np,Pu,Y,Zr,Nb：高温状態でも放出速度は低い。 

 

※1「化学形に着目した破損燃料からの核分裂生成物及びアクチニドの放出挙動評価のための

研究(JAEA-Review2013-034，2013年 12月）」 

 

 

 

 

 

表４評価結果は，これらの観測事実及び実験結果と整合が取れていない。これは，冷却材

喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失シナリオにおいては，

MAAP 解析が中・低揮発性核種の放出割合を過度に大きく評価しているためであると考えら

れる。 

MAAP 解析の持つ保守性としては，炉心が再冠水し溶融炉心の外周部が固化した後でも，

溶融炉心表面からの放射性物質の放出評価において溶融プール中心部の温度を参照し放出

量を評価していることや，炉心冠水時において溶融炉心上部の水によるスクラビング効果を

考慮していないことが挙げられる。MAAPコードの開発元である EPRIからも，再冠水した炉

心からの低揮発性核種の放出について MAAP 解析が保守的な結果を与える場合がある旨の以
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下の報告がなされている。 

 

・炉心が再冠水した場合の低揮発性核種（Ru 及び Mo）の放出について，低温の溶融燃料

表面付近ではなく，溶融燃料の平均温度を基に放出速度を算出しているため，MAAP 解

析が保守的な結果を与える場合がある。 

・Moの放出量評価について，NUREG-1465よりも MAAPコードの方が放出量を多く評価する。 

 

なお，高揮発性核種（セシウムやよう素）については，炉心溶融初期に炉心外に放出され

るため，上述の保守性の影響は受けにくいものと考えられる。 

以上のことから，冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電

源喪失シナリオにおいて中・低揮発性核種の放出割合を評価する際，単に MAAP 解析による

評価結果を採用すると，放出割合として過度に保守的な結果を与える可能性があるため，他

の手法を用いた評価が必要になると考えられる。 

そこで，格納容器フィルタベント系に流入するエアロゾル量を評価する際は，MAAP 解析

による放出量の評価結果以外に，海外での規制等にも活用されている NUREG-1465（米国の

原子力規制委員会（NRC）で整備されたものであり，米国でもシビアアクシデント時の典型

的な例として，中央制御室の居住性等の様々な評価で使用されている）の知見を利用するも

のとした。このことにより，TMI事故や福島第一原子力発電所事故の実態により見合った評

価が可能となる。 

なお，事故シーケンス「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流

動力電源喪失」において，原子炉注水機能が使用できないものと仮定した場合における，炉

心損傷開始から，原子炉圧力容器が破損するまでの MAAP 解析事象進展（格納容器フィルタ

ベント系に流入するエアロゾル量評価における想定事故シナリオでは，当該事故シーケンス

において原子炉注水機能を使用することにより原子炉圧力容器破損には至らない）と

NUREG-1465の想定の比較は表３のとおりであり，NUREG-1465の想定と MAAP解析の事象進展

に大きな差はなく，本評価において NUREG-1465の知見は使用可能と判断した。 

NUREG-1465の知見を利用した場合の放出割合の評価結果を表７に示す。 

 

表３ MAAP解析事象進展と NUREG-1465の想定の比較 

 燃料被覆管の損傷が開始し，ギャッ

プから放射性 物質が放出出される

期間 

炉心溶融が開始し，溶融燃料が

原子炉圧力容器破 損するまで

の期間 

MAAP 約５分～約28分※1 約28分～約3.3時間※2 

NUREG-1465 ～30分 30分～2時間 

※l 炉心損傷開始（燃料被覆管温度 lOOOK）～炉心溶融開始（燃料被覆管温度 2500K) 

※2 原子炉注水機能が使用できないものと仮定した場合における原子炉圧力容器破損時間 

 

各 MAAP核種グループの放出割合の具体的な評価手法は以下に示す通り。 
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(a)希ガスグループ，CsIグループ，CsOHグループ 

希ガスを含めた高揮発性の核種グループについては，MAAP 解析の結果得られた放出割合

を採用する。 

なお，Cs の放出割合は，CsI グループと CsOH グループの放出割合※1※2，及び，I 元素と

Cs元素の停止時炉内内蔵量より，以下の式を用いて評価する（詳細は別紙 50参照）。 

 

FCS(T)=FCsOH(T)+MI/MCs×WCs/WI×（FCsI(T)-FCsOH(T)) 

 

ここで， 

FCS(T）：時刻 Tにおけるセシウムの放出割合 

FCsOH(T）：時刻 T における CsOHグループの放出割合 

FCsI (T）：時刻 Tにおける CsIグループの放出割合 

MI：I元素の停止時炉内内蔵量 

MCs:Cs元素の停止時炉内内蔵量 

WI：Iの原子量  WCs：Csの原子量 

 

※1 MAAPコードでは化学的・物理的性質を考慮し核種をグループ分けしており，各グループの

放出割合は，当該グループの停止時炉内内蔵量と放出重量の比をとることで評価している。 

 

※2 各核種グループの停止時炉内内蔵量は以下の手順により評価している。 

① ORIGENコードにより核種ごとの初期重量を評価 

② ①の結果をもとに，同位体の重量を足し合わせ，各元素の重量を評価する。 

③ ②の結果を MAAP コードにインプットし，MAAPコードにて，各元素の化合物の重量を評価

する。 

④ 各化合物は表１に示す核種グループに属するものとして整理している。核種グループの炉

内内蔵量は，当該の核種グループに属する化合物の炉内内蔵量の和として評価している。 

 

(b)それ以外の核種グループ 

中・低揮発性の核種グループについては，MAAP解析の結果得られた放出割合は採用せず，

MAAP 解析の結果から得られた Cs の放出割合と，希ガスグループの放出割合，及び，

NUREG-1465の知見を利用し放出割合を評価する。 

ここで，放出割合の経時的な振る舞いは希ガスと同一（※1）とし，Cs の放出割合に対す

る当該核種グループの放出割合の比率は，168時間経過時点において，NUREG-1465で得られ

た比率に等しいとして，以下の評価式に基づき評価した。表８及び表９に，NUREG-1465 で

評価された格納容器内への放出割合を示す。 

 

別添1-608



 

東海第二発電所 （2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

Fi(T)＝Fnoble gass(T）×γi／YCs×FCs(168hr)/Fnoble gass(168hr) 

Fi(T）：時刻 Tにおける i番目の MAAP核種グループの放出割合 

Fnoble gass(T）：時刻 Tにおける希ガスグループの放出割合 

γi：NUREG-1465 における i 番目の MAAP 核種グループに相当する核種グループの格納容器

への放出割合 

γCs：NUREG-1465における Csに相当する核種グループの格納容器への放出割合 

 

※1 中・低揮発性の核種グループは，事故初期の燃料が高温となっているとき以外は殆ど燃料

外に放出されないものと考えられる。そのため，ベント後の燃料からの追加放出はほとんど

無く，事故初期に格納容器内に放出され，格納容器気相部に浮遊しているものだけが大気中

に放出され得ると考えられる。 

ベントに伴い低揮発性核種は格納容器気相部からベントラインに流入するが，その流入の

仕方，すなわち放出割合の経時的な振る舞いは，同じく格納容器気相部に浮遊しており壁面

等からの追加放出がない希ガスの放出割合の振る舞いに近いと考えられる。 

以上のことから，中・低揮発性の核種グループの「各時刻における放出割合」は，「各時

刻における希ガスグループの放出割合」に比例するものとした。 

 

表４ MAAP解析による放出割合の評価結果（エアロゾル量の評価に使用しない） 

核種グループ 格納容器フィルタベント系への放出割合[-] 

（事故発生から168時間後時点。格納容器フィルタベント系に流

入するエアロゾル量の評価には使用しない） 

希ガス 約9.0×10－１ 

CsI 約3.5×10－６ 

TeO2 約1.3×10－８ 

SrO 約1.6×10－４ 

MoO2 約9.5×10－７ 

CsOH 約6.5×10－６ 

BaO 約7.6×10－４ 

La2O3 約2.1×10－５ 

CeO2 約2.5×10－５ 

Sb 約3.0×10－６ 

Te2 0 

UO2 0 

Cs※１ 約6.3×10－６ 

※1 CsIグループと CsOH グループの放出割合から評価（評価式は別紙 50参照） 
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表５ TMI事故後に評価された放射性核種の場所ごとの存在量 

 

出典： TMI-2号機の調査研究成果（渡会偵祐，井上康，桝田藤夫日本原子力学会誌 Vol.32, No. 

4 (1990) 

 

表６ 福島第一原子力発電所事故後に検出された土壌中の放射性核種 

 

出典：東京電力 HP(http://www.tepco.co.jp/cc/press/11040609-j.html) 
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表７ NUREG-1465の知見を用いた補正後の放出割合（格納容器フィルタベント系に流入する 

エアロゾル量を評価する際に使用） 

核種グループ 格納容器フィルタベント系への放出割合[-] 

（事故発生から168時間後時点） 

希ガス 約9.0×10－１ 

CsI 約3.5×10－６ 

TeO2 約1.3×10－６ 

SrO 約5.0×10－７ 

MoO2 約6.3×10－８ 

CsOH 約6.5×10－６ 

BaO 約5.0×10－７ 

La2O3 約5.0×10－９ 

CeO2 約1.3×10－８ 

Sb 約1.3×10－６ 

Te2 約1.3×10－８ 

UO2 約1.3×10－８ 

Cs※1 約6.3×10－６ 

※1 CsIグループと CsOH グループの放出割合から評価（評価式は別紙 50参照） 

 

 

表８ NUREG-1465での格納容器内への放出割合 

核種グループ 格納容器への放出割合※１ 

Cs 0.25 

TeO2，Sb，Te2 0.05 

SrO，BaO 0.02 

MoO2 0.0025 

CeO2，UO2 0.0005 

La2O3 0.0002 

※１ NUREG-1465の Table3.12「Gap Release」の値と「Early In-Vessel」の値の和を参照

（NUREG-1465では，「Gap Release」，「Early In-Vessel」，「Ex-Vessel」及び「Late In-Vessel」

の各事象進展フェーズに対して格納容器内への放出割合を与えている。格納容器フィルタベント

系に流入するエアロゾル量評価における想定事故シナリオでは，原子炉圧力容器が健全な状態で

事故収束するため，原子炉圧力容器損傷前までの炉心からの放出を想定する「Gap Release」及

び「Early In-Vessel」の値の和を用いる。） 
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表９ NUREG-1465（抜粋） 
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別紙 46 

JAVA試験及び JAVA PLUS試験の適用性について 

AREVA社製のフィルタ装置は，JAVA試験及び JAVA PLUS試験により，実機使用条件を考慮した

性能検証試験を行っており，その結果に基づき装置設計を行っている。JAVA試験及び JAVA PLUS

試験で使用したフィルタ装置は，ベンチュリノズル，金属フィルタ，よう素除去部及び装置内の

ガスの経路が実機を模擬した装置となっており，また，試験条件は様々なプラントの運転範囲に

対応できる広範囲の試験を行っていることから，各試験で得られた結果は，実機の性能検証に適

用できるものと考える。 

一方，米国 EPRI（電力研究所）が中心となって行った ACE 試験については，AREVA社製のフィ

ルタ装置についても性能試験を実施しているが，試験条件等の詳細が開示されていないことか

ら，東海第二発電所のフィルタ装置の性能検証には用いていない。 

別紙 34 

JAVA試験及び JAVA PLUS試験の適用性について 

Framatome 社（旧 AREVA 社）製のフィルタ装置は，JAVA 試験及び JAVA PLUS 試験により，

実機使用条件を考慮した性能検証試験を行っており，その結果に基づき装置設計を行ってい

る。実機フィルタ装置については，使用条件において所定の性能が発揮されるように，JAVA

試験及び JAVA PLUS試験条件に包絡されるように設計されている。 

ACE 試験は，米国 EPRI（電力中央研究所）が中心となって行った ACE シビアアクシデント

国際研究計画の中で実施している。 

これらの試験について，実機フィルタ装置とのスケール適用性について以下に示す。 

(1) JAVA試験の概要

JAVA試験で使用したフィルタ装置は，高さ m，直径 mの容器の中に，実機

と同形状のベンチュリノズル と，実機と同一仕様の金属フィルタ 

を内蔵している。 

また，これら試験のフィルタ装置に流入したベントガスは，ベンチュリスクラバ，気相部，

金属フィルタ，流量制限オリフィスの順に通過し，装置外部へ放出される経路となっており，

実機と同じ順に各部を通過する。 

(1) JAVA試験の概要

JAVA試験は，Framatome社（旧 AREVA社）により，ドイツのカールシュタインにある大規

模試験施設（以下，「JAVA試験施設」という。）にて実施された。 

JAVA 試験では，実機の想定事象における種々のパラメータ（圧力・温度・ガス流量等の

熱水力条件，エアロゾル粒径等のエアロゾル条件）について試験を行うことにより，フィル

タ装置の使用条件において所定の性能が発揮されることを確認している。

図１に実機フィルタ装置と試験フィルタ装置の比較を示す。試験フィルタ装置は，高さ約

m，直径約  mの容器の中に，実機と同形状のベンチュリノズル（ ），

及び実機と同構造の金属フィルタを内蔵している。 

また，これら試験のフィルタ装置に流入したベントガスは，ベンチュリスクラバ，気相部，

金属フィルタ，流量制限オリフィスの順に通過し，装置外部へ放出される経路となっており，

実機と同じ順に各部を通過する。 

・記載方針の相違

(2) JAVA PLUS試験の概要

JAVA PLUS 試験設備は，実規模を想定した有機よう素の除去性能を確認するため，JAVA試

験で使用したフィルタ装置に，実機と同一仕様（同一材質，同一充填率）の銀ゼオライト（ベ

ッド厚さ mm）を追加設置している。 

フィルタ装置に流入したベントガスは，ベンチュリスクラバ，気層部，金属フィルタ，流量

制限オリフィス，よう素除去部（銀ゼオライト）の順に通過し，装置外部へ放出される経路と

なっており，実機と同じ順に各部を通過する。 

(2) JAVA PLUS試験の概要

JAVA PLUS 試験は，実規模を想定した有機よう素の除去性能を確認するため，Framatome

社（旧 AREVA社）により，JAVA試験施設を改造した施設にて実施された。 

JAVA PLUS 試験では，実機と同仕様の銀ゼオライトを充填したフィルタを設置し,有機よ

う素の除去性能試験を実施している。 

フィルタ装置に流入したベントガスは，ベンチュリスクラバ，気相部，金属フィルタ，流

量制限オリフィス，銀ゼオライトフィルタの順に通過し，装置外部へ放出される経路となっ

ており，実機と同じ順に各部を通過する。 
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(3) ACE試験の概要

AREVA社製のフィルタ装置は，各国のフィルタメーカ等が参加したACE試験においても試験が

行われ，エアロゾル及び無機よう素の除去性能について確認されている。 

第1図に試験設備の概要を，第1表に試験条件及び結果を示す。 

ACE試験で使用したフィルタ装置は，高さ m，直径 mの容器の中に，実機と同じ

ベンチュリノズル（ ）及び実機と同構造（同一金属メッシュ構造，同一充填率）の金属

フィルタを設置しており，ベントガスは実機と同じ経路を流れるが，

試験装置，試験条件の詳細が開示されないため，東海第二発電所のフィルタ装置の性能検証に

は用いていない。 

(3) ACE試験の概要

ACE試験は，EPRIが中心となって行った ACEシビアアクシデント国際研究計画の中でエア

ロゾル及び無機よう素の除去性能検証試験が実施された。

図２に実機フィルタ装置と試験フィルタ装置の比較を示す。 

試験フィルタ装置は，高さ m，直径  mの容器の中に，実機と同形状の

ベンチュリノズル（  ）と，実機と同構造（同一金属メッシュ構造，同一充填率）の金

属フィルタを内蔵している。 

なお，ACE 試験の試験装置の詳細な仕様，試験条件及び試験結果は，EPRI 及び Framatome

社（旧 AREVA社）の知的財産（Intellectual Property）として開示が不可能であることから，

フィルタ装置の設計及び性能検証には使用しない。

(4)スケール性の確認

JAVA試験，JAVA PLUS試験のスケール性を確認することで，実機への適用性を確認する。

第 2図に実機と JAVA試験装置（JAVA PLUS試験でも同一の容器を使用）及び参考に ACE試験

装置の主要寸法の比較を示す。 

東海第二発電所のフィルタ装置は高さ約 10m，直径約 5m であり，JAVA試験及び JAVA PLUS

試験のフィルタ装置よりも大きいが，フィルタ装置の構成要素及びベントガス経路の同一性か

ら JAVA試験及び JAVA PLUS試験にて使用したフィルタ装置は実機を模擬したものとなってい

ると言える。 

JAVA試験及び JAVA PLUS試験の条件と実機運転範囲の比較を第 2表に示す。実機はベンチ

ュリノズル（個数：  個）と金属フィルタ（表面積：  m２）を内蔵しており，重大事故

等時にベントを実施した際のベンチュリノズルスロート部流速及び金属フィルタ部流速が

JAVA試験で除去性能を確認している範囲に包絡されるよう設計している。JAVA試験において

得られたベンチュリノズルスロート部における速度に対する除去係数を第 3図，金属フィルタ

部における速度に対する除去係数を第 4図に示す。ベンチュリスクラバと金属フィルタを組み

合わせた試験において，ベンチュリノズルスロート部流速及び金属フィルタ部流速が変化した

場合においても除去係数は低下していない。 

また，JAVA PLUS試験で用いた銀ゼオライトのベッド厚さは  mmであり，実機（ 

㎜）に対して薄いが，これは JAVA PLUS試験結果に基づき滞留時間を確保するために実機のベ

ッド厚さを厚くしていることから，JAVA PLUS試験結果を適切に実機に適用していると言える。 

JAVA試験及び JAVA PLUS試験の実機への適用性についてまとめたものを第 3表に示す。 

(4) スケール性の確認

JAVA試験，JAVA PLUS試験のスケール性を確認することで，実機への適用性を確認する。

図２に実機と JAVA 試験装置（JAVA PLUS 試験でも同一の容器を使用）及び参考に ACE 試験

装置の主要寸法の比較を示す。 

試験フィルタ装置へ流入したガスは，装置の下端に設置されたベンチュリノズルを経由

し，上部に設置された金属フィルタ，その後段に設置された銀ゼオライトフィルタ（JAVA 

PLUS試験のみ）へ流れる構成であり，実機と同様の構成となる。 

フィルタ装置の性能に影響を与える可能性のある主要なパラメータとしてガス流速が挙

げられるが，ベンチュリノズルのガス流速を試験で確認された範囲内となるように実機の

ベンチュリノズルの個数を設定していることから，ベンチュリノズルの個数の違いによる

影響はない。また，実機の金属フィルタの表面積についても，金属フィルタ内のガス流速

を試験で確認された範囲内となるように設定していることから，金属フィルタの表面積の

違いによる影響はない。JAVA 試験及び実機における物理パラメータと試験条件を表２，ベ

ンチュリノズル部及び金属フィルタにおけるガス流速に対する除去係数を図３，４に示す。 

実機の銀ゼオライトフィルタについては，JAVA PLUS 試験で得られた試験結果に基づき，

想定されるよう素量を捕集するためベントガスが適切な滞留時間となるように銀ゼオライ

トの充填量を設定している。

以上より，試験の実機への適用性は確保できていると考えられる。 

表３に JAVA試験及び JAVA PLUS試験の実機への適用性について，構成要素別にまとめる。 

・設備の相違
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(5) 評価

以上より，JAVA試験及び JAVA PLUS試験のスケール性については性能に影響する範囲につ

いて実機を模擬できていると評価できる。これらの試験は実機の使用条件についても模擬でき

ており，試験結果を用いて実機の性能を評価することが可能であると考える。 

(5) 評価

以上より，JAVA試験及び JAVA PLUS試験のスケール性については性能に影響する範囲に

ついて実機を模擬できていると評価できる。これらの試験は実機の使用条件についても模擬

できており，試験結果を用いて実機の性能を評価することが可能であると考える。 

第1図 ACE試験の設備概要 

図１ ACE試験の設備概要 
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第1表 ACE試験の試験条件及び結果 

PROJEC

T 

YEARS Materials 

tested 

Conditions Tested Measured 

retention 

Efficiency 

% 

Pressure 

[bar abs] 

Temperature 

[°C] 

Gas 

composition % 

steam 

ACE 1989- 

1990 

Cs 1.4 145 42 99.9999 

Mn 1.4 145 42 99.9997 

Total 

iodine 

(particles 

and 

gaseous) 

1.4 145 42 99.9997 

DOP 1.2-1.7 ambient 0 99.978 - 

99.992 

出典：OECD／NEA, “Status Report on Filtered Containment Venting”, (2014) 

表１ ACE試験の試験条件及び結果 

PROJEC

T 

YEARS Materials 

tested 

Conditions Tested Measured 

retention 

Efficiency 

% 

Pressure 

[bar abs] 

Temperature 

[°C] 

Gas 

composition % 

steam 

ACE 1989- 

1990 

Cs 1.4 145 42 99.9999 

Mn 1.4 145 42 99.9997 

Total 

iodine 

(particles 

and 

gaseous) 

1.4 145 42 99.9997 

DOP 1.2-1.7 ambient 0 99.978 - 

99.992 

出典：OECD／NEA, “Status Report on Filtered Containment Venting”, (2014) 

第 2図 実機フィルタ装置と試験装置の主要寸法の比較 図２ 実機フィルタ装置と試験フィルタ装置の比較 
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第2表 JAVA試験及びJAVA PLUS試験の条件と実機運転範囲の比較 

パラメータ JAVA 試験 JAVA PLUS 試験 実機運転範囲 

圧力(kPa［gage］) 

温度(℃) 

ベンチュリノズルスロート部流

速(m／s) 

金属フィルタ部流速(％) 

蒸気割合(％) 

過熱度(K) 

※1 概算評価値を示す。

表２ JAVA試験及び実機における運転範囲 

項 目 JAVA試験 実機運転範囲 

ベンチュリノズル部ガス流速 

金属フィルタ部ガス流速 

第 3図 ベンチュリノズルスロート部における流速に対する除去係数 図３ ベンチュリノズル部におけるガス流速に対する除去係数 
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第 4図 金属フィルタ部における流速に対する除去係数 図４ 金属フィルタにおけるガス流速に対する除去係数 
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第3表 JAVA試験，JAVA PLUS試験の実機への適用性 

構成要素 

相違点 

適用性 有

無 

JAVA 

（PLUS） 
実機 

容器 

高さ 有 約 10m 
試験装置と実機で高さと直径が異なることで，空間部

の容積が異なるが，空間部はベンチュリスクラバや金

属フィルタに比べ 

，高さと直径の違いによる影響は小さい。 
直径 有 約 5m 

ベンチュリ

ノズル

構造 無 － － 
試験装置は実機と同一形状（寸法）のベンチュリノズ

ルを使用している。

個数 有 

実機のベンチュリノズルスロート部の流速が，JAVA

試験で確認されている流速の範囲内となるよう，ベン

チュリノズルの個数（詳細設計により変更の可能性あ

り）を設定している。 

金属 

フィルタ

構造 無 － － 
試験装置は実機と同一使用 

の金属フィルタを使用している。 

表面積 

（個数） 
有 

実機の金属フィルタ部の流速が，JAVA試験で確認され

ている流速の範囲内となるよう，金属フィルタの表面

積を設定している。 

スクラビン

グ水

薬剤 無 － － 試験装置と実機は同じ薬剤を使用している。 

水位 有 ※ ※ 

実機の水位は試験装置の水位よりも高い。 

JAVA試験の水位を変化させた試験において，除去効率

に変化が無いことが確認されていることから，水位の

違いによる影響はない。 

よう素 

除去部 

吸着材 無 － － 
試験装置は実機と同じ吸着材（銀ゼオライト）を使用

している。 

厚さ 有 

JAVA PLUS 試験ではベッド厚さが実機に比べて薄い

が，実機は試験結果を基に滞留時間を確保するために

厚くなっていることから，試験結果を適切に実機に適

用していると言える。 

配置 有 容器外側 容器内側 

JAVA PLUS 試験ではフィルタ装置の外によう素除去部

が配置されたが，実機では容器の中に配置される。よ

う素除去部の放熱は，外部に配置される試験の方が厳

しくなるため，JAVA PLUS 試験は保守的な条件で実施

されていると言える。 

※適用性の欄に相違内容を記載

表３ 実機に対する JAVA及び JAVA PLUS試験装置の適用性のまとめ 

構成要素 

相違 

適用性 有

無 

JAVA 

(PLUS) 
実機 

全体構成 

（基数を含む） 

無 － － 

・試験フィルタ装置へ流入したガスは，ベンチュリノ

ズルを経由し，金属フィルタ，後段に設置された銀

ゼオライトフィルタ（JAVA PLUS 試験のみ）へ流れ

る構成であり，実機と同様の構成である。

・試験装置は，実機と同様に，銀ゼオライトフィルタ

がスクラバ容器の外に設置されている。

有 － － 

・実機では，同一のスクラバ容器を４基並列に設置す

るが，ベントガスは均等に分配されるよう設計して

いるため，分離設置による影響はない。

スクラバ

容器

高さ 無 約 m 
約

m 

・試験装置と実機は，同じ高さの容器を使用している。 

断面積 有 

約 m2 

又は 

約 m2 

約

m2 

・ベンチュリノズル部においてエアロゾル及び無機よ

う素の大部分を捕集するため，断面積の違いによる

影響は小さい。なお，ベンチュリノズル１個あたり

の断面積は，実機が約   m2，JAVA試験が約  m2

（  ）又は約  m2（  ）である。 

ベンチュリ 

ノズル

構造 無 － － 
・試験装置と実機は同一形状（寸法）のベンチュリノ

ズルを使用している。 

個数 有 

・実機のベンチュリノズルの個数は，ベンチュリノズ

ルのガス流速を試験で確認された範囲内となるよ

うに設定していることから，ベンチュリノズルの個

数の違いによる影響はない。 

・実機のガス流速は約 m/s であり， 

JAVA試験のガス流速は m/sである。 

金属 

フィルタ

構造 無 － － 
・試験装置と実機は同一仕様（

 ）の金属フィルタを使用している。 

表面積 有 
約 m2 

( ) 

約

m2 

( ) 

・実機の金属フィルタの表面積は，金属フィルタ内の

ガス流速を試験で確認された範囲内となるように

設定していることから，金属フィルタの表面積の違

いによる影響はない。

スクラビング

水 

薬剤 無 － － 

水位 有 ※ ※ 

・試験では，ベンチュリノズル頂部近傍の水位におい

て所定の性能が発揮できることを確認しているた

め，水位の違いによる影響はない。

銀ゼオライト 

容器 

吸着剤 無 － － 
・試験装置と実機は，同仕様の吸着材（銀ゼオライト）

を使用している。

厚さ 有 約 mm 
約

mm 

・ベントガスが適切な滞留時間となるように銀ゼオラ

イトの充てん量を設定している。

※適用性の欄に相違点を記載

・試験装置と実機は同じ薬剤を使用している。なお，

実機のｐＨは，試験で確認された性能を十分発揮で

きるよう，高アルカリに設定している。
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(6) ベンチュリスクラバ及び金属フィルタにおける除去係数

AREVA社製のフィルタ装置は，ベンチュリスクラバ及び金属フィルタを組み合わせることに

より，所定の除去性能（ＤＦ）を満足するよう設計されている。エアロゾルに対する除去効率

は，ベンチュリスクラバと金属フィルタを組み合わせた体系で評価を行っており，JAVA試験結

果では，試験を実施した全域にわたってＤＦ1,000以上を満足していることを確認している。 

JAVA試験ではベンチュリスクラバ単独でのエアロゾル除去性能を確認している試験ケース

もあり，実機運転範囲のガス流速において，ベンチュリスクラバ単独でもＤＦ  以上と評価

される。ベンチュリスクラバ単独でのエアロゾル除去性能を第4表に示す。 

ベンチュリスクラバによるエアロゾル除去の主な原理は慣性衝突効果であり，一般的にガス

流速が大きい方が除去効率は高く，ガス流速が小さい方が除去効率は低くなることから，実機

運転範囲以下のガス流速におけるベンチュリスクラバ単独での除去性能は，実機運転範囲と比

較して低下することが見込まれるが，後段の金属フィルタによる除去により，スクラバ容器全

体としては試験を実施した全域にわたって要求されるＤＦ1,000以上の除去性能を満足してい

ると考えられる。 

第4表 ベンチュリスクラバ単独でのエアロゾル除去性能 

(6) ベンチュリスクラバ及び金属フィルタにおける除去係数

Framatome社（旧 AREVA社）製のフィルタ装置（スクラバ容器）は，ベンチュリスクラバ

及び金属フィルタを組み合わせることにより，所定の除去性能（DF）を満足するよう設計さ

れている。 

スクラバ容器におけるエアロゾルに対する除去効率は，ベンチュリスクラバと金属フィル

タを組み合わせた体系で評価を行っており，JAVA試験結果では，試験を実施した全域にわ

たって DF1,000以上を満足していることを確認している。 

JAVA試験ではベンチュリスクラバ単独でのエアロゾル除去性能を確認している試験ケー

スもあり，実機運転範囲のガス流速において，ベンチュリスクラバ単独でも DF100以上と評

価される。ベンチュリスクラバ単独でのエアロゾル除去性能を表４に示す。 

ベンチュリスクラバによるエアロゾル除去の主な原理は慣性衝突効果であり，一般的にガ

ス流速が大きい方が除去効率は高く，ガス流速が小さい方が除去効率は低くなることから，

実機運転範囲以下のガス流速におけるベンチュリスクラバ単独での除去性能は，実機運転範

囲と比較して低下することが見込まれるが，後段の金属フィルタによる除去により，スクラ

バ容器全体としては試験を実施した全域にわたって要求される DF1,000以上の除去性能を

満足していると考えられる。 

表４ ベンチュリスクラバ単独でのエアロゾル除去性能 
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（参考）性能検証試験に係る品質保証について 

フィルタ装置の放射性物質除去性能は，JAVA試験及びJAVA PLUS試験で用いたベンチュリノズ

ル，金属フィルタ及び銀ゼオライトと同じ仕様・構造のものを，ISO9001等に適合した品質保証

体制を有するAREVA社において設計・製作することにより，JAVA試験及びJAVA PLUS試験と同じ性

能を保証する。  

(1) 性能保証

フィルタ装置に設置するベンチュリノズル，金属フィルタ及び銀ゼオライトは，AREVA社試

験（JAVA試験，JAVA PLUS試験）で用いた金属フィルタ，ベンチュリノズル及び銀ゼオライト

と同じ仕様・構造とする。また，ベンチュリノズル及び金属フィルタは，単体性能試験により

性能を確認している。 

これに加えて，ベンチュリノズル，金属フィルタ及び銀ゼオライト（よう素除去部）の運転

範囲は，AREVA社試験で確認している範囲内で運転されるよう格納容器圧力逃がし装置を設計

する。 

(2) AREVA社品質保証体制

ベンチュリノズル，金属フィルタ及び銀ゼオライトフィルタを製作するAREVA社は，フィル

タベントシステム納入実績を多数有しており，原子力プラントメーカとして下記の品質保証体

制を有している。 

・フィルタベントシステムの性能保証するAREVA社は，品質管理システムとしてISO9001を

2008年にSGS社から取得している。また，世界中の顧客要求品質要求に対応できるよう，

ASME NPT，N.S Stamp，KTA1401，1408，RCCM，RCC-E，EN ISO9001などの認証も取得して

いる。

・AREVA社は，システム設計・製作に際し，品質保証含めてプロジェクトを横断的に管理す

る部門を設置しており，技術要求仕様，品質要求仕様を指示し製作仕様に盛り込む体制が

整えられている。

・AREVA社は，原子力製品のエンジニアリング及びプロジェクト管理を世界レベルで展開し

ている。また，各種品質管理手順に従い外注先の品質管理を実施している。

（参考１）性能検証試験に係る品質保証について 

フィルタ装置の放射性物質除去性能は，JAVA 試験及び JAVA PLUS 試験で用いたベンチュリ

ノズル，金属フィルタ及び銀ゼオライトと同じ仕様・構造のものを，ISO9001等に適合した品

質保証体制を有する Framatome 社（旧 AREVA 社）において設計・製作することにより，JAVA

試験及び JAVA PLUS試験と同じ性能を保証する。 

(1) ベンチュリノズル

ベンチュリノズルの性能試験は，発注単位毎に ％の抜取にて行われる。試験ノズル 1

個に対して同じ試験を 回実施した上で，大きな差異がないことを確認している。 

(2) 金属フィルタ

金属フィルタは製品毎に性能試験を実施している。 

(3) 銀ゼオライト

銀ゼオライトの性能試験は，納入品と同一のロット番号のものによる性能試験を実施して

いる。 

以上(1)～(3)より，個別の単体性能試験を評価しており，実機についても JAVA 試験，JAVA PLUS

試験結果と同じ性能が出ることを確認している。 

 Framatome社（旧AREVA社）品質保証体制

ベンチュリノズル，金属フィルタ及び銀ゼオライトフィルタを製作するFramatome社（旧

AREVA社）は，フィルタベントシステム納入実績を多数有しており，原子力プラントメーカと

して下記の品質保証体制を有している。  

・フィルタベントシステムの性能保証するFramatome社（旧AREVA社）は，品質管理システム

としてISO9001を2008年にSGS社から取得している。また，世界中の顧客要求品質要求に対

応できるよう，ASME NPT，N.S Stamp，KTA1401，1408，RCCM，RCC-E，EN ISO9001などの

認証も取得している。

・Framatome社（旧AREVA社）は，システム設計・製作に際し，品質保証含めてプロジェクト

を横断的に管理する部門を設置しており，技術要求仕様，品質要求仕様を指示し製作仕様

に盛り込む体制が整えられている。

・Framatome社（旧AREVA社）は，原子力製品のエンジニアリング及びプロジェクト管理を世

界レベルで展開している。また，各種品質管理手順に従い外注先の品質管理を実施してい

る。

また，Framatome社（旧AREVA社）は海外での先行FCVS実績を多数有している。納入実績を表

１に示す。 

・資料構成の相違
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表１ Framatome社（旧 AREVA社）のフィルタベント納入実績 ・資料構成の相違
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（参考２）隣接するベンチュリノズルから噴出されるガスの相互影響について 

ベンチュリノズルは，分配管に対して直行する向きに設置されており，ノズル上部に設けた１

本あたり２ヶ所の噴出口から，ベントガスを水平下向きに噴き出す。その噴出口を隣接するベン

チュリノズルに向けないことで，隣接するベンチュリノズルに影響を与えない設計としている。

ベンチュリノズルの配置図を図１に示す。 

 なお， JAVA試験において，２本の隣接するベンチュリノズルを設置した試験を実施した結果，

１本の場合と比較して有意な性能差は見られず，試験を実施した全域にわたって，DF1,000以上

の除去効率が得られている。ベンチュリノズル部におけるガス流速に対する除去係数を図２に示

す。 

・記載方針の相違

図１ ベンチュリノズルの配置図 
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図２ ベンチュリノズル部におけるガス流速に対する除去係数 

 

 

《参考図書》 

1. 理化学辞典第 4版 
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 別紙 35 

 

JAVA PLUS試験結果を踏まえた銀ゼオライトフィルタの設計 

 

  ベントガスに含まれるガス状放射性よう素（無機よう素及び有機よう素）は，流量制限オリ

フィス下流に設置する銀ゼオライトフィルタを通過する際の化学反応にて捕集する。実機の銀

ゼオライトフィルタの設計において，除去係数と滞留時間の関係式，JAVA PLUS試験により得

られた除去係数及び滞留時間を用いることから，JAVA PLUS試験結果の実機への適用性につい

て，以下にまとめた。 

 

a．銀ゼオライトフィルタにおけるガス状放射性よう素の捕集 

ベントガスに含まれるガス状放射性よう素は，流量制限オリフィス下流に 設置する銀

ゼオライトフィルタを通過する際の化学反応にて捕集する。銀ゼオライトフィルタにおけ

るガス状放射性よう素の吸着速度は，総括物質移動係数Kを用いて以下のように表せる（参

考図書１，２）。 

 

        ・・・・・（式１） 

 

ｒ： 吸着剤充填密度  q ： よう素吸着量  K ： 総括物質移動係数 

C ： よう素濃度  C* ： よう素平均濃度 

 

   ここで，化学反応による吸着（不可逆反応）であることから，C* = 0とみ    

なし，式1は以下のように表せる。 

 

  ・・・・・（式２） 

 

・資料構成の相違 

 b．除去係数と滞留時間 

ガス状放射性よう素が銀ゼオライトフィルタを通過する際の物質収支は，吸着剤の微小

ベッド厚さΔz に対して，単位時間あたりのよう素濃度の低下率と吸収量が等しいとする

式３で表すことができる（参考図書３）。 

銀ゼオライトフィルタ通過前後における物質収支のイメージを図１に示す。 

 

− 𝑢 𝐴 Δ𝑡 Δ𝐶 =   𝐴 Δ𝑧 Δ𝑞   ・・・・・（式３） 

 

u：ガス流速  A：ガス通過断面積  t：単位時間

C：よう素濃度変化   ：吸着剤充填密度  z：ベッド厚さ

q：単位質量あたりのよう素吸着量
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図１ 銀ゼオライトフィルタ通過前後における物質収支のイメージ

ここで，左辺はガスに含まれる放射性よう素の変化量，右辺は銀ゼオライトフィルタ

で捕集した放射性よう素量を表す。z = u tより，両辺をA t zで除し，微小変化を

→∂とすると，式3は以下のように表せる。 

・・・・・（式４）

式４に式２を代入すると，以下のように表せる。 

・・・・・（式５）

式５を積分し，C0 を初期よう素濃度とすると，以下のように表せる。 

・・ ・・・（式６）

式6は銀ゼオライトフィルタをベントガスが通過する時間（滞留時間）に除去係数が

依存することを示している。また，銀ゼオライトフィルタの厚さが一定であることを考

慮すると，除去係数が銀ゼオライトフィルタを通過するベントガスの流速に依存するこ

とを示している。 

c．除去係数と滞留時間 

銀ゼオライトフィルタの除去性能に影響を与え得るベントガス条件として，ベントガ

スの流速以外に，過熱度，蒸気割合，銀ゼオライトフィルタ温度，銀ゼオライトフィル

タ圧力が考えられることから，これらの条件が式6の総括物質移動係数へ与える影響に

ついてJAVA PLUS試験結果により評価する。 

① 蒸気割合，銀ゼオライトフィルタ温度及び過熱度の影響
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表１ 蒸気割合，銀ゼオライトフィルタ温度及び過熱度が 

総括移動係数に与える影響 

② 銀ゼオライトフィルタ圧力及び過熱度の影響

表２ 銀ゼオライトフィルタ圧力及び過熱度が総括移動係数に与える影響(1) 

表３ 銀ゼオライトフィルタ圧力及び過熱度が総括移動係数に与える影響(2) 

③ まとめ

ベントガス条件（過熱度，蒸気割合，銀ゼオライトフィルタ温度及び銀ゼオライト
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フィルタ圧力）が，総括物質移動係数へ与える影響についてJAVA PLUS試験結果に基

づき評価した結果，総括物質移動係数が過熱度に依存することを確認した。なお，蒸

気割合，銀ゼオライトフィルタ温度及び銀ゼオライトフィルタ圧力は，銀ゼオライト

フィルタを通過するベントガスの過熱度を決定する因子となり得るものであり，これ

らのベントガス条件が総括物質移動係数に与える影響は，過熱度による影響に帰着す

るものと考えられる。 

以上から，銀ゼオライトフィルタの除去性能の評価や設計においては，式6に示さ

れる滞留時間，ベントガスの過熱度への考慮が重要である。 

d．JAVA PLUS試験結果の実機への適用 

銀ゼオライトフィルタの設計（必要ベッド厚の設計）においては，式6とJAVA PLUS

試験で得られた除去係数及び滞留時間を用い，実機の過熱度の運転範囲について，式7

の関係から実機に要求する除去係数を得るために必要となる滞留時間を算出し，銀ゼオ

ライトの必要ベッド厚を設定する。上記のとおり設計した島根2号炉の銀ゼオライトフ

ィルタの有機よう素除去係数を図2に示す。過熱度の運転範囲全域において，要求する

除去係数（DF50以上）を満足している。 
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図２  JAVA PLUS試験結果（実機条件補正） 

≪参考図書≫ 

1. 佐藤 忠正等（北海道大学） 充填層における吸着速度について，1958-12-18

2. 古谷英二等 単成分吸着における固定層吸着破過曲線と粒内有効拡散係数について，1978 年9

月（明治大学工学部研究報告）

3. 竹内 「吸着分離－入門から操作設計まで」（2000 年）
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別紙 9 

エアロゾルの再浮遊・フィルタの閉塞について 

 

  フィルタ装置を継続使用する場合，エアロゾルの除去性能に影響を与える可能性のある因子

として，以下の点を考慮する必要がある。 

   ・エアロゾルの再浮遊 

   ・フィルタの閉塞 

  それぞれの因子について，影響評価を実施する。 

 

 (1) エアロゾルの再浮遊 

  ａ．ベンチュリスクラバ 

   (a) 想定する状態 

     フィルタ装置を継続使用すると，ベンチュリスクラバで捕集されたエアロゾルによ

り，ベンチュリスクラバ内のエアロゾル濃度は徐々に上昇する。スクラビング水の水面

近傍には，水沸騰やベンチュリノズルを通るベントガスによる気流により，細かい飛沫

（液滴）が発生するが，その飛沫にエアロゾルが含まれていると，エアロゾルがベンチ

ュリスクラバの後段に移行することが考えられる。 

 

   (b) 影響評価 

     ベンチュリスクラバの後段には，金属フィルタが備えられており，この金属フィルタ

には， 

 

 

 

 

以上のとおり，フィルタ装置はベンチュリスクラバでのエアロゾルの再浮遊に対して考

慮した設計となっている。 

 

別紙 36 

エアロゾルの再浮遊・フィルタの閉塞について 

 

フィルタ装置を継続使用する際，粒子状放射性物質（エアロゾル）の除去に影響を与える可能

性のある因子として以下の点を考慮する必要がある。 

・ 粒子状放射性物質（エアロゾル）の再浮遊 

・ フィルタの閉塞 

 

 

(1) 粒子状放射性物質（エアロゾル）の再浮遊 

a. ベンチュリスクラバにおけるエアロゾルの再浮遊 

(a) 想定する状態 

ベンチュリスクラバにおいて捕集されたエアロゾルが蓄積すると，ベンチュリスクラバ

内のエアロゾル濃度は徐々に上昇する。ベンチュリスクラバでは，スクラビング水の沸騰

やベントガスの気流により細かい液滴が発生し，その液滴に内包されるエアロゾルがフィ

ルタ装置（スクラバ容器）下流側に放出されることが考えられる。 

 

 

(b) 影響評価 

フィルタ装置（スクラバ容器）は，ベンチュリスクラバの後段に金属フィルタが設置さ

れている。この金属フィルタには，ベンチュリスクラバからの液滴を除去するための機構

（プレフィルタ，湿分分離機構）及びドレンをベンチュリスクラバ内に戻すためのドレン

配管が設置されている。そのため，ベンチュリスクラバで発生した液滴はメインフィルタ

に到達する前に除去される。また，液滴の微細化や蒸発によってエアロゾルが放出される

可能性があるが，これはメインフィルタにて捕集される。 

以上のとおり，フィルタ装置（スクラバ容器）は，ベンチュリスクラバでのエアロゾル

の再浮遊に対して考慮した設計としている。 

なお，JAVA 試験では，液滴が発生しやすいガス流速が大きい場合について試験を行っ

ており，エアロゾルの除去係数が低下しないことを確認している。ベンチュリノズル部に

おけるガス流速に対する除去係数を図１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 
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図１ ベンチュリノズル部におけるガス流速に対する除去係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

  ｂ．金属フィルタ 

   (a) 想定される状態 

     

 

 

 

  

  (b) 影響評価 

     金属フィルタに捕集されたエアロゾルの崩壊熱は，ベント中はベントガスの流れによ

って冷却され，ベント後はベンチュリスクラバに捕集したエアロゾルの崩壊熱により発

生する蒸気によって冷却されることから，この影響について評価する。 

 

   (ⅰ) 金属フィルタへのエアロゾル移行割合 

      フィルタ装置では，ベンチュリスクラバにより大部分のエアロゾルが捕集される。

このベンチュリスクラバによる除去性能を考慮して，金属フィルタへのエアロゾル移

行割合は，フィルタ装置に移行する総量の     とする。（別紙 46 第 4 表） 

 

 

 

 

 

 

b. 金属フィルタにおけるエアロゾルの再浮遊 

(a) 想定する状態 

金属フィルタにおいて捕集されたエアロゾルが蓄積すると，崩壊熱によりフィルタ部の

温度が上昇し，放射性物質の融点・沸点を超えた場合に液体・気体となる。これらの液体・

気体がベントガスに流された場合，金属フィルタ下流側にエアロゾルが放出されることが

考えられる。 

 

(b) 影響評価 

金属フィルタに捕集されたエアロゾルの崩壊熱による金属フィルタの上昇温度を，エア

ロゾルが再浮遊に至る温度と比較することで，この影響について確認した。 

以下に評価に用いた条件とその結果を示す。 

 

①  金属フィルタへのエアロゾル移行割合 

フィルタ装置（スクラバ容器）では，ベンチュリスクラバにより大部分のエアロゾル

が捕集される。このベンチュリスクラバによる除去性能を考慮して，金属フィルタへの

エアロゾル移行割合は，フィルタ装置に移行する総量の 1/100とする。（別紙 34表４） 
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(ⅱ) 蒸気割合 

 保守的に評価するため，冷却源となる蒸気量が最も小さくなるような条件として格

納容器圧力逃がし装置の隔離弁を閉とした場合を想定し，蒸気量はスクラビング水に

捕集される崩壊熱による蒸気量とし，圧力，温度条件はベント後長期間を経た後と想

定し，大気圧及びその飽和温度とする。 

・蒸気潜熱（100℃飽和蒸気）＝ 2.256E+6 J／kg

・比熱（100℃飽和蒸気）＝ 2,077 J／kg℃

(ⅲ) 評価結果 

 ここで，金属フィルタの上昇温度は流入するエアロゾルの崩壊熱量（フィルタ装置

内の発熱量）に関わらず，金属フィルタへのエアロゾル移行割合で一義的に決まり，

ベント後長期間を経た後を想定した蒸気条件を使用すると，以下の評価結果となる。 

・上昇温度≒

したがって，金属フィルタの温度は，エアロゾルの再浮遊が起こるような温度（参

考：CsOHの融点：272.3℃）に対し十分低く抑えることができる。 

② 冷却ガス条件

a．ベント後短期 

金属フィルタに捕集されたエアロゾルの崩壊熱は，膨大な流量のベントガスによ

って冷却される。 

b．ベント後長期 

ベントガス流量が低下するベント後長期においては，格納容器を不活性化するた

めに供給する窒素ガス及びスクラビング水に捕集されるエアロゾルの崩壊熱によ

る蒸気によって冷却される。 

c．ベント停止後 

ベント停止後においては，格納容器フィルタベント系を不活性化するために供給

する窒素ガス及びスクラビング水に捕集されるエアロゾルの崩壊熱による蒸気に

よって冷却される。 

したがって，冷却源となるガス流量が最も小さくなるような条件を想定するため，ス

クラビング水に捕集される崩壊熱による蒸気量は考慮せず，系統を不活性化するために

供給する窒素ガス流量のみを冷却ガス条件とする。圧力・温度条件はベント後長期を想

定して大気圧及びその飽和温度とする。 

・窒素ガス流量 ＝ 100 m3/h[normal]

・窒素ガス比熱 ＝ 1040 J/kg・℃

・窒素ガス密度 ＝ 1.25 kg/m3[normal]

② 評価結果

金属フィルタに捕集されたエアロゾルの崩壊熱による冷却ガスの上昇温度を評価す

ることで簡易的に金属フィルタの上昇温度を評価する。金属フィルタ内で発生する崩壊

熱の全量    が冷却ガスに移行したと仮定し，以下の評価式にて金属フ

ィルタの上昇温度を評価した。 

 

 ・上昇温度 ≒   ℃ 

したがって，金属フィルタの温度はエアロゾルの再浮遊が起こるような温度

に対して十分に低く抑えることができる。 

・評価方針の相違

島根２号炉は，最も保守的な

条件を検討し，冷却ガスが窒素

ガスのみの場合について評価し

ている 

・評価方針の相違

島根２号炉は，最も保守的な

条件を検討し，冷却ガスが窒素

ガスのみの場合について評価し

ている 

)m/kg()sm()kgJ(

)W(
)(

33 窒素ガス密度窒素ガス流量℃比熱

量金属フィルタ内の発熱
℃上昇温度
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なお，長期的には，窒素ガスを停止することも考えられることから，窒素ガスを停止

した場合の評価を実施した結果，問題ないことを確認している。（参考１） 

・記載方針の相違

(2) フィルタの閉塞

  ａ．想定する状態 

 炉心損傷後のベント時には，溶融炉心から発生するエアロゾルに加え，炉内構造物の過

温などによるエアロゾル，コア－コンクリート反応により発生する CaO2 等のコンクリー

ト材料に起因するエアロゾル，保温材等の熱的・機械的衝撃により発生する粉塵がフィル

タ装置に移行する可能性がある。これらのエアロゾルの影響により，ベンチュリノズルの

狭隘部や金属フィルタに付着し，閉塞する可能性について考慮する。 

また，金属フィルタについては，液滴の付着による閉塞についても考慮する。 

ｂ．影響評価 

(a) ベンチュリノズル

ベンチュリノズルの狭隘部は数 cmであり，狭隘部を通過するガス流速は高速となる。

これに対して，エアロゾルの粒子径は極めて小さく，ベンチュリノズルが閉塞すること

はない。 

(b) 金属フィルタ（エアロゾルによる閉塞）

ベンチュリスクラバで捕集されなかったエアロゾルは，後段の金属フィルタに捕集さ

(2) フィルタの閉塞

a．想定する状態 

(a) ベンチュリノズルにおけるエアロゾルによる閉塞

炉心損傷後のベント時には，放射性エアロゾルに加えて，炉内構造物の過温等により発

生する非放射性エアロゾル，コアコンクリート反応により発生する CaO 等の非放射性エア

ロゾル等がフィルタ装置（スクラバ容器）に移行する可能性がある。これらのエアロゾル

がベンチュリノズルの狭隘部を閉塞することが考えられる。 

(b) 金属フィルタにおけるエアロゾルによる閉塞

炉心損傷後のベント時には，放射性エアロゾルに加えて，炉内構造物の過温等により発

生する非放射性エアロゾル，コアコンクリート反応により発生する CaO 等の非放射性エア

ロゾル等がフィルタ装置（スクラバ容器）に移行する可能性がある。これらのエアロゾル

が金属フィルタに付着して閉塞することが考えられる。 

(c) 金属フィルタにおける液滴による閉塞

金属フィルタに移行するベントガスに含まれる液滴（湿分）は，

液滴を分離しているが，低流速では

慣性力による衝突により液滴を分離する機能が低下することが考えられる。 

ｂ．影響評価 

(a) ベンチュリノズルにおけるエアロゾルによる閉塞

ベンチュリノズルにおける狭隘部は  であり，これに対して流入するエアロゾル

の粒径は と極めて小さい。ベンチュリノズルにおける狭隘部を通過するガ

ス流速も高速であることから，閉塞が発生することはない。また，機械的破損によって生

じる断熱材の破片等を含む 以上の粒径については速やかに格納容器内に落

下するため，フィルタ装置へ流入することはない。 

(b) 金属フィルタにおけるエアロゾルによる閉塞

フィルタ装置（スクラバ容器）において，ベンチュリスクラバで捕集されなかったエア
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れる。この金属フィルタに捕集されるエアロゾル量と金属フィルタの許容負荷量を比較

し，閉塞しないことを以下のとおり確認した。 

(ⅰ) 金属フィルタの許容負荷量 

金属フィルタ単体に対し，エアロゾルを供給した場合，負荷量は     まで許

容されることが確認されている。 

(ⅱ) エアロゾル量 

格納容器からのエアロゾルの移行量を保守的に評価するため，サプレッション・プ

ール水でのスクラビング効果がないドライウェルベント時の格納容器からフィルタ

装置に移行するエアロゾル量について，核分裂生成物の炉内内蔵量とＮＵＲＥＧ－

1465に基づく炉心から格納容器へ放出される核分裂生成物の割合を用いて評価した

結果，約 38kgとなる。さらに，エアロゾルに係る海外規制を踏まえ，400kgに設定

している。（別紙 2） 

このエアロゾル重量に金属フィルタへのエアロゾル移行割合  1／100 を考慮す

る（別紙 46 第 4 表）と，設計エアロゾル重量（400kg）に対して金属フィルタへの

移行量は，4kgとなる。 

(ⅲ) 評価結果 

金属フィルタの総面積は  であり，設計エアロゾル移行量に対する金属フィル

タへの移行量は 4kgとなることから，金属フィルタの負荷は

となる。 

これは金属フィルタの許容負荷量に対して十分小さいことから，金属フィルタが閉

塞することはない。 

(c) 金属フィルタ（液滴による閉塞）

金属フィルタに移行するベントガスに含まれる液滴（湿分）は，

低流速では， 機能の低下が懸念されるものの，

JAVA 試験における下記の結果から，金属フィルタ部におけるエアロゾルの除去性能は

運転範囲を下回る低速範囲 

においても低下しないと考えられる。 

① ベントフィルタ運転範囲を下回る低流速範囲においても，第 1 図のとおりベント

フィルタ（ベンチュリスクラバ及び金属フィルタ）の除去性能が確保されている。 

② 

ロゾルは後段の金属フィルタに移行する。この金属フィルタに移行するエアロゾル量と金

属フィルタの設計負荷量を比較し，閉塞が発生しないことを以下のとおり確認した。 

① 金属フィルタの設計負荷量

金属フィルタは，エアロゾルを供給した場合，  g/m2まで閉塞によるリスクが極め

て低い運用が可能であり， g/m2 まで急速な差圧の上昇が起こらず，金属フィルタ

の機能が確保できることが Framatome社（旧 AREVA社）により検証されている。 

② エアロゾル量

格納容器からのエアロゾル移行量を保守的に 300 kg とし，このエアロゾル重量に金

属フィルタへのエアロゾル移行割合 1/100を考慮すると，金属フィルタに移行するエア

ロゾル重量の最大は３kgとなる。

③ 評価結果

(c) 金属フィルタにおける液滴による閉塞

JAVA試験による金属フィルタにおけるガス流速に対する除去係数を図２に示す。金属フ

ィルタにおけるエアロゾルの除去性能は運転範囲を下回る低速範囲

においても低下していない。 
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     以上から，プレフィルタ及び湿分分離機構における，液滴分離が十分に実施でき，液

滴（湿分）によるメインフィルタの閉塞が発生することはないと評価する。 

 

 

第 1 図 金属フィルタ部におけるガス流速に対するベンチュリスクラバと 

金属フィルタを組み合わせた除去係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

したがって，プレフィルタ及び湿分分離機構における，液滴分離が十分に実施でき，液滴

（湿分）によるメインフィルタの閉塞が発生することはない。 

 

 

 

図２ 金属フィルタにおけるガス流速に対する除去係数 
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（参考１）ベント停止後の金属フィルタにおけるエアロゾルの再浮遊について 

フィルタ装置を使用すると，金属フィルタは捕捉した放射性物質の崩壊熱により発熱する。万

一，金属フィルタの温度が捕捉した放射性物質の融点よりも高くなってしまうと，捕捉した放射

性物質が金属フィルタより再浮遊してしまう恐れがある。このため，金属フィルタの温度は，金

属フィルタに捕捉された放射性物質の融点以下である必要がある。 

フィルタ装置使用中は，金属フィルタにはベントガスが通気されることから，金属フィルタに

捕捉された放射性物質の崩壊熱は除去される。一方，フィルタ装置使用後においては，ベントガ

スによる熱の除去はできないことから，金属フィルタの温度は上昇する。そこで，フィルタ装置

使用後におけるフィルタ装置金属フィルタ部の温度評価を行った。 

・記載方針の相違

１．評価条件 

（１）金属フィルタの発熱量 

有効性評価シナリオ（冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動

力電源喪失，Ｄ／Ｗベント）における金属フィルタに捕捉される放射性物質の崩壊熱を評価

する。本シナリオにてフィルタ装置に流入する粒子状放射性物質の総崩壊熱は約  とな

る。 

ベンチュリスクラバの DF100 以上を考慮し，ベンチュリスクラバの後段に設置する金属フ 
ィルタに捕捉される崩壊熱は    となる。 

そこで，金属フィルタ部の温度評価を実施する際の金属フィルタ捕捉崩壊熱を，

に対して，放射性物質の不均一な付着等を考慮しても十分保守的な  に設定する。 

 また，崩壊熱は保守的に全量がメインフィルタのみから発熱するものとする。 

（２）解析モデル 

解析モデルを図１に示す。解析モデルは２次元モデルとし，対称性を考慮して金属フィル

タ部半分をモデル化範囲とした。解析モデルは金属フィルタ周辺部を模擬し，保温材，自然

対流及び輻射を考慮した境界条件とした。また，スクラビング水が無い状況（流体は空気）

を想定し，スクラバ容器内の初期温度 60℃，周囲雰囲気温度 60℃(一定)の温度条件とした。

なお，発熱による温度上昇が保守的になる（周辺に熱が逃げにくく，金属フィルタ内に発熱

した熱がこもる）よう，湿分分離機構はモデル化していない。 

メインフィルタ及びプレフィルタはステンレス製メッシュであり，本解析ではステンレスの体

積比率 ％として密度，比熱，熱伝導率を設定した。 
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図１ 解析モデル 

（３）解析条件 

金属フィルタ部の発熱温度解析の条件を表１に示す。 

表１ 金属フィルタ部の発熱温度解析条件

項目 条件 

解析コード STAR-CCM+（Ver.10.06） 

解析タイプ 定常計算（自然対流） 

乱流モデル Realizable k-ε 2層モデル 

差分スキーム 風上 2次 

雰囲気温度 60℃ 

圧力 101325Pa（大気圧） 

（ベント後，スクラビング水ドレン後を想定） 

流体 空気 100％（スクラビング水無し） 

保温材 考慮

輻射 考慮 
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２．解析結果 

金属フィルタ部の発熱解析結果を図２に示す。発熱源としたメインフィルタの最大温度は約

 ℃となった。 

図２ 温度分布解析結果 

フィルタ装置使用時に格納容器から飛来する放射性物質のうち，高揮発性の水酸化セシウムの

融点は約 272℃である。このため，金属フィルタに捕捉される放射性物質の崩壊熱が  kWの場

合，金属フィルタのメインフィルタ部の温度は放射性物質の融点以下となり，捕捉された放射性

物質が再浮遊する可能性は低いと考えられる。 
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（参考２）ベンチュリノズルの脱落防止対策について 

ベンチュリノズルは，図１に示す通り，取付ボルトにより接続されている。ベント中は，ベン

チュリノズルからベントガスが勢いよく噴射され，それによる流力振動によりベンチュリノズル

の取付ボルトが緩む恐れがある。取付ボルトが緩み，ベンチュリノズルが脱落してしまった場合，

ベンチュリスクラバの除去効率が低下すると考えられる。 

 そこで，図２に示す通り，ベンチュリノズルの取付ボルトに舌付き座金を施し，フィルタ装置

使用時のベンチュリノズルの取付ボルトの緩みを防止することとする。 

・記載方針の相違

図１ ベンチュリノズル構造図 

図２ 舌付き座金の取付け状態 
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別紙 10 

ベンチュリスクラバにおける無機よう素の再揮発・薬剤の容量不足について 

 

  フィルタ装置を継続使用する場合，ベンチュリスクラバの無機よう素除去性能に影響を与え

る可能性のある因子として，以下の点を考慮する必要がある。 

  ・無機よう素の再揮発 

  ・薬剤の容量不足 

  

 それぞれの因子について，影響評価を実施する。 

 

(1) 無機よう素の再揮発 

 

  ａ．想定する状態 

    気液界面における無機よう素の平衡については温度依存性があり，温度の上昇に伴い気

相中に移行する無機よう素が増えることが知られている。高温のベントガスによりスクラ

ビング水の温度が上昇した場合，スクラビング水中に捕集された無機よう素が気相中に再

揮発することが考えられる。 

 

  ｂ．影響評価 

無機よう素の除去係数の温度依存性については，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5732 に類似の影

響評価に関する知見が得られている（参考図書 1）。 

    ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5732 によれば，格納容器内のよう素の化学形態について，気相中

のよう素と液相中のよう素の挙動は 2 つの効果が組み合わさって影響を受けることとな

る。 

 

    ① 液相中における無機よう素（I２）とよう素イオン（I－）の平衡 

      放射線環境下において，液相中における無機よう素とよう素イオンの存在比は以下

のように表される。 

F =
[I2]

[I2] + [I−]
 

      [I２]と[I－]は，無機よう素とよう素イオンの濃度を表す。この平衡反応はｐＨに

強く依存する。第 1図にｐＨに対する平衡の関係を示す。 
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フィルタ装置を継続使用する際，ガス状放射性よう素の除去に影響を与える可能性のある因子

として以下の点を考慮する必要がある。 

・ガス状放射性よう素の再揮発 

  ・薬剤の容量不足 

 

それぞれの因子について，影響評価を実施する。 

 

(1) ガス状放射性よう素の再揮発 

a. ベンチュリスクラバにおけるガス状放射性よう素の再揮発 

(a) 想定する状態 

気液界面における無機よう素の平衡については温度依存性があり，温度の上昇に伴い気相

中に移行する無機よう素が増えることが知られている。高温のベントガスによりスクラビン

グ水の温度が上昇した場合，スクラビング水中に捕集された無機よう素が気相中へ再揮発す

ることが考えられる。 

 

(b) 影響評価 

ベンチュリスクラバでの無機よう素の除去係数の温度依存性について，NUREG/CR-5732に

類似の影響評価に関する知見が得られている（参考図書１）。 

NUREG/CR-5732によると，格納容器内のよう素の化学形態について，気相中のよう素と液

相中のよう素の挙動は以下の２つの効果が組み合わさったものであることが知られている。 

 

 

①液相中における無機よう素（I2）とよう化物イオン（I－）の平衡 

放射線環境下において，液相中の無機よう素（I2）とよう化物イオン（I－）の存在比

は以下のように表される。 

 

                         ・・・（1） 

 

（1）式の[I2]及び[I－]は無機よう素（I2）及びよう化物イオン（I－）の濃度を表す。

この平衡反応はｐＨに強く依存し，ｐＨに対して図１の関係を持つ。 
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第 1図 液相中における I２と I－の平衡とｐＨの関係 

 

 

図１ 液相中における I2と I－の平衡とｐＨの関係 

 

 

② 液相と気相の無機よう素（I２）の平衡 

      液相中の無機よう素（I２（aq））と気相中の無機よう素（I2（g））の存在比は以下

のように表される。 

P =
[I2(aq)]

[I2(g)]
 

 

     [I2（aq）]及び[I2（g）]はそれぞれ液相中の無機よう素濃度及び気相中の無機よう

素濃度を表す。この平衡は，以下の関係で温度に依存する。 

 

log10 P = 6.29 − 0.0149T         T：絶対温度 

 

 

 

      気液界面（フィルタ装置水面）における無機よう素の平衡については，②のとおり

温度依存性があり，スクラビング水の水温が高い方が気相の無機よう素の割合が増え

る。しかし，アルカリ環境下では，①の無機よう素とよう素イオンの平衡により液相

中に存在する無機よう素が極めて少なく，無機よう素の気相部への移行量は，スクラ

ビング水の温度が上昇しても十分小さい値となる。 

 

 

      JAVA 試験は，高温のベントガスを用いて，無機よう素が気相中に移行しやすい条

件での試験を実施しており，温度上昇による影響に配慮したものとなっている。 

      JAVA 試験で得られた無機よう素除去性能試験の結果を第 1 表に，温度に対する無

機よう素除去性能の関係を第 2図に示す。 

 

 

② 液相と気相の無機よう素（I2）の平衡 

液相中における無機よう素（I2(aq)）と気相中における無機よう素（I2(g)）の存在比

は以下のように表される。 

 

            ・・・・・・・・（2） 

 

（2）式の Pは気液分配係数，[I2(aq)]及び[I2(g)]は液相中の無機よう素濃度及び気相

中の無機よう素濃度を表す。この平衡は，以下の関係で温度に依存する。 

 

               ・・・（3） 

 

（3）式での Tは絶対温度[K]である。 

 

以上①，②より，格納容器内のよう素の化学形態については，ｐＨが低いと液相中の無機

よう素の割合が増え，温度が高い方が気相中の無機よう素の割合が増える関係にある。 

ベンチュリスクラバでの気液界面における無機よう素の平衡についても， ②の温度依存

性があり，温度の上昇に伴い気相中に移行する無機よう素が増える（以下，「気液分配係数

の影響」という。）関係にあるものの，アルカリ性環境下では，①よりスクラビング水中に

存在する無機よう素（I2）が極めて少なくなるため，無機よう素の気相部への移行量はスク

ラビング水の温度が上昇したとしても十分小さい値となる。 

JAVA 試験では，気液分配係数の影響を受けやすい高温状態での実験を行っており，スク

ラビング水の温度上昇による影響を配慮したものとなっている。表１にベンチュリスクラバ

における無機よう素除去性能試験結果（JAVA試験結果）,図２に除去係数と温度の関係を示

す。 

これより，アルカリ性環境下であれば，高温状態でも除去係数が 100以上であることが確

認されており，また，有意な除去係数の温度依存性は確認できない。 
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第 1表 JAVA試験結果（無機よう素除去性能試験結果） 表１ ベンチュリスクラバにおける無機よう素除去性能試験結果 

第 2図 温度に対する無機よう素除去性能 

図２ 無機よう素の除去係数と温度の関係(図中の数値はｐＨ) 

(2) 薬剤の容量不足

  ａ．想定する状態 

(1)式に示すとおり，無機よう素はベンチュリスクラバにて薬剤（        ）

との反応により捕集されるが，薬剤の容量を超える無機よう素が流入した場合には，無機

(2) 薬剤の容量不足

  ａ．想定する状態 

(1)式に示すとおり，無機よう素はベンチュリスクラバにて薬剤（ ）

との反応により捕集されるが，薬剤の容量を超える無機よう素が流入した場合には，無機
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よう素は捕集されずに下流に流出されることが考えられる。 

・・・・（1）

  ｂ．影響評価 

 スクラビング水に含まれる        の量は，格納容器から放出される無機よう

素の量に対して十分大きいことから，容量に達することはないことを以下のとおり確認し

た。 

(a) スクラビング水の薬剤の保有量

スクラビング水に含まれる  の割合は待機時下限水位に対して  

であるため， となり の量は     となる。 

(b) 無機よう素の流入量

ベンチュリスクラバに流入する無機よう素の量を以下のとおり設定した。

・事故時に炉内に内蔵されるよう素元素量

ＢＷＲプラントにおける代表炉心（ＡＢＷＲ）の平衡炉心末期を対象としたＯＲＩ

ＧＥＮ２コードの計算結果に対して，東海第二発電所の熱出力（3,293MW）を考慮し

て算出した結果，約 24.4kgとする。 

・格納容器への放出割合

ＮＵＲＥＧ－1465に基づき，格納容器内へのよう素の放出割合を 61％とする。

・格納容器に放出されるよう素の元素割合

Regulatory Guide 1.195 に基づき，よう化セシウム 5％，無機よう素 91％，有機

よう素 4％とする。 

以上より，ベンチュリスクラバに流入する無機よう素（分子量 253.8g／mol） 

の量は      となる。 

(c) 評価結果

ベンチュリスクラバにおける無機よう素の反応はアルカリ環境下において(1)式に示

すとおりであることから，ベンチュリスクラバに流入する無機よう素   の反応に

必要な   の量は     となる。スクラビング水に含まれる。 

の量は    であることから，      が容量不足となることはない。 

・設計方針の相違

(3) 薬剤の管理について

 は化学的に安定しており，系統待機中において，変質することがないこと

から，ＰＷＲにおける同目的の薬品タンクの水質確認頻度を考慮し，        の濃

度が       であることを施設定期検査ごとに確認する。 

また，上記管理について，原子炉施設保安規定に規定する。 

(3) 薬剤の管理について

 は化学的に安定しており，系統待機中において，変質することがな

いことから，ＰＷＲにおける同目的の薬品タンクの水質確認頻度を考慮し， 

 の濃度が  であることを施設定期事業者検査ごとに確認する。 

また，上記管理について，原子炉施設保安規定に規定する。 

よう素は捕集されずに下流に流出されることが考えられる。 

・・・・（1）

  ｂ．影響評価 

 スクラビング水に含まれる  の量は，格納容器から放出される無機

よう素の量に対して十分大きいことから，容量に達することはないことを以下のとおり確

認した。 

(a) スクラビング水の薬剤の保有量

スクラビング水に含まれる  の割合は，ベント運転時の上限水位

に対して  であるため，  となり  の量は となる。 

(b) 無機よう素の流入量

ベンチュリスクラバに流入する無機よう素の量を以下のとおり設定した。

・事故時に炉内に内蔵されるよう素元素量

ＢＷＲプラントにおける代表炉心（ＡＢＷＲ）の平衡炉心末期を対象としたＯＲＩ

ＧＥＮ２コードの計算結果に対して，島根２号炉の熱出力（2,436MW）を考慮して算

出した結果，約 18.1kgとする。 

・格納容器への放出割合

ＮＵＲＥＧ－1465 に基づき，格納容器内へのよう素の放出割合を 61％とする（参

考図書２）。 

・格納容器に放出されるよう素の元素割合

Regulatory Guide 1.195 に基づき，よう化セシウム 5％，無機よう素 91％，有機

よう素 4％とする（参考図書３）。 

以上より，ベンチュリスクラバに流入する無機よう素（分子量 253.8g／mol） 

の量は  となる。 

(c) 評価結果

ベンチュリスクラバにおける無機よう素の反応はアルカリ環境下において(1)式に示

すとおりであることから，ベンチュリスクラバに流入する無機よう素  の

反応に必要な  の量は  となる。スクラビング水に含まれる 

の量は  であることから，  が容量不足となることはな

い。 
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<参考図書> 

1. ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5732_ORNL／TM－11861 Iodine Chemical Forms in LWR Severe Accidents 

2. ＮＵＲＥＧ－1465 “Accident Source Terms for Light-Water Nuclear Power Plants”Feb.1995 

3. Regulatory Guide 1.195,“Methods and assumptions for evaluating radiological 

consequences of design basis accidents at light-water nuclear power reactors” 

<参考図書> 

1. ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5732_ORNL／TM－11861 Iodine Chemical Forms in LWR Severe Accidents 

2. ＮＵＲＥＧ－1465 “Accident Source Terms for Light-Water Nuclear Power Plants”Feb.1995 

3. Regulatory Guide 1.195,“Methods and assumptions for evaluating radiological 

consequences of design basis accidents at light-water nuclear power reactors” 

 

 

 

 

 

 

（参考）有機よう素の生成割合に関する REGULATORY GUIDE 1.195 の適用について 

 

有機よう素の生成割合は，Regulatory Guide 1.195 “Methods and Assumptions for Evaluating 

Radiological Consequences of Design Basis Accidents at Light Water Nuclear Power 

Reactors”で示されたよう素の存在割合を用い，4％を仮定している。 

格納容器中の無機よう素等から有機よう素への転換割合，重大事故時におけるｐＨ調整と有機

よう素の生成割合に関する評価を以下に示す。 

 

ａ．格納容器中の無機よう素等から有機よう素への転換割合 

ＷＡＳＨ－1233 “Review of Organic Iodide Formation Under Accident Conditions in 

Water-Cooled Reactors”では，粒子状よう素（CsI）を除く無機よう素等（I2，HI，I）から有

機よう素（CH3I）への転換に関して，格納容器内を模擬した種々の実験結果に基づいて提案して

いる（参考図書 1）。 

一方，ＮＵＲＥＧ－0772 “Technical Basis for Estimating Fission Product Behavior during 

LWR Accidents”において，上記のＷＡＳＨ－1233 の実験結果を再度評価し，ＷＡＳＨ－1233

で示される有機よう素への転換割合は，有機よう素の生成を導くメカニズムの定義付けが十分で

はなく，保守的としている（参考図書 2）。 

ＷＡＳＨ－1233及びＮＵＲＥＧ－0772に示されている，それぞれの有機よう素への転換割合を

第 2 表に示す。 

（参考１）Regulatory Guide 1.195の適用について 

 

有機よう素の生成割合は，Regulatory Guide 1.195 “Methods and Assumptions for Evaluating 

Radiological Consequences of Design Basis Accidents at Light Water Nuclear Power Reactors”

で示されたよう素の存在割合を用い，４%を仮定している（参考図書１）。 

格納容器中の無機よう素等から有機よう素への転換割合，重大事故時におけるｐＨ調整と有機

よう素の生成割合に関する評価を以下に示す。 

 

a．格納容器中の無機よう素等から有機よう素への転換割合 

WASH-1233 “Review of Organic Iodide Formation Under Accident Conditions in 

Water-Cooled Reactors”では，粒子状よう素（CsI）を除く無機よう素等（I2，HI，I）から

有機よう素（CH3I）への転換に関して，格納容器内を模擬した種々の実験結果に基づいて提案

している（参考図書２）。 

一方，NUREG-0772 “Technical Basis for Estimating Fission Product Behavior during LWR 

Accidents”において，上記のWASH-1233 の実験結果を再度評価し，WASH-1233 で示される有

機よう素への転換割合は，有機よう素の生成を導くメカニズムの定義付けが十分ではなく，保

守的としている（参考図書３）。 

WASH-1233及びNUREG-0772に示されている，それぞれの有機よう素への転換割合を表１に示

す。 

 

 

第 2表 格納容器中の無機よう素等から有機よう素への転換割合 

有機よう素 ＷＡＳＨ－1233 ＮＵＲＥＧ－0772 

非放射線場 1％未満 0.01％未満 

放射線場 2.2％未満 0.02％未満 

合計 3.2％未満 0.03％未満 
 

表１ 格納容器中の無機よう素等から有機よう素への転換割合 

有機よう素 WASH-1233 NUREG-0772 

非放射線場 1%未満 0.01%未満 

放射線場 2.2%未満 0.02%未満 

合計 3.2%未満 0.03%未満 
 

 

ＮＵＲＥＧ－1465 “Accident Source Terms for Light-Water Nuclear Power Plants”では，

無機よう素等から生成される有機よう素の転換割合として，ＷＡＳＨ－1233で示される 3.2％

（合計）に基づき決定している。しかし，ＷＡＳＨ－1233では有機よう素の生成反応のみを考

慮し，放射線による分解反応については考慮していないこと，格納容器内での有機よう素の生成

割合を評価していることなどから，ＮＵＲＥＧ－0772のレビュー結果と同様，相当な保守性を

持った値としている。 

 

NUREG-1465 “Accident Source Terms for Light-Water Nuclear Power Plants”では，無

機よう素等から生成される有機よう素の転換割合として，WASH-1233で示される3.2%（合計）

に基づき決定している（参考図書４）。しかし，WASH-1233では有機よう素の生成反応のみを

考慮し，放射線による分解反応については考慮していないこと，格納容器内での有機よう素の

生成割合を評価していることなどから，NUREG-0772 のレビュー結果と同様，相当な保守性を

持った値としている。 
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ｂ．重大事故時におけるｐＨ調整と有機よう素の生成割合 

ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5732 “Iodine Chemical Forms in LWR Severe Accidents”では，ｐＨと

よう素の存在割合について，ｐＨの低下に伴って無機よう素等への生成割合が増加する知見が示

されており，ｐＨ調整が実施されている場合とｐＨ調整が実施されていない場合のそれぞれにつ

いて，重大事故時のよう素形態に関して，複数のプラントに対するよう素の発生量を評価してい

る。ｐＨ調整が実施されている場合の結果を第 3表に，ｐＨ調整が実施されていない場合の結果

を第 4表に示す。BWRプラント（Grand Gulf，Peach Bottom）では，重大事故時において，ｐＨ

調整の実施の有無に限らず，有機よう素の生成割合は 1％以下となっている。 

b．重大事故時におけるｐＨ調整と有機よう素の生成割合 

NUREG/CR-5732 “Iodine Chemical Forms in LWR Severe Accidents”では，ｐＨとよう素

の存在割合について，ｐＨの低下に伴って無機よう素等への生成割合が増加する知見が示され

ており，ｐＨ調整が実施されている場合とｐＨ調整が実施されていない場合のそれぞれについ

て，重大事故時のよう素形態に関して，複数のプラントに対するよう素の発生量を評価してい

る（参考図書５）。ｐＨ調整が実施されている場合の結果を表２に，ｐＨ調整が実施されてい

ない場合の結果を表３に示す。BWRプラント（Grand Gulf，Peach Bottom）では，重大事故時

において，ｐＨ調整の実施の有無に限らず，有機よう素の生成割合は１%以下となっている。 

第 3表 重大事故時にｐＨ調整を実施した場合の有機よう素の生成割合 表２ 重大事故時にｐＨ調整を実施した場合の有機よう素の生成割合 

第 4表 重大事故時にｐＨ調整を実施しない場合の有機よう素の生成割合 表３ 重大事故時にｐＨ調整を実施しない場合の有機よう素の生成割合 

以上より，有機よう素の生成割合については不確定さがあるものの，Regulatory Guide 1.195

で示されている 4％は十分な保守性を有していると考えられることから，設計値として採用して

いる。 

以上より，有機よう素の生成割合については不確定さがあるものの，Regulatory Guide 1.195

で示されている４%は十分な保守性を有していると考えられることから，設計値として採用し

ている。 
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<参考図書> 

1．ＷＡＳＨ－1233,“Review of Organic Iodide Formation Under Accident Conditions in 

Water-Cooled Reactors” 

2．ＮＵＲＥＧ－0772,“Technical Basis for Estimating Fission Product Behaviour during LWR 

Accidents” 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪参考図書≫ 

1. Regulatory Guide 1.195,“Methods and assumptions for evaluating radiological 

consequences of design basis accidents at light-water nuclear power reactors” 

2．WASH-1233,“Review of Organic Iodide Formation Under Accident Conditions in 

Water-Cooled Reactors” 

3．NUREG-0772,“Technical Basis for Estimating Fission Product Behaviour during LWR 

Accidents” 

4. ＮＵＲＥＧ－1465 “Accident Source Terms for Light-Water Nuclear Power Plants”Feb.1995 

5. ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5732_ORNL／TM－11861 Iodine Chemical Forms in LWR Severe Accidents 
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別紙 11 

 

よう素除去部におけるよう素の再揮発，吸着材の容量減少及び変質について 

   

フィルタ装置を継続使用する場合，よう素除去部の性能に影響を与える可能性のある因子と

して，以下の点を考慮する必要がある。 

  ・よう素（有機よう素，無機よう素）の再揮発 

  ・吸着材の容量減少 

  ・吸着材の変質 

 それぞれの因子について，影響評価を実施する。 

 

 (1) よう素の再揮発 

  ａ．想定する状態 

    化学工業の分野ではゼオライトに高温の水素を通気することにより捕集されているよ

う素を再揮発させる技術がある。よう素除去部に充填された銀ゼオライトに，ベントガス

に含まれる水素が通気されると，捕集された放射性よう素が再揮発することが考えられ

る。 

 

 

 

  ｂ．影響評価 

    水素によるよう素の再揮発は 400℃以上の高温状態で数時間程度，水素を通気した場合

に起こることが知られている（参考図書 1）。一方フィルタ装置に流入するガスは 200℃以

下であり，銀ゼオライトに水素を含むガスが通過したとしても，ゼオライトに捕集されて

いるよう素が再揮発することはない。 

    また，よう素除去部で捕集した放射性よう素の崩壊熱は，ベント中はベントガスにより

冷却され，ベント後は系統を不活性化するために供給される窒素により冷却されることか

ら，この冷却条件における上昇温度を評価する。 

 

   (a) よう素除去部で蓄積されるよう素の発熱量 

     よう素除去部に蓄積されるよう素の発熱量を以下のとおり設定した。 

      ・事故時に炉内に内蔵されるよう素の発熱量 

       ＢＷＲプラントにおける代表炉心（ＡＢＷＲ）の平衡炉心末期を対象としたＯＲ

ＩＧＥＮ２コードの計算結果に対して，東海第二発電所の熱出力（3,293MW）を考

慮して算出した結果， とする。 

      ・格納容器への放出割合 

       ＮＵＲＥＧ－1465に基づき，格納容器へのよう素の放出割合を 61％とする。 

      ・格納容器に放出されるよう素の元素割合 

別紙 38 

 

銀ゼオライトフィルタにおけるよう素の再揮発，吸着飽和及び吸着材の変質について 

 

フィルタ装置を継続使用する際，ガス状放射性よう素の除去に影響を与える可能性のある因子

として以下の点を考慮する必要がある。 

・ ガス状放射性よう素の再揮発 

・ 銀ゼオライトフィルタの吸着飽和 

・ 吸着剤の変質 

それぞれの因子について，影響評価を実施する。 

 

(1) 銀ゼオライトフィルタにおけるガス状放射性よう素の再揮発 

a. 想定する状態 

銀ゼオライトからのよう素の脱離反応は，400 ℃以上の高温状態において，数時間程度

水素を通気した場合に起こることが知られている（参考図書１）。炉心損傷後のベント時に

は，水－金属反応及び水の放射線分解等により発生した水素を含むベントガスがフィルタ

装置（銀ゼオライト容器）に流入し，銀ゼオライトフィルタに捕集されたガス状放射性よ

う素の崩壊熱によりフィルタ部の温度が上昇した場合，捕集されたガス状放射性よう素の

脱離が生じ再揮発することが考えられる。 

 

b. 影響評価 

ガス状放射性よう素の発熱による銀ゼオライトフィルタの上昇温度を，捕集したガス状

放射性よう素が再揮発に至る温度（400 ℃）と比較することで，この影響について確認し

た。 

以下に評価に用いた条件とその結果を示す。 

 

 

 

 

(a) 銀ゼオライトフィルタへのガス状放射性よう素移行割合 

NUREG-1465に基づき，格納容器内へのよう素の放出割合を61 %，Regulatory Guide 1.195

に基づき，有機よう素生成割合を４ %，無機よう素生成割合を91 %とする（参考図書２,

３）。また，フィルタ装置（スクラバ容器）では，ベンチュリスクラバにより大部分の無

機よう素が捕集される。このベンチュリスクラバによる除去性能を考慮して，銀ゼオライ

トフィルタへの無機よう素移行割合は，フィルタ装置に移行する総量の 1/100とする。 
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       Regulatory Guide 1.195 に基づき，よう化セシウム 5％，無機よう素 91％，有

機よう素 4％とする。 

      ・格納容器内の除去係数（無機よう素） 

       格納容器内の沈着やスプレイ，サプレッション・プール水でのスクラビング効果

によっては，保守的に除去されないものとして評価する。 

     ベンチュリスクラバでの無機よう素の除去性能（ＤＦ＝100）を考慮して，ベンチュ

リスクラバで除去されずに残った全ての無機よう素がよう素除去部に蓄積するものと

する。また，よう素除去部の有機よう素の除去性能はＤＦ＝50 であるが，有機よう素

全てがよう素除去部に蓄積されるものとすることでよう素除去部での発熱量を保守的

に評価する。よう素除去部での発熱量を第 1表に示す。 

 

第 1表 よう素除去部での発熱量（単位:W） 

 原子炉停止後時間 

19hr 168hr 

有機よう素＋無機よう素の発熱量   

 

 

   (b) 減衰時間と冷却ガス条件 

     ベント終了までは蒸気による冷却となるため，以下の①，②のケースを想定し，その

時点の減衰を考慮する。窒素による冷却については②を想定し，その時点の減衰を考慮

する。 

① 原子炉停止後 19時間（有効性評価におけるベント開始時間） 

      ② 原子炉停止後 168時間（事象発生 7日後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     保守的に評価するため，冷却能力が低い条件として，可搬型窒素供給装置による窒素

流量のみを冷却ガス条件とし，圧力，温度条件は大気圧及び常温付近の 27℃（300K）

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで，銀ゼオライトフィルタ内の発熱量については，可搬式窒素供給装置により窒素

を供給する場合として事象発生７日後を想定し，事故時に炉内に内蔵されるよう素元素量

に相当する崩壊熱約 ７MW に対して時間減衰及び銀ゼオライトフィルタへのガス状放射

性よう素移行割合を考慮し，ガス状放射性よう素は全て銀ゼオライトフィルタに吸着する

と想定した。 

 

(b) 冷却ガス条件 

(ⅰ) ベント後短期 

銀ゼオライトフィルタに捕集されたガス状放射性よう素の崩壊熱は，膨大な流量のベ

ントガスによって冷却される。 

 

(ⅱ) ベント後長期 

ベントガス流量が低下するベント後長期においては，銀ゼオライトフィルタに捕集さ

れたガス状放射性よう素の崩壊熱は，減衰したガス状放射性よう素の崩壊熱に比べて流

量が十分多いベントガスによって冷却される。 

 

(ⅲ) ベント停止後 

ベント停止後においては，格納容器フィルタベント系を不活性化するために供給する

窒素ガス及びスクラビング水に捕集されるエアロゾルの崩壊熱による蒸気によって冷却

される。 

 

したがって，冷却源となるガス流量が最も小さくなるような条件を想定し，スクラビング

水に捕集される崩壊熱による蒸気量は考慮せず，系統を不活性化するために供給する窒素ガ

ス流量のみを冷却ガス条件とする。圧力・温度条件はベント後長期を想定して大気圧及びそ

の飽和温度とする。 
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・窒素流量 ＝ 200 m３［N］／h

・窒素比熱 ＝ 1,040 J／kg・℃

・窒素密度 ＝ 1.25 kg／m３［N］

また，蒸気の場合も，圧力，温度条件は，大気圧及びその飽和温度とする。 

・蒸気潜熱（100℃飽和蒸気）＝ 2.256×10６ J／kg

・比熱（100℃飽和蒸気）＝ 2,077 J／kg℃

・格納容器内発熱量 ＝ 2.03×10７ W（19hr）

 ＝ 9.83×10６ W（168h） 

(c) 評価結果

よう素除去部に蓄積したよう素の崩壊熱によりガスが昇温される量を評価すること

により，簡易的によう素除去部の温度上昇を評価する。よう素除去部に移行したよう素

の崩壊熱の全量がガスに移行したと仮定し，以下の評価式にてよう素除去部の上昇温度

を評価した。 

＜窒素パージの場合＞ 

上昇温度（℃）＝よう素除去部内の発熱量（W） 

／（比熱（J／kg℃）・窒素パージ量（m3／s）・窒素密度（kg／m3）） 

＜蒸気の場合＞ 

上昇温度（℃）＝よう素除去部内の発熱量（W）／（比熱（J／kg℃）・蒸気発生量（kg

／s）） 

蒸気発生量（kg／s）＝ 格納容器内の発熱量（W）／蒸発潜熱（J／kg） 

第 2表に窒素冷却における上昇温度を，第 3表に蒸気（崩壊熱相当）冷却における上

昇温度を示す。いずれの場合においても，よう素除去部の温度上昇は十分低く，よう素

除去部での温度上昇は，再揮発が起こるような温度（400℃以上）に対して十分に低く

抑えることができる。 

第 2表 窒素冷却による上昇温度（単位:℃） 

原子炉停止後時間 

168hr 

上昇温度 

第 3表 蒸気（崩壊熱相当）冷却による上昇温度（単位:℃） 

原子炉停止後時間 

19hr 168hr 

上昇温度 

・窒素ガス流量 ＝ 100 m3/h[normal]

・窒素ガス比熱 ＝ 1040 J/kg・℃

・窒素ガス密度 ＝ 1.25 kg/m3[normal]

(c) 評価結果

銀ゼオライトフィルタに吸着されたガス状放射性よう素の崩壊熱による冷却ガスの上

昇温度を評価することで簡易的に銀ゼオライトフィルタの上昇温度を評価する。銀ゼオラ

イトフィルタ内で発生する崩壊熱の全量が冷却ガスに移行したと仮定し，以下の評価式に

て銀ゼオライトフィルタの上昇温度を評価した。 

 )/()()(

)(
)(

33 mkgsmkgJ

W

窒素ガス密度窒素ガス流量℃比熱

内の発熱量銀ゼオライトフィルタ
℃上昇温度




銀ゼオライトフィルタでの発熱量及び冷却ガスの上昇温度の結果を表１に示す。 

・設備の相違

・評価方針の相違

島根２号炉は，系統流量が小

さく，銀ゼオライトフィルタ温

度上昇が厳しくなる条件のみ評

価を実施 

・評価方針の相違

島根２号炉は，系統流量が小

さく，銀ゼオライトフィルタ温

度上昇が厳しくなる条件のみ評

価を実施 

表１ 銀ゼオライトフィルタでの発熱量及びガス上昇温度 

銀ゼオライトフィルタでの発熱量（有機よう素） 

銀ゼオライトフィルタでの発熱量（無機よう素） 

上昇温度 

別添1-649



 

東海第二発電所 （2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

(2) 吸着材の容量減少

  ａ．想定する状態 

ガス状放射性よう素は銀ゼオライトに捕集されるが，銀ゼオライトの吸着容量に達した

場合には，ガス状放射性よう素は捕集されずに系外に放出されることが考えられる。 

  ｂ．影響評価 

よう素除去部で保持が可能なガス状放射性よう素の吸着容量（銀分子数）は，格納容器

から放出されるよう素量に対して十分大きいことから，吸着容量に達することはないこと

を以下のとおり確認した。 

また，JAVA PLUS試験と実機の有機よう素注入量と銀ゼオライト充填量との比較におい

ても，よう素除去部の有機よう素捕集に関する吸着容量が十分であることを確認した。 

(a) よう素除去部の銀の保有量

よう素除去部の銀ゼオライトの銀含有割合は であるため，銀ゼオラ

イト に含まれる銀の量は である。 

なお，銀ゼオライトの量は，詳細設計により変更の可能性がある。 

(b) ガス状放射性よう素の流入量

よう素除去部に蓄積されるよう素の発熱量を以下のとおり設定した。 

・事故時に炉内に内蔵されるよう素元素量

ＢＷＲプラントにおける代表炉心（ＡＢＷＲ）の平衡炉心末期を対象としたＯＲＩ

ＧＥＮ２コードの計算結果に対して，東海第二発電所の熱出力（3,293MW）を考慮し

て算出した結果，約 24.4kgとする。 

・格納容器への放出割合

ＮＵＲＥＧ－1465に基づき，格納容器内へのよう素の放出割合を 61％とする。 

・格納容器に放出されるよう素の元素割合

したがって，銀ゼオライトフィルタの温度はガス状放射性よう素の再揮発が起こるよう

な温度（400 ℃以上（参考図書１））に対して十分に低く抑えることができる。 

なお，長期的には，窒素ガスを停止することも考えられることから，窒素ガスを停止し

た場合の評価を実施した結果，問題ないことを確認している。（参考１） 

また，事象発生約32時間後の希ガスによる照射線量を計算すると，希ガスの崩壊熱エネ

ルギーは8.05×106[J]と見積もられ，よう素による崩壊熱6.81×109[J]よりも3桁低い値と

なるため，ほとんど影響はない。 

(2) 銀ゼオライトフィルタの吸着飽和

a. 想定する状態

銀ゼオライトフィルタにおいて捕集されたガス状放射性よう素が蓄積すると，銀ゼオラ

イトフィルタ内のガス状放射性よう素量が徐々に増加する。多量のガス状放射性よう素に

より銀ゼオライトフィルタが吸着飽和に達した場合，ガス状放射性よう素が捕集されずに

系外へ放出されることが考えられる。 

b. 影響評価

銀ゼオライトフィルタに流入するガス状放射性よう素量と銀ゼオライトフィルタの許容

負荷量を比較し，吸着飽和に達することがないことを以下のとおり確認した。 

・評価方針の相違

・評価方針の相違

・評価方針の相違

島根２号炉は，保守的な JAVA

PLUS 試験で性能を確認された

よう素許容負荷量のみを使用し

ている（以下，別紙 38において

は①の相違） 

・評価方針の相違

①の相違

(a) 銀ゼオライトフィルタへのガス状放射性よう素流入量

事故時に炉内に内蔵されるよう素元素量は約18.1 kgであり，NUREG-1465に基づき，格

納容器内へのよう素の放出割合を61 %，Regulatory Guide 1.195に基づき，有機よう素生

成割合を４ %，無機よう素生成割合を91 %とする（参考図書２，３）。また，ベンチュリ

スクラバにおける無機よう素の除去性能を考慮し，銀ゼオライトフィルタへの無機よう素

移行割合を1/100とする。 

銀ゼオライトフィルタに流入するガス状放射性よう素量を表２に示す。ガス状放射性よ

う素量は約  である。 
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Regulatory Guide 1.195 に基づき，よう化セシウム 5％，無機よう素 91％，有機

よう素 4％とする。 

フィルタ装置での無機よう素の除去性能（ＤＦ＝100）を考慮して，ベンチュリスク

ラバで除去されずに残った全ての無機よう素がよう素除去部に蓄積するものとする。ま

た，有機よう素は全てがよう素除去部に蓄積されるものとする。 

以上の想定で，よう素除去部に吸着するガス状放射性よう素の量は無機よう素約

0.54mol，有機よう素約 4.7molであり，無機よう素 I２（分子量：253.8）約 136g，有機

よう素 CH３I（分子量：141.9）約 666gに相当する。 

（無機よう素（I２）のモル数）＝24,400g／126.9g／mol×61％×91％／100 

（ＤＦ）／2（I2） 

＝0.536…mol 

（有機よう素（CH３I）のモル数）＝24,400g／126.9g／mol×61％×4％ 

＝4.69…mol 

(c) 評価結果

よう素は，以下に示すように銀と反応することから，銀ゼオライトに含まれる銀の量

は，流入する放射性よう素の捕集に十分な量である。 

・有機よう素の除去反応

・無機よう素の除去反応

(d) JAVA PLUS 試験と実機の比較による容量の確認

 JAVA PLUS 試験において，有機よう素を用いて銀ゼオライトの性能検証を行っている。

JAVA PLUS試験では， の銀ゼオライトを交換することなく有機よう素を 

以上注入しているが，銀ゼオライトの性能劣化は確認されていない。 

実機の銀ゼオライト充填量は であり，JAVA PLUS 試験の実績より，

の有機よう素が流入しても性能劣化を起こさないと言える。実機よう素除去部に想定さ

れる有機よう素の最大流入量は であり，無機よう素を含めても

であることから，銀ゼオライトが性能劣化することはないと考えられる。 

表２ 銀ゼオライトフィルタに流入するガス状放射性よう素量 

有機よう素流入量 

無機よう素流入量 

(b) 銀ゼオライトフィルタの許容負荷量

JAVA PLUS試験において，有機よう素（CH3I）を用いて銀ゼオライトの性能検証を行っ

ている。JAVA PLUS試験では，銀ゼオライトを交換することなく有機よう素を  以上

注入しているが，銀ゼオライトの性能劣化は確認されていない。 

JAVA PLUS試験における銀ゼオライトの充填量と有機よう素の注入量を表３に示す。 

表３ JAVA PLUS 試験における銀ゼオライトの充填量と有機よう素の注入量 

銀ゼオライト充填量 

有機よう素注入量 

銀ゼオライトフィルタの吸着剤の充填量は約 であり，表３に示すJAVA PLUS

試験における銀ゼオライトの充填量との比から，有機よう素（CH3I）の性能の劣化が確認

されていない量を許容負荷量と仮定すると約  となる。 

・評価方針の相違

①の相違
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(3) 吸着材の変質

ａ．想定する状態

よう素除去部の吸着材として使用する銀ゼオライトは，光照射又は高湿度の環境に長期

間晒されると，変質してよう素除去性能が低下することが考えられる。 

  ｂ．影響評価 

 銀ゼオライトは，ステンレス鋼製のフィルタ装置容器内のよう素除去部に充填されるた

め，光が照射されることはなく，変質するおそれはない。 

また，湿分による銀ゼオライトのよう素除去性能への影響については，密閉容器内にス

クラビング水 と銀ゼオライトを保管

し，6カ月後及び 15カ月後の除去効率の測定試験を行い，性能基準

を満たしていることを確認した。（別紙 14） 

<参考図書> 

1．ＯＲＮＬ／ＴＭ－6607 “Literature Survey of Methods to Remove Iodine from Off-gas

Streams Using Solid Sorbents”，Apr／10／1979

2．ＮＵＲＥＧ－1465 “Accident Source Terms for Light-Water Nuclear Power Plants”Feb.1995 

3 ． Regulatory Guide 1.195,“Methods and assumptions for evaluating radiological 

consequences of design basis accidents at light-water nuclear power reactors” 

<参考図書> 

1．ＯＲＮＬ／ＴＭ－6607 “Literature Survey of Methods to Remove Iodine from Off-gas

Streams Using Solid Sorbents”，Apr／10／1979

2．ＮＵＲＥＧ－1465 “Accident Source Terms for Light-Water Nuclear Power Plants”Feb.1995 

3. Regulatory Guide 1.195,“Methods and assumptions for evaluating radiological

consequences of design basis accidents at light-water nuclear power reactors”

(c) 評価結果

銀ゼオライトフィルタへのガス状放射性よう素流入量は約  であり，銀ゼオライト

フィルタにおける許容負荷量約 に対して十分小さいことから，銀ゼオライトフ

ィルタは吸着飽和に達することはない。 

(3) 吸着材の変質

a. 想定する状態

銀ゼオライトフィルタの吸着材として使用する銀ゼオライトは，光照射又は高湿度の環

境に長期間晒されると，変質してよう素除去性能が低下することが考えられる。 

b. 影響評価

銀ゼオライトは，ステンレス鋼製の銀ゼオライト容器内に充填されるため，光が照射さ

れることはなく，変質するおそれはない。 

また，湿分による銀ゼオライトのよう素除去性能への影響については，密閉容器内にス

クラビング水（水酸化ナトリウム及び  ）と銀ゼオライトを保

管し，６カ月後及び 15カ月後の除去効率の測定試験を行い，性能基準 を

満たしていることを確認した。（別紙 45） 
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（参考１）ベント停止後の銀ゼオライトフィルタにおけるよう素の再揮発について 

 

 フィルタ装置を使用すると，銀ゼオライトフィルタは捕捉した放射性物質の崩壊熱により発熱

する。万一，スクラビング水の放射性分解により発生した水素が銀ゼオライトフィルタに流入し，

銀ゼオライトフィルタの温度が 400℃を超えてしまうと，捕集したガス状放射性よう素が銀ゼオ

ライトフィルタから再揮発してしまう恐れがある。このため，銀ゼオライトフィルタの温度は

400℃以下である必要がある。 

 フィルタ装置使用中は，銀ゼオライトフィルタにはベントガスが通気されることから，銀ゼオ

ライトフィルタに捕捉された放射性物質の崩壊熱は除去される。一方，フィルタ装置使用後にお

いては，ベントガスによる熱の除去はできないことから，銀ゼオライトフィルタの温度は上昇す

る。そこで，フィルタ装置使用後における銀ゼオライトフィルタの温度評価を行った。 

 

1. 評価条件 

(1) 銀ゼオライトフィルタの発熱量 

   銀ゼオライトフィルタ内の発熱量については，事象発生７日後を想定し，事故時に炉内に

内蔵されるよう素元素量に相当する崩壊熱約７MW に対して時間減衰及び銀ゼオライトフィ

ルタへのガス状放射性よう素移行割合を考慮し，ガス状放射性よう素は全て銀ゼオライトフ

ィルタに吸着すると想定した発熱量 3,684Wを保守側に切り上げた 4,000Wとする。 

  

(2) 解析モデル 

   解析モデルを図１に示す。解析モデルは対称性を考慮して２次元軸対称モデルとした。解

析モデルは銀ゼオライトフィルタ周辺部を模擬し，保温材，自然対流及び輻射を考慮した境

界条件とした。また，流体は空気を想定し，銀ゼオライト容器内の初期温度 60℃，周囲雰

囲気温度 60℃(一定)の温度条件とした。なお，発熱による温度上昇が保守的になる（周辺

に逃げにくく，金属フィルタ内に発熱した熱がこもる）よう，大気開放している出口配管を

模擬していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 
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図１ 解析モデル 

(3) 解析条件

金属フィルタ部の発熱温度解析の条件を表１に示す。

表１ 金属フィルタ部の発熱温度解析条件 

項目 条件 

解析コード STAR-CCM+（Ver.10.06） 

解析タイプ 定常計算（自然対流） 

乱流モデル Realizable k-ε ２層モデル 

差分スキーム 風上２次 

雰囲気温度 60℃ 

圧力 101325Pa（大気圧） 

（ベント後，スクラビング水ドレン後を想定） 

流体 空気 100％ 

保温材 考慮 

輻射 考慮 
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2. 解析結果

銀ゼオライトフィルタ部の発熱解析結果を図２に示す。発熱源とした内側フィルタ温度約

 ℃，外側フィルタ温度約  ℃となり，水素がある場合放射性よう素が再揮発する温度

400度以下となることを確認した。 

図２ 温度分布解析結果 
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別紙 19 

 

格納容器内の圧力が計測できない場合の運用について 

 

  格納容器内の圧力が計測できない場合には，格納容器雰囲気温度を計測し，飽和圧力に換算

することにより操作判断を行うこととする。このため，第 1表及び第 1図に示すような飽和温

度と飽和圧力の換算表等を手順書類に記載する。 

  具体的には，重大事故等発生時に格納容器への注水等が十分である場合においては，格納容

器雰囲気は飽和状態に近い状態であることから，第 2図に示す格納容器雰囲気温度計のうち，

より飽和状態に近いと考えられるサプレッション・チェンバ空間部に設置した格納容器雰囲気

温度計（第 2図の⑨及び⑩）の計測値を飽和圧力に換算し，ベントの実施を判断する。 

  ただし，有効性評価で想定する範囲を超える場合ではあるが，重大事故等発生時に格納容器

への注水等が不十分な場合は，格納容器雰囲気温度が格納容器圧力に対する飽和温度以上にな

るとともに，溶融炉心からの輻射熱等によって局所的に格納容器雰囲気温度が大きく上昇する

可能性がある。 

 

  このような場合は，全ての格納容器雰囲気温度計の最大値を圧力換算し，ベントの実施を判

断する。この運用により，格納容器雰囲気温度に対する圧力換算値は実際の格納容器圧力と同

等又はそれ以上となることから，格納容器の限界圧力を下回る最高使用圧力の 2 倍（620kPa

［gage］）に到達する前のベントが可能であると考える。 
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格納容器内の圧力が計測できない場合の運用について 

 

  格納容器内の圧力が計測できない場合には，格納容器雰囲気温度を計測し，飽和圧力に換算

することにより操作判断を行うこととする。このため，表１及び図１に示すような飽和温度と

飽和圧力の換算表等を手順書類に記載する。 

  具体的には，重大事故等発生時に格納容器への注水等が十分である場合においては，格納容

器雰囲気は飽和状態に近い状態であることから，図２に示す格納容器雰囲気温度計のうち，よ

り飽和状態に近いと考えられるサプレッション・チェンバ空間部に設置した格納容器雰囲気温

度計（図２の⑩及び⑪）の計測値を飽和圧力に換算する。 

ただし，有効性評価で想定する範囲を超える場合ではあるが，重大事故等発生時に格納容器

への注水等が不十分な場合は，格納容器雰囲気温度が格納容器圧力に対する飽和温度以上にな

るとともに，溶融炉心からの輻射熱等によって局所的に格納容器雰囲気温度が大きく上昇する

可能性がある。 

 

このような場合は，すべての格納容器雰囲気温度計の最大値を圧力換算する。この運用によ

り，格納容器雰囲気温度に対する圧力換算値は実際の格納容器圧力と同等又はそれ以上となる

ことから，格納容器の限界圧力を下回る最高使用圧力の２倍（853kPa［gage］）に到達する前

のベントが可能であると考える。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

 ベント実施基準の相違 

 

 

 

 

・運用の相違 

 ベント実施基準の相違 

・炉型の相違 

島根２号炉（Mark-Ⅰ改）と東

海第二（Mark-Ⅱ）の最高使用圧

力の相違 
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第 1表 飽和温度と飽和圧力の換算表 

飽和温度［℃］ 
飽和圧力［kPa］ 

絶対圧力 ゲージ圧力 

100 101 0  

105 121 20  

110 143 42  

115 169 68  

120 199 97  

125 232 131  

130 270 169  

135 313 212  

140 362 260  

144.6 411 310（1Pd） 

145 416 314  

150 476 375  

155 543 442  

160 618 517  

165 701 599  

166.2 721 620（2Pd） 

170 792 691  

175 892 791  

180 1003 901  

参考：日本機械学会蒸気表［1999年］ 

 

 

 

第 1図 飽和温度と飽和圧力の換算グラフ 

表１ 飽和温度と飽和圧力の換算表 

飽和温度［℃］ 
飽和圧力［kPa］ 

絶対圧力 ゲージ圧力 

100 101 0  

105 121 20  

110 143 42  

115 169 68  

120 199 97  

125 232 131  

130 270 169  

135 313 212  

140 362 260  

145 416 314  

150 476 375  

153.9 528 427（１Pd） 

155 543 442  

160 618 517  

165 701 599  

170 792 691  

175 892 791  

177.8 954 853（２Pd） 

180 1003 901  

参考：日本機械学会蒸気表［1999年］ 

 

 

 

図１ 飽和温度と飽和圧力の換算グラフ 

・炉型の相違 

島根２号炉（Mark-Ⅰ改）と東

海第二（Mark-Ⅱ）の最高使用圧

力の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・炉型の相違 

島根２号炉（Mark-Ⅰ改）と東

海第二（Mark-Ⅱ）の最高使用圧

力の相違 
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番号 名称 設置場所 測定範囲 

①，② ドライウェル雰囲気温度（上部） フランジ高さ 0℃～300℃ 

③，④ ドライウェル雰囲気温度（中部） 燃料有効長頂部高さ 0℃～300℃ 

⑤，⑥ ドライウェル雰囲気温度（下部） 機器ハッチ高さ 0℃～300℃ 

⑦，⑧ ドライウェル雰囲気温度（ペデスタル部） ドライウェル床面高さ 0℃～300℃ 

⑨，⑩ サプレッション・チェンバ雰囲気温度 サプレッション・チェンバ上部 0℃～200℃ 

 

 

第 2図 格納容器雰囲気温度計の計測点 

 

 

 

番号 名称 設置場所 測定範囲 

①，②，③ ドライウェル温度（ＳＡ） フランジ高さ近傍 0～300℃ 

④，⑤ ドライウェル温度（ＳＡ） ＴＡＦ高さ近傍 0～300℃ 

⑥，⑦  ドライウェル温度（ＳＡ） ＲＰＶ底面高さ近傍 0～300℃ 

⑧，⑨ ペデスタル温度（ＳＡ） ペデスタル上部 0～300℃ 

⑩，⑪ 
サプレッション・チェンバ 

温度（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ 

頂部近傍 
0～200℃ 

 

図２ 格納容器雰囲気温度計の計測点 
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有効性評価における炉心損傷の判断根拠について 

 

炉心損傷の判断基準は，設計基準事故の状態を有意に超えるとともに，炉心損傷の判断が遅く

ならないよう，追加放出量の 10 倍に相当するＦＰが燃料から放出された状態を設定しており，

以下の理由から妥当と考えている。 

① 東海第二発電所では，設計基準事故における原子炉冷却材喪失時の評価では燃料棒の破裂

は発生していない。そのため，設計基準事故時の追加放出量を超える放出量を確認した場合

には，設計基準事故を超える状態と判断されること。 

② 炉心冷却が不十分な事象において，格納容器雰囲気モニタのガンマ線線量率が追加放出量

の 10倍に相当する値に至る場合には，その後，ごく短時間で 10倍に相当する値を大きく上

回る線量率に至っていること。また，これは，大量のＦＰが格納容器内に放出されたことを

意味しており，これ以降，格納容器の健全性を確保することが極めて重要となること（第 1

図の線量率の上昇を参考※2）。 

③ 追加放出量の 10 倍のＦＰが放出された時点では，有効性評価における評価項目（燃料被

覆管最高温度 1,200℃以下，酸化量 15％以下）に至っていない可能性もあるが，上記②のと

おり，炉心冷却が不十分な事象において，追加放出量の 10 倍に相当するＦＰが放出された

以降の事象進展は非常に早く，有効性評価において炉心損傷と判断する時間との差異が小さ

いと考えられること。 

 

なお，「炉心損傷」と判断した場合は，格納容器内に放出される希ガスの影響を考慮し，格納

容器スプレイ及びベントの運用を変更することとしている。（第 1表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1表 炉心損傷の有無による格納容器スプレイ及びベント運用 

炉心損傷の有無 格納容器スプレイ実施基準 ベント実施基準 

炉心損傷がない場合 
格納容器圧力 

217kPa［gage］～279kPa［gage］ 

格納容器圧力 

310kPa［gage］到達 

炉心損傷を判断した場合 
格納容器圧力 

400kPa［gage］～465kPa[gage］ 

サプレッション・プール

通常水位＋6.5m到達 
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有効性評価における炉心損傷の判断根拠について 

 

炉心損傷の判断基準は，設計基準事故の状態を有意に超えるとともに，炉心損傷の判断が遅く

ならないよう，追加放出量の 10 倍に相当するＦＰが燃料から放出された状態を設定しており，

以下の理由から妥当と考えている。 

① 島根２号炉では，設計基準事故における原子炉冷却材喪失時の評価では燃料棒の破裂は発

生していない。そのため，設計基準事故時の追加放出量を超える放出量を確認した場合には，

設計基準事故を超える状態と判断されること。 

② 炉心冷却が不十分な事象において，格納容器雰囲気放射線モニタのガンマ線線量率が追加

放出量の 10倍に相当する値に至る場合には，その後，ごく短時間で 10倍に相当する値を大

きく上回る線量率に至っていること。また，これは，大量のＦＰが格納容器内に放出された

ことを意味しており，これ以降，格納容器の健全性を確保することが極めて重要となること

（図１の線量率の上昇を参考）。 

③ 追加放出量の 10 倍のＦＰが放出された時点では，有効性評価における評価項目（燃料被

覆管最高温度 1,200℃以下，酸化量 15％以下）に至っていない可能性もあるが，上記②のと

おり，炉心冷却が不十分な事象において，追加放出量の 10 倍に相当するＦＰが放出された

以降の事象進展は非常に早く，有効性評価において炉心損傷と判断する時間との差異が小さ

いと考えられること。 

 

なお，「炉心損傷」と判断した場合は，格納容器スプレイの運用を変更することとしており，

ベントの運用について変更はない。（表１） 

また，格納容器雰囲気放射線モニタの使用不能の場合は，「原子炉圧力容器表面温度：300℃以

上」を炉心損傷の判断基準として手順に追加する方針である。 

原子炉圧力容器表面温度は，炉心が冠水している場合には，逃がし安全弁動作圧力（安全弁機

能の最大 8.35MPa［gage］）における飽和温度約 299℃を超えることはなく，300℃以上にはなら

ない。一方，原子炉水位の低下により炉心が露出した場合には過熱蒸気雰囲気となり，温度は飽

和温度を超えて上昇するため，300℃以上になると考えられる。上記より，炉心損傷の判断基準

を 300℃以上としている。 

 

表１ 炉心損傷の有無による格納容器スプレイ及びベント運用 

炉心損傷の有無 格納容器スプレイ実施基準 ベント実施基準 

炉心損傷がない場合 
格納容器圧力 

334kPa［gage］～384kPa［gage］ 

サプレッション・プール水位

が通常水位+約 1.3m到達 

炉心損傷を判断した場合 
格納容器圧力 

588kPa［gage］～640kPa[gage］ 

サプレッション・プール水位

が通常水位+約 1.3m到達 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

 ベント実施基準の相違 

・運用の相違 

島根２号炉は，格納容器雰囲

気放射線モニタが使用できない

場合，原子炉圧力容器表面温度

にて炉心損傷を判断する手順を

整備 

 

 

・運用の相違 

 ベント実施基準の相違 
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第 1図 炉心損傷判定図 図１ 炉心損傷判定図 
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格納容器スプレイが実施できない場合のベント運用について 

 

(1) 格納容器スプレイが実施できない場合における対応について 

炉心損傷を判断した場合，格納容器圧力が 465kPa［gage］（1.5Pd）に到達した時点で代

替格納容器スプレイを実施することで，格納容器圧力の上昇を抑制し，ベント実施するまで

の格納容器内に存在する希ガスの減衰期間を確保することとしている。 

ただし，万が一，何らかの要因により格納容器スプレイが実施できない場合には，希ガス

の減衰時間が十分に確保されていない場合においても，格納容器破損の緩和のため，ベント

操作に移行する。 

 

(2) 格納容器スプレイが実施できない場合のベント判断基準 

格納容器スプレイの手段として，重大事故等対処設備である，残留熱除去系，代替格納容

器スプレイ系（常設），代替循環冷却系及び代替格納容器スプレイ系（可搬型）があるが，

これら全ての機能喪失を確認した時点でベント実施を判断し，速やかにベント操作を開始す

るため，第一弁及び第二弁の開操作を実施する。なお，格納容器スプレイの失敗については，

系統流量が必要流量以上流れないこと又は必要流量以上流れていた場合においても格納容

器の圧力抑制ができない場合に判断する。 
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格納容器スプレイが実施できない場合のベント運用について 

 

(1) 格納容器スプレイが実施できない場合における対応について 

炉心損傷を判断した場合，格納容器圧力が 640kPa［gage］（1.5Pd）に到達した時点で格

納容器代替スプレイを実施することで，格納容器圧力の上昇を抑制し，ベント実施するまで

の格納容器内に存在する希ガスの減衰期間を確保することとしている。 

ただし，万が一，何らかの要因により格納容器スプレイが実施できない場合には，希ガス

の減衰時間が十分に確保されていない場合においても，格納容器破損の緩和のため，ベント

操作に移行する。 

 

(2) 格納容器スプレイが実施できない場合のベント判断基準 

格納容器スプレイの手段として，重大事故等対処設備（設計基準拡張）である，残留熱除

去系，重大事故等対処設備である，格納容器代替スプレイ系（常設），残留熱代替除去系及

び格納容器代替スプレイ系（可搬型）があるが，これらすべての機能喪失を確認した時点で

ベント実施を判断し，速やかにベント操作を開始するため，第１弁及び第２弁の開操作を実

施する。なお，格納容器スプレイの失敗については，系統流量が必要流量以上流れないこと

又は必要流量以上流れていた場合においても格納容器の圧力抑制ができない場合に判断す

る。 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

島根２号炉（Mark-Ⅰ改）と東

海第二（Mark-Ⅱ）の最高使用圧

力の相違 
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別紙 20 

 

ベント停止手順について 

 

(1) 格納容器圧力逃がし装置によるベント停止の判断について 

   格納容器圧力逃がし装置によるベントを停止した後は，以下の機能が必要となるため，以

下の機能が全て使用可能と判断した場合にベント停止の判断を実施する。 

  ａ．格納容器の除熱機能（残留熱除去系等） 

・格納容器内に残存する核分裂生成物から発生する崩壊熱を除去し，最終的な熱の逃がし

場へ熱を輸送するため 

  ｂ．格納容器への窒素供給機能（窒素供給設備） 

・残留熱除去系の運転に伴う蒸気凝縮により，格納容器内が負圧になることを防止するた

め 

・水の放射線分解によって発生する水素及び酸素の濃度が可燃限界濃度に到達することを

防止するため 

  ｃ．格納容器内の可燃性ガス濃度制御機能（可燃性ガス濃度制御系） 

・水の放射線分解によって発生する水素及び酸素の濃度が可燃限界濃度に到達することを

防止するため 

 

(2) ベント停止手順について 

   ベント停止フローを第1図に示す。また，第2図に格納容器圧力挙動のイメージ，第3図に

格納容器温度挙動のイメージ及び第4図に格納容器内気相挙動のイメージを示す。 

 

別紙 42 

 

ベント停止手順について 

  

(1) 格納容器フィルタベント系によるベント停止の判断について 

   格納容器フィルタベント系によるベントを停止した後は，以下の機能が必要となるため，

以下の機能が全て使用可能と判断した場合にベント停止の判断を実施する。 

  ａ．格納容器の除熱機能（残留熱除去系等） 

・格納容器内に残存する核分裂生成物から発生する崩壊熱を除去し，最終的な熱の逃がし

場へ熱を輸送するため 

  ｂ．格納容器への窒素供給機能（窒素供給設備） 

・残留熱除去系の運転に伴う蒸気凝縮により，格納容器内が負圧になることを防止するた

め 

・水の放射線分解によって発生する水素及び酸素の濃度が可燃限界濃度に到達することを

防止するため 

  ｃ．格納容器内の可燃性ガス濃度制御機能（可燃性ガス濃度制御系） 

・水の放射線分解によって発生する水素及び酸素の濃度が可燃限界濃度に到達することを

防止するため 

 

(2) ベント停止手順について 

   ベント停止フローを図１に示す。 

 

(3) ベント停止手順の有効性について 

   ベント停止手順の有効性を確認するために，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容

器過圧・過温破損）」において事象発生後約１ヶ月まで格納容器フィルタベント系による除

熱を行った後，可搬型格納容器除熱系による除熱とした場合の格納容器パラメータ推移を評

価した。ここで可搬型格納容器除熱系の流量は，事故発生30日後の崩壊熱を上回る60m3/hと

し，格納容器フィルタベント系を微開（流路面積３％開）とするとともに，可搬式窒素供給

装置より窒素ガスを100m3/h[normal]注入する。図２に格納容器圧力，図３にサプレッショ

ン・チェンバ水温並びに図４及び図５に格納容器内気相濃度の推移を示す。 

   図２に示すとおり，窒素ガスを注入することにより，可搬型格納容器除熱系による格納容

器除熱後の格納容器圧力は負圧に至ることなく，また格納容器ベントを微開とすることによ

り，格納容器圧力は上昇しない。また，図４及び図５に示すとおり，格納容器内の水素ガス

及び酸素ガスの濃度は，可燃限界未満で推移する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

島根２号炉は，ベント停止手

順の有効性を確認するため，Ｍ

ＡＡＰ解析による評価を実施 
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第 1 図 格納容器ベント停止フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 格納容器ベント停止フロー 

・運用の相違 

 ベント実施基準の相違 

・運用の相違 

島根２号炉は，空間容量の大

きいドライウェルから窒素を封

入する。サプレッション・チェ

ンバへの切替え基準はＳ／Ｃ酸

素濃度４％到達 

・運用の相違 

残留熱除去系又は残留熱代替

除去系にて格納容器除熱を実施

する場合の圧力制御範囲の相違 

・運用の相違 

島根２号炉は，格納容器除熱

停止後もサプレッション・プー

ル水による原子炉注水を実施し

ていることから，外部水源によ

る注水は実施しない 

サプレッション・プール水位が 

通常水位＋6.5m到達 

格納容器ベント停止 

（第一弁閉止） 

格納容器へ窒素注入開始
※２

 

格納容器除熱開始※４ 

格納容器への窒素注入停止 

蒸気から窒素への置換完了※５ 

可燃性ガス濃度制御系起動 

炉心損傷 

ベント停止※７ 

格納容器ベント（過圧破損防止） 

※１：格納容器の除熱機能，格納容器への窒素供給
機能及び可燃性ガス濃度制御機能が使用可能
であると判断した場合，格納容器ベント停止
の判断を実施する。 

※２：格納容器除熱時に格納容器内が負圧に至るこ
とを防止する観点から，ドライウェル及びサ
プレッション・チェンバの両方に窒素を供給
する。 

※３：第一弁閉後は，第一弁と第二弁の間に水素が
滞留するおそれがあるため，第一弁の下流か
ら窒素を供給する。このため，第一弁でベン
トを停止する（第二弁は開状態を維持する）。 

※４：ベント弁を閉止後，残留熱除去系又は代替循
環冷却系を起動し，外部水源による注水を停
止する。また，格納容器内気相はほぼ蒸気で
あるため，除熱による蒸気凝縮量が窒素供給
量を上回った場合，格納容器圧力が負圧とな
る可能性があるため，格納容器圧力 13.7kPa
［gage］－310kPa［gage ］の間となるように
熱交換器への通水量を調整することで格納容
器圧力が負圧になることを防止しながら窒素
置換を実施する。また，格納容器圧力が
13.7kPa［gage］まで低下した場合には，負圧
を防止するため格納容器除熱を停止し，外部
水源による注水を実施する。負圧防止圧力の
設定に当たっては，格納容器の設計負圧であ
る－13.7 kPa［gage］に対する 2 倍の余裕を
考慮して設定とした。 

※５：サプレッション・プール水温が 100℃未満と
なり，除熱量を調整しても格納容器圧力が
310kPa［gage］に到達する場合には，蒸気分
圧がほとんど失われ，窒素によって格納容器
圧力が上昇している状況であると判断する。 

※６：可燃性ガス濃度制御系を起動可能な圧力まで
格納容器圧力を低下させることを目的とし
て，残留熱除去系又は代替循環冷却系による
格納容器除熱及び格納容器への窒素供給を継
続しながら第一弁を再度開として，格納容器
内ベント（圧力調整）する。 

※７：格納容器の状態は，窒素置換されていること
によって負圧のおそれはなく，水の放射線分
解によって発生する水素及び酸素は可燃性ガ
ス濃度制御系によって処理され，残留熱除去
系又は代替循環冷却系による格納容器除熱が
継続されている状態である。 

格納容器ベント停止
※３

 

（第一弁閉止） 

格納容器ベント（圧力調整）※６ 

（格納容器ベント第一弁開） 

YES 

NO 

格納容器ベント停止可能
※１

 

サプレッション・プール水位が 

通常水位＋約 1.3m到達 

格納容器へ窒素注入開始
※２

 

格納容器除熱開始※４ 

格納容器への窒素注入停止 

蒸気から窒素への置換完了※５ 

可燃性ガス濃度制御系起動※６ 

炉心損傷 

ベント停止※７ 

（微開→全閉） 

格納容器ベント（過圧破損防止） 

※１：格納容器の除熱機能，格納容器への窒素供給機能及

び可燃性ガス濃度制御機能が使用可能であると判断

した場合，格納容器ベント停止の判断を実施する。 

※２：格納容器除熱時に格納容器内が負圧に至ることを防

止する観点から，ドライウェル又はサプレッショ

ン・チェンバに窒素を供給する。 

※３：ベント弁の開度を微開することにより，窒素封入に

よる格納容器の圧力上昇を抑制するとともに，可燃

性ガス濃度の上昇を抑制することが可能。 

※４：格納容器内気相はほぼ蒸気であるため，除熱による

蒸気凝縮量が窒素供給量を上回った場合，格納容器

圧力が負圧となる可能性があるため，格納容器圧力

13.7kPa［gage］-245kPa［gage］の間となるように

熱交換器への通水量を調整することで格納容器圧力

が負圧になることを防止しながら窒素置換を実施す

る。また，格納容器圧力が 13.7kPa［gage］まで低

下した場合には，負圧を防止するため格納容器除熱

を停止する。 

※５：サプレッション・プール水温が 100℃未満となり，

除熱量を調整しても格納容器圧力が 245kPa［gage］

に到達する場合には，蒸気分圧がほとんど失われ，

窒素によって格納容器圧力が上昇している状況であ

ると判断する。 

※６：残留熱除去系又残留熱代替除去系による格納容器除

熱により可燃性ガス濃度制御系の起動可能な圧力ま

で格納容器圧力を低下させる。 

※７：格納容器の状態は，窒素置換されていることによっ

て負圧のおそれはなく，水の放射線分解によって発

生する水素及び酸素は可燃性ガス濃度制御系によっ

て処理され，残留熱除去系又は残留熱代替除去系に

よる格納容器除熱が継続されている状態である。 

格納容器ベント弁微開※３ 

Yes 

No 
格納容器ベント停止可能

※１
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第 2図 格納容器ベント停止後の窒素置換実施時における 

格納容器圧力挙動イメージ 

 

 

第 3図 格納容器ベント停止後の窒素置換実施時における 

格納容器温度挙動イメージ 

 

 

 

 

図２ 格納容器圧力の推移 

 

 

 

 

図３ サプレッション・プール水温度の推移 

 

 

・記載方針の相違 

島根２号炉は，ベント停止手

順の有効性を確認するため，Ｍ

ＡＡＰ解析による評価を実施 
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第 4図 格納容器ベント停止後の窒素置換実施時における 

格納容器内気相の挙動イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 可燃性ガス濃度制御系について 

可燃性ガス濃度制御系については，設計基準事故対処設備として位置付けており，重大事

故等発生時の格納容器雰囲気における耐性を有さないものである。可燃性ガス濃度制御系の

仕様を第 1表に，系統概略図を第 5図に，設置場所を第 6図に示す。 

 

 

 

図４ ドライウェルの気相濃度の推移(ウェット条件)  

 

図５ サプレッション・チェンバの気相濃度の推移(ウェット条件) 

 

(4) 可燃性ガス濃度制御系について 

可燃性ガス濃度制御系については，設計基準事故対処設備として位置付けており，重大事

故等発生時の格納容器雰囲気における耐性を有さないものである。可燃性ガス濃度制御系の

仕様を表１に，系統概略図を図６に，設置場所を図７に示す。 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

島根２号炉は，ベント停止手

順の有効性を確認するため，Ｍ

ＡＡＰ解析による評価を実施 
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第 1表 可燃性ガス濃度制御系の主な仕様 

項目 設計 備考 

耐震クラス Ｓクラス  

入口ガス条件 

運転温度 ＜121℃ 運転許可インターロック設定値 

運転圧力 ＜147kPa 運転許可インターロック設定値 

水素濃度 ＜4.0vol％  

酸素濃度 ＜5.0vol％  

再結合効率 95％ 水素濃度 2.0vol％時 

 

 

 

第 5 図 可燃性ガス濃度制御系の系統概略図 

 

 

表１ 可燃性ガス濃度制御系の主な仕様 

項目 設計 備考 

耐震クラス Ｓクラス  

入口ガス条件 

運転温度 ＜121℃ 運転許可インターロック設定値 

運転圧力 ＜177kPa 運転許可インターロック設定値 

水素濃度 ≦4.0vol％  

酸素濃度 ≦2.0vol％  

再結合効率 95％ 水素濃度 2.0vol％時 

 

 

 

 

図６ 可燃性ガス濃度制御系の系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

設計方針の相違による設備仕

様の相違 
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第 6図 可燃性ガス濃度制御系の設置場所 

(4) ベント実施中及びベント停止後の格納容器負圧防止対策について

  ａ．ベント実施中における格納容器負圧防止対策について 

通常運転中は格納容器内に窒素を封入しているが，ベント実施中は窒素を含む格納容器

内の非凝縮性ガスが排出され，格納容器内は崩壊熱により発生する蒸気で満たされた状態

となる。その状態で代替格納容器スプレイ系（常設）による格納容器スプレイを実施する

と，蒸気の凝縮により格納容器圧力が負圧になるおそれがあるが，ベント実施前に代替格

納容器スプレイ系（常設）を停止する運用としているため，ベント実施中に格納容器圧力

が負圧になることはない。 

図７ 可燃性ガス濃度制御系の設置場所 

(5) ベント実施中及びベント停止後の格納容器負圧防止対策について

  ａ．ベント実施中における格納容器負圧防止対策について 

通常運転中は格納容器内に窒素を封入しているが，ベント実施中は窒素を含む格納容器

内の非凝縮性ガスが排出され，格納容器内は崩壊熱により発生する蒸気で満たされた状態

となる。その状態で格納容器代替スプレイ系（可搬型）による格納容器スプレイを実施す

ると，蒸気の凝縮により格納容器圧力が負圧になるおそれがあるが，ベント実施前に格納

容器代替スプレイ系（可搬型）を停止する運用としているため，ベント実施中に格納容器

圧力が負圧になることはない。 
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ｂ．ベント停止後における格納容器負圧防止対策について 

ベント停止時は，最初に可搬型窒素供給装置により格納容器内に窒素注入を開始し，そ

の後，残留熱除去系又は代替循環冷却系を用いた格納容器除熱を開始する。除熱による蒸

気凝縮量が窒素供給量を上回った場合，格納容器圧力が負圧に至る可能性があるため，除

熱量（熱交換器のバイパス流量）を調整し格納容器圧力を13.7kPa［gage］－310kPa［gage］

の間でコントロールすることで格納容器圧力を正圧に維持しつつ，格納容器気相部を蒸気

雰囲気から窒素雰囲気へ置換する。また，格納容器圧力が13.7kPa［gage］まで低下した 

場合には，負圧を防止するため格納容器除熱を停止し，外部水源による注水を実施する。

格納容器内気相部が窒素雰囲気へ置換された以降は，格納容器が負圧となることはない。 

また，窒素供給装置以外の手段として，設計基準対象施設ではあるが，不活性ガス系に

よる格納容器への窒素供給が可能である。格納容器への窒素供給手段の概略図を第7図に

示す。 

 

 

 

 

 

 

第 7 図 格納容器への窒素供給手段の概略図 

 

 

 

ｂ．ベント停止後における格納容器負圧防止対策について 

ベント停止時は，最初に可搬式窒素供給装置により格納容器内に窒素注入を開始し，そ

の後，残留熱除去系又は残留熱代替除去系を用いた格納容器除熱を開始する。除熱による

蒸気凝縮量が窒素供給量を上回った場合，格納容器圧力が負圧に至る可能性があるため，

除熱量（熱交換器のバイパス流量）を調整し格納容器圧力を13.7kPa［gage］－245kPa［gage］

の間でコントロールすることで格納容器圧力を正圧に維持しつつ，格納容器気相部を蒸気

雰囲気から窒素雰囲気へ置換する。また，格納容器圧力が13.7kPa［gage］まで低下した 

場合には，負圧を防止するため格納容器除熱を停止する。格納容器内気相部が窒素雰囲気

へ置換された以降は，格納容器が負圧となることはない。 

また，窒素供給装置以外の手段として，設計基準対象施設ではあるが，窒素ガス制御系

による格納容器への窒素供給が可能である。格納容器への窒素供給手段の概略図を図８に

示す。 

 

 

 

 

 

 

図８ 格納容器への窒素供給手段の概略図 

 

・運用の相違 

残留熱除去系又は残留熱代替

除去系にて格納容器除熱を実施

する場合の圧力制御範囲の相違 

・運用の相違 

島根２号炉は，格納容器除熱

停止後もサプレッション・プー

ル水による原子炉注水を実施し

ていることから，外部水源によ

る注水は実施しない 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

設計方針の相違による系統構

成の相違 
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別紙 43 

格納容器ｐＨ制御について 

格納容器フィルタベント系を使用する際，格納容器内が酸性化することを防止し，サプレッシ

ョン・プール水中に捕集されたよう素の再揮発を抑制するために，サプレッション・プール水ｐ

Ｈ制御系等により格納容器内に薬液を注入する手段を整備している。 

サプレッション・プール水ｐＨ制御系は，図１に示すように，圧送用窒素ボンベにより薬液タ

ンクから水酸化ナトリウムを圧送し，サプレッション・チェンバにスプレイする構成とする。

サプレッション・プール水ｐＨ制御系使用後に，残留熱代替除去ポンプを使用することにより，

サプレッション・プール水を薬液として，ドライウェルスプレイ配管からドライウェルにスプレ

イすることが可能である。また，通常運転中より予めペデスタル内にアルカリ薬剤を設置するこ

とにより，原子炉冷却材喪失事故発生直後においても格納容器内の酸性化を防止することが可能

である。 

更に，次項に示す通り，格納容器内に水酸化ナトリウムを注入することにより，格納容器へ及

ぼす悪影響はないことを確認している。 

薬液タンクに貯蔵する薬液は，格納容器内に敷設されたすべてのケーブルが溶融し，ケーブル

に含まれる酸性物質（塩素）が溶出した際でも，格納容器内のサプレッション・プール水が酸性

化することを防止するために必要な容量を想定し，水酸化ナトリウム（ ［wt%］水溶液） m3］

とする。また，ペデスタル内に設置するアルカリ薬剤は，ペデスタル内に敷設されたすべてのケ

ーブルが溶融し，ケーブルに含まれる酸性物質（塩素）が溶出した際でも，ペデスタル内の蓄水

が酸性化することを防止するために必要な容量とする。 

・資料構成の相違
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図１ 格納容器ｐＨ制御 概略系統図 
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(1) 格納容器バウンダリに対する影響

薬液をサプレッション・チェンバに注入した場合，サプレッション・プール水の水酸化ナ

トリウム濃度は最大で  wt%，ｐＨは約  となる。

またサプレッション・チェンバへ所定量の薬液を注入した後には，薬液を含まない低圧原

子炉代替注水槽，輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）の水を低圧原子炉代替注水ポ

ンプ又は大量送水車により注水することで，薬液注入配管のうち材質が炭素鋼である残留熱

除去系配管について，薬液が局所的に滞留・濃縮することはない。 

 格納容器の鋼材として使用している炭素鋼のアルカリ腐食への耐性を図２，３に示す。ｐ

Ｈ制御操作時の濃度ではアルカリ腐食割れは発生せず，また，塩化物による孔食，すきま腐

食，ＳＣＣの発生を抑制することができる。 

また，格納容器バウンダリで主に使用しているシール材は，耐熱性能に優れた改良

ＥＰＤＭ材に変更しているが，この改良ＥＰＤＭ材について事故環境下でのシール性

能を確認するため，表１の条件で蒸気暴露後の気密試験を実施し，耐アルカリ性能を

確認した。 

なお，サプレッション・チェンバにある電気配線貫通部は低圧用のみであり，モジ

ュール部がサプレッション・チェンバ外にあること及びサプレッション・チェンバ内

外とも接続箱に覆われていることから，ｐＨ制御による影響はない。 

一方，ドライウェルに設置されている高圧用電気配線貫通部については，低圧用電

気配線貫通部と同様に，格納容器内外とも接続箱に覆われていることから，ｐＨ制御

による影響はない。 

表１ 改良ＥＰＤＭ材耐アルカリ性確認試験 

これらから，ｐＨ制御薬液による格納容器バウンダリへの悪影響は無いことを確認した。 

なお，水酸化ナトリウムの相平衡を図４に示すが，本系統使用後の濃度である  wt%で

は，水温が０℃以上であれば相変化は起こらず，析出することはない。 
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図２ アルカリ腐食割れに及ぼす温度，濃度の影響[1] 

 

 

 

図３ 炭素鋼の腐食に及ぼす pHの影響[1] 
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図４ 水酸化ナトリウムの水系相平衡図[2] 

 

 

 (2) 水素の発生について 

格納容器内では，配管の保温材等にアルミニウムを使用している。アルミニウムは

両性金属であり，水酸化ナトリウムに被水すると式①に示す反応により水素が発生す

る。 

また，格納容器内のグレーチングには，亜鉛によるめっきが施されている。亜鉛も

両性金属であり，式②に示すとおり，水酸化ナトリウムと反応することで水素が発生

する。 

これらを踏まえ，事故時に想定されるサプレッション・チェンバ内の水素の発生量

を評価する。なお，実際に薬液と反応する金属はスプレイの飛散範囲内と考えられる

が，保守的に格納容器内のすべての亜鉛とアルミニウムが反応し水素が発生するとし

て評価を行う。 

 

Al ＋ NaOH ＋ H2O → NaAlO2 ＋ 3/2H2↑   （式①） 

Zn ＋ NaOH ＋ H2O → NaHZnO2 ＋ H2↑    （式②） 

   

 

 ａ．亜鉛による水素発生量 

格納容器内の亜鉛の使用用途はグレーチングの亜鉛メッキである。そのためグレ

ーチングの亜鉛メッキ量を調査し，これらの亜鉛の全量が薬液と反応した場合の水

素発生量を評価した。 

 

【算出条件】 

・ドライウェル グレーチング表面積：約 3,135m2 
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・サプレッション・チェンバ グレーチング表面積：約 930m2 

・亜鉛メッキ膜厚：80μm 

(JIS H8641-2007 溶解亜鉛メッキ厚判定基準値(最大値)76μm より) 

・亜鉛密度：7.2g/cm3 

・亜鉛原子量：65.38 

 

【計算結果】 

上記条件より，亜鉛量はドライウェルで約 1,806 kg，サプレッション・チェンバ

で約 536 kg となり，合計約 2,350 kg となる。そして，式②よりこの亜鉛が全量反

応すると，水素の発生量は約 73 kg となる。 

 

 ｂ．アルミニウムによる水素発生量 

格納容器内のアルミニウムの使用用途は保温材の外装材やドライウェルクーラー（Ｄ

ＷＣ）のアルミフィンである。そのため，これらのアルミニウムの全量が薬液と反応

した場合の水素発生量を評価した。 

 

 

【算出条件】 

・保温材に含まれるアルミニウムの体積:約 0.5843m3 

・アルミニウム密度:2.7g/m3 

・ＤＷＣに含まれるアルミニウムの質量:約 1,761kg 

 

【計算結果】 

上記条件より，原子力格納容器内に存在するアルミニウム量は，約 3,339 kg とな

る。そして，式①よりこのアルミニウムが全量反応すると，水素の発生量は約 374 kg

となる。 

 

 

 ｃ．水素発生による影響について 

ジルコニウムー水反応等により格納容器内で発生する水素量は，有効性評価上の

大ＬＯＣＡシナリオで約 210 kg であり，薬液注入により亜鉛とアルミニウムが全量

反応したとしても，事故時の格納容器内の気相は水蒸気が多くを占めていることか

ら，格納容器の圧力制御には影響がない。 

また，格納容器内は窒素ガスにより不活性化されており，本反応では酸素の発生

がないことから，水素の燃焼は発生しない。 

これらのことから，ｐＨ制御に伴って格納容器内に水素が発生することを考慮して

も，影響はないものと考える。 

 

 

 

別添1-674



 

東海第二発電所 （2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

《参考文献》 

 [1] 小若正倫「金属の腐食損傷と防食技術」アグネ承風社，2000年 

 [2] Gmelins Handbuch der anorganischer Chemie, Natrium, 8 Auflage, Verlag 

Chemie, Berlin 1928 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添1-675



 

東海第二発電所 （2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

別紙 44 

設備の維持管理についての補足事項 

１．機能確認における外観点検の確認内容について 

機能確認における外観点検の確認内容を表１に示す。 

表１ 開放点検における点検の確認内容 

対象機器 機能 点検の確認内容 

ベンチュリノズル フィルタ性能 ■表面に強度に影響を及ぼす恐れのあるき裂，変

形，腐食及び摩耗がないこと。

■性能に影響を及ぼす恐れのあるノズル穴の異

物による閉塞，ノズル穴の変形がないこと。

金属フィルタ ■表面に強度に影響を及ぼす恐れのあるき裂，変

形，腐食及び摩耗がないこと。

■性能に影響を及ぼす恐れのある金属フィルタ

の異物による閉塞，溶接部の割れ，腐食がない

こと。

多孔板 整流機能 ■表面に強度に影響を及ぼす恐れのあるき裂，変

形，腐食及び摩耗がないこと。

■性能に影響を及ぼす恐れのある整流板穴の異

物による閉塞，穴の変形がないこと。

オリフィス 流量調整機能 ■表面に強度に影響を及ぼす恐れのあるき裂，変

形，腐食及び摩耗がないこと。

■性能に影響を及ぼす恐れのあるオリフィス穴

の異物による閉塞，穴の変形がないこと。

・記載方針の相違

２．フィルタ性能の確認方法 

待機中，定期的に，以下の（１）～（３）の項目を確認することでのフィルタ性能が維持され

ていることを確認する。 

（１）窒素封入圧力確認 

窒素封入圧力を  [gage]程度に維持することで，容器内部の不活性状態が維持され，ベ

ンチュリノズル及び金属フィルタの腐食の発生を防止していることを確認する。

（２）スクラビング水位確認 

スクラビング水位が通常水位（1700mm～1900mm）で維持されていることを確認する。

（３）スクラビング水性状確認 

スクラビング水をサンプリング測定することで，水酸化ナトリウムが規定のｐＨを維持してい

る事を確認する。 
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 ３.点検周期の考え方 

4.5格納容器フィルタベント系の維持管理の表 4.5-1に示す点検周期は，表２に示すように機

能や設置環境の類似した既設類似機器を踏襲して決定する。なお，この点検周期は，今後の保全

活動を実施する中で適切な周期の見直しを行うこととする。 

容器及び容器内部構造物に対する，アルカリ性の薬液を注入することによる腐食の影響対策と

しては，本装置が通常待機状態であること，及び，耐腐食にすぐれたステンレス材等の材料を使

用していることから，窒素封入による不活性状態を維持することにより容器内部構造物の腐食の

発生を防止していることの確認を定期的に行うことで適切に維持できると考えられる。 
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 表２ 点検周期の決定根拠 

対象機器 機能／設置環境 類似機器 点検周期 

型式／機

能 

材料 内部流体 

スクラバ容器  フィルタ

等 

ステンレス鋼 スクラビング

水／窒素ガス 

原子炉冷却材浄

化系 

ろ過脱塩器 

65M 

内部構造物 

・ベンチュリノ

ズル 

・金属フィルタ 

・多孔板 

フィルタ

等 

ステンレス鋼 スクラビング

水／窒素ガス 

原子炉冷却材浄

化系 

ろ過脱塩器 内

部構造物 

65M 

銀ゼオライト

容器 

フィルタ

等 

銀ゼオライト 窒素ガス 非常用ガス処理

系 

活性炭フィルタ 

1C（機能確

認） 

伸縮継手 変位吸収

機構 

ステンレス鋼 窒素ガス／外

気 
― 

10C 

流量制限オリ

フィス 

配管類 ステンレス鋼 窒素ガス 
― 

10C 

圧力開放板 弁類 ステンレス鋼 窒素ガス／外

気 

窒素ガス制御系 

圧力開放板 

5C 

配管 配管類 炭素鋼 窒素ガス／外

気 

窒素ガス制御系

配管 

10C 

ステンレス鋼 スクラビング

水／窒素ガス 

気体廃棄物処理

系 

配管 

10C 

弁 弁類 炭素鋼 窒素ガス／外

気 

窒素ガス制御系

弁類 

1C（機能確

認） 

78M（分解

点検） 

ステンレス鋼 スクラビング

水／窒素ガス 

気体廃棄物処理

系 

弁類 

1C（機能確

認） 

78M（分解

点検） 

※点検周期の Mは「月」，Cは「サイクル」を示す。 
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別紙 14 

 

よう素除去部へのスクラビング水の影響について 

 

よう素除去部は，硝酸銀を添加した吸着材（銀ゼオライト）が充填されており，硝酸銀との化

学反応で放射性よう素を除去する。 

ベント中のよう素除去部へのスクラビング水の影響として，スウェリングにより，よう素除去

部の位置までスクラビング水位が上昇し，よう素除去部において蒸気が凝縮し，銀ゼオライトの

表面に水が付着することでよう素の除去性能が低下することがないかを確認する。 

 

 

 

 

また，格納容器圧力逃がし装置の待機時のフィルタ装置内の環境が，スクラビング水により飽

和蒸気となることが想定されるが，この環境でよう素の除去性能が低下することがないかを確認

する。 

 

(1) スウェリングの影響について 

  スクラビング水に蒸気が流入すると，スウェリングにより水位が上昇するとともに，スクラ

ビング水の水温も上昇する。その結果，定常状態（スクラビング水が飽和した状態）では，ス

クラビング水は待機時に比べ上昇しており，よう素除去部の外壁はスクラビング水に接するこ

ととなる。この場合，スクラビング水からよう素除去部へ入熱されるため，よう素除去部で蒸

気が凝縮することはなく，よう素の除去性能への悪影響はない。 

  スクラビング水が飽和した状態においては，スクラビング水の温度はフィルタ装置内の圧力

（スクラビング水部の圧力）により決まる。ベントガスの温度はこのベンチュリスクラバ（ス

クラビング水）を通過することで，スクラビング水の水温と同じになっているものと考えられ

る。 

 

  したがって，よう素除去部の外壁がスクラビング水に接する場合，スクラビング水の温度は

よう素除去部を通過するベントガスの温度よりも高いこととなり，スクラビング水からの入熱

が期待でき，よう素除去部において蒸気が凝縮し，銀ゼオライトの表面に水が付着することは

ないため，よう素の除去性能への悪影響はない。 

フィルタ装置内のガスの流れと温度の関係を第 1図に示す。 
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銀ゼオライトフィルタへのスクラビング水の影響について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

格納容器フィルタベント系の待機時のフィルタ装置内の環境が，スクラビング水により飽和蒸

気となることが想定されるが，この環境で銀ゼオライトフィルタの有機よう素の除去性能が低下

することがないかを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

島根２号炉の銀ゼオライトフ

ィルタは，スクラバ容器と別容

器であり，スクラビング水に接

しない構造のため，スウェリン

グは考慮しない 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

島根２号炉の銀ゼオライトフ

ィルタは，分離型であり，外壁

がスクラビング水に接しない構

成のため，スウェリングは考慮

しない 
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第 1図 フィルタ装置内のガスの流れと温度の関係 
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(2) 系統待機時におけるよう素除去部へのスクラビング水の影響について

プラント運転中を通して格納容器圧力逃がし装置の系統待機時は，フィルタ装置内がスク

ラビング水によって飽和蒸気の環境となり，銀ゼオライトは長期間，飽和蒸気の環境下で保

管される。 

この保管状況において湿分による銀ゼオライトのよう素除去性能への影響を確認するた

め，密閉容器内にスクラビング水

と銀ゼオライトを第 1 表に示す環境で保管し，よう素除去効率を 6 カ月後及び 15 カ月後に

測定を実施した結果と銀ゼオライトの保管の様子を各々第 2表と第 2図に示す。 

第 1表 銀ゼオライトの試験条件 

(1) 系統待機時における銀ゼオライトフィルタへのスクラビング水の影響について

プラント運転中を通して格納容器フィルタベント系の系統待機時は，スクラバ容器内がスク

ラビング水によって飽和蒸気の環境となり，銀ゼオライトは長期間，湿分環境下で保管される。 

この保管状況において湿分による銀ゼオライトのよう素除去性能への影響を確認するため，

密閉容器内にスクラビング水（水酸化ナトリウム及び  ）と銀ゼオ

ライトを表１に示す環境で保管し，よう素除去効率を６カ月後及び 15カ月後に測定を実施し

た結果と銀ゼオライトの保管の様子を各々表２と図１に示す。 

表１ 銀ゼオライトの試験条件 

項目 試験条件 実機環境を考慮した適用性 

温度 室温 

実機のフィルタ装置は，地下の第１ベン

トフィルタ格納槽に設置され，温度変化は

小さいと考えられることから，実機を包絡

する条件であり，適用性がある。 

圧力 大気圧 

 実機の圧力は  程度であり，

圧力が低い方がスクラビング水が蒸発しや

すく湿度が高くなると考えらえることか

ら，実機を包絡する条件であり，適用性が

ある。 

封入ガス組成 
窒素 95%以上 

（酸素５%未満） 

 実機の系統は，格納容器内雰囲気と同等

の酸素濃度４%以下と考えられることから，

実機を包絡する条件であり，適用性がある。 

スクラビング水

組成 

NaOH水溶液 

 実機の濃度は  であり，濃度が低

い方がスクラビング水は蒸発しやすく湿度

が高くなると考えられることから，実機を

包絡する条件であり，適用性がある。 

実機の濃度と同等であり適用性がある。 
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第 2表 銀ゼオライトの除去効率の経時変化 

有機よう素の除去効率（％） 

初期 6カ月後 15カ月後 

第 2図 銀ゼオライトの保管の様子 

試験結果によると，6 カ月及び 15 カ月後における銀ゼオライトの除去効率は，性能基準

を満たしており，実機においてもプラント運転中を通して性能は維持

されると考える。 

表２ 銀ゼオライトの除去効率経時変化 

有機よう素の除去効率 

初期 ６か月後 15 か月後 

図１ 銀ゼオライトの保管の様子 

 試験結果によると６カ月及び 15 カ月後における銀ゼオライトの除去効率は，性能基準（除去

効率 99％）を満たしており，実機においてもプラント運転中を通して性能は維持されると考え

る。 

スクラビング水
銀ゼオライト 

密閉容器 

（デシケータ） 
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格納容器からの異常漏えい時における対応について 

 

(1) 格納容器からの異常漏えい時における対応方針 

事故時に炉心損傷を判断した際は，格納容器の過圧破損の防止又は格納容器内での水素燃

焼をするため，サプレッション・プール水位が通常水位＋6.5m到達した場合又は格納容器

酸素濃度がドライ条件で 4.3vol％に到達した場合は，格納容器圧力逃がし装置におけるベ

ントを実施することとしている。 

一方，万が一，ベントを実施する前に，格納容器からの異常な漏えいにより，原子炉建屋

原子炉棟（以下「Ｒ／Ｂ」という。）内に放射性物質が放出されるような状況になれば，大

気へ放出される放射性物質の総量を可能な限り防止する対応として，格納容器圧力逃がし装

置によるベントを実施することとしている。この対応により，フィルタ装置を介した放射性

物質の放出経路を形成することで，大気へ放出される放射性物質の総量を低減し，公衆への

影響を緩和する運用とする。 

また，異常な漏えい発生時において，格納容器から漏えいする水素により，Ｒ／Ｂ水素濃

度が上昇する場合には，原子炉建屋水素爆発を防止する観点から，格納容器圧力逃がし装置

によるベントを実施し，格納容器内の水素を排出することによって水素漏えいを抑制し，水

素爆発防止を図る運用とする。 

 

(2) 格納容器の異常漏えい時における運用方法 

可搬型モニタリング・ポスト及び原子炉建屋内放射線モニタの指示値が急激な上昇が発生

した場合又は原子炉建屋水素濃度計指示値が2.0vol％に到達した場合には，格納容器からの

異常な漏えいが発生していると判断し，格納容器圧力逃がし装置によるベントを実施する。 

 

ベントについては，ドライウェル内に存在する粒子状物質のサプレッション・プール水で

のスクラビングによる捕集効果に期待するため，サプレッション・チェンバ側からのベント

を実施する。仮に格納容器からの漏えい発生個所がドライウェル側であっても，サプレッシ

ョン・チェンバからのベントによりドライウェル圧力を低下させることで，格納容器からの

漏えいを抑制することが可能である。 

また，原子炉建屋ガス処理系については，当該系統内での水素爆発発生防止の観点から，

Ｒ／Ｂ水素濃度計指示値が2.0vol％に到達した時点で停止する。 

 

 (3) ベント実施基準設定の考え方 

   可搬型モニタリング・ポスト及び原子炉建屋内放射線モニタの指示値が急激に上昇する場

合には，格納容器から異常な漏えいが発生していると判断する。また，Ｒ／Ｂ水素爆発防止

の観点からは，ＰＡＲ動作開始水素濃度（1.5vol％），Ｒ／Ｂ水素濃度計の誤差（±0.25vol％）

及び評価の不確かさを踏まえ，Ｒ／Ｂ水素濃度計指示値が2.0vol％に到達した時点でベント

実施を判断する。 
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格納容器からの異常漏えい時における対応について 

 

(1) 格納容器からの異常漏えい時における対応方針 

事故時に炉心損傷を判断した際は，格納容器の過圧破損の防止又は格納容器内での水素燃

焼を防止するため，サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3mに到達した場合又は

格納容器酸素濃度がドライ条件で 4.4vol％及びウェット条件で 1.5vol％に到達した場合

は，格納容器フィルタベント系におけるベントを実施することとしている。 

一方，万が一，ベントを実施する前に，格納容器からの異常な漏えいにより，原子炉建物

原子炉棟（以下「Ｒ／Ｂ」という。）内に放射性物質が放出されるような状況になれば，大

気へ放出される放射性物質の総量を可能な限り防止する対応として，格納容器フィルタベン

ト系によるベントを実施することとしている。この対応により，フィルタ装置を介した放射

性物質の放出経路を形成することで，大気へ放出される放射性物質の総量を低減し，公衆へ

の影響を緩和する運用とする。 

また，異常な漏えい発生時において，格納容器から漏えいする水素により，Ｒ／Ｂ水素濃

度が上昇する場合には，原子炉建物水素爆発を防止する観点から，格納容器フィルタベント

系によるベントを実施し，格納容器内の水素を排出することによって水素漏えいを抑制し，

水素爆発防止を図る運用とする。 

 

(2) 格納容器の異常漏えい時における運用方法 

可搬式モニタリング・ポスト及び原子炉建物原子炉棟内の放射線モニタの指示値が急激な

上昇が発生した場合又は原子炉建物水素濃度指示値が2.5vol％に到達した場合には，格納容

器からの異常な漏えいが発生していると判断し，格納容器フィルタベント系によるベントを

実施する。 

ベントについては，ドライウェル内に存在する粒子状物質のサプレッション・プール水で

のスクラビングによる捕集効果に期待するため，サプレッション・チェンバ側からのベント

を実施する。仮に格納容器からの漏えい発生個所がドライウェル側であっても，サプレッシ

ョン・チェンバからのベントによりドライウェル圧力を低下させることで，格納容器からの

漏えいを抑制することが可能である。 

また，非常用ガス処理系については，当該系統内での水素爆発発生防止の観点から，原子

炉建物水素濃度指示値が1.8vol％に到達した時点で停止する。 

 

 (3) ベント実施基準設定の考え方 

可搬式モニタリング・ポスト及び原子炉建物原子炉棟内の放射線モニタの指示値が急激

に上昇する場合には，格納容器から異常な漏えいが発生していると判断する。 

Ｒ／Ｂ水素爆発防止の観点からは，水素の可燃限界（4vol%）に計器誤差（±1.1vol）及

び運転操作の余裕時間（0.4vol%＝３時間）を踏まえ，原子炉建物水素濃度指示値が2.5vol％

に到達した時点でベント実施を判断する。また，ベント実施基準の 2.5vol％に対し，

 

 

 

 

 

・運用の相違 

 ベント実施基準の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

 ベント実施基準の相違 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違  

非常用ガス処理系の停止基準 

の相違 

 

 

・運用の相違 

水素濃度ベント実施基準の考

え方の相違 
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第1図 格納容器の異常な漏えいによるベント実施フロー 

① 

炉心損傷は，格納容器内雰囲気モニタの指示

値が設計基準事故の冷却材喪失時における追

加放出量に相当する値の10倍以上となってい

ることにより判断する。 

② 

放射線モニタ類の指示値が急激に上昇する場

合には，格納容器から異常な漏えいが発生し

ていると判断し，格納容器ベント実施判断を

行う。 

③ 

格納容器内水素・酸素濃度計指示値の上昇を

確認し，Ｒ／Ｂ水素濃度2.0vol％到達により

ベント実施判断を行う。 

④ 

・サプレッション・チェンバからのベントを

優先しベント操作を実施する。 

・原子炉建屋ガス処理系を停止する。 

運転操作の余裕時間（0.4vol%＝３時間）を踏まえ，原子炉建物水素濃度指示値

が 2.1vol％に到達した時点でベント準備を判断する。 

 

 

 

 

 

 

図１ 格納容器の異常な漏えいによるベント実施フロー 

 

 

 

① 

炉心損傷は，格納容器内雰囲気放射線モ

ニタの指示値が設計基準事故の冷却材喪

失時における追加放出量に相当する値の

10倍を超えた場合に判断する。 

② 
原子炉建物水素濃度1.8vol%到達により

非常用ガス処理系を停止する。 

③ 

放射線モニタ類の指示値が急激に上昇す

る場合には，格納容器から異常な漏えい

が発生していると判断し，格納容器ベン

ト実施判断を行う。 

④ 

格納容器内水素・酸素濃度計指示値の上

昇を確認し，原子炉建物水素濃度

2.1vol％到達によりベント準備判断を行

う。 

⑤ 
原子炉建物水素濃度2.5vol％到達により

ベント実施判断を行う。 

⑥ 
サプレッション・チェンバからのベント

を優先しベント操作を実施する。 

・記載方針の相違 

 島根２号炉は，ベント準備操

作の考え方を記載 

 

 

 

 

・運用の相違 

ベント実施基準の相違 

 

事象発生 

③格納容器内水素濃度

が 2.0vol％到達 

①炉心損傷を判断 

格納容器圧力逃がし装

置によるベント実施 

②放射線モニタ類指示

値の急激な上昇 

事象発生 

①炉心損傷を判断 

⑥格納容器フィルタベ 

 ント系によるベント 

実施 

⑤原子炉建物水素濃度

が 2.5vol％到達 

 

③放射線モニタ類指示 

値の急激な上昇 

②原子炉建物水素濃度 

が 1.8vol%到達 

②非常用ガス処理系 

 停止 

④原子炉建物水素濃度

が 2.1vol％到達 
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ベント実施によるプルーム通過時の要員退避について 
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ベント実施によるプルーム通過時の要員退避について 

 

 

(1) プルーム通過時における要員退避の考え方 

炉心損傷後のベント実施時には，放出されるプルームの影響によって発電所周辺の放射線

線量率が上昇する。そのため，プルーム通過時において，災害対策要員は，緊急時対策所及

び中央制御室待避室等で待避又は発電所構外へ一時退避する。緊急時対策所及び中央制御室

待避室等については，空気加圧することでプルームの流入を抑え，放射線影響を低減させる。

発電所構外への一時退避については，発電所から離れることでプルームの拡散効果により放

射線影響を低減させる。 

 

 

(2) 必要要員数 

災害対策本部（全体体制）の要員は 111名であるが，8名についてはオフサイトセンター

へ派遣されるため，発電所にて重大事故等対応を行う要員は 103名である。プルーム通過時

の必要要員である 72 名は緊急時対策所又は中央制御室待機室等で待機することとしてお

り，それ以外の 31名については発電所構外へ退避する。 

 

(3) 移動時間 

発電所構外へ一時退避する場合には，原子力事業所災害対策支援拠点へ退避することとし

ている。原子力事業所災害対策支援拠点の候補として 6施設あり，事象発生後に風向等に基

づいて選定する。これらの施設は，発電所から 10km～20km の地点に立地しており，最も遠

い施設まで徒歩による一時退避を行う場合の所要時間は約 6時間と評価している。 

緊急時対策所へ待避する場合の移動時間については，アクセスルートのうち，緊急時対策

所から最も距離のある地点（放水口）から緊急時対策所へ第 1図に示すアクセスルートを徒

歩移動によって退避した場合の移動時間は約 24分である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) プルーム通過時における要員退避の考え方 

炉心損傷後のベント実施時には，放出されるプルームの影響によって発電所周辺の放射線

線量率が上昇する。そのため，プルーム通過時において，重大事故等に対処する要員は，緊

急時対策所及び中央制御室待避室で待避又は発電所構外へ一時退避する。緊急時対策所及び

中央制御室待避室については，空気加圧することでプルームの流入を抑え，放射線影響を低

減させる。発電所構外への一時退避については，発電所から離れることでプルームの拡散効

果により放射線影響を低減させる。 

 

 

(2) 必要要員数 

 

発電所にて重大事故等に対処する要員は 101名である。プルーム通過時の必要要員である

69名は緊急時対策所又は中央制御室待避室で待機することとしており，それ以外の 32名に

ついては発電所構外へ退避する。 

 

(3) 移動時間 

発電所構外へ一時退避する場合には，原子力事業所災害対策支援拠点等へ退避することと

している。これらの施設は，発電所から約 12～13km の地点に立地しており，最も遠い施設

まで徒歩による一時退避を行う場合の所要時間は約４時間と評価している。 

 

緊急時対策所へ待避する場合の移動時間については，アクセスルートのうち，緊急時対策

所から最も距離のある地点（放水接合槽）から緊急時対策所へ図１に示すアクセスルートを

徒歩移動によって待避した場合の移動時間は約 50分である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・体制の相違 

・運用の相違 

島根２号炉は，ベント実施後，

中央制御室に待避する。東海第

二は，現場でのベント実施者が

現場に待機する運用 

 

 

・体制の相違 

オフサイトセンター派遣要員

は，緊急時対策要員とは別の要

員で構成 

 

 

・運用の相違 

一時退避箇所の選定箇所の相

違及び発電所からの距離の相違 
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第 1図 放水口から緊急時対策所への最も距離のあるアクセスルート 

(4) 有効性評価シナリオでの退避タイミング

ａ．サプレッション・プール水位通常水位＋6.5m到達によるベント 

有効性評価のうち，炉心損傷後のベントシナリオである「雰囲気圧力・温度による静的

負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用できない場合）」における要員一

時退避及び待避開始時間及びベント時間の関係を第 1表に示す。 

第 1表 静的負荷におけるベント準備時間及びベント時間の退避 

項目 基準 事象発生からの到達時間 

発電所構外への一時退避 S／P水位通常水位＋4.5m 約 13時間後 

緊急時対策所への待避 S／P水位通常水位＋5.5m 約 16.5時間後 

ベント操作 S／P水位通常水位＋6.5m 約 19.5時間後 

図１ 放水接合槽から緊急時対策所への最も距離のあるアクセスルート 

(4) 有効性評価シナリオでの退避タイミング

ａ．サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m到達によるベント 

有効性評価のうち，炉心損傷後のベントシナリオである「雰囲気圧力・温度による静的

負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用しない場合）」における要員一

時退避及び待避開始時間及びベント時間の関係を表１に，ベント実施に係る対応の流れを

図２に示す。 

表１ 静的負荷におけるベント準備時間及びベント時間の退避 

項目 基準 事象発生からの到達時間 

発電所構外への一時退避 格納容器圧力 640kPa[gage]到達 約 27時間後 

緊急時対策所への待避 
サプレッション・プール水位が

通常水位＋約 1.2m到達
約 31時間後 

ベント操作 
サプレッション・プール水位が

通常水位＋約 1.3m到達
約 32時間後 

図２ ベント実施に係る対応の流れ 

・運用の相違

ベント実施基準の相違

・運用の相違

ベント準備基準の相違による

退避基準の相違 

・記載方針の相違

島根２号炉は，ベント実施前

の発電所構内の要員の動きにつ

いて記載 

　Ｓ／Ｐ水位　通常水位＋約1.2m 　Ｓ／Ｐ水位　通常水位＋約1.3m
 （ベント実施予測時刻の約１時間前）  ベント実施判断⇒ベント開始

＜緊急時対策要員＞
ａ． 緊急時対策所への待避  50分
ｂ． 緊急時対策所　加圧操作  ５分
＜運転員＞ 20分前
ａ． 原子炉注水流量調整（崩壊熱相当）  10分
ｂ． 中央制御室待避室　加圧操作 ５分
ｃ． 中央制御室換気系運転モード変更（加圧→系統隔離） ５分
ｄ． 第１弁（Ｓ／Ｃ側）「全開」操作  10分
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第 1 表に示すとおり，発電所構外への一時退避については，移動開始からベント操作ま

で約 6.5 時間あることから最も遠い退避施設への退避が可能であり，緊急時対策所への待

避については，移動開始からベント操作まで約 3時間あることからベント実施判断基準到

達までに緊急時対策所への待避可能である。そのため，ベント操作開始に影響を与えるこ

とはない。また，中央制御室の運転員については，ベント実施後速やかに中央制御室待避

室へ退避する。 

 

 

 

 

 

第 2 表及び第 2図に示すとおり，プルーム通過時の屋内待避期間（評価上 5時間）にお

いて，実施する必要のある現場操作及び作業がないため，要員が退避することに対する影

響はない。 

 

第 2表 ベント実施の待避期間中における格納容器の状態及び操作 

作業項目 待避期間中における状況 作業の要否 

原子炉注水 
低圧代替注水系（常設）による

注水を継続 

待避期間における 

流量調整は不要 

格納容器スプレイ ベント実施前に停止 － 

電源 
常設代替高圧電源装置 

により給電 
自動燃料補給により作業不要 

水源 代替淡水貯槽の水を使用 
待避期間中における 

補給は不要 

燃料 可搬型設備を使用していない － 

 

ｂ．格納容器酸素濃度 4.3vol％到達によるベント 

炉心損傷後においては，格納容器内での水素燃焼を防止する観点から，格納容器酸素濃

度がドライ条件において 4.3vol％に到達した場合，ベント操作を実施することとしてい

る。 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用

する場合）においては，水素及び酸素の発生割合（Ｇ値）の不確かさが大きく，あらかじ

め待避基準を設定できないため，酸素濃度の上昇速度から 4.3vol％到達時間を予測し，

退避を実施する。また，退避開始からプルーム通過時の退避時において，実施する必要の

ある現場操作及び作業がないため，要員が退避することに対する影響はない。 

 

表１に示すとおり，発電所構外への一時退避については，移動開始からベント操作まで

約５時間あることから最も遠い退避施設への退避が可能であり，緊急時対策所への待避に

ついては，移動開始からベント操作まで約１時間※あることからベント実施判断基準到達

までに緊急時対策所への待避可能である。そのため，ベント操作開始に影響を与えること

はない。また，中央制御室の運転員については，ベント実施後速やかに中央制御室待避室

へ待避する。 

※緊急時対策要員：待避時間（約 50分）及び緊急時対策所の加圧操作時間（約５分） 

         に余裕を考慮し設定 

 運転員    ：原子炉への注水流量調整（約 10分）及び中央制御室待避室の加圧 

操作時間（約５分）を踏まえ，緊急時対策要員の待避開始と同じタ 

イミングに設定 

表２及び図３に示すとおり，プルーム通過時の待避期間（評価上 10 時間）において，

実施する必要のある現場操作及び作業がないため，要員が待避することに対する影響はな

い。 

 

表２ ベント実施の待避期間中における格納容器の状態及び操作 

作業項目 待避期間中における状況 作業の要否 

原子炉注水 
低圧原子炉代替注水系（常設）

による注水を継続 

待避期間における 

流量調整（崩壊熱相当）は不要 

格納容器スプレイ ベント実施前に停止 － 

電源 ガスタービン発電機により給電 自動燃料補給により作業不要 

水源 
低圧原子炉代替注水槽 

の水を使用 

待避期間中における 

補給は不要 

燃料 大型送水ポンプ車を使用 
流量調整により待避期間におけ

る燃料補給は不要 

 

ｂ．格納容器酸素濃度ドライ条件で 4.4vol％及びウェット条件で 1.5vol％到達によるベント 

炉心損傷後においては，格納容器内での水素燃焼を防止する観点から，格納容器酸素濃

度がドライ条件において 4.4vol％及びウェット条件で 1.5vol％に到達した場合，ベント

操作を実施することとしている。 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使

用する場合）においては，水素及び酸素の発生割合（Ｇ値）の不確かさが大きく，あらか

じめ待避基準を設定できないため，酸素濃度の上昇速度からドライ条件で 4.4vol％及び

ウェット条件で 1.5vol％到達時間を予測し，退避を実施する。また，退避開始からプル

ーム通過時の退避時において，実施する必要のある現場操作及び作業がないため，要員が

退避することに対する影響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

格納容器酸素ベント基準の相

違 
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第 2図 待避時及びプルーム通過時における要員の整理 

（「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

（代替循環冷却系を使用できない場合）の作業と所要時間」抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 待避時及びプルーム通過時における要員の整理 

（「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

（残留熱代替除去系を使用しない場合）の作業と所要時間」抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

責任者 当直長 1人
中央制御室監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 当直副長 1人 運転操作指揮

運転員

（中央制御室）

緊急時対策要員

（現場）

・ 外部電源喪失確認

・ 給水流量の全喪失確認

・ 原子炉スクラム確認，タービントリップ確認

・ 非常用ディーゼル発電機等機能喪失確認

・ 再循環ポンプトリップ確認

・ 原子炉への注水機能喪失を確認

・ 主蒸気隔離弁全閉確認

・ 炉心損傷確認

・ 早期の電源回復不能確認

― ― ・ 非常用ディーゼル発電機等　機能回復

― ― ・ 外部電源　回復

高圧・低圧注水機能喪失

調査，復旧操作
― ―

・ 復水・給水系，高圧炉心スプレイ系，

　 残留熱除去系，低圧炉心スプレイ系　機能回復

解析上考慮せず

対応可能な要員により対応する

常設代替交流電源設備

起動操作

（1人）

A
― ・ 常設代替交流電源設備起動，受電操作

（1人）

A
― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室）

― ― ・ 放射線防護具準備／装備

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（現場）

（1人）

A
― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室）

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（現場）

（1人）

A
― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室） 25分

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（現場） 25分

（1人）

A
― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室） 5分

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（現場） 5分

非常用ガス処理系　運転確認
（1人）

A
―

・ 非常用ガス処理系　自動起動確認

・ 原子炉建物差圧監視

・ 原子炉建物差圧調整

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

ほう酸水注入系による原子炉

圧力容器へのほう酸水注入

（1人）

A
― ・ ほう酸水注入系　起動 10分 解析上考慮せず

― ・ 格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）起動操作  5分

―
・ 格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）

　 システム起動，暖気
40分

― ・ 格納容器水素濃度及び酸素濃度の監視 適宜監視

（1人）

A
―

・ 系統構成

・ 中央制御室換気系起動操作
20分 　

― ― ・ 中央制御室換気系　系統構成

（1人）

A
― ・ 中央制御室換気系　加圧運転操作 10分

（1人）

A
― ・ 中央制御室換気系　加圧運転から系統隔離運転への切替え操作

（1人）

A
― ・ 中央制御室換気系　系統隔離運転から加圧運転への切替え操作 5分

― ― ・ 中央制御室待避室系統構成 30分

（1人）

A
― ・ 中央制御室待避室加圧操作

中央制御室待避

（５名）

当直長，当直副

長，運転員A,D,E

― ・ 中央制御室待避室内への待避

サプレッション・プール水

ｐＨ制御系起動操作

（1人）

A
― ・ サプレッション・プール水ｐＨ制御系起動 20分 解析上考慮せず

― ― ・ 放射線防護具準備／装備

― ― ・ 注水弁電源切替え操作

（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）起動/運転確認/系統構成/漏えい隔離操作

低圧原子炉代替注水系

（常設）注水操作

（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）注水弁操作 10分

中央制御室待避室に退避する前に原子炉注水流量を崩

壊熱相当に調整する。

― ・ 放射線防護具準備／装備

―
・ 大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への補給準備

　（大量送水車配置，ホース展張・接続）

― ・ 大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への補給

格納容器ベント前に低圧原子炉代替注水槽を満水に

し，緊急時対策所へ待避。低圧原子代替注水槽を満水

にすることにより待避中も注水を維持できる。

待避解除は作業エリアの放射線量測定後となる。

原子炉ウェル代替注水系

注水操作
― ・ 大量送水車による原子炉ウェルへの注水 解析上考慮せず

格納容器代替スプレイ系

（可搬型）系統構成

（1人）

A
― ・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）系統構成 10分

―
（2人）

a,b
・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）スプレイ弁操作（現場）

（1人）

A
― ・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）スプレイ弁操作

―
（12人）

a～l
・ 資機材配置及びホース敷設，系統水張り，起動 解析上考慮せず

― ・ 放射線防護具準備／装備 10分 解析上考慮せず

― ・ 電源ケーブル接続 解析上考慮せず

― ― ・ 原子炉補機代替冷却系　系統構成 解析上考慮せず

―
（2人）

c,d
・ 原子炉補機代替冷却系　運転状態監視

解析上考慮せず

格納容器ベント前に大型送水ポンプ車の流量を調整

し，緊急時対策所へ待避。流量調整することで待避中

も燃料補給が不要となる。

（1人）

A
― ・ 原子炉補機代替冷却系　冷却水流量調整 10分 解析上考慮せず

― ・ 格納容器内雰囲気計装起動 5分 解析上考慮せず

― ・ 格納容器内水素濃度及び酸素濃度の監視 解析上考慮せず

― ・ 放射線防護具準備／装備

― ・ 非常用ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク等からタンクローリへの補給

燃料補給作業 ― ・ 大量送水車，大型送水ポンプ車への補給 　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

― ・ ドライウェルｐH制御　系統構成 20分 解析上考慮せず

― ・ ドライウェルｐH制御　起動 10分 解析上考慮せず

（1人）

A
― ・ 格納容器ベント準備（第２弁操作） 10分

― ― ・ 格納容器ベント準備（第２弁操作） 解析上考慮せず

―
（2人）

g,h
・ ＦＣＶＳ排気ラインドレン排出弁閉操作 40分 解析上考慮せず

―
（2人）

o,p
・ 第１ベントフィルタ出口水素濃度準備 解析上考慮せず

―
（2人）

e,f
・ 可搬式窒素供給装置準備 解析上考慮せず

― ― ・ 緊急時対策所への待避 25分 解析上考慮せず

（1人）

A
― ・ 格納容器ベント操作（第１弁操作） 10分

― ― ・ 格納容器ベント操作（第１弁操作） 解析上考慮せず

燃料プール冷却　再開
（1人）

A
― ・ 燃料プール冷却系再起動

解析上考慮せず

燃料プール水温66℃以下維持

必要人員数　合計
1人

A

19人

a～s

（）内の数字は他の作業終了後，移動して対応する人員数。

1時間30分

― 10分
・燃料プール冷却水ポンプを再起動し燃料プールの冷却を再開する。

・必要に応じてスキマサージタンクへの補給を実施する。

4人

B,C,D,E

格納容器ベント操作

―

（2人）

D,E

1時間20分

―

― 2時間

― 2時間

ドライウェルｐH制御操作
（1人）

A

―

―

格納容器ベント準備操作

―

（2人）

D,E

（2人）

B,C

タンクローリ残量に応じて適宜非常用ディーゼル発電

機燃料貯蔵タンク等から補給。

格納容器ベント前に可搬型設備へ燃料補給を実施し，

緊急時対策所へ待避。待避解除は作業エリアの放射線

量測定後となる。
―

待

避

時

間

　現場作業中断

　（一時待避中）

移

動

時

間

　適宜実施

燃料補給準備

―

2人

r,s

10分

― 2時間30分

適宜実施

―

格納容器内雰囲気計装による

水素濃度及び酸素濃度監視

（1人）

A

―

― 　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

原子炉補機代替冷却系運転

― 　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

待

避

時

間

　現場確認中断

　（一時待避中）

移

動

時

間

原子炉補機代替冷却系準備

操作

― 7時間20分

―
3人

o,p,q
― 1時間40分

（2人）

B,C
1時間40分

―

格納容器代替スプレイ系

（可搬型）スプレイ操作

―  適宜実施

待

避

時

間

―  適宜実施

待

避

時

間

　現場作業中断

　（一時待避中）

移

動

時

間

適宜実施

―
　　　　　　　　　　上部ドライウェル内雰囲気温度低下を確認

　　　　　　　　　　蒸発による水位低下を考慮して定期的に注水

待

避

時

間

　現場作業中断

　（一時待避中）

移

動

時

間

適宜実施

―

（2人）

a,b

　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

　　注水継続 適宜実施

輪谷貯水槽（西１／西２）か

ら低圧原子炉代替注水槽への

補給

―
14人

a～n

10分

― 2時間10分

― 　　　　　　注水開始30分は最大流量とし，その後は崩壊熱相当量で注水継続

― 　　10時間

―

低圧原子炉代替注水系

（常設）起動操作

2人

D,E

10分

20分

― 10分

中央制御室換気系

運転モード切替え

― 5分

―

中央制御室待避室準備

（2人）

D,E

― 5分

（2人）

D,E
40分中央制御室換気系起動

―

―

―

―

水素濃度及び酸素濃度監視

設備の起動

（1人）

A

―

―

―

（2人）

B,C

Ｃ系非常用高圧母線受電操作

―

（2人）

B,C

Ｄ系非常用高圧母線受電操作

― 5分

（2人）

B,C
5分

Ｃ系非常用高圧母線受電準備

―

2人

B,C

10分

35分

Ｄ系非常用高圧母線受電準備

― 25分

解析上考慮せず

対応可能な要員により対応する―

―

― 10分

状況判断
1人

A
― ― 10分

交流電源回復操作
―

5人

初動での指揮

中央制御室連絡

発電所外部連絡

運転員

（現場）

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

　事象発生

　

通報連絡者
緊急時対策

本部要員

42 43 5 6 731 32 33 34 40 4125 26 27 28 29 3011 12 22 23 245 6 7 8 9 1050 60 1 2 3 4

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用しない場合）

必要な要員と作業項目

経過時間（分） 経過時間（時間） 経過時間（日）

備考10 20 30 40

約27時間 格納容器圧力640kPa[gage]到達

10分 常設代替交流電源設備による給電

遠隔操作に失敗した場合は，現場操作にて格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱を行う。

操作は，現場への移動を含め，約14分後から開始可能である。（操作完了は約1時間30分後）

具体的な操作方法は，遠隔手動弁操作機構により，原子炉建物付属棟内から操作を行う。

約5分 炉心損傷

プラント状況判断

約10分 燃料被覆管温度1200℃到達

原子炉スクラム

30分 低圧原子炉代替注水系（常設）原子炉注水開始

約28分 燃料温度2500K（2227℃）到達

約１時間 非常用ガス処理系 運転開始

約32時間 サプレッション・プール水位

通常水位＋約1.3m到達

約１時間40分 中央制御室換気系 運転開始

凡例

：発電所外への退避する要員の退避時間
緊急時対策所へ待避する要員の待避時間

：評価上のプルーム通過時間（10時間）

要員待避期間及びプルーム通過期間中において，緊急時対策要員
による，可搬型設備（車両）である可搬式窒素供給装置及び第１
ベントフィルタ出口水素濃度の準備があるが，ベント準備開始か
らベント実施までに余裕時間があることから，待避に関し影響は

プルーム通過期間中は，運転員は
中央制御室待避室へ待避する

プルーム通過期間中は，運転員は
中央制御室待避室へ待避する
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別紙 44 

エアロゾルの粒径分布が除去性能に与える影響について

 JAVA試験における試験用エアロゾルの粒径は，JAVA試験装置からエアロゾルをサンプリング

し，     で観察することにより，粒径分布を測定している。過酷事故解析コード（ＭＡＡ

Ｐコード）より得られる粒径について，JAVA試験において得られたエアロゾルの粒径との比較

検証を行い，想定される粒径分布の全域を包絡できていることを確認することで，重大事故等時

に想定されるエアロゾルの粒径分布においても，JAVA試験と同様の除去性能（ＤＦ1,000以上）

が適用可能であることを確認した。 

(1) JAVA試験におけるエアロゾルの粒径分布

  JAVA 試験のおいては，エアロゾルの除去性能を評価するため，           を

試験用エアロゾルとして用いている。それぞれの試験用エアロゾルの質量中央径（以下，「MMD」

という。）を以下に示す。 

μm 

μm 

μm 

μm 

これらの試験用エアロゾルの粒径分布は を使用した測定を行っており，ベンチュ

リスクラバ上流側より採取したガスを粒径測定用フィルタに通過させ，粒径測定用フィルタ表

面の粒子を エアロゾルの量及び粒径を確認している。

JAVA 試験装置のサンプリングラインを第 1 図に，サンプルガスの取出し部分の概要を第 2

図に示す。 

別紙 48 

エアロゾルの粒径分布が除去性能に与える影響について

 JAVA試験における試験用エアロゾルの粒径は，JAVA試験装置からエアロゾルをサンプリング

し，  で観察することにより，粒径分布を測定している。過酷事故解析コード（ＭＡ

ＡＰコード）より得られる粒径について，JAVA試験において得られたエアロゾルの粒径との比較

検証を行い，想定される粒径分布の全域を包絡できていることを確認することで，重大事故等時

に想定されるエアロゾルの粒径分布においても，JAVA試験と同様の除去性能（ＤＦ1,000以上）

が適用可能であることを確認した。 

(１) エアロゾルの粒径分布の妥当性

ａ．JAVA試験における粒経分布 

JAVA試験においては を試験用エアロゾルとして用いており，

それぞれの質量中央径（MMD）は以下のとおりである。 

JAVA 試験に用いられた試験用エアロゾルの粒径の測定は，JAVA 試験装置のフィルタ装

置前段の配管部からサンプリングしたエアロゾルを， 観測を用いてエ

アロゾル粒子の量と粒径を測定し，粒径分布を求めている。  による測定誤差は，

 である。

試験用エアロゾルの粒径分布を図１に，JAVA試験装置のサンプリングラインを図２に，サ

ンプルガスの取出し部分の概要を図３に示す。

・資料構成の相違
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第 1図 JAVA試験装置サンプリングライン 

図１ 試験用エアロゾルの粒径分布 

図２ JAVA試験装置のサンプリングライン 

・資料構成の相違
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第 2図 サンプルガスの取出し部分概要図 

図３ サンプルガスの取出し部分概要図 

(2) 重大事故等時に想定される粒径分布

  重大事故等時におけるエアロゾルの粒径分布はＭＡＡＰコードによる解析にて得ることが

できる。エアロゾルの粒径分布は凝集効果及び沈着効果の自然現象に加えて，格納容器スプレ

イ効果やサプレッション・プール水でのスクラビング効果によって，粒径分布の幅が限定され

る。ＭＡＡＰコードではこれらの効果を考慮してエアロゾルの粒径分布を評価している。 

ａ．粒径分布の収束効果 

1) 凝集効果と沈着効果

 エアロゾルの粒径分布は，凝集効果及び沈着効果によりある粒径を中心に持つような分

布が形成される（参考図書 1）。第 3図に，エアロゾル分布形成のイメージを示す。また，

以下に凝集効果及び沈着効果の内容を示す。 

第 3図 エアロゾル分布形成のイメージ 

（２）重大事故時に想定される粒径分布 

重大事故が発生した際に格納容器に放出されるエアロゾルの粒径は，凝集効果及び沈

着効果の自然現象に加えて，格納容器スプレイ効果やサプレッション・プール水におけ

るスクラビング効果といった除去機構により粒径分布の幅が限定される。 

ＭＡＡＰコードではこれらの効果を考慮してエアロゾルの粒径分布を評価している。 

ａ．凝集効果及び沈着効果 

エアロゾルの粒径分布は，凝集効果及び沈着効果により，安定状態では，ある粒径

に中心をもつような分布が形成される（参考図書１）。エアロゾルの粒径分布形成のイ

メージを図４に示す。以下に，凝集効果及び沈着効果について示す。

図４ エアロゾル分布形成のイメージ 

(a) 凝集による成長

 小粒径のランダムな運動（ブラウン運動：Brownian Diffusion）により，他の粒子と

衝突し凝集することでより大きな粒子へと成長する。小粒径の粒子は，特に大粒径の粒

子と衝突し凝集する傾向が見られる。凝集効果の例を第 4図に示す。 

 第 4図の横軸は粒径（Dp1）で，縦軸ブラウン運動による凝集係数を示しており，この

値が大きい場合に凝集効果が大きくなる。凝集係数は凝集する相手の粒子径（Dp2）によ

り変化するため，Dp2 を変化させた場合の凝集係数として複数の曲線が示されている。

(a）凝集効果

小粒径の粒子はランダムな運動（ブラウン運動：Brownian Diffusion）により，

他の粒子と衝突し凝集することでより大きな粒子へと成長する。小粒径の粒子は特に

大粒径の粒子と衝突し凝集する傾向が見られる。凝集効果の例を図５に示す。 

横軸は粒径（Dp1），縦軸はブラウン運動による凝集係数（Brownian coagulation 

coefficient）を表しており，凝集係数が大きい場合に凝集効果が大きいことを意味

する。凝集係数は凝集する相手の粒子の粒径（Dp2）により変化するため，Dp2の違い
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相手の粒径による差はあるものの，小粒径の場合に効果が大きいことがわかる。 

 

 

 
 

第 4図 凝集効果の例（参考図書 2） 

 

による凝集係数が複数の曲線で示されている。Dp2＞Dp1 の場合，Dp1 が小さくなると

凝集係数は大きくなる。 

 

 

 

図５ 凝集効果の例（参考図書 2） 

(b) 沈着による除去 

     沈着による除去効果は重量が大きいほど沈着しやすく，床・壁に付着することで減少

する傾向が見られる。粒子の密度が一定と仮定した場合には，粒子径が大きいほど沈着

効果を期待することができる。沈着効果の例を第 5図に示す。 

 
第 5図 沈着効果の例（参考図書 1） 

(b）沈着効果 

大粒径の粒子は重力の影響によって比較的沈着し易く，床・壁に付着することで

減少する傾向が見られる。粒子の密度が一定と仮定した場合には，粒子径が大きいほ

ど沈着効果を期待することができる。沈着効果の例を図６に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 沈着効果の例（参考図書１） 

 

小粒径で効果大 

粒径 

凝
集

係
数

 

粒径 

沈
着

速
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 2) 格納容器内のエアロゾル除去機構の影響 

格納容器内では，重大事故等対処設備による格納容器スプレイ効果やサプレッション・

プール水でのスクラビング効果によって，エアロゾルが除去される。以下に格納容器スプ

レイ効果及びサプレッション・プール水でのスクラビング効果を示す。 

 

(a) 格納容器スプレイ効果 

 格納容器スプレイでは，水滴が落下する際に，慣性効果，さえぎり効果，拡散効果等

の除去メカニズムが働く。 

 第 6 図に格納容器スプレイを継続することによる格納容器内のエアロゾル粒子の粒

子径分布の変化の例を示す。初期の段階（ＤＦ：1.1）では，エアロゾル粒子は最大値

が約 1μm で幅の広い分布を持っているが，格納容器スプレイを継続し積算の除去効果

が大きくなると，大粒径の粒子と小粒径の粒子が効果的に除去され，粒径分布の最大値

は小さくなり，また分布の幅も小さくなる傾向が見られる。 

 

 
第 6 図 格納容器スプレイを継続することによる格納容器内のエアロゾル粒径分布の変化（参考

図書 1） 

 

ｂ．格納容器内でのエアロゾル除去 

格納容器内では，格納容器スプレイ効果やサプレッション・プール水におけるスク

ラビング効果によって，エアロゾルが除去される。以下に，格納容器スプレイ効果及

びサプレッション・プール水におけるスクラビング効果について示す。 

(a）格納容器スプレイ効果 

格納容器スプレイでは，水滴が落下する間に，さえぎり効果，拡散効果及び慣性衝

突効果の除去メカニズムが働く。 

図７では格納容器スプレイを継続することによる格納容器内のエアロゾルの粒径

分布の変化の例を示す。初期の段階（DF=1.1）では，エアロゾル粒径は最大値が約1

μmで幅の広い分布を持っているが，格納容器スプレイを継続すると，大粒径の粒子

と小粒径の粒子が効率的に除去され，粒径分布の最大値は小さくなり，また分布の幅

も小さくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 格納容器スプレイ継続による格納容器内の 

粒径分布の変化（参考図書 1） 
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(b) サプレッション・プール水でのスクラビング効果 

 サプレッション・プール水でのスクラビングでは，気泡が上昇する間に第 7図に示す

ような種々の除去メカニズムが働き，第 8図の実験結果に示すように，粒径の大きいエ

アロゾルが効果的に除去される。 

 

 

 

 

 

 

第 7 図 スクラビング気泡内でのガスの働きとエアロゾル除去メカニズム 

 

 

第 8図 プールスクラビングによる除去性能の例（参考図書 3） 

(b）サプレッション・プール水におけるスクラビング効果 

サプレッション・プール水におけるスクラビングでは，気泡が上昇する間に図８に示

すような種々の除去メカニズムが働く。安定した気泡内のエアロゾル除去は，重力沈降，

慣性衝突が支配的となるため，粒径が大きいエアロゾルが効果的に除去される。サプレ

ッション・プール水におけるスクラビングによるエアロゾル除去原理のイメージを図８

に，サプレッション・プール水におけるスクラビングによる除去性能の実験結果の例を

図９に示す。 

 

図８ サプレッション・プール水におけるスクラビングによるエアロゾル除去原理 

 

 

図９ サプレッション・プール水のスクラビングによる除去性能の例（参考図書３） 

 

 

・資料構成の相違 
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3) 重大事故等時に想定される粒径分布

 重大事故等時に想定される粒径は，上記 1)，2)に示したエアロゾルの除去効果により

主にサブミクロン（0.1から 1μm程度）になると考えられる。その代表径として，粒径

分布の MMDを 0.5μm にもつ粒径分布を重大事故等時に想定される粒径分布とした。 

ｃ．  重大事故等時に想定される粒径分布 

 重大事故等時に想定される粒径は，上記ａ．ｂ．に示したエアロゾルの除去効果により

主にサブミクロン（0.1から１μm程度）になると考えられる。その代表径として，粒径

分布の MMDを 0.5μmにもつ粒径分布を重大事故等時に想定される粒径分布とした。 

ｂ．ＭＡＡＰコードにより得られる粒径分布 

有効性評価で用いるＭＡＡＰコードより得られるベントの際のエアロゾルは， μm

（ＭＡＡＰコードで得られた μmを丸めた値）程度に質量中央径を持つ分布（ウェ

ットウェルベント）となることを確認している。また，同じタイミングでドライウェルより

ベントした場合，エアロゾルは μm程度に質量中央径を持つ分布となる。第 1表にベ

ント位置の違いによる粒径分布を示す。

第 1表 想定事故シナリオのエアロゾル粒径分布 

想定事故シナリオ 
ベント 

時間[h] 

ベント 

位置 

質量中央径 

(MMD)[μm] 

幾何標準 

偏差σg[-] 

エアロゾル

量[g]

雰囲気圧力・温度によ

る静的負荷（格納容器

過圧・過温破損） 

19 
W／W 0.32 1 

D／W 0.36 5,000 

ドライウェルベントと比較してウェットウェルベントではエアロゾル量が少なくなる。こ

れはウェットウェルベントでは，サプレッション・プール水でのクラビング効果により，エ

アロゾルが除去されるためと考えられる。また，ドライウェルベントではウェットウェルベ

ントと比較して MMDが大きくなっているが，エアロゾル量が多いことから，エアロゾル同士

の衝突頻度が高くなり，より大きい粒径のエアロゾル粒子が生成されやすくなるためと考え

られる。 

（参考１）エアロゾル粒径と除去係数の関係 

除去係数（以下，「DF」という。）は，フィルタ装置に流入したエアロゾル重量とフィルタ装

置から放出したエアロゾル重量の比として，以下の式で表される。また，表１にベント位置の

違いによる粒径分布を示す。 

表１ 想定事故シナリオのエアロゾル粒径分布 

想定事故シナリオ 
ベント 

時間[h] 

ベント 

位置 

質量中央径 

(MMD)[μm] 

幾何標準 

偏差σg[-] 

エアロゾル

量[g]

雰囲気圧力・温度によ

る静的負荷（格納容器

過圧・過温破損） 

32 
W／W 0.19 1.8 

D／W 0.27 3,500 

ドライウェルからのベントを行う場合は，サプレッション・プール水におけるスクラビング

効果による大粒径のエアロゾルの除去が行われないことから，上式のフィルタ装置に流入した

エアロゾルの重量が大きくなる。このため，ドライウェルからのベントを行う場合は，サプレ

ッション・チェンバからのベントを行う場合と比較して，高い DFが確保される。 

・資料構成の相違
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図１ プールスクラビングによる粒径分布の変化のイメージ 

(3) 試験用エアロゾルの粒径分布の妥当性と除去性能

ドライウェルベントでは全体的に粒径が大きくなるが，粒径が大きいほど，慣性衝突効果

やさえぎり効果によるエアロゾルの除去効果が見込めるため，より高いＤＦを期待すること

ができる。 

一方，ウェットウェルベントでは，サプレッション・プール水でのスクラビング効果によ

り粒径の大きいエアロゾルが除去されるため，ドライウェルベントに比べフィルタ装置のＤ

Ｆが低くなることが考えられる。 

このため，JAVA試験では，様々な粒径分布を持つ            を試験用エ

アロゾルとしてＤＦを確認している。これらの試験用エアロゾルとＭＡＡＰコードより想定

されるドライウェルベント時及びウェットウェルベント時の粒径分布の比較を第 9図に示

す。 

第 9図に示すとおり，JAVA試験に使用した試験用エアロゾルの粒径分布はＭＡＡＰコー

ドより想定される粒径分布の全域を包絡できていることが確認できることから，これらの試

験エアロゾルで試験を行うことで，想定粒径全体の性能を確認することができる。 

第 9図 試験用エアロゾルとＭＡＡＰコードより想定される粒径分布 

(1) 試験用エアロゾル粒径分布の妥当性

JAVA試験では，様々な分布を持つ複数のエアロゾルを使用している。これらの試験用

エアロゾルとMAAPにより想定される粒径分布の比較を図２に示す。

一方，ウェットウェルベントでは，サプレッション・プール水でのスクラビング効果

により粒径の大きいエアロゾルが除去されるため，ドライウェルベントに比べフィルタ

装置のＤＦが低くなることが考えられる。 

この比較により，使用した試験用エアロゾルにて，MAAPにより想定される粒径分布の

全域を包絡できていることが確認でき，これらの試験用エアロゾルで試験を行うことで，

想定粒径全体の性能を確認することができる。また，図２からサプレッション・チェン

バからのベントと比較し，ドライウェルからのベントでは，より大きな粒径のエアロゾ

ルが存在することから，高いDFが期待できる。

図２ 試験用エアロゾルと MAAPより想定される粒径分布の比較 

プールスクラビング前 

プールスクラビング後 

φ：粒径 

分布 
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<参考図書> 

1．NEA／CSNI／R(2009)5 STATE-OF-THE-ART REPORT ON NUCLEAR AEROSOLS

2．California Institute of Technology FUNDAMENTALS OF AIR POLLUTION ENGINEERING 

3．22nd DOSE／NRC Nuclear Air Cleaning and Treatment Conference Experimental study on 

Aerosol removal effect by pool scrubbing, Kaneko et al. (TOSHIBA) 

4．A Simplified Model of Aerosol Removal by Containment Sprays (ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5966) 

5．A Simplified Model of Decontamination by BWR Steam Supprssion Pools (ＮＵＲＥＧ／Ｃ

Ｒ－6153 SAND93-2588) 

6．Overview of Main Results Concerning the Behaviour of Fission Products and Structural 

Materials in the Containment (NUCLEAR ENERGY FOR NEW EUROPE 2011) 

≪参考図書≫ 

1. NEA/CSNI/R(2009)5 STATE-OF-THE-ART REPORT ON NUCLEAR AEROSOLS

2. California Institute of Technology FUNDAMENTALS OF AIR POLLUTION ENGINEERING

3. 22nd DOE/NRC Nuclear Air Cleaning and Treatment Conference Experimental

study on Aerosol removal effect by pool scrubbing, Kaneko et al.(TOSHIBA)

（参考２）粒径分布の妥当性について 

JAVA試験の試験用エアロゾルと MAAPにより想定される粒径分布を，図１のとおり比較するこ

とにより，使用した試験用エアロゾルにて MAAPにより想定される粒径分布の全域を包絡できて

いることを確認している。 

一方，MAAP により想定される粒径分布は，炉心状態，事故後の経過時間及び格納容器内にお

けるエアロゾル粒子の濃度の違いにより，変化することが考えられるため，その影響について

考察した。 

図１ 試験用エアロゾルと MAAPより想定される粒径分布 

・記載方針の相違
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(1) 炉心状態 

MAAP 解析においては，エアロゾル量を保守的に評価するため，炉心状態として燃焼サイク

ル末期を想定している。 

炉心状態としてサイクル末期を想定した場合，初装荷炉心と比べ，格納容器内に放出され

る核分裂生成物の総量は大きくなり，格納容器内のエアロゾル粒子の濃度が高くなる。エア

ロゾル粒子の濃度が高くなると，エアロゾル粒子同士の衝突の頻度が高くなり，より大きい

粒径のエアロゾル粒子が生成されやすくなる。その結果として，格納容器内の粒径分布はよ

り大きい方向にシフトすることになる。 

ウェットウェルベントの場合，エアロゾルはスクラバ容器に流入する前にサプレッショ

ン・プールでスクラビングされ，より粒径の大きい粒子が特に多く除去されるため，初装荷

炉心の粒径分布との差異が小さくなることから，炉心状態が粒径分布に与える影響は限定的

と考える。 

 

(2) 事故後の経過時刻 

エアロゾルの流入量が多い時間帯はベント直後であることから，粒径分布としてベント直

後を想定している。 

ベント後長期においては，ベント直後と比較して，格納容器内の粒径分布が変化すること

が考えられるが，前項に示したとおり，ウェットウェルベントの場合，エアロゾルはスクラ

バ容器に流入する前にサプレッション・プールでスクラビングされ，より粒径の大きい粒子

が特に多く除去されるため，スクラビング前の粒径分布の差異が，スクラビング後はより小

さくなることとなる。 

したがって，ベント時間帯の違いが粒径分布に与える影響は限定的と考える。 

 

(3) 中・低揮発性核種の放出割合の変更 

別紙 33（参考４）に示したとおり，スクラバ容器に流入するエアロゾル量を評価する際，

放出割合として単に MAAP 解析により得られた放出割合の評価結果を採用するのではなく，

NUREG-1465 の知見を利用している。このことは，原子炉圧力容器から格納容器内に流入する

中・低揮発性核種のエアロゾル量をより少なく評価していることに相当している。そのため，

上記の評価手法を取り入れることで，格納容器内のエアロゾル濃度は小さく評価され，エア

ロゾル粒子の粒径分布は小さい方向にシフ卜すると考えられるが，前項に示したとおり，ウ

ェットウェルベントの場合，エアロゾルはスクラバ容器に流入する前にサプレッション・プ

ールでスクラビングされ，より粒径の大きい粒子が特に多く除去されるため，スクラビング

前の粒径分布の差異が，スクラビング後はより小さくなることとなる。 

したがって，中・低揮発性核種の放出割合の変更することが粒径分布に与える影響は限定

的と考える。 
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 別紙 49 

 

適合性審査において確認を行う事項（第５０条等，ＦＣＶＳ） 

に対する記載事項について 

 

 

 適合性審査において確認を行う事項に対する各資料の回答記載箇所について次項に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 
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 別紙 50 

セシウムの放出割合の評価方法 

 

1. セシウムの放出割合 

(1) CsIの形態で存在しているセシウム 

全よう素が CsIの形態で存在するものとして整理する。CsIの形態で存在しているセシウム

の重量は以下のとおりとなる。 

 

CsIの初期重量[kg] 

＝よう素元素初期重量[kg]＋CsI初期重量中のセシウム重量[kg] 

＝MI＋MI/WI×WCs 

CsI初期重量中のセシウム重量[kg]＝MI/WI×WCs 

ここで， 

MI ：よう素元素初期重量[kg] 

WI ：よう素原子量[-] 

WCs：セシウム原子量[-] 

 

(2) CsOHの形態で存在しているセシウム 

全セシウムが CsIと CsOHの形態で存在するものとして整理する。CsOHの形態で存在してい

るセシウムの重量は以下のとおりとなる。 

 

CsOH初期重量中のセシウム重量[kg] 

＝MCs－CsI初期重量中のセシウム重量[kg] 

＝MCs－MI/WI×WCs 

ここで， 

MCs：セシウム元素初期重量[kg] 

 

(3)セシウムの放出量 

MAAP解析により CsI と CsOHの格納容器外への放出割合を評価 

 

セシウムの放出重量[kg]＝MI/WI×WCs×X＋（MCs－MI/WI×WCs）×Y 

 

X：CsI放出割合（MAAP解析により得られる） 

Y：CsOH放出割合（MAAP解析により得られる） 

 

・資料構成の相違 
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(4)セシウムの放出割合 

1.(3)で得られたセシウムの放出量から，セシウムの放出割合を評価 

セシウムの放出割合＝セシウムの放出量/セシウム元素初期重量 

＝MI/WI×WCs/MCs×X＋（1－MI/WI×WCs/MCs）×Y 

＝Y＋MI/MCs×WCs/WI（X－Y） 
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 別紙 51 

 

高温使用時におけるフランジ漏えい評価について 

 

 

 格納容器フィルタベント系の使用状態において，最高使用圧力に対するフランジ部の強度評価

については，「発電用原子力設備規格設計・建設規格（2005年度版）」の「PPD-3414フランジ」

において既に評価済みである。 

 本資料においては，高温・高圧環境下（200℃，853kPa）にて配管と配管をつなぐフランジ間

からの漏えい評価について示す。 

 

 「高圧ガス設備等耐震設計指針（2012）」を用いて配管内圧及びフランジに接続する配管から

受ける反力を考慮してフランジボルト締付圧力が十分に必要な面圧を満足していることを評価

する。なお，フランジに接続する配管からの反力については，自重，地震荷重，配管の熱膨張が

同時に負荷されたものとし，フランジの片当たりの原因となるモーメント及び両側からの引張力

について考慮するものとする。（図１） 

 

 

 

図１ フランジにかかる配管荷重 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 
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 「高圧ガス設備等耐震設計指針（2012） レベル 2耐震性能評価 解説編）に基づき，フランジ

漏えい評価を実施した。以下に評価式を示す。 

    

σ：ガスケット開口圧力 [MPa] 

m ：ガスケット係数 [-] 

p ：内圧［MPa］ 

α：等価内圧に対する漏えい影響度補正係数で，0.75m[-] 

σa：ボルトの初期締付け力によるガスケット面圧［MPa］ 

Pe：地震力等に係る軸方向引張力 F及び曲げモーメント M に対する等価内圧であり，以下

の式で算出する。 

    

G：ガスケット接触面の平均直径［mm］ 

F：軸引張力［N］ 

M：曲げモーメント［N・mm］ 

 

 ここで，軸引張力 Fは配管応力解析における配管軸方向の引張荷重 Fxであり，曲げモーメン

ト M は同様に配管応力解析における配管軸直角２方向のモーメント My 及び Mzの二乗和平方根 

で算出する。 

 なお，フランジの熱膨張係数がボルトよりも大きいため，フランジ－ボルト間の熱膨張差によ

りガスケットの面圧が増加するが，安全側に働くため本評価においては考慮しない。 

 

 今回，格納容器フィルタベント系の配管応力解析モデルにて，自重，地震荷重，最高使用温度

（200℃）における配管熱膨張が作用した場合の各節点における xyz各成分の反カとモーメント

を算出し，各節点の反力とモーメントの中から，成分毎の最大値をそれぞれ抽出した。 

 この抽出された成分毎の反力とモーメントの最大値がフランジに作用し，更に内圧として最高

使用圧力(0.853MPa)が印加されているという非常に保守的な条件にて，上記（1）式に基づきフ

ランジ漏えい評価を実施した。 

 評価の結果，(1)式の判定条件を満足することを確認した（表１参照）。よって，格納容器フィ

ルタベント系使用時の高温状態においても，配管フランジからの漏えいは発生しない。 
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表１ フランジ漏えい評価結果 
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別紙 21 

 

格納容器雰囲気温度によるベントの運用について 

 

(1) 格納容器雰囲気温度の監視について 

  格納容器雰囲気温度計は，ドライウェルに36点，サプレッション・チェンバに4点の計40

点を設置しており，各所に分散して配置することにより格納容器全体の雰囲気温度を監視す

ることができる。このうち，重大事故等発生時における監視を確実なものとするため，重大

事故等発生時の格納容器内の環境条件においても計測可能な温度計を，ドライウェルに8点，

サプレッション・チェンバに2点に分散し，格納容器内の雰囲気温度を一様に計測すること

としている。 

重大事故等発生時の格納容器内の環境条件においても計測可能な温度計の計測点を第1図

に示す。 

 (2) 局所的な温度上昇について 

   格納容器雰囲気温度が局所的に大きく上昇する要因としては，原子炉圧力容器が高圧状態

で破損する際に溶融炉心が飛散し，格納容器内に溶融炉心が付着することなどが考えられる

が，原子炉圧力容器破損前に原子炉圧力容器を減圧することにより，このような状況に至る

可能性を低減する。また，原子炉圧力容器が破損した場合には，溶融炉心がペデスタル部に

落下するが，ペデスタル（ドライウェル部）はドライウェル床面より掘り下げられた構造と

なっているため，溶融炉心はペデスタル（ドライウェル部）に保持され，ドライウェル床面

に流出することはない。さらに，格納容器スプレイ実施時には格納容器雰囲気が冷却される

こと及び格納容器への注水等による溶融炉心の冷却に伴い発生する蒸気により格納容器内

では自然対流が起きていることを踏まえると，溶融炉心からの輻射熱等により格納容器雰囲

気温度が局所的に大きく上昇する可能性は低い。また，格納容器圧力限界圧力を下回る最高

使用圧力の 2倍（620kPa［gage］）到達までにベントを実施することとしているが，620kPa

［gage］に対する飽和温度が約 166℃であることを踏まえると，過温破損に至ることはない

と考えられる。 

   なお，格納容器圧力が計測できない場合は，「別紙 19.格納容器内の圧力が計測できない

場合の運用について」に記載のとおり，格納容器雰囲気温度によりベントを判断することと

している。 

 (3) 格納容器破損のおそれがある場合の影響緩和のためのベント実施について 

   炉心部の燃料，ペデスタル（ドライウェル部）に落下した燃料デブリ及び格納容器内を冷

却するため，格納容器への注水等に期待するが，十分な注水等ができない場合には，格納容

器雰囲気が過熱状態になり，格納容器雰囲気温度が格納容器圧力に対する飽和温度以上にな

るとともに，溶融炉心からの輻射熱等により格納容器雰囲気温度が局所的に大きく上昇し，

格納容器が過温破損に至るおそれがある。このように，重大事故等対処設備が健全に機能せ

ず，格納容器の健全性が脅かされる可能性が高い状況では，格納容器圧力逃がし装置からの

ベントを実施し，フィルタ装置を介した放射性物質の放出経路を形成することで，格納容器
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格納容器雰囲気温度によるベントの運用について 

 

（１）格納容器雰囲気温度の監視について 

格納容器雰囲気温度計は，ドライウェルに31点，サプレッション・チェンバに６点の計37

点を設置しており，各所に分散して配置することにより格納容器全体の雰囲気温度を監視す

ることができる。このうち，重大事故等発生時における監視を確実なものとするため，重大

事故等発生時の格納容器内の環境条件においても計測可能な温度計を，ドライウェルに７

点，サプレッション・チェンバに２点に分散し，格納容器内の雰囲気温度を一様に計測する

こととしている。 

重大事故等発生時の格納容器内の環境条件においても計測可能な温度計の計測点を図１

に示す。 

（２）局所的な温度上昇 

格納容器雰囲気温度が局所的に大きく上昇する要因としては，原子炉圧力容器が高圧状態

で破損する際に溶融炉心が飛散し，格納容器内に溶融炉心が付着することなどが考えられる

が，原子炉圧力容器破損前に原子炉圧力容器を減圧することにより，このような状況に至る

可能性を低減する。また，原子炉圧力容器が破損した場合には，溶融炉心がペデスタル部に

落下するが，ペデスタルはドライウェル床面より掘り下げられた構造となっているため，溶

融炉心はペデスタルに保持され，ドライウェル床面に流出することはない。さらに，格納容

器スプレイ実施時には格納容器雰囲気が冷却されること及び格納容器への注水等による溶

融炉心の冷却に伴い発生する蒸気により格納容器内では自然対流が起きていることを踏ま

えると，溶融炉心からの輻射熱等により格納容器雰囲気温度が局所的に大きく上昇する可能

性は低い。また，格納容器圧力限界圧力を下回る最高使用圧力の2倍（853kPa［gage］）到

達までにベントを実施することとしているが，853kPa［gage］に対する飽和温度が約178℃

であることを踏まえると，過温破損に至ることはないと考えられる。 

 

なお，格納容器圧力が計測できない場合は，「別紙39.格納容器内の圧力が計測できない場

合の運用について」に記載のとおり，格納容器雰囲気温度によりベントを判断することとし

ている。 

 (3) 格納容器破損のおそれがある場合の影響緩和のためのベント実施について 

   炉心部の燃料，ペデスタルに落下した溶融炉心及び格納容器内を冷却するため，格納容器

への注水等に期待するが，十分な注水等ができない場合には，格納容器雰囲気が過熱状態に

なり，格納容器雰囲気温度が格納容器圧力に対する飽和温度以上になるとともに，溶融炉心

からの輻射熱等により格納容器雰囲気温度が局所的に大きく上昇し，格納容器が過温破損に

至るおそれがある。このように，重大事故等対処設備が健全に機能せず，格納容器の健全性

が脅かされる可能性が高い状況では，格納容器フィルタベント系からのベントを実施し，フ

ィルタ装置を介した放射性物質の放出経路を形成することで，格納容器の過温破損時に大気

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

 測定個数の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

島根２号炉（Mark-Ⅰ改）と東

海第二（Mark-Ⅱ）の最高使用圧

力の相違 
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の過温破損時に大気へ放出される放射性物質の総量を低減させる運用とする。 

   ベントの実施は過圧破損防止の観点では有効な手段であるが，格納容器雰囲気の過熱状態

による温度上昇に対しては一定の抑制効果はあるものの過温破損そのものを防止できる手

段ではない。したがって，格納容器温度上昇に対するベントにおいて,過温破損の観点では

可能な限り格納容器内に存在する希ガスの減衰に期待するため，格納容器の限界温度に到達

するおそれのある「格納容器温度 200℃以上において温度上昇が継続している場合」をベン

ト実施判断基準として設定した。格納容器温度の上昇継続を判断基準として設定した理由

は，200℃以上にて温度上昇が継続する場合には，格納容器過温破損に至る可能性があり，

事前に環境緩和のための格納容器ベントを実施するためである。 

なお，格納容器が過温破損するような状況では，格納容器温度が全体的に上昇することが

考えられること及び計器故障等による誤ベントを防止する観点から，第 1図に示すドライウ

ェルに設置した温度計の指示値のうち 2点が 200℃以上にて温度上昇が継続する場合におい

て，格納容器圧力逃がし装置からのベントを実施することとする。 

 

 

へ放出される放射性物質の総量を低減させる運用とする。 

   ベントの実施は過圧破損防止の観点では有効な手段であるが，格納容器雰囲気の過熱状態

による温度上昇に対しては一定の抑制効果はあるものの過温破損そのものを防止できる手

段ではない。したがって，格納容器温度上昇に対するベントにおいて,過温破損の観点では

可能な限り格納容器内に存在する希ガスの減衰に期待するため，格納容器の限界温度に到達

するおそれのある「格納容器温度 200℃以上において温度上昇が継続している場合」をベン

ト実施判断基準として設定した。格納容器温度の上昇継続を判断基準として設定した理由

は，200℃以上にて温度上昇が継続する場合には，格納容器過温破損に至る可能性があり，

事前に環境緩和のための格納容器ベントを実施するためである。 

なお，格納容器が過温破損するような状況では，格納容器温度が全体的に上昇することが

考えられること及び計器故障等による誤ベントを防止する観点から，図１に示すドライウェ

ルに設置した温度計の指示値のうち 2 点が 200℃以上にて温度上昇が継続する場合におい

て，格納容器フィルタベント系からのベントを実施することとする。 
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番号 名称 設置場所 測定範囲 

①，② ドライウェル雰囲気温度（上部） フランジ高さ 0℃～300℃ 

③，④ ドライウェル雰囲気温度（中部） 燃料有効長頂部高さ 0℃～300℃ 

⑤，⑥ ドライウェル雰囲気温度（下部） 機器ハッチ高さ 0℃～300℃ 

⑦，⑧ ドライウェル雰囲気温度（ペデスタル部） ドライウェル床面高さ 0℃～300℃ 

⑨，⑩ サプレッション・チェンバ温度 サプレッション・チェンバ上部 0℃～200℃ 

第 1図 格納容器雰囲気温度計の計測点 

 

 

番号 名称 設置場所 測定範囲 

①，②，③ ドライウェル温度（ＳＡ） フランジ高さ近傍 0～300℃ 

④，⑤ ドライウェル温度（ＳＡ） ＴＡＦ高さ近傍 0～300℃ 

⑥，⑦  ドライウェル温度（ＳＡ） ＲＰＶ底面高さ近傍 0～300℃ 

⑧，⑨ ペデスタル温度（ＳＡ） ペデスタル上部 0～300℃ 

⑩，⑪ 
サプレッション・チェンバ 

温度（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ 

頂部近傍 
0～200℃ 

 

図１ 格納容器雰囲気温度計の計測点 
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別紙 53 

ベント実施時の影響を踏まえた接続口の優先順位について 

ベント実施後は，ベントガスに含まれる放射性物質が格納容器フィルタベント系出口配管に付

着するため，出口配管立ち上がり部周辺での作業及び移動に影響が出る可能性がある。 

このため，格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部周辺の線量評価を実施するととも

に，評価結果を踏まえた優先順位の考え方を以下に示す。 

１．格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部周辺での作業について 

R/B南側に設置してある格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部周辺で，ベント実

施後に想定される作業を考慮した可搬型設備の配置図を図１に示す。 

図１ ベント実施後に想定される可搬型設備の配置 

２．格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部周辺の被ばく評価について 

R/B南側の格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部周辺で，ベント実施直後に実施

する作業は無いが，出口配管立ち上がり部から 10m地点（R/B南側接続口付近）において事故

後約 43時間（ベント後 10時間）及び事故後７日時点，出口配管立ち上がり部から１m地点に

おいて事故後７日，30日，60日後の線量率を評価した。なお，作業エリアの比較のため，R/B

西側接続口付近についても評価した。線源には有効性評価（格納容器過圧・過温破損）の「冷

却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」シナリオにおけ

るＷ／Ｗベント使用時の放出量を用いている。 

表１に示す評価結果のとおり，短時間のアクセス等は可能な線量率であると考えられる。 

・資料構成の相違
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 表１ 格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部周辺の線量評価結果 

評価場所 事故後時間 
線量率（mSv/h)

 ※１

 

（うち，配管寄与分） 

評価点 A（格納容器フィルタベント系出口配管

立ち上がり部（雨水排水ライン））から 10m地

点（R/B南側接続口付近） 

約 43 時間 

（ベント後 10時間） 
約 13（約 2.5） 

７日 （168 時間） 約 5.0 (約 0.8)
 

 

評価点 A（格納容器フィルタベント系出口配管

立ち上がり部（雨水排水ライン））から１m地

点 

７日 （168 時間） 約 85 （約 81） 

30 日 約 9.2 （約 5.1） 

60 日 約 6.2 （約 2.1） 

評価点 B（R/B西側接続口付近） 

約 43 時間  

（ベント後 10時間） 
約 9.0（約－）※２ 

７日 （168 時間） 約 3.7 (約－) ※２ 

※１ R/B からの直接線・スカイシャイン線，クラウドシャイン，グランドシャイン，吸入摂取（PF50 全面マス

ク着用）に加えて，W/Wベントに伴い格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部に浮遊する放射性物

質及び雨水排水ライン配管に蓄積する放射性物質（格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部に付

着する放射性物質が全て地上近くの雨水排水ライン配管に移動するものと想定）を考慮して評価している。

格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部に付着する放射性物質量は，配管を流れる放射性物質（希

ガスを除く）が，配管長 100ｍあたり 10％の割合で付着するものとした。 

※２ 格納容器フィルタベント系出口配管を直視できない場所のため，配管による線量はない。 

 

 

 ３．可搬型設備を使用した接続口の優先順位について 

表１の線量評価結果から， R/B 南側接続口付近の線量率に対して格納容器フィルタベント

系出口配管の影響はあるが，R/B南側のアクセスルートの通行及び南側接続口エリアでの作業

は可能である。また，R/B西側接続口エリアでの作業も可能であることから，接続口の優先順

位については作業員被ばくを考慮せず，以下に示す考えをもとに設定している。なお，可搬型

設備の設置については，ベント実施前に完了している。 

 

①大量送水車 ： 原子炉注水流量が多い配管を優先して使用する。 

(1) 南側接続口（残留熱除去系（A）注入配管） 

(2) 西側接続口（残留熱除去系（B）注入配管） 

②原子炉補機代替冷却系（移動式代替熱交換設備） 

： 運転員の系統構成（屋内）における操作対象弁が少ないものを優先して使用する。 

(1) 南側接続口（原子炉補機冷却系（B系：２弁）） 

(2) 西側接続口（原子炉補機冷却系（A系：４弁）） 
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その他，R/B 南側においては，長期的な対応として可搬式窒素供給装置による FCVS ライン

への窒素パージのための可搬型設備の起動操作等の作業が考えられるが，R/B南側接続口エリ

アでの作業と同様，可搬型設備の設置エリアでの作業は可能である。

（参考１）蒸気凝縮によるドレンについて 

格納容器フィルタベント系を使用した際には，ベント開始直後から系統内で蒸気凝縮によ

るドレンが発生するが，ベントガス流量が約  以上であればベントガスがドレンを

随伴し排出するため，ベント後はフィルタ装置下流で発生するドレンについては出口配管の

放出端より排出されるが，ベントガス流量が少なくなるとドレンは排出できなくなり，出口

配管立ち上がり部の雨水排水ラインにドレンが溜まることとなる。 

雨水排水ラインが満水となった場合，溢れたドレンは格納容器フィルタベント系配管を通

って銀ゼオライト容器まで戻る構成としており（図１参照），その後，銀ゼオライトフィルタ

出口側のドレンラインからスクラバ容器連結管（液相部）に流入する（図２，３参照）。また，

銀ゼオライトフィルタのドレンラインには逆止弁を設置していることから，スクラバ容器連

結管からスクラバ容器の金属フィルタ及び銀ゼオライトフィルタを通らずにベントガスが流

出することがない構成としている（図３参照）。 

なお，格納容器フィルタベント系配管は，フィルタ装置下流は放出端に向かって連続上り

勾配としていることからドレンが配管の途中で溜まることはない。 

また，「２．格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部周辺の被ばく評価について」

表１の線量評価結果から，線量率のうち出口配管寄与分は短半減期核種が支配的であり，60

日後には線量率が減衰するため，基本的に雨水排水ラインのドレンについては処理する必要

はないが，事故収束後に雨水排水ラインのフランジに可搬ホースを接続し，ドレンをスクラ

バ容器等に移送することで処理可能である。 

図１ 格納容器フィルタベント系立ち上がり部（雨水排水ライン） 
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図２ 銀ゼオライト容器内のドレンの流れ 

図３ 銀ゼオライト容器からスクラバ容器間のドレンライン 
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＜銀ゼオライト容器からスクラバ容器へのドレンの排出について＞ 

ベント後にはスクラバ容器と銀ゼオライト容器には圧力差が生じるため，銀ゼオライトフ

ィルタ出口側ドレンラインにおいて，以下の水位が形成される。 

H ＝ h1 + h2 + h3 ・・・（式１）  

H： 銀ゼオライトフィルタ出口側ドレンラインに形成される水位 

h1 : スクラバ容器のスクラビング水位 

h2 : スクラバ容器と銀ゼオライト容器の圧力差に相当する水位 

h3 : ドレンラインで発生する圧力損失に相当する水位 

格納容器破損防止対策の有効性評価のうち，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器

過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用しない場合）」において，ベントガスによりドレ

ンを出口配管の放出端から排出できなくなる時点の圧力差で水位を評価した結果，図４に示

すとおり，ドレンラインに形成される水位は，最大でも銀ゼオライトフィルタ下端以下とな

る。 

ドレン発生量は少ないため，ドレンラインで発生する圧力損失はほぼゼロであり，式１に

示すｈ3に相当する水位は無視できるため，ｈ1及びｈ2に相当する水位までドレンが溜まれば，

ドレンはスクラバ容器に排出される。 

図４ 銀ゼオライトフィルタドレンラインに形成される水位の評価結果 
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（参考２）ドレン排出可能なベントガス流速について 

島根２号炉の格納容器フィルタベント系出口配管で発生するドレンをベントガスによって排

出できるかどうかは，以下の考え方に基づいて判断することができる。 

１．出口配管からドレン排出可能なベントガス流速について 

垂直管内で上向きにガスが流れる場合に，ガスに随伴してドレンが排出される現象について

は，配管口径が小さい場合には気相流速（ｊG）に依存するが，配管口径が約    以上の

領域では Ku値（Kutateladze数[-]）に依存し，    となる（参考図書１）。 

ここで，Ku値は以下の式で表される。 

ρG：気相密度 (0.598[kg/m3])※１ 

ρL：液相密度 (958.1[kg/m3]) ※１ 

ｇ：重力加速度 (9.80665[m/s2]) 

ｊG：気相流速 [m/s] 

σ：表面張力 (0.0589[N/m]) ※１

※１：括弧内は大気圧のときの値を表す。

島根２号炉の格納容器フィルタベント系出口配管（立ち上がり部）は 300Aの配管であるた

め，ベントガス流速が    を満足する    より大きい場合に，出口

配管内のドレンがベントガスに随伴されて排出されることとなる。 

２．ベントガスによって凝縮水を排出できなくなるタイミングについて 

ベントガス流速は以下の式で表される。 

ｖ ＝ Ｗvent／(ρ×Ａ) 

ｖ ：ベントガス流速 [m/s] 

Ｗvent : ベントガス流量 [kg/s] 

ρ ：ベントガス密度 [kg/m3] 

Ａ : 配管断面積 [m2] 

島根２号炉の格納容器フィルタベント系出口配管におけるベントガス流速とベントガス流

量の関係を図１に示す。図１より，ベントガス流速  に対応するベントガス流量は

約  となる。 
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格納容器破損防止対策の有効性評価のうち，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器

過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用しない場合）」のベントガス流量の水位を図２に示

す。図２より，島根２号炉のベントガス流量が  となる時点は事故後約 97時間とな

るため，ベントガスによってドレンを排出できなくなるのは事故後約 97時間後と評価できる。 

図１ 出口配管におけるベントガス流速及び質量流量の関係 

図２ 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使

用しない場合）」におけるベントガス流量の推移 

≪参考図書≫ 

1. Richter H.J, Flooding in tubes and annuli, Int. J. Multiphase flow, 7, 647-658(1981)
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別紙 13 

 

スクラビング水が管理範囲を超えた場合の措置について 

 

  フィルタ装置は，要求される放射性物質除去性能が発揮できることを確認するため，スクラ

ビング水の水位が管理範囲にあることを監視する。水位が管理範囲を超えた場合の措置につい

て以下に示す。 

 (1) 系統待機時 

   系統待機時においては，フィルタ装置水位計にて，スクラビング水の水位が待機時の下限

水位から上限水位 にあることを確認する。 

   フィルタ装置内は窒素で置換されており，第二弁及び圧力開放板にて隔離された状態とな

っている。系統待機時のフィルタ装置への補給については，格納容器圧力逃がし装置格納槽

上部から接続口に給水設備等を接続し注水することとなり，系統待機中においては常時接続

される水系の配管がないことから，待機中に水位が変動することはない。なお，スクラビン

グ水を移送する移送ポンプにはテストタンクが設けられているが，本文「4.4 設備の維持

管理」に記載のとおり，弁で隔離した上で試験することで，フィルタ装置の水位に影響しな

いよう設計している。 

 (2) ベント開始後 

   ベント時においては，フィルタ装置水位計にて，スクラビング水の水位がベント時の下限

水位から上限水位 にあることを確認する。 

   フィルタ装置に捕集した放射性物質の崩壊熱により，スクラビング水が蒸発し下限水位を

下回る可能性がある場合は，本文「4.2.2 スクラビング水の補給」に基づき補給を行う。 

   別紙 12「スクラビング水の保有水量の設定根拠について」に示すとおり，スクラビング

水の水位はベント初期のベントガス凝縮による水位上昇を考慮しても上限水位に至らない

設計としている。さらに，ベントガス以外にフィルタ装置に外部から流入するラインはない

ことから，上限水位に至ることはない。なお，万が一上限水位となった場合は，「4.2.4 排

水操作」に基づき水位を低下させることが可能な設計となっている。 

 

 ・スクラビング水が管理範囲を

超えることはない（「別紙９

（参考２）スクラバ容器水位

設定の考え方及びベント運転

中の水位挙動」参照） 

・上記により，スクラビング水

補給設備及び排水設備は自主

対策設備であるため，該当資

料なし 
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別紙 18 

 

スクラビング水補給及び窒素供給作業の作業員の被ばく評価 

 

  格納容器圧力逃がし装置格納槽へのスクラビング水の補給及び原子炉建屋系統内への窒素

ガスの供給作業における作業員の被ばく評価を以下のとおり行った。なお，評価に当たっては，

サプレッション・チェンバ（Ｓ／Ｃ）からのベントを行う場合及びドライウェル（Ｄ／Ｗ）か

らのベントを行う場合のそれぞれについて評価を行った。 

 （1）評価条件 

  a．放出量評価条件 

    想定事象として格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）」で想定される事故シーケンスにおいて，代替循環冷却系を使用できない場合

を想定した事故シナリオを選定する。また，放出量評価条件を第 1 表，大気中への放出過

程及び概略図を第 1図～第 5図に示す。  

  b．被ばく評価条件 

    被ばく経路は，第 6 図及び第 7 図に示すとおり大気中へ放出される放射性物質による外

部被ばく及び内部被ばく，地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線，原子炉建屋から

の直接ガンマ線等による外部被ばくを考慮した。 

    大気中へ放出される放射性物質による外部被ばく及び内部被ばく，地表面に沈着した放

射性物質からのガンマ線による外部被ばくについては，第 2 表～第 4 表に示すとおり拡散

効果等を考慮し，作業場所における相対線量（Ｄ／Ｑ）及び相対濃度（χ／Ｑ）から被ば

く評価を行った。なお，内部被ばくについてはマスク等の放射線防護効果を考慮し評価を

行った。 

    原子炉建屋及び格納容器圧力逃がし装置格納槽からの直接ガンマ線等による外部被ばく

については，第 5 表及び第 6 表に示すとおり原子炉建屋の外壁及び格納容器圧力逃がし装

置格納槽の遮蔽壁の遮蔽効果を考慮し評価を行った。 

c．評価地点 

    評価地点は，第 8図に示すとおりとした。 

  d．作業開始時間 

    スクラビング水の補給及び窒素ガスの供給は事象発生から 7日後に実施することを想定

し評価した。 

（2）評価結果 

   スクラビング水の補給及び窒素ガスの供給作業場所の線量率は，第 7表及び第 8表に示す

とおり，サプレッション・チェンバ（Ｓ／Ｃ）からのベントを行う場合，スクラビング水の

補給作業については 13mSv／h，窒素ガスの供給作業については 3.6mSv／hとなり，ドライウ

ェル（Ｄ／Ｗ）からのベントを行う場合，スクラビング水の補給作業については 15mSv／h，

窒素ガスの供給作業については 4.6mSv／hとなり，スクラビング水の補給及び窒素ガスの供

給作業を行うことができる放射線環境であることを確認した。 

 ・資料構成の相違 

島根２号炉は，「別紙８ 弁の

現場操作地点等における被ばく

評価について」に記載 
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   なお，スクラビング水の補給作業及び窒素ガスの供給作業の作業時間は，移動及び補給等

の準備を含めても 2時間～3 時間であり，作業が可能である。 
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第 1表 放出量評価条件（1／3） 
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第 1表 放出量評価条件（2／3） 
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第 1表 放出量評価条件（3／3） 
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※1 Regulatory Guide 1.195, “Methods and Assumptions for Evaluating Radiological 

Consequences of Desigh Basis Accidents at Light-Water Nuclear Power Reactors”,May 

2003 

※2 Standard Review Plan6.5.2,“Containment Spray as a Fission Product Cleanup 

System”,December 2005 

※3 Standard Review Plan6.5.5,“Pressure Suppression Pool as a Fission Product Cleanup 

System”,March 2007 

※4 NUREG-1465,“Accident Source Terms for Light-Water Nuclear Power Plants”,1995 
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第 1図 希ガスの大気放出過程 
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第 2図 よう素の大気放出過程 
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第 3図 セシウムの大気放出過程 
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第 4図 その他核種の大気放出過程 
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第 5図 大気放出過程概略図（イメージ） 
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第 2表 大気拡散評価条件 
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第 3表 評価に使用する相対濃度（χ／Ｑ）及び相対線量（Ｄ／Ｑ） 
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第 4表 線量換算係数，呼吸率等 
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第 5表 原子炉建屋からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線 

 

 

第 6表 フィルタ装置からの直接ガンマ線 
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第 8図 大気中に放出された放射性物質の濃度評価点 
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別紙 26 

 

ベント準備操作開始タイミングについて 

 

(1) ベント準備操作について 

東海第二発電所では，ベント実施時の作業時間短縮を目的として，他系統との隔離確認，

ベント実施に必要な隔離弁の健全性確認，第一弁の開操作をベント準備と位置付けて，ベン

ト実施操作判断基準到達までに実施し，その他のベント実施に関連する作業をベント実施操

作判断基準到達後に実施することとしている。 

ベント準備操作は，サプレッション・プール水位が通常水位＋5.5m に到達したことを起

点として開始する。これは，仮に第一弁の中央制御室からの遠隔操作失敗を想定しても，ベ

ント実施操作判断基準到達までにベント準備が完了する基準として設定している。 

 

(2) ベント準備操作判断基準の考え方 

ベント準備操作の所要時間が長くなる中央制御室からの遠隔操作失敗を想定したタイム

チャートを第 1図に示す。所要時間は 2時間 45分である。 

 

 

第 1図 ベント準備所要時間タイムチャート 

 

また，ベント準備操作判断基準であるサプレッション・プール水位通常水位＋5.5m 近辺

の水位から，サプレッション・プール通常水位＋6.5m（外部水源による格納容器スプレイ停

止基準）までの水量及び到達時間を第 1表に示す。 

ベント準備操作所要時間が 2 時間 45 分であること及びスプレイ停止基準であるサプレッ

ション・プール通常水位＋6.5m 到達時間の関係から，ベント準備操作の開始タイミングと

してはサプレッション・プール通常水位＋5.5m到達を基準とすることが妥当と考える。 

サプレッション・プール水位とベント実施に係る操作タイミングを第 2図に示す。 

 

 

 

 

 ・資料構成の相違 

島根２号炉は，「4.1.3 格納

容器フィルタベント系操作手順

について (2)ｅ．ベント準備操

作の余裕時間」に記載 
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第 1表 スプレイ停止基準までの水量 

サプレッション 
・プール水位 

サプレッション・プール水位 
通常水位＋6.5m までの水量 

サプレッション・プール水位 
通常水位＋6.5m 到達時間※1 

通常水位＋6.0m 約 230m３ 約 1時間 40 分 

通常水位＋5.5m 約 450m３ 約 3時間 20 分 

通常水位＋5.0m 約 680m３ 約 5時間 

※1 外部水源を用いた代替格納容器スプレイ流量を 130m３／h で連続して格納容器スプレイした場

合。実際には，代替格納容器スプレイは 130m３／h よりも少ない流量でスプレイを実施すること

としており，実運用上は表中の到達時間よりも長くなる。 

 

 

 

第 2図 サプレッション・プール水位と各操作タイミングについて 
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別紙 34 

 

各運転モードにおける系統構成と系統内の水素濃度について 

 

格納容器からのベント中は，系統内に流れがあり水素が局所的に蓄積することはない。一方，

ベント停止後はフィルタ装置内に捕集した粒子状放射性物質によるスクラビング水の放射線分

解により，蒸気とともに水素，酸素が発生する。 

発生する水素は蒸気に比べて十分少なく約 0.2％と評価され，蒸気発生量に対して一定となる。

さらに，入口配管に接続された窒素供給ラインより窒素を供給することで，系統内の水素濃度は

低くなる。 

フィルタ装置入口配管の水素濃度は，窒素供給を実施することで，約 0.02％と評価される。

一方，出口配管の水素濃度は，上述のとおり窒素供給を考慮せずに約 0.2％と評価され，窒素供

給を考慮することでさらに低減される。 

出口配管は大気放出端まで連続上り勾配となり，水素は蒸気とともに放出端に導かれることか

ら，系統内に水素が蓄積することはない。 

 

一方，入口配管については，系統内の蒸気が凝縮してフィルタ装置に戻ると非凝縮性ガスであ

る水素及び酸素の濃度が上昇し，可燃限界に至るおそれがあることから，窒素供給による系統パ

ージ停止後において，水素が長期的に系統内に滞留しないことを確認するために水素濃度計で入

口配管の水素濃度を監視する。 

 

以上より，東海第二発電所の格納容器圧力逃がし装置の水素濃度計は，フィルタ装置の入口側

に設置を計画している。 

 

 ・資料構成の相違 

島根２号炉は，「別紙２ 水素

滞留に対する設計上の考慮につ

いて」にて記載 

（参考）各運転モードにおける系統構成と系統内の水素濃度について 

 

格納容器圧力逃がし装置の各運転モード（系統待機時，ベント開始時，ベント停止後）におけ

る系統状態及び系統内の水素濃度について以下に示す。 

 

1. 系統待機時 

(1) 系統状態 

系統待機時においては，格納容器隔離弁が閉止されており，隔離弁から圧力開放板の間は

窒素により不活性化されている。 

系統待機時の状態を第 1図に示す。 

(2) 水素濃度 

系統待機状態においては，系統内への水素流入はなく，また，系統内における水素発生はな

い。 
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第 1図 系統待機時の状態概要図  

 

  

2. ベント実施時 

(1) 系統状態 

炉心の著しい損傷が発生した場合のベント開始後には，格納容器内における水－金属反応

や水の放射線分解により発生する水素が格納容器圧力逃がし装置系統内に流入するととも

に，フィルタ装置にて捕捉した放射性物質によるスクラビング水の放射線分解により，フィ

ルタ装置内において水素が発生する。 

この状態においても，系統の初期の不活性化及び格納容器及びフィルタ装置において崩壊

熱により発生する多量の水蒸気による水素の希釈により，可燃限界には至らない。また，フ

ィルタ装置出口配管が大気開放端に向かい連続上り勾配となるよう設計しており，系統全体

にベントガスの流れがあることから，局所的な水素ガスの滞留及び蓄積は発生しない。 

ベント実施時の状態を第 2図に，ベント停止前の窒素供給時の状態を第 3図に示す。 

(2) 水素濃度（ベント実施時） 

格納容器圧力逃がし装置へ流入するベントガスの水素濃度については，格納容器内での水

の放射線分解による水素発生量と，同時に発生する水蒸気発生量の割合から求める。 

その結果，格納容器より系統内へ流入するベントガスの水素濃度は約 0.2％となる。 

水蒸気発生量＝Q×1,000／（飽和蒸気比エンタルピ 

－飽和水比エンタルピ）×1,000／分子量×22.4×10－３×3,600 

水素発生量＝Q×10６×Ｇ値（分子／100eV）／100／（1.602×10－１９）※1 

／（6.022×1023）※2×22.4×10－３×3,600×放射線吸収割合 

水素濃度＝水素発生量／（水蒸気発生量＋水素発生量）×100 

Q ：崩壊熱（MW） 
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※1 1eV＝1.602×10－１９[J] 

※2 アボガドロ数 6.022×10２３ 

 

以上の式に事故発生 7日後の状態を想定した条件を適用し，水素濃度を求める。 

・格納容器圧力はベント実施時の圧力として 200kPa［abs］とする。 

・格納容器内の冷却水は沸騰していると想定し水素発生量のＧ値は 0.4とする。 

・放射線吸収割合は 1.0とする。 

・事故発生 7日後を想定するため，崩壊熱は約 10MW とする。 

 

水蒸気発生量＝10×1,000／（2706.24－251.15※3）×1,000／18 

×22.4×10－３×3,600＝18247.8 m３[N]／h 

※3 飽和水比エンタルピは 60℃条件とする。 

水素発生量＝10×10６×0.4／100／（1.602×10－１９）／（6.022×10２３） 

×22.4×10－３×3,600×1.0＝33.44 m３[N]／h 

水素濃度＝33.44／（18247.8＋33.44）×100＝約 0.2％ 

 

次に，フィルタ装置において発生する水素濃度については，フィルタ装置内のスクラビ

ング水の放射線分解による水素発生量と，同時に発生する水蒸気発生量の割合から求める。 

水素濃度は系統へ流入するベントガスの水素濃度を求める式と同様の式を用いて計算す

る。 

その結果，フィルタ装置より発生する水素濃度は約 0.2％となる。 

水素濃度の計算条件は以下のとおりとする。 

・水の放射線分解に寄与する熱量は 500kWを想定する（設計条件）。 

・スクラビング水は沸騰しているものと想定し水素発生量のＧ値は 0.4とする。 

・放射線吸収割合は 1.0とする。 

 

水蒸気発生量＝0.5×1,000／（2675.53－418.99）×1,000／18 

×22.4×10－３×3,600＝992.65 m３[N]／h 

水素発生量＝0.5×10６×0.4／100／（1.602×10－１９）／（6.022×10２３） 

×22.4×10－３×3,600＝1.67 m３[N]／h 

水素濃度＝1.67／（992.65＋1.67）×100 

＝約 0.2％ 

 

(3) 水素濃度（ベント停止前，窒素供給時） 

窒素供給を開始することで，(2)で評価した値よりさらに水素濃度が低くなることから，格

納容器を含め系統の水素濃度は約 0.2％を上回ることはない。 
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第 2図 ベント実施時状態概要図 

  

 

第 3図 格納容器への窒素供給状態概要図 
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3. ベント停止後 

(1) 系統状態 

ベント停止後，可搬型窒素発生装置により系統内への窒素供給を開始する。系統内に連続

的に窒素を供給することで，系統内の水素を希釈，掃気する（フィルタ装置出口側への流れ

が形成される）ため，フィルタ装置入口配管内に水素が滞留することはなく，スクラビング

水の放射線分解により発生した水素もこの流れにより，大気開放端から掃気される。また，

フィルタ装置出口側については，スクラビング水が飽和状態にある場合は，水蒸気発生量が

水素発生量を大きく上回るため，水素濃度が可燃限界に至ることはない。ベント停止後の状

態を第 4 図に示す。 

(2) 水素濃度（隔離弁～フィルタ装置） 

フィルタ装置入口配管側へ逆流する水素濃度について，窒素供給量，水素発生量の割合か

ら求める。その結果，水素濃度は約 0.02％となる。 

なお，フィルタ装置入口配管側に逆流する可能性のある水素発生量は以下に示した式を用

いて計算する。 

 

フィルタ装置内水素発生量＝Q×10６×Ｇ値（分子／100eV）／100 

／（1.602×10－１９）／（6.022×10２３）×22.4×10－３×3600 

入口配管内への水素流量＝フィルタ装置内水素発生量 

×ガス入口配管断面積／フィルタ装置断面積 

水素濃度＝入口配管への水素流入量 

／（入口配管への水素流入量＋窒素供給量）×100 

 

水素濃度の計算条件は以下のとおりとする。 

・スクラビング水は沸騰しているものと想定し水素発生量のＧ値は 0.4とする。 

・水の放射線分解に寄与する熱量は 500kWを想定する。（格納容器圧力逃がし装置設計条件） 

・放射線吸収割合は 1.0とする。 

・窒素供給量は 200m３[N]／h，不純物濃度は 1％未満のため無視する。 

 

フィルタ装置内水素発生量＝0.5×10６×0.4／100／（1.602×10－１９） 

／（6.022×10２３）×22.4×10－３×3600 

＝1.67 m３[N]／h 

入口配管内への水素流量＝1.67×0.144／9.1 

              ＝0.026 m３[N]／h 

水素濃度＝0.026／（0.026＋200）×100 

＝約 0.02％ 
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(3) 水素濃度（フィルタ装置～大気解放端） 

格納容器への窒素供給時の水素濃度については，窒素供給量，水素発生量の割合から求め

る。その結果，水素濃度は約 0.2％以下となる。 

なお，ベント停止後のフィルタ装置出口側の水素濃度は 2.(2)に示した式を用いて計算す

る。 

 

 

水素濃度の計算条件は以下のとおりとする。 

・フィルタ装置出口が解放しているため，フィルタ装置圧力は大気圧であると想定する。 

・スクラビング水は沸騰しているものと想定し水素発生量のＧ値は 0.4とする。 

・崩壊熱は Qとする。 

・窒素供給は考慮しない。 

水蒸気発生量＝Q×1,000／（2675.53－418.99）×1,000／18×22.4×10-３× 

3600＝1985.3×Q m３[N]／h 

 

水素発生量＝Q×10６×0.4／100／（1.602×10－１９）／（6.022×10２３） 

×22.4×10－３×3,600＝3.344×Q m３[N]／h 

 

水素濃度＝3.344Q／（1985.3＋3.344）Q×100 

＝約 0.2％ 

 

 

 

第 4図 ベント停止後状態概要図 
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4. 評価の保守性について 

各運転モードにおける系統内の水素濃度評価は，水素発生量のＧ値を用いて算出している。 

Ｇ値には，許認可の安全解析に用いられる値（沸騰域 0.40分子／100eV）を使用することに

より，評価結果に保守性を持たせている。 

実際にシビアアクシデントが発生した状況を想定した場合の水素発生量のＧ値は，電力共同

研究報告書「シビアアクシデントにおける可燃性ガスの挙動に関する研究」において評価され

ており，その値（沸騰域 0.27分子／100eV）は許認可で用いられるＧ値に対して低い値となっ

ている。 

水素が発生する過程では酸素も発生するが，この量を評価に見込まないことで若干の保守性

を有することとなる。 

以上より，各運転モードにおける水素濃度評価は適切に行われているものと考える。 
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別紙 37 

希ガスの減衰効果に期待したドライウェルベント実施時の影響評価 

(1) 格納容器圧力逃がし装置にて除去できず，ベント時の外部被ばくの主因となる希ガスについ

ては，可能な限り格納容器内に保持することで時間減衰させることが有効である。 

そのため，ベント実施タイミングを可能な限り遅くするため，サプレッション・チェンバ側

からのベント排気ライン水没を防止する観点から設定したサプレッション・プール水位通常水

位＋6.5mに到達するまでは，格納容器スプレイを実施する手順としている。 

この手順に基づき，格納容器破損防止対策の有効性評価「雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用できない場合）」においては，事象発生後

約 19時間後に格納容器スプレイを停止し，サプレッション・チェンバ側からのベントを実施

することとしている。 

ここでは，より希ガスを格納容器内に保持する観点から 19時間以降も格納容器スプレイを

継続させ，ドライウェル側からのベントを実施した場合について，公衆被ばくへの影響を評価

する観点から，外部被ばくの主因となる希ガス及び長期土壌汚染の要因となるＣｓ－137放出

量を対象に，事象発生後約 19時間後にサプレッション・チェンバ側からベントを実施した場

合と比較する。 

 

(2) 評価ケース 

ａ．サプレッション・チェンバ側からのベント（19時間ベント） 

格納容器破損防止対策の有効性評価における「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容

器過圧・過温破損）」と同様のベント方法であり，事象開始から約 19時間後にサプレッショ

ン・プール水位が通常水位＋6.5mに到達した時点で格納容器スプレイを停止し，サプレッ

ション・チェンバ側からベントを実施する。圧力推移を第 1図に示す。 

ｂ．ドライウェル側からのベントケース（34時間ベント） 

ａ．の事故シナリオにおいて，スプレイ停止基準であるサプレッション・プール水位が通

常水位＋6.5mに到達した後も格納容器スプレイを継続させた評価を実施した。圧力推移を

第 2 図に示す。 

ＭＡＡＰ解析の結果，ドライウェル空間体積の減少に伴い格納容器スプレイ効果が低減

し，約 34時間時点で格納容器圧力が限界圧力を下回る 620kPa［gage］に到達する結果とな

ったことから，約 34時間後にドライウェルベントを実施した。 

 

(3)評価結果 

サプレッション・チェンバ側からのベントケースの放出量を 1として規格化した場合のド

ライウェル側からのベントケースの放出量の相対値を第 1表に示す。 

 

 

 

 

 ・資料構成の相違 

島根２号炉は，D/W 側のベン

トを実施する場合でも，S/C 側

ベント基準（注水制限）以降も

余分に保持することを想定して

いない 
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第 1表 ドライウェルベントケースにおける希ガス及びＣｓ－137放出量 

評価ケース ベント時間 
放出量 

希ガス Ｃｓ－137 

サプレッション・チェンバ側か

らのベント 
約 19時間 1 1 

ドライウェル側からのベント 約 34時間 約 0.80 約 1.76×.7４ 

 

希ガスの放出量はサプレッション・チェンバ側からのベントに対してドライウェル側からの

ベントケースは約 0.8倍であり，希ガスの減衰効果は限定的となっている。これは，第 3図の

希ガスの減衰曲線に示すように，事象発生後から 12 時間程度の間は大きく減衰するものの，

これに比べて事象発生 19時間後から 34時間後までの間の減衰効果は小さいためである。 

Ｃｓ－137の放出量に関しては，サプレッション・チェンバ側からのベントに対してドライ

ウェル側からのベントは約 1.76×10４倍と大きく増加する結果となった。これは，ドライウェ

ル側からのベントの場合，サプレッション・チェンバ側からのベントに対してサプレッショ

ン・プール水でのスクラビング効果が得られなくなるためである。 

 

(4)まとめ 

上記のとおり，有効性評価の事故シナリオにおいて，ドライウェル側からのベント時の希ガ

スの減衰効果は限定的となる。そのため，長期にわたる土壌汚染を抑制する観点から，サプレ

ッション・チェンバ側からのベントを選択することが好ましいと考えられることから，東海第

二ではサプレッション・チェンバ側からのベントを優先することとしている。 

 

第 1図 サプレッション・チェンバ側からのベント（19時間ベント） 

の格納容器圧力推移 

 

  

約 19時間後 

サプレッション・プール通常水位＋6.5m 到

達によりベント 
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第 2図 ドライウェル側からのベント（34時間ベント） 

の格納容器圧力推移 

 

 

第 3図 事故発生後の希ガス発生量の時間変化（核種合計） 

 

 

  

 

約 34時間後 

2Pd到達によりベント 

ドライウェル自由体積減少に伴

い，スプレイ効果の減少 

サプレッション・プール通常水位＋6.5m到

達後も格納容器スプレイを継続 
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別紙 38 

コリウムシールド侵食時のガス及びエアロゾル発生について 

 

ＭＣＣＩ発生時には，コンクリートが加熱・分解されることに伴い，水蒸気やＣＯ２が発生す

る。また，この水蒸気やＣＯ２が，溶融炉心中のＺｒと反応し，Ｈ２及びＣＯが発生する。これ

らの気体が気泡となり溶融炉心内を上昇する間に，溶融炉心中の低沸点物質が蒸発し気泡内に取

り込まれ，溶融炉心の外へ放出された際に凝縮することで，エアロゾルが発生する※1。 

これに対して，コリウムシールドの成分としてＺｒＯ２の他に微量の                                         

        が含まれているが，水分やＣ（炭素）等，気体の発生源となる成分を含まな

い。したがって，仮に溶融炉心によって侵食された場合にも，ガスは発生せず，侵食に伴うエア

ロゾルの発生も発生しない。 

 

※1 D.A.Powers，J.E.Brockmann，A.W.Shiver，“VANESA: A Mechanistic Model of 

Radionuclide Release and Aerosol Generation During Core Debris Interactions With 

Concrete”，NUREG/CR-4308，1986． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・記載方針の相違 

島根２号炉は，エアロゾルの

想定に十分な保守性があるこ

と，コリウムシールドの侵食時

のガス及びエアロゾル発生はほ

とんどないことから，該当資料

なし 
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別紙 49 

格納容器圧力制御のための代替格納容器スプレイの運用について 

(1) 代替格納容器スプレイの運用について 

東海第二発電所の非常時運転手順書では，格納容器圧力制御のための外部水源を用いた代

替格納容器スプレイを実施する場合，炉心損傷前は 279kPa［gage］（0.9Pd）－217kPa［gage］

（0.7Pd），炉心損傷後は 465kPa［gage］（1.5Pd）－400kPa［gage］（1.3Pd）の範囲におい

て，可能な限り高い圧力で維持するよう格納容器スプレイ流量を 130m３／h－102m３／h（補

足 1）の範囲で調整することとしている。これは，間欠スプレイを実施する場合に対して，

運転員の負担の軽減及びスプレイ弁故障のリスク軽減し，さらに，格納容器圧力を高い領域

で維持することでスプレイ効果を高め，サプレッション・プール水位の上昇抑制による格納

容器ベントの遅延を図り，可能な限り外部への影響を軽減する観点から設定している。 

一方で，有効性評価においては，上記圧力制御範囲において，スプレイ流量 130m３／hを

一定として，スプレイ弁の開閉による間欠スプレイを実施することとしている。これは，被

ばく評価に与える影響を厳しく評価する観点から，実手順のスプレイ流量範囲のうち最大流

量である 130m３／hを設定している。 

 ・運用の相違 

格納容器スプレイについて

は，実手順と同様の条件で解析

を実施していることから，該当

資料なし 

(2) 影響評価 

   可能な限り連続スプレイを実施することとしている非常時運転手順書と有効性評価解析

には，第 1表に整理する相違点があり，非常時運転手順書に基づいて連続スプレイとした

場合に，有効性評価解析に与える影響を確認する。 

 

第 1表 有効性評価との相違点と影響評価について 

相違点 項目 評価 

スプレイ流量の低下 

格納容器圧力低下効果の不足 
影響評価① 

格納容器温度低下効果の不足 

エアロゾル除去効果の低下 影響評価② 

スプレイ停止期間の
減少 

ベント開始時間が早くなることに
よる被ばく影響の増大 

影響評価① 

格納容器圧力が 
高い領域で推移 

格納容器からの放射性物質の漏え
い量の増加 

影響評価③ 

 

ａ．影響評価① 

格納容器圧力制御のための代替格納容器スプレイを連続スプレイとした場合，有効性評

価において実施している 130m３／h から流量を低下させることとなるため，格納容器圧力

及び温度に与える影響を確認する。また，有効性評価ではサプレッション・プール水位上

昇を抑制するために間欠での代替格納容器スプレイを実施しているが，連続スプレイとし

た場合には，サプレッション・プール水位上昇が早くなるおそれがあるため，ベント開始

時間に与える影響を確認する。 

(a) 評価条件 
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代替格納容器スプレイ流量範囲の下限である 102m３／hで一定とした条件での感度解

析「102m３／h一定ケース」を実施した。また，その他の条件は有効性評価シナリオ「雰

囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用で

きない場合）」（以下「ベースケース」という。）と同じとした。 

ベースケースと 102m３／h一定ケースを対比し，連続スプレイとした場合の影響につ

いて確認する。 

(b) 評価結果 

ベースケースにおける格納容器圧力の推移を第 1 図に，格納容器温度の推移を第 3

図に示す。また，102m３／h 一定ケースにおける格納容器圧力の推移を第 2 図に，格納

容器温度の推移を第 4図に示す。 

102m３／h 一定ケースでは，約 4 時間後から約 9 時間後まで，蒸気発生量に対してス

プレイ流量が不足し，格納容器圧力が上昇する結果となった。ただし，実運用では，ス

プレイ流量を調整することで圧力を 465kPa［gage］（1.5Pd）以下に抑制することが可

能である。また，102m３／h一定ケースにおけるベント開始時間は約 20.5時間であり，

ベースケースの約 19.5時間よりも遅くなる結果となった。 

以上のことから，連続スプレイを実施することによる格納容器圧力及び格納容器温度

に与える影響はなく，ベント開始時間が早まることによる被ばく評価への影響もない。 
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第 1図 ベースケースにおける格納容器圧力の推移（24時間） 

 

第 2図 102m３／h一定ケースにおける格納容器圧力の推移（24時間） 
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常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器冷却操作（約 3.9 時間）に伴う圧力変化 

最大圧力 約 0.47MPa[gage]（約 3.9 時間） 

ＬＯＣＡ破断口からの蒸気流出に伴い格納容器圧力が上昇するため常

設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器冷却操作（25 分）を実施し格納容器圧力の上昇を抑制 

格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱操作（約 19.5

時間）の実施に伴う格納容器圧力の低下 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器冷却操作（102m３／h 一定）（約 3.9 時間） 

 

蒸気発生量に対して，102m３／h での代替格納容器スプレイでは流量

が不足するため，格納容器圧力が上昇 

 

蒸気発生量に対して，102m３／h での代替格納容器スプレイの効果が

釣り合った以降は格納容器圧力が緩やかに降下する 

 

格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱操作（約

20.5 時間）の実施に伴う格納容器圧力の低下 

620kPa[gage] 
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第 3図 ベースケースにおける格納容器温度の推移（24時間） 

 

第 4図 102m３／h一定ケースにおける格納容器温度の推移（24時間） 
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常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水操作（25 分）によって原子炉水位が回復する過程で過熱

蒸気が発生し，破断口からの流出することで格納容器温度が上昇 

原子炉水位Ｌ０到達により常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却を停止することで格納容器温度が上昇 

ＬＯＣＡ破断口からの蒸気流出に伴い格納容器雰囲気温度が上昇するため常設低圧代替注水系ポンプを

用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却操作（25 分）を実施し格納容器雰囲気

温度の上昇を抑制する 

格納容器圧力の推移はベースケースとおおむね同等の挙動となった 

200℃ 

200℃ 
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ｂ．影響評価② 

格納容器スプレイに期待しているエアロゾル除去効果について，スプレイ流量が低下し

た場合には，液滴数が減少することで除去効率が下がり，ベースケースよりも格納容器内

に浮遊するエアロゾル濃度が上昇することで，格納容器から原子炉建屋へ漏えいするエア

ロゾル量及びフィルタ装置へ移行するエアロゾル量が多くなるおそれがある。 

(a) 評価条件 

ベースケースにおいて，ベント直前の 19.5 時間後時点でのベースケース及び 102m３

／h一定ケースの格納容器気相部のエアロゾルの濃度を対比する。 

 (b) 評価結果 

19.5時間後におけるベースケースと102m３／h一定ケースにおける格納容器気相部の

エアロゾルを第 2表に示す。 

 

第 2 表 格納容器気相部のエアロゾル濃度の比較 

核種グループ 
エアロゾルの濃度（㎏／m３） ベースケースと

の比較 ベースケース 102m３／h一定ケース 

1 ＣｓＩ類 1.62E-07 1.26E-07 7.78E-01 

2 ＣｓＯＨ類 4.39E-07 3.16E-07 7.20E-01 

3 Ｓｂ類 1.13E-07 7.22E-08 6.39E-01 

4 ＴｅＯ２類 8.38E-08 4.43E-08 5.29E-01 

5 ＳｒＯ類 6.63E-05 4.35E-05 6.56E-01 

6 ＢａＯ類 8.53E-05 5.55E-05 6.51E-01 

7 ＭｏＯ２類 1.09E-04 7.00E-05 6.42E-01 

8 ＣｅＯ２類 5.74E-05 3.77E-05 6.57E-01 

9 Ｌａ２Ｏ３類 6.64E-05 4.36E-05 6.57E-01 

合計 3.85E-04 2.51E-04 6.51E-01 

 

(c) 評価結果 

評価の結果，102m３／h 一定ケースではベースケースと比較して，格納容器気相部の

エアロゾル濃度が減少する結果となった。これは，間欠スプレイを実施する場合には，

スプレイ停止期間中に格納容器内の温度が上昇し，沈着したエアロゾルが再浮遊するこ

とで濃度が上昇することに対して，連続スプレイを実施する場合は格納容器温度が相対

的に低く抑えられたためと考えられる。 

以上のことから，エアロゾル除去効果については，ベースケースの方がより保守的な

結果であり，被ばく評価に与える影響はない。 
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ｃ．影響評価③ 

被ばく評価において，ＭＡＡＰ解析結果に基づき，格納容器から原子炉建屋への漏えい

を評価する希ガス，エアロゾル及び有機よう素については，格納容器の圧力が高く維持さ

れる連続スプレイの方が多くなるおそれがある。 

(a) 評価条件 

代替格納容器スプレイによる圧力制御範囲において，可能な限り格納容器圧力を高い

領域で維持した場合を模擬させるため，格納容器圧力を 465kPa［gage］（1.5Pd）でほ

ぼ一定とした感度解析「1.5Pd制御ケース」を実施した。465kPa［gage］（1.5Pd）でほ

ぼ一定の格納容器圧力となるよう，465kPa［gage］（1.5Pd）から 462kPa［gage］（1.49Pd）

の圧力範囲で間欠スプレイを実施する条件とした。また，その他の条件はベースケース

と同じとした。 

ベースケースと 1.5Pd制御ケースを対比し，連続スプレイとした場合の希ガス，エア

ロゾル及び有機よう素の漏えいによる放出割合の影響について確認する。 

  

(b) 評価結果 

放出割合の評価結果を第 3表に示す。 

 

第 3 表 原子炉建屋への放出割合の比較 

核種グループ 
放射能量（0.5MeV 換算値） ベースケースと

の比較 ベースケース 1.5Pd 制御ケース 

1 希ガス類 2.423E+15 2.249E+15 9.285E-01 

2’ 有機よう素 2.890E+15 2.680E+15 9.274E-01 

2 ＣｓＩ類 1.121E+15 1.139E+15 1.016E+00 

3 ＣｓＯＨ類 9.065E+13 9.190E+13 1.014E+00 

4 Ｓｂ類 1.693E+12 1.717E+12 1.014E+00 

5 ＴｅＯ２類 1.445E+13 1.465E+13 1.014E+00 

6 ＳｒＯ類 5.607E+11 5.700E+11 1.017E+00 

7 ＢａＯ類 5.468E+12 5.544E+12 1.014E+00 

8 ＭｏＯ２類 2.267E+12 2.298E+12 1.014E+00 

9 ＣｅＯ２類 9.046E+11 9.175E+11 1.014E+00 

10 Ｌａ２Ｏ３類 7.939E+11 8.051E+11 1.014E+00 

合計 6.550E+15 6.187E+15 9.446E-01 

 

第 3表に示すとおり，エアロゾルは 2％程度増加する結果となったが，希ガス及び有

機よう素は減少する結果となった。これは，ベースケースにおいて，間欠スプレイを実
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施することで急激にドライウェル圧力が低下し，サプレッション・チェンバから希ガス

及び有機よう素を含む非凝縮性ガスがドライウェルに移行し，漏えい面積のより大きい

ドライウェル内の非凝縮性ガスの割合が増加するのに対し，1.5Pd制御ケースの場合，

ドライウェルとサプレッション・チェンバ間の急激な差圧が生じず，ドライウェルに移

行する非凝縮性ガスの割合が相対的に低くなったためである。 

また，ベースケースにおける格納容器から原子炉建屋への漏えいする希ガス，有機よ

う素及びその他の核種の被ばくへの寄与率は，第 4表に示すとおり，希ガス及び有機よ

う素による寄与が大半を占めている。1.5Pd制御ケースにて増加するエアロゾルの影響

は軽微であることに加え，寄与率の高い希ガス及び有機よう素が減少していることか

ら，間欠スプレイを実施するベースケースの方がより保守的な評価となる。 

 

第 4表 核種グループごとの被ばく寄与率（ベースケース） 

 外部被ばく寄与率 内部被ばく寄与率 グランドシャイン 

希ガス 約 56％ ― ― 

有機よう素 約 26％ 約 55％ 

約 96％ 無機よう素 約 17％ 約 35％ 

粒子状よう素 約 1％ 約 2％ 

エアロゾル 約 1％ 約 9％ 約 4％ 

  

さらに，ａ．にて示したように，102m３／h一定ケースでは，ベースケースと比較し，

ベント開始時間が遅くなることで被ばく評価において大半の寄与を占める希ガスの減

衰時間が増えるため，より被ばく線量は低くなる。 

なお，無機よう素については，有効性評価における格納容器圧力の制御範囲を包含す

るよう漏えい率を与えているため，影響はない。 

以上のことから，被ばく評価において，ベースケースの方がより保守的な結果となる

ため，被ばく評価に対する影響はない。 
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補足 1 スプレイ流量制御の下限値の設定について 

格納容器スプレイによるエアロゾル除去効果については，ＭＡＡＰコードにおいて取扱ってお

り，スプレイ液滴径と相関があるため，スプレイ流量を低下させた場合，液滴径が大きくなるこ

とで十分なエアロゾル除去効果が確保されないおそれがある。そのため，連続スプレイ流量制御

の下限値は，ＭＡＡＰ解析にて有効性を確認している粒径である 2mm が確保される流量を設定す

る。流量制御の下限値の設定に当たっては，実験※1 による知見に基づき，代替格納容器スプレ

イ流量の下限値を設定する。 

1．実験の知見及び考察 

実験の結果を第 1図に示す。実験における記録ではスプレイ液滴径にばらつきがあるが，第

1図に示すノズル当たりの流量が   L／min以上の場合，最大の液滴径は 2㎜以下となる。

そのため，ノズル当たりの流量が   L／min 以上確保される流量を代替格納容器スプレイ

流量制御の下限値として設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1図 スプレイ液滴径の実験結果 

（ノズル当たりの流量   L／min） 

 

2．流量制御の下限値の設定 

東海第二発電所におけるスプレイヘッダのノズル数は  個であることから，下式に示すと

おり，スプレイ流量 102m３／h 以上を確保することで，スプレイノズル当たりの流量は  L

／min以上確保される。 

○系統流量＝  （L／min／ノズル）×  （ノズル） 

    ＝   （L／min） 

    ＝102（m３／h） 

 

※1 共同研究報告書，放射能放出低減装置に関する開発研究（PHASE2）（平成 5年 3月） 
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別紙 53 

フィルタ装置入口配管の位置について 

 

 東海第二発電所のフィルタ装置入口配管は，フィルタ装置の通常水位より低い位置でフィルタ

装置に接続される。以下に機器設計上の考え方と，この設計による悪影響の有無について検討す

る。 

(1) 機器設計上の考え方 

  東海第二発電所のフィルタ装置には，容器内部に有機よう素を除去するための銀ゼオライト

フィルタを設置している。この銀ゼオライト充填や容器内部の入槽点検には，上部マンホール

から容器内部に作業者が入り作業を行う必要がある。以下に示すように入口配管の接続位置は

フィルタ性能に影響を及ぼすことはないことから，作業性を考慮して容器内部の作業エリアに

大きな配管が極力配置されないように，銀ゼオライトフィルタ室より低い位置で入口配管を接

続した設計としている。 

 ・設備の相違 

島根２号炉は，スクラバ容器

入口配管は通常水位より高い

位置で接続されるため，該当資

料なし 

(2) 悪影響の有無について 

 入口配管がフィルタ装置の通常水位より低い位置でフィルタ装置に接続することから，第 1

図のとおりスクラビング水を内包した入口配管が容器の外に配置されることとなる。これによ

るフィルタ性能への影響，バウンダリへの影響及び放射性防護の観点から悪影響の有無を検討

する。 

なお，強度や耐震性への影響は構造（入口配管の位置）を適切に反映して評価することから，

問題はない。 

 

ａ．フィルタ性能への影響 

   フィルタ装置使用時には入口配管のスクラビング水を押し出す必要がある。入口配管の位

置が通常水位の上下に関わらず，格納容器からのガスは待機時水位とベンチュリノズル分配

管との差分の水位を押し込む必要がある。この押込み水位は入口配管の位置による差はほと

んどない。 

   したがって，入口配管が通常水位より下でフィルタ装置に接続されても，格納容器からの

ガスはベンチュリノズルに導かれ，エアロゾルや無機よう素を捕集することから，入口配管

の位置が放射性物質の捕集性能に影響を及ぼすことはない。 

   なお，JAVA試験設備においては， 

エアロゾルや無機よう素に対して，十分な除去性能を有することが確認されてい

る。 

ｂ．バウンダリへの影響 

   系統待機時にスクラビング水はフィルタ装置外部の入口配管内にも貯留されるが，配管の

材質は耐アルカリ性を考慮して，フィルタ装置同様ステンレス鋼を採用することで，バウン

ダリへの影響はない。 

  ｃ．放射線防護への影響 

   フィルタ装置使用後は，入口配管にも放射性物質を含んだスクラビング水が貯留される。
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フィルタ装置内部に入口配管が位置する場合と比べると，入口配管表面の放射線量率は高く

なるが，格納容器圧力逃がし装置格納槽の遮蔽壁内に位置することから，作業員への影響は

ない。 

 

以上より，入口配管のフィルタ装置への接続位置が，フィルタ性能等へ悪影響を及ぼすことは

ない。 
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